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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　日医発第154号（地皿23）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成18年5月11日

齢轍殿
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　塵鋤

　　　　　　　r保健事業実施要領の一部改正について」等通知について

　時下益々ご清栄のこととお慶び申し上げます。

　さて、保健事業実施要領新旧対照表（案）等の送付につきましては、平成18

年3月28日付（地皿258）の文書をもって貴会宛にお送り申し上げました。

　今般、介護保険法等の一部を改正する法律（平成17年法律第77号）が、平

成18年4月1日から施行されること等に伴い、厚生労働省老健局長等より、各

都道府県知事等宛てに下記の通知がなされ、本会に対しても協力方依頼がありま

した。

　つきましては、貴会におかれましても本件についてご了知いただき、貴会管下

郡市区医師会及び関係医療機関等への周知、協力方よろしくご高配のほどお願い

申し上げます。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　記

・保健事業平成18年度計画による保健事業の推進について

・保健事業実施要領の一部改正について

・r老人保健法による健康診査」の一部改正について

・rがん予防重点健康教育及びがん検診実施のための指針」の一部改正について

・r健康診査管理指導等事業実施のための指針」の一部改正について

・r老人保健事業に基づく大腸がん検診の見直しについて」　（がん検診に関する

　検討会中間報告）の送付について

・地域リハビリテーション推進事業等の廃止について

・r地域リハビリテーション推進のための指針」の策定について

・介護予防市町村支援事業の実施について
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r保健事業実施要領の一部改正について」等通知について

　老人保健事業の推進につきましては、平素より格別のご配意をいただき感謝申し上げま

す。

　今般、介護保険法等の一部を改正する法律（平成17年法律第77号）が平成18年

4月1目から施行されること等に伴い、下記通知を都道府県等の老人保健主管部（局）長あ

て別添のとおり発出しましたのでお知らせいたします。

　つきましては、下記通知の趣旨をご理解の上、引き続きご協力下さいますようお願い申

しあげます。

記

・保健事業平成18年度計画による保健事業の推進について

・保健事業実施要領の一部改正について

・r老人保健法による健康診査」の一部改正について

・rがん予防重点健康教育及びがん検診実施のための指針」の一部改正について

・「健康診査管理指導等事業実施のための指針」の一部改正について

・「老人保健事業に基づく大腸がん検診の見直しについて」　（がん検診に関する検討会中

間報告）の送付について

・地域リハビリテーション推進事業等の廃止について

・「地域リハビリテーション推進のための指針」の策定について

・介護予防市町村支援事業の実施について
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保健事業平成18年度計画による保鰹事業の推進について

　　壮年期から高齢期に至る生活習慣病予防対策及び介護予防対策については、老人保健

法（昭和57年法律第80号）に基づく医療等以外の保健事業（以下「保健事業」という。）

に基づき、昭和57年度以来、平成16年度までは4次に及ぶ計画に基づき、また、平成

17年度については単年度計画である「保健事業平成17年度計画」に基ずき、各種の事

業を推進してきたところである。

今般、平成、8年度より、改正介護保険法に基づき馳域支援事業が開始さオtるのに併

せて、保健事業についても所要の見直しを行い、別紙「保健事業平成18年度計画」に基

づき実施することとしたので、貴職におかれては、管内市町村（特別区を含む。以下同じ。）、

関係団体等に対する周知徹底及び適切な支援を行うなど、保健事業の一層の推進に努めら

れたい。



別紙

保健事業平成18年度計画

第一　保健事業平成18年度計画の基本的考え方

　1　保健事業平成18年度計画（以下r平成18年度計画」という。）は、平成18年

　　度における保健事業の基本指針及び全国的総事業量に関する厚生労働省の考え方を

　　示すものとする。

　2　平成18年度計画においては、疾病（特に生活習慣病）の予防と、寝たきりなどの

　　要介護状態若しくは要支援状態（以下「要介護状態等」という。）となることの予防

　　又は要介護状態等の軽減若しくは悪化の防止（以下「介護予防」という。）を通じ、「健

　　康日本21計画」の目標でもある健康寿命の延伸を図ることを重点的な目標とし、ひ

　　いては、医療保険制度及び介護保険制度の安定的な運営にも資するものとする。

　3　生活習慣病のうち、重点的に対策を講じることが必要な疾患（以下「重点対象疾患」

　　という。）として、がん、脳卒中、心臓病、糖尿病、高血圧及び高脂血症が挙げられ

　　る。これらの重点対象疾患を予防する観点から、壮年期以降における食生活、運動、

　　喫煙等の生活習慣の改善への取組を重視するものとする。また、歯周疾患、骨粗鬆症

　　及びウイルス性肝炎についても取組を推進する。

　4　これと併せて、要介護状態等の原因となる生活機能の低下、生活環境上の問題等の

　　改善を図るための保健サービスを実施し、介護予防の取組を推進する。

　5　65歳以上の者については、介護保険法（平成9年法律第123号）に基づく介護

　　保険給付や介護予防事業（以下「介護予防事業等」という。）により、介護予防に資

　　する事業が実施されることから、健康教育、健康相談、健康診査のうち介護を要する

　　状態等の予防に関する健康度評価、機能訓練及び訪問指導については、40歳から6

　　4歳までの者を対象とする。また、基本健康診査においては、65歳以上の者を対象

　　に生活機能評価を実施し、介護予防事業等との連携により、生活機能低下の早期把握

　　及び早期対応の取組を推進する。

　6　これらの保健サービスの提供に当たっては、住民一人ひとりの需要の多様性と、自

　　主的なサービスの選択を重視する観点から、地域の実情に即したアセスメント手法

　　　（質問票等）を活用して、個々の対象者の需要に適合したサービスを体系的・総合的

　　に提供するよう努める。
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7　以上の基本的考え方を踏まえ、以下に記述する各事項については、地区医師会等関

係団体との調整を十分に行うものとする。

第二　個々の保健事業についての考え方

　1　健康手帳による健康管理の在り方

　　　利用者本人の健康管理に資する観点から、健康手帳の交付時に、利用者が自らの生

　　活習慣行動や生活機能を確認するとともに、市町村が保健サービスを提供するに当た

　　っての必要な情報を得ることができるよう、健康度評価のための質問票を交付する。

　2　健康教育の在り方

　　　健康教育は、市町村（特別区を含む。以下同じ。）の区域内に居住地を有する40歳

　　から64歳までの者を対象として実施するものとし、その事業区分は・一個別健康教育

　　及び集団健康教育とする。

　　（1）個別健康教育

　　①　個別健康教育は、対象者が指導者から一対一で受ける健康教育であり、高血圧、

　　　高脂血症、糖尿病及び喫煙の4領域について実施する。このうち、高血圧、高脂血

　　　症及び糖尿病については、基本健康診査においてそれぞれの事項に関連して要指導

　　　とされた者等を対象とし、また、喫煙については、禁煙の意思を有しているが自ら

　　　の努力だけでは禁煙できない者を、基本健康診査の問診その他の適切な方法により

　　　把握して実施する。

　　②市町村は、上記の4領域それぞれについて、被指導実人数の目標を設定し、その

　　　目標に応じて実施体制を整備する。高血圧、高脂血症及び糖尿病について、基本健

　　　康診査の要指導者の見込み数に参加が見込まれる割合を乗じた数を目安として目標

　　　を設定する。喫煙については、禁煙の意思を有しているが自らの努力だけでは禁煙

　　　できない者の推計数を目安として目標を設定する。

　　③　なお、健康診査の事業の中で取り組まれている健康度評価のうち・個別健康教育

　　　とみなされるものについては、個別健康教育として取り扱う・

　　（2）集団健康教育

　　①　各市町村において、平成17年度の集団健康教育の事業量に一定の上乗せをし、

　　　実施回数の目標を設定する。実施延人数についても適宜把握する。

　　②また、内容の重点化を図るなど、事業内容の充実に努めるとともに、適切な事業
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　　量の維持向上を図るものとする。

3　健康相談の在り方

　　健康相談は、市町村の区域内に居住地を有する40歳から64歳までの者を対象と

　して実施するものとし、その事業区分は、重点健康相談及び総合健康相談とする。

　　健康相談の被指導者に対しては、必要に応じて、事後のサービスを体系的に提供し

ていくための健康度評価を実施する。

（1）重点健康相談

　　　各市町村において、平成17年度に40歳から64歳までの者を対象として実施

　　された事業量に一定の上乗せをし、実施回数について目標を設定する。実施延人数

　　についても適宜把握する。

（2）総合健康相談

　　　各市町村において、平成17年度に40歳から64歳までの者を対象として実施

　　された事業量に一定の上乗せをし、実施回数について目標を設定する。実施延人数

　　についても適宜把握する。

4　健康診査の在り方

　　健康診査の事業区分は、基本健康診査（訪問基本健康診査及び介護家族訪問基本健

康診査を含む。）、歯周疾患検診、骨粗鬆症検診、肝炎ウイルス検診及び健康度評価と

する。実施に当たっては、健康増進法（平成14年法律第103号）に基づくr健康

増進事業実施者に対する健康診査の実施等に関する指針（平成16年6月14目厚生

労働省告示第242号）」に十分配慮する。

（！）基本健康診査

①基本健康診査は、市町村の区域内に居住地を有する40歳以上の者を対象として

　　実施するものとする。

②基本健康診査の検査項目は、40歳から64歳までの者については平成17年度

　　と同様とし、65歳以上の者については生活機能評価に関する検査項目を追加する

　　こととする。

③各市町村においては、要指導者のうち適切な事後指導（個別健康教育等）を受け

　　た者の割合、要医療者のうち医師の診療を受けた者の割合、生活機能の低下が指摘

　　された者のうち介護予防ケアマネジメントを受けた者の割合、受診者に結果を通知

　　するまでの期間など、独自の指標に基づいた目標を定めることとする。
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④市町村において健康診査の結果の記録を時系列的に把握できるようにしておくこ

　とは、受診者本人が健康診査の結果を適切に把握することはもとより、受診者を支

　援する上でのサービス内容の充実を図るための有効な手段となることからも、これ

　を積極的に推進するよう努めるものとする。

⑤受診率を算定する上での文橡人口の把握方法については、各市町村の実情が異な

　ることを勘案し、それぞれの実態にふさわしい方法によることとする。

⑥基本健康診査の実施形態として、集団健診によるもの及び医療機関委託によるも

　のに加えて、訪問基本健康診査及び介護家族訪問基本健康診査についても、地域の

　実情に応じた推進を図る。その実施に当たっては、在宅の寝たきり者等及びその家

　族の実態並びにこれらの者の在宅における健康診査の受診希望を把握することが重

　要である。なお、65歳以上の者については、生活機能の低下を早期に把握し、速

　やかに介護予防事業等につなげる必要があることから、年間を通じて受診できる体

　制を整備するものとする。

⑦基本健康診査の事業量に関する全国共通の指標として、引き続き受診率を用いる

　こととし、全国的には受診率50％を目標とする。なお、65歳以上については、

　生活機能評価が新たに導入されることから、別途、介護保険の第一号被保険者数を

　分母に用いて受診率を算出することとし、各市町村の実情に応じて目標を設定する。

（2）歯周疾患検診

①歯周疾患検診については、市町村の区域内に居住地を有する40歳、50歳、6

　0歳及び70歳の者を対象とする節目検診として、独立した検診として実施する。

　なお、市町村の判断により、基本健康診査等と併せて実施することを妨げるもので

　はない。

②具体的な実施方法については、歯周疾患検診マニュアル（平成12年4月作成）

　によるものとする。なお、70歳の者については、介護予防事業等との連携にも、

　十分に配慮するものとする。

③　各市町村において、平成17年度の事業量を基本として、受診者数について目標一

　を設定する。

（3）骨粗鬆症検診

①骨粗鬆症検診については、市町村の区域内に居住地を有する40歳、45歳、5

　　0歳、55歳、60歳、65歳及び70歳の女性を対象とする節目検診として、独
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　立した検診として実施する。なお、市町村の判断により・基本健康診査等と併せて

　実施することを妨げるものではない。

②具体的な実施方法については、骨粗鬆症予防マニュアル（平成12年4月作成）

　によるものとする。なお、65歳及び70歳の女性については、介護予防事業等と

　の連携にも、十分に配慮するものとする。

③各市町村において、平成17年度の事業量を基本として、受診者数について目標

　を設定する。

（4）肝炎ウイルス検診

①肝炎ウイルス検診については、市町村の区域内に居住地を有する40歳、45歳、

　50歳、55歳、60歳、65歳及び70歳の者を対象とする節目検診又は節目検

　診対象者以外の保健事業の健康診査の女橡者のうち、過去に肝機能異常を指摘され

　たことのある者等を対象とする節目外検診として、可能な限り、基本健康診査と併

　せて実施するものとする。

②具体的な実施方法については、r肝炎ウイルス検診等について（平成14年4月1

　　日老発0401001号厚生労働省老健局長通知）」によるものとする。

③肝炎ウイルス検診は平成14年度に5カ年の予定で開始されたものであり・平成

　　18年度は、その最終年度に当たることから、何らかの理由により節目検診の受診

　　の機会を逸した者については、積極的に受診を勧奨するものとする。

④各市町村において、平成17年度の事業量に一定の上乗せをし、受診者数につい

　　て目標を設定する。

（5）健康度評価

①健康度評価については、市町村の区域内に居住地を有する40歳以上の者を対象

　　として実施するものとする。ただし、介護を要する状態等の予防に関する健康度評

　　価については、40歳から64歳までの者を対象として実施する。

　②基本健康診査受診者に対して、事後のサービスを体系的に提供していく観点から

　　健康度評価を実施することが重要である。

　③各市町村において、健康診査受診後に健康度評価を受けた者や、健康度評価の結

　　果に即して適切な事後のサービス提供を受けた者の全受診者に占める割合など、独

　　自の指標に基づいた目標を定めるよう努めるものとする。

（6）がん検診
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①がん検診（胃がん検診、子宮がん検診、肺がん検診、乳がん検診及び大腸がん検

　診）は、一般財源化に伴い、平成10年度以降、国として目標数値を定めてはいな

　いが、その効果及び重要性は広く認められているところであり、「がん予防重点健康

　教育及びがん検診実施のための指針〔平成10年3月31日老健第64号厚生省老

　人保健福祉局老人保健課長通知）」（以下「がん検診指針」という。）に基づき、引き

　続き事業の推進に努められるよう管内市町村に対し周知徹底を図られたい。

②がん検診の事業評価に関しては、「健康診査管理指導等事業実施のための指針の策

　定について（平成10年3月31日老健第65号厚生省老人保健福祉局老入保健課

　長通知）」、「がん検診指針」、「健康増進事業実施者に対する健康診査の実施等に関す

　る指針」が示されており、これらの指針に基づき、質の高いがん検診を実施するた

　めの体制の確保に努められたい。

③乳がん検診については、平成17年度に引き続き平成18年度においても、マン

　モグラフィ緊急整備事業によりマンモグラフィの全国的な整備を実施することとし

　　ており、各市町村に対し乳がん検診の受診率向上のための積極的な取組を求められ

　　たい。

5　機能訓練の在り方

①機能訓練の対象者は、市町村の区域内に居住地を有する40歳から64歳までの

　　者とする。

②要介護状態等の者に対するサービスの提供については、原則として、介護保険給

　　付として実施されることになることから、これらの者につや・ては機能訓練の対象と

　　しない。なお、介護予防の一層の推進を図る観点から、都道府県が行う地域リハビ

　　リテーション推進のための事業との緊密な連携の下に実施することが重要である。

　③　各市町村において、平成17年度に40歳から’64歳までの者を対象として実施

　　された事業量に一定の上乗せをし、事業の被指導実人数及び延人数の目標を設定す

　　る。

　④実施回数は週2回で、毎週実施することを基本とし、一人の対象者の事業今の参

　　加期間はおおむね6ヶ月とする。

　⑤なお、従来、介護予防・地域支え合い事業と一体的に実施されてきた機能訓練B

　　型については、該当する事業内容の多くが一般財源化され、さらに、平成18年度

　　には介護予防・地域支え合い事業自体が廃止されることから、平成18年度におい
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　　ては、地域支援事業や一般財源により実施するものとする。

6　訪問指導の在り方

①　訪問指導は、重点対象疾患の予防、介護予防及び保健サービスと医療・福祉等他

　　のサービスとの調整を図ることを事業の目的とする。介護保険の給付対象者に対し、

　介護保険以外のサービスに関する調整を図るために必要な訪問指導は、本事業にお

　　いて行うものとするが、介護保険給付と内容的に重複するサービスについては行わ

　　ないこととする。

②訪問指導の女橡は、市町村の区域内に居住地を有する40歳から64歳までの者

　　とし、健康診査の要指導者等（健康診査後のフォローアジプ対筆者、健康相談や個

　　別健康教育を受けた者を含む。）及び介護予防の観点から支援が必要な者とする。

③　各市町村において、平成17年度に40歳から64歳までの者を対象として実施

　　された事業量に一定の上乗せをし、被訪問指導実人数及び延人数の目標を設定する。

④訪問指導の実施に当たろては、地域住民活動（ボランティア、自主グループ等）

　　との連携を特に重視し、この連携の下で訪問指導対象者を支援していくよう努める

　　ものとする。

7　その他

　　保健事業の対象者の把握に当たっては、医療保険の各保険者及び事業所との連携を

　重視し、地域の実情に応じ、地域・職域連携推進協議会、保険者協議会等を活用する

　ものとする。

第三　介護予防のための取組と保健事業

　　　介護予防を効果的に推進するためには、保健・医療・福祉の各分野にわたる総合的

　　な取組が不可欠である。このため、保健事業の推進に当たっては、個々の対象者の需

　　要の把握から事業実施計画の作成に至るまで、あらゆる介護予防のための取組との一

　　体的な実施に努めることが重要である。特に、平成18年度からは、基本健康診査の

　　中で生活機能評価を行うことになっていることから、介護予防事業等ど密接に連携を

　　図る必要がある。
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老発第0331027号
平成18年3月31日

各

都　道　府　県　知　事

指定都市市長
中　核　　市　市　長

保健所設置市（区）長

殿

　　　　　　　　　　　　　厚生労働省老健局慧爆

保健事業実施要領の一部改正について

　保健事業実施要領については、r保健事業実施要領の全部改正について」（平成12

年3月31目老発第334号厚生省老人保健福祉局長通知）によりこれを通知したとこ

ろであるが、今般、介護保険法改正により創設された地域支援事業の実施により、その

一部を別添新旧対照表のとおり改正し、平成18年4月1日より施行することとしたの

で、改正趣旨を十分ご理解の上、貴管内市区町村及び関係団体等に対し周知徹底及び適

切な助言等を行い、保健事業の一層の推進に努められたい。



別　添

保健事業実施要領新1日対照表
傍線の部分は改正部分

改　正　後

別添

第1　共通的事項

保健事業実施要領

1　市町村〔特別区を含む。以下同じ。）は、老人保健法（昭和57年法律第80号）に

　よる医療等以外の保健事業（以下単にr保健事業」という。）の実施に当たっては、

　「医療等以外の保健事業の実施の基準」〔昭和57年11月厚生省告示第185号）及びこ

　の実施要領を基に、市町村の人ロ規模、年齢構成、地理的状況、住民の健康及び疾

病の状況、保健事業の実施に必要な要員、施設の状況、財政事情等に配慮し・地域

住民の多様な需要にきめ細かく対応した魅力ある保健事業の実施を図るべく・具体

　的な実施方法、事業量等に関し地域の実情に即した実施計画を作成し、計画的に事

　業を推進するものとする。この際には、老人保健法及び老人福祉法（昭和38年法律

　第133号）による市町村老人保健福祉計画並びに介護保険法（平成9年法律第123号）

　による市町村介護保険事業計画及び介量予防事業の円滑な実施　図るための指針

　（平成18年厚生労働省告示第316号）との整合を十分図らなければならない。

2　市町村は、保健事業の実施の計画の作成、その他保健事業の企画及び運営に関し、

　保健所、福祉事務所その他の関係行政機関、医師会、歯科医師会・薬剤師会その他

　の保健医療関係団体、社会福祉協議会その他の福祉関係団体、ボランティアを含む

　住民の代表等からなる協議会において、これらの者の意見を聴き・その協力を得る

　とともに、保健所保健事業連絡協議会、都道府県高齢者サービス総合調整推進会議

　等の機会をも利用し、保健事業相互間、保健事業と医療及び福祉サービス並びに地

　域と職域の保健サービスの有機的な連携及び調整を積極的に図るものとする。

3　市町村は、広報誌、パンフレット、ポスター、有線放送その他を活用し・保健事

　業の意義、対象となる者の範囲、各事業の内容、実施期日、実施方法その他必要な

事項について、地域の住民に周知徹底させるよう努め、また、地域住民やボランテ

　ィア活動等地域社会の協力も得て、住民が積極的に保健事業に参加しうる体制づく

　りに努めるとともに、特に都市及びその周辺部においては、対象者の移動状況、住

　民の健康意識、医療機関の利用実態等に係る都市部特有の事情に留意するものとす

　る。

4　市町村は、保健事業の実施に当たっては、自ら適宜、適切な評価を行い、その評

現 行

別添

第1　共通的事項

保健事業実施要領

1　市町村（特別区を含む。以下同じ。）は、老人保健法（昭和57年法律第80号）に

　よる医療等以外の保健事業（以下単にr保健事業」という。）の実施に当たっては，

　「医療等以外の保健事業の実施の基準」（昭和57年11月厚生省告示第185号）及びこ

の実施要領を基に、市町村の人口規模、年齢構成、地理的状況・住民の健康及び疾

　病の状況、保健事業の実施に必要な要員、施設の状況、財政事情等に配慮し、地域

　住民の多様な需要にきめ細かく対応した魅力ある保健事業の実施を図るべく・具体

　的な実施方法、事業量等に関し地域の実情に即した実施計画を作成し、計画的に事

　業を推進するものとする。この際には、老人保健法及び老人福祉法（昭和38年法律

　第133号）による市町村老人保健福祉計画2塑介護保険法（平成9年法律第123号）に

　よる市町村介護保険事業計画との整合を十分図らなければならない。

2　市町村は、保健事業の実施の計画の作成、その他保健事業の企画及び運営に関し、

　保健所、一福祉事務所その他の関係行政機関、医師会、歯科医師会、薬剤師会その他

　の保健医療関係団体、社会福祉協議会その他の福祉関係団体、ボランティアを含む

　住民の代表等からなる協議会において、これらの者の意見を聴き、その協力を得る

　とともに、保健所保健事業連絡協言義会、都道府県高齢者サービス総合調整推進会議

　等の機会をも利用し、保健事業相互間、保健事業と医療及び福祉サービス並びに地
　域と職域の保健サービズの有機的な連携及び調整を積極的に図るものとする。

3　市町村は、広報誌、パンフレット、ポスター、有線放送その他を活用し、保健事

　業の意義、対象となる者の範囲、各事業の内容、実施期日、実施方法その他必要な
　事項について、地域の住民に周知徹底させるよう努め、また、地域住民やボランテ

　ィア活動等地域社会の協力も得て、住民が積極的に保健事業に参加しうる体制づく

　りに努めるとともに、特に都市及びその周辺鄙においては、対象者の移動状況、住

　民の健康意i哉、医療機関の利用実態等に係る都市部特有の事情に留意するものとす

　る。

4　市町村1ま、保健事業の実施に当たっては、自ら適宜、適切な評価を行い、その評
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価に基づき、事業のより一層の充実・強化を図るものとする。

5　都道府県保健所は、保健所保健事業連絡協議会の活用を図り、市町村が地域特性

　等を踏まえて保健事業を円滑かつ効果的に実施できるよう、必要な助言・技術的支

　援、連絡調整及び健康指標その他の保健医療情報の収集及び提供を行い、必要に応

　じ保健事業についての評価を行うことが望ましい。

6　都道府県は、保健・医療・福祉の連携を図るとともに、老人保健事業と医療保険

　制度の保険者による保健事業との効果的な連携を図るために、地域・職域保健連絡

　協議会を活性化していくことが望ましい。

7　地域保健法施行令（昭和23年政令第77号）に定める市及び特別区は、1から4ま
　でに掲げる市町村の役害1」と5に掲げる都道府県の役割を併せ持つことから、地域の

　実情に応じて、その役割分担を工夫することが望ましい。

第2　健康手帳の交付

1　目的
　健康手帳は健康診査の記録、その他老後における健康の保持のために必要な事項

　を記載し、自らの健康管理と適切な医療の確保に資することを目的とする。

2　対象者
　　当該市町村の区域内に居住地を有する40歳以上の者で次に掲げるものとする。

　01老人保健法に基づく医療を受けることができる者全員。

　の　〔1）に定める者のほか、次に　げる者のうち、　塾するもの又は市町村が必　と

　　認めるもの。

　　ア　健康教育、健康相談、健　診査、機能訓練又は訪問指導を受けた者

　　イ　介言保　法における要介言者及び　支　者（以下「要介言者　　という）

皇　介護保険法第115条の38第1項第1号に定める事業（以下「介護予防事
業」という。）の参加者

3　様式及び内容
　〔η　医療の受給資格を証するページ及び医療の記録に係るページについては、r健

　　康手帳の医療の受給資格を証するページ及び医療の記録に係るページの様式」（昭

　　和57年11月厚生省告示第192号）に定める様式とする。

　12〕健康診査の記録に係るページについて「ま、別添1の様式1～3を標準的な様式

　　例とする。

　⑥　生活習慣行動等の把握に係るページについては、健　度評価事業の一環として、

　　別添2の様式1及び様式2のとおり生活習慣病の予防及び介護を要する状態等の

予防に関する質問票を設けることとする。

価に基づき、事業のより一層の充実・強化を図るものとする。

5　都道府県保健所は、保健所保健事業連絡協議会の活用を図り、市町村が地域特性

　等を踏まえて保健事業を円滑かつ効果的に実施できるよう、必要な助言、技術的支

　援、連絡調整及び健康指標その他の保健医療情報の収集及び提供を行い、必要に応

　じ保健事業についての評価を行うことが望ましい。

6　都道府県は、保健・医療・福祉の連携を図るとともに、老人保健事業と医療保険

制度の保険者による保健事業との効果的な連携を図るために、地域・職域保健連絡

　協議会を活性化してい（ことが望ましい。

7　地域保健法施行令（昭和23年政令第77号）に定める市及び特別区は、1から4ま

　でに掲げる市町村の役割と5に掲げる都道府県の役割を併せ持つことから、地域の

　実情に応じて、その役割分担を工夫することが望ましい。

第2　健康手帳の交付

可　目的

　健康手帳は健康診査の記録、その他老後における健康の保持のために必要な事項

を記載し、自らの健康管理と適切な医療の確保に資することを目的とする。

2　対象者
　　当該市町村の区域内に居住地を有する40歳以上の者で次に掲げるものとする。

　（11老人保健法に基づ（医療を受けることができる者全員。

　の　（ηに定める者のほか、健　教育、　　　談、健　多査、綾地訓練又は訪問指導

　　　受けた者並びに介護保険法における要　護者及び　支長者（以下「要介護者等

』という。）のうち、希望する者又は　町村が必要と認める者

　　康手帳の医療の受給資格を証するベージ及び医療の記録に係るページの様式」（昭

　　和57年11月厚生省告示第192号）に定める様式とする。

　　例とする。

　⑥　生活習慣行動等の把握に係るベージについては、一剣童
　　工夫を生かして作成する（手帳本体とは別に作成することも考えられる。）。その

　〔1｝医療の受給資格を証するページ及び医療の記録に係るページについては、r健

3　様式及び内容

　121健康診査の記録に係るページについては、別添可の様式1～3を標準的な様式

、1には、健度評価事業の一環として活用するため、生活習ll病の予及び介護

を要する状態等の予防に関する健　度評価に係る質醐票　設けることが望ましい
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㈲　健康教育、健康相談、機能訓練及び訪問指導の記録に係るページ、生活習慣病

　の予防及び老後における健康の保持と適切な受療のための知識に係るページ等を

　設ける場合にあっては、各種の保健情報が記載しやすく、また、分かりやすいも

　のとなるよう各市町村において自らの創意工夫を生かして作成する。

㈲　老人保健法に基づく健康手帳であることが明らかとなるよう留意する。

4　交付の方法
　　健康手帳の交付は、市町村における健康診査等の実施方法その他地域の諸事情に

　応じ、次の事項を考慮した適切な方法によるものとする。

　〔11交付の対象となる者にとっての便宜が図られた方法であること。

　の　交付の事務を的確に処理できる方法であること。

5　記載方法等
　01　医療の記録に係るページの各欄は、保険医療機関、保険薬局、特定承認保険医
　　療機関若しくは指定訪問看護事業者又は指定居宅サービス事業者（訪問看護事業、

　　訪問リハビリテーション事業、居宅療養管理指導事業・通所リハビリテーション
　　事業若しくは短期入所療養介護事業を行う者に限る。以下同じ。）、介護老人保

　　健施設若しくは介護療養型医療施設において記載する。

　の　医療の記録を補足するページの各欄は、保険医療機関、保険薬局、特定承認保

　　険医療機関若しくは指定訪問看護事業者又は指定居宅サービス事業者、指定居宅

　　介護支援事業者、介護老人保健施設若しくは介護療養型医療施設において記載す

　　る。

　〔31〔11、｛21以外のページの各欄は、原則として交付を受けた者又はその家族が記載

　　し、必要に応じて保健事業の担当者等が記載する。

　㈲　健康手帳の記載方法及び活用方法については、交付の際その他適切な機会をと

　　らえ必要な指導を行う。

6　その他
　㈹　健康診査の記録その他の記録に係るページ（医療の記録を補足するページを含

　　む。）に記載すべき余白がなくなった健康手帳については・交付を受けた者から

　　の申出に基づき、健康手帳の再交付を行う。
　の　健康手帳を破損し、汚し、又は、紛失したときは、交付を受けた者からの申出

　　に基づき、健康手帳の再交付を行う。

第3　健康教育

1　目的
　健康教育は、生活習慣病の予防及び介護を要する状態となることの予防その他健

　。それぞれについて、別添2の様式1に日本総合健診医学会作成（一音改一）の

　r生活習慣病問診票」を、別添2の様式2に東京都老人総合研究所作成のr老研

　式活動能力指標　　例示するので、作成の際の参考とされたい。

㈲　健康教育、健康相談、機能訓練及び訪問指導の記録に係るページ、生活習慣病

　の予防及び老後における健康の保持と適切な受療のための知識に係るページ等を

　設ける場合にあっては、各種の保健情報が記載しやすく、また、分かりやすいも

　のとなるよう各市町村において自らの創意工夫を生かして作成する。

（51老人保健法に基づく健康手帳であることが明らかとなるよう留意する。

4　交付の方法
　　健康手帳の交付は、市町村における健康診査等の実施方法その他地域の諸事情に

　応じ、次の事項を考慮した適切な方法によるものとする。

　〔1〕交付の対象となる者にとっての便宜が図られた方法であること。

　の　交付の事務を的確に処理できる方法であること。

5　記載方法等
　m　医療の記録に係るページの各欄は、保険医療機関、保険薬局・特定承認保険医

　　療機関若しくぱ指定訪問看護事業者又は指定居宅サービス事業者（訪問看護事業・

　　訪問リハビリテーション事業、居宅療養管理指導事業・通所リハビリテーション
　　事業若しくは短期入所療養介護事業を行う者に限る。以下同じ。）、介護老人保健

　　施設若しくは介護療養型医療施設において記載する。

　の　医療の記録を補足するページの各欄は、保険医療機関、保険薬局、特定承認保

　　険医療機関若しくは指定訪問看護事業者又は指定居宅サービス事業者、指定居宅

　　介護支援事業者、介護老人保健施設若しくは介護療養型医療施設において記載す

　　る。

　〔3111｝、〔21以外のベージの各欄は、原則として交付を受けた者又はその家族が記載

　　し、必要に応じて保健事業の担当者等が記載する。

　㈲　健康手帳の記載方法及び活用方法については、交付の際その他適切な機会をと

　　らえ必要な指導を行う。

6　その他
　〔11健康診査の記録その他の記録に係るページ（医療の記録を補足するページを含
　　む。）に記載すべき余白がなくなった健康手帳については、交付を受けた者から

　　の申出に基づき、健康手帳の再交付を行う。
　12｝健康手帳を破損し、汚し、又ぱ、紛失したときは、交付を受けた者からの申出

　　に基づき、健康手帳の再交付を行う。

第3　健康教育

1　目的
　健康教育は、生活習慣病の予防及び介護を要する状態となることの予防その他健
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康に関する事項について、正しい知識の普及を図るとともに、適切な指導や支援を

行うことにより、r自らの健康は自らが守る」という認識と自覚を高め、壮年期か

らの健康の保持・増進に資することを目的とする。

2　健康教育の種類
　健康教育の種類については、次に掲げるものとする。

　111個別健康教育
　の　集団健康教育

　　疾病の特性や個人の生活習慣等を具体的に把握しながら、継続的に健康教育を

　行うことにより、生活習慣行動の改善を支援し、生活習慣病の予防に資すること

　　を目的とする。

　121個別健康教育の種類
　　個別健康教育の種類については、次に掲げるものとする。

　口｝　目的

3　個別健康教育

　ア　高血圧個別健康教育

　イ　高脂血症個別健康教育

　ウ　糖尿病個別健康教育

　工　喫煙者個別健康教育

〔3〕対象者

　　市町村の区域内に居住地を有する40歳から64歳までの者であって、次に掲げる

　ものとする。

　ア　高血圧個別健康教育

　　1力　基本健康診査の血圧測定において「要指導」と判定された者。

　　｛イl　r要医療」と判定された者のうち、受診の結果、医師が必要と判断したも

　　　の。

　イ　高脂血症個別健康教育

　　1ア1基本健康診査の血液化学検査においてr要指導」と判定された者。

　　1イ1　「要医療」と判定された者のうち、受診の結果、医師が必要と判断したも

　　　の（いずれも、血清総コレステロールが高値である者を対象とする。）。

　ウ　糖尿病個別健康教育

　　の　基本健康診査の糖尿病に関する検査において「要指導』と判定された者。

　　m　r要医療」と判定された者のうち、受診の結果、医師が必要と判断したも

　　　の。

　工　喫煙者個別健康教育

　　　喫煙者（喫煙本数がおおむね1日平均20本以上の者で、禁煙の実行を希望

　　しているものを対象とする。）。

剛　実施内容

　ア　高血圧、高脂血症及び糖尿病個別健康教育

康に関する事項について、正しい知識の普及を図るとともに、適切な指導や支援を

行うことにより、r自らの健康は自らが守る」という認識と自覚を高め、壮年期か

らの健康の保持・増進に資することを目的とする。

2　健康教育の種類

　健康教育の種類については、次に掲げるものとする。

　111個別健康教育

　の　集団健康教育

旦一宣
　　疾病の特性や個人の生活習慣等を具体的に把握しながら、継続的に健康教育を

　行うことにより、生活習慣行動の改善を支援し、生活習慣病の予防に資すること

　　を目的とする．

　の　個別健康教育の種類

　　個別健康教育の種類については、次に掲げるものとする。

　｛n　目的

3　個別健康教育

ア
イ
ウ
工

高血圧個別健康教育

高脂血症個別健康教育

糖尿病個別健康教育

喫煙者個別健康教育

131対象者

　ア　高血圧個別健康教育

　　｛ア｝基本健康診査の血圧i貝1」定においてr要指導」と判定された者．

　　〔イl　r要医療』と判定された者のうち、受診の結果、医師が必要と判断したも

　　　の。

　イ　高脂血症個別健康教育

　　ω　基本健康診査の血液化学検査においてr要指導」と判定された者。

　　1イ〕　r要医療」と判定された者のうち、受診の結果、医師が必要と判断したも

　　　の（いずれも、血清総コレステロールが高値である者を対象とする。）。

　ウ　糖尿病個別健康教育

　　ω　基本健康診査の糖尿病に関する検査において「要指導」と判定された者。

　　1イl　r要医療』と判定された者のうち、受診の結果、医師が必要と判断したも

　　　の。

　工　喫煙者個別健康教育

　　喫煙者（喫煙本数がおおむね1日平均20本以上の者で、禁煙の実行を希望
　　しているものを対象とする。）。

141実施内容

　ア　高血圧、高脂血症及び糖尿病個別健康教育
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　　期間は6か月間を原則とし、以下の手順に沿って実施することを標準とする。

　〔ア1食生活運動調査
　　　質問票やフードモデル等を用いて、対象者の食生活・運動習慣その他の生

　　活習慣の状況について、個人面接により聴取する。

　1イ1検査
　　　食生活運動調査の実施後、4回程度実施する。
　　　検査項目は、高血圧個別健康教育においては血圧測定及び尿検査（尿中ナ

　　　トリウム、カリウム及びクレアチニン）とし、高脂血症個別健康教育におい

　　ては血液化学検査（血清総コレステロール、H　D　L一コレステロール及び中

　　性脂肪）とし、糖尿病個別健康教育においては血糖検査及びヘモグロビンA

　　　l　c検査とする。

　㈲　面接による保健指導
　　　〔ア）及び凶の結集を踏まえて、前回面接時に設定した生活習慣改善目標の達

　　成度の確認、健康教育教材等を用いた説明、対象者の特性や実施意欲を踏ま

　　　えた生活習慣改善目標の設定等について、個人面接により実施する。

　　　面接は、各回の検査の後速やかに行うとともに・必要に応じて回数を追加

　　　する。1回の面接時間はおおむね20分を標準とする。

　イ喫煙者個別健康教育
　　　期間は3か月間を原則とし、以下の手順に沿って実施することを標準とする。

　　｛ア1初回指導

　　　　質問票を用いて、対象者の喫煙状況等を把握するとともに、検査（呼気中

　　　一酸化炭素濃度及び尿中ニコチン濃度の測定）を実施する。これらの結果を

　　　踏まえ、健康教育教材等を用いた説明や禁煙実施に関する指導について、個

　　　人面接により実施する。面接時間はおおむね20分を標準とする。

　　m　禁煙の実行に関する指導
　　　　初回指導の後、禁煙の準備や実行等に関して必要な指導を実施する。

　　　　指導は、禁煙開始の前後及び禁煙開始後おおむね1か月ごとに実施するも

　　　のとし、個人面接又は電話若しくはこれに準ずる方法により行う。最終の指

　　　導を面接により実施する場合には、初回指導時と同様の検査を実施すること

　　　が望ましい。

（5〕実施方法

　ア　実施場所
　　　市町村保健センター、医療機関、健康増進センター等において実施する。

　イ　実施担当者　　一rド
　　　食生活運動調査及び各種指導については、医師、保健師、管理栄養士等が実

　　施する〔個別健康教育の実施を担当するにふさわしい経験を有する者が実施す

　　ることが望ましい。）。

　ウ　事業の委託
　　〔ア1市町村は、実施体制等から判断して適当と認められる実施機関〔以下r受

　　　託実施機関」という。）に個別健康教育の実施を委託することができる。

　　1イ｝受託実施機関は、個別健康教育の質の向上を図るよう努める。

　　期間は6か月間を原則とし、以下の手順に沿って実施することを標準とする。

　1ア｝食生活運動調査
　　　質問票やフードモデル等を用いて、対象者の食生活・運動習慣その他の生

　　活習慣の状況について、個人面接により聴取する。

　｛イ1検査
　　　食生活運動調査の実施後、4回程度実施する。
　　　検査項目は、高血圧個別健康教育においては血圧測定及び尿検査（尿中ナ

　　　トリウム、カリウム及びクレアチニン）とし、高脂血症個別健康教育におい

　　ては血液化学検査（血清総コレステロール、H　D　L一コレステロール及び中

　　性脂肪）とし、糖尿病個別健康教育においては血糖検査及びヘモグロビンA

　　　l　c検査とする。

　㈲　面接による保健指導
　　　1ア1及び1イ1の結果を踏まえて、前回面接時に設定した生活習慣改善目標の達

　　成度の確認、健康教育教材等を用いた説明、対象者の特性や実施意欲を踏ま

　　　えた生活習慣改善目標の設定等について、個人面接により実施する。

　　　面接は、各回の検査の後速やかに行うとともに・必要に応じて回数を追加

　　する。1回の面接時間はおおむね20分を標準とする。

　イ　喫煙者個別健康教育

　　期間は3か月間を原則とし、以下の手順に沿って実施することを標準とする。

　　1ア1　初回手旨導

　　　質問票を用いて、対象者の喫煙状況等を把握するとともに、検査（呼気中

　　　一酸化炭素濃度及び尿中ニコチン濃度の測定）を実施する。これらの結果を

　　　踏まえ、健康教育教材等を用いた説明や禁煙実施に関する指導について、個

　　　人面接により実施する。面接時間はおおむね20分を標準とする。

　　m　禁煙の実行に関する指導
　　　　初回指導の後、禁煙の準備や実行等に関して必要な指導を実施する。

　　　　指導は、禁煙開始の前後及び禁煙開始後おおむね1か月ごとに実施するも

　　　のとし、個人面接又は電話若しくはこれに準ずる方法により行う。最終の指

　　　導を面接により実施する場合には、初回指導時と同様の検査を実施すること

　　　が望ましい。

151実施方法
　ア　実施場所
　　　市町村保健センター、医療機関、健康増進センター等において実施する。

　イ　実施担当者
　　　食生活運動調査及び各種指導については、医師、保健師、管理栄養士等が実

　　施する〔個別健康教育の実施を担当するにふさわしい経験を有する者が実施す

　　ることが望ましい。）。

　ウ　事業の委託
　　1ア1市町村は、実施体制等から判断して適当と認められる実施機関〔以下r受

　　　託実施機関」という。）に個別健康教育の実施を委託することができる。

　　1イ1受託実施機関は、個別健康教育の質の向上を図るよう努める。

一5一



㈲　記録の整備及び評価
　　個別健康教育の実施担当者は、対象者ごとの記録票に、氏名、年齢↑基本健康

　診査の結果、個別健康教育の指導状況（日時、指導内容、設定目標の要点等）、

　検査結果の推移等を記録する。

　　市町村は、受託実施機関の協力も得て、実施人数、被指導者の年齢、指導内容、

　結果の推移等について分析し、質の向上に資するよう努める。

　　市町村のこうした取組について、都道府県は、保健所の機能等も活用し、必要

　に応じて技術的な助言・支援を行う。

の　実施に当たっての留意事項
　　指導に当たってはこ対象者の特性及び実施意欲に十分配慮し、画一的な指導と

　ならないようにする。
　　実施に当たっては、医療機関の十分な協力体制を得るとともに、必要な場合に

　は、速やかに医療機関への受診を指導する。

　　個別健康教育を実施した者に対しては、集団健康教育、訪問指導その他の保健

　事業の活用や、自主グループの育成・支援など、地域の実情に応じて効果的と思

　われる方法により、適切な指導が継続して行われるよう配慮する。

　　また、都道府県は、全ての市町村が個別健康教育を導入することができるよう、

　事業の普及のための担当者の配置や講習会の開催等の所要の措置を講じ、個別健

　康教育の計画的な普及を図ることが望ましい。

4　集団健康教育

　田　目的

　　生活習慣病の予防、介護を要する状態になることの予防その他健康に関する事

　項について、正しい知識の普及を図ることにより、r自らの健康は自らが守る」

　　という認識と自覚を高め、壮年期からの健康の保持増進に資することを目的とす

　　る。

　②　集団健康教育の種類

　　集団健康教育の種類は次のとおりとする。

ア　歯周疾患健康教育

イ　骨粗鬆症（転倒予防）健康教育

ウ　病態別健康教育’

工　薬健康教育

オ　一般健康教育

　なお、市町村において、地域の実情その他保健事業の実施状況等を勘案し、上

　記に掲げるもののうちから重点課題を選定して実施することができる。

　　当該市町村の区域内に居住地を有する40歳から64歳までの者を対象とする。た

　だし、健康教育の内容や対象者の状況によっては、対象者に代わってその家族等

　を対象とすることができる。

㈲　実施方法

⑥　対象者

　　個別健康教育の実施担当者は、対象者ごとの記録票に、氏名、年齢、基本健康

　診査の結果、個別健康教育の指導状況（日時、指導内容、設定目標の要点等）、

　検査結果の推移等を記録する。

　　市町村は、受託実施機関の協力も得て、実施人数、被指導者の年齢、指導内容、

　結果の推移等について分析し、質の向上に資するよう努める。

　　市町村のこうした取組について、都道府県は、保健所の機能等も活用し、必要

　に応じて技術的な助言・支援を行う。

　　実施に当たっての留意事項

　　指導に当たっては、対象者の特性及び実施意欲に十分配慮し、画一的な指導と

　ならないようにする。

　　実施に当たっては、医療機関の十分な協力体制を得るとともに、必要な場合に

　は、速やかに医療機関への受診を指導する。

　　個別健康教育を実施した者に対しては、集団健康教育、訪問指導その他の保健

　事業の活用や、自主グループの育成・支援など、地域の実情に応じて効果的と思

　われる方法により、適切な指導が継続して行われるよう配慮する。

　　また、都道府県は、保健事業第4次計画の5年間に引き続き、全ての市町村が

㈲　記録の整備及び評価

1
7
1

個別健康教育を導入することができるよう、事業の普及のための担当者の配置や

講習会の開催等の所要の措置を講じ、個別健康教育の計画的な普及を図ることが

望ましい。

　　生活習慣病の予防、介護を要する状態になることの予防その他健康に関する事

　項について、正しい知識の普及を図ることにより、r自らの健康は自らが守る」

　　という認識と自覚を高め、壮年期からの健康の保持増進に資することを目的とす

　　る。

　121集団健康教育の種類

　　集団健康教育の種類は次のとおりとする。

　〔η　目的

4　集団健康教育

ア　歯周疾患健康教育

イ　骨粗鬆症（転倒予防）健康教育

ウ　病態別健康教育

工　薬健康教育

オ　一般健康教育

　なお、市町村において、地域の実情その他保健事業の実施状況等を勘案し、

　上記に掲げるもののうちから重点課題を選定して実施することができる。

　　当該市町村の区域内に居住地を有する40歳以上の者を対象とする。ただし、

　健康教育の内容や対象者の状況によっては、対象者に代わってその家族等を対象

　とすることができる。

㈲　実施方法

131対象者
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　　健康教育の内容に関して、知識経験を有する医師、歯科医師・薬剤師・保健師・

　管理栄養士、歯科衛生士等を講師として、市町村保健センター・健康増進センタ

　一、老人福祉センター、公民館等において実施する。
　　実施に当たっては、他の保健事業との同時実施、特別の教材の使用等方法を工

　夫して、保健学級、健康教室、講演会、学習会等を開催するとともに・必要に応

　じ有線放送等を活用す和。

⑤　実施内容
　　集団健康教育はおおむね次に掲げる内容について行う。

　ア　歯周疾患健康教育
　　　歯科疾患の予防及び治療、日常生活における歯口清掃・義歯の機能及びその

　　管理等の正しい理解について
　イ　骨粗鬆症（転倒予防）健康教育
　　骨粗鬆症及び転倒予防に関する正しい知識、生活上の留意点について

　ウ　病態別健康教育
　　　肥満、高血圧、心臓病等と個人の生活習慣との関係及び健康的な生活習II貧の

　　形成について
　工　薬健康教育
　　　薬の保管、適正な服用方法等に関する一般的な留意事項．薬の作用・副作用

　　の発現に関する一般的な知識について

　オ　一般健康教育
　　　生活習慣病の予防のための日常生活上の心得、健康増進の方法・食生活の在

　　り方その他健康に関して必要な事項について

〔61評価
　　市町村は、保健学級、講演会等に参加した者に対してアンケート調査等を行い、

　実施方法や内容が適切なものであったかどうかを検討し、その後の改善に努める。

の　教材の利用
　ア　保健学級、講演会等を実施するに当たってrよスライド、ビデオ、映画等の

　　視聴覚教材やパンフしごット等を十分に活用し、その効果を上げるよう工夫する。

　イ　都道府県、保健所は、教材の効率的利用の観点から・映画・スライド等の集

　　中管理及び相互利用の調整等を行い、市町村への便宜を図る。

⑧　実施に当たっての留意事項
　ア　実施に当たっては、それぞれの市町村の実情に応じ・独自に実施方法の工夫

　　を行い、実効をあげるよう努める。
　イ　集団健康教育は単なる知識の伝達ではなく、自らの健康管理に対する主体的

　　な実践を促すよう、特に配慮する。また、個別健康教育や生活習慣行動の改善

　　指導等と適切に組み合わせることにより、具体的な生活習慣の改善がもたらさ

　　れるよう、総合的な取組に配意するとともに、同じ病態を共有する者に対する

　　集団的な指導を通じて、共通の目的に向けて対象者が主体的に取組ができるよ

　　う工夫を行う。
　ウ　病態別健康教育、骨粗鬆症（転倒予防）健康教育等を行う場合にあっては、

　　地域の医師会等関係団体の協力を得て、講師の確保等に配慮する。

　　健康教育の内容に関して、知識経験を有する医師、歯科医師、薬剤師、保健師、

　管理栄養士、歯科衛生士等を講師として・市町村保健センター、健康増進センタ

　一、老人福祉センター、公民館等において実施する。

　　実施に当たっては、他の保健事業との同時実施・特別の教材の使用等方法を工

　夫して、保健学級、健康教室、講演会、学習会等を開催するとともに、必要に応

　じ有線放送等を活用する。

〔51実施内容
　　集団健康教育はおおむね次に掲げる内容について行う。

　ア　歯周疾患健康教育
　　　歯科疾患の予防及び治療、日常生活における歯ロ清掃・義歯の機能及びその

　　管理等の正しい理解について

　イ　骨粗鬆症（転倒予防）健康教育

　　　骨粗鬆症及び転倒予防に関する正しい知識、生活上の留意点について

　ウ　病態別健康教育
　　　肥満、高血圧、心臓病等と個人の生活習慣との関係及び健康的な生活習慣の

　　形成について

　工　薬健康教育
　　　薬の保管、適正な服用方法等に関する一般的な留意事項．薬の作用・副作用

　　の発現に関する一般的な知識について

　オ　一般健康教育
　　　生活習慣病の予防のための日常生活上の心得、健康増進の方法、食生活の在

　　り方その他健康に関して必要な事項について

㈹　評価
　　市町村は、保健学級、講演会等に参加した者に対してアンケート調査等を行い・

　実施方法や内容が適切なものであったかどうかを検討し・その後の改善に努める・

の　教材の利用
　ア　保健学級、講演会等を実施するに当たっては、スライド、ビデオ、映画等の

　　視聴覚教材やパンフレット等を十分に活用し、その効果を上げるよう工夫する。

　イ　都道府県、保健所は、教材の効率的利用の観点から、映画、スライド等の集

　　中管理及び相互利用の調整等を行い、市町村への便宜を図る。

⑥　実施に当たっての留意事項
　ア　実施に当たっては、それぞれの市町村の実情に応じ・独自に実施方法の工夫

　　を行い、実効をあげるよう努める。
　イ　集団健康教育は単なる知識の伝達ではなく、自らの健康管理に対する主体的

　　的な実践を促すよう、特に配慮する。また、個別健康教育や生活習慣行動の改

　　善指導等と適切に組み合わせることにより、具体的な生活習慣の改善がもたら

　　されるよう、総合的な取組に配意するとともに、同じ病態を共有する者に対す

　　る集団的な指導を通じて、共通の目的に向けて対象者が主体的に取組ができる

　　よう工夫を行う。
　ウ　病態別健康教育、骨粗鬆症（転倒予防）健康教育等を行う場合にあっては、

　　地域の医師会等関係団体の協力を得て、講師の確保等に配慮する。
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工　歯周疾患健康教育を行う場合にあっては、地域の歯科医師会等関係団体の協

　力を得て、講師の確保等に配慮する。

オ　薬健康教育を行う場合にあっては、地域の医師会、薬剤師会等関係団体の協

　力を得て、講師の確保等に配慮する。

5　周知徹底

　健康教育の趣旨及び内容等について積極的に広報を行い、対象者の参加の促進等
　を図る。

第4　　｛建康ヰ目言炎

1　目的
　健康相談は、心身の健康に関する個別の相談に応じ必要な指導及び助言を行い、

家庭における健康管理に資することを目的とする。

2　対象者
　　当該市町村の区域内に居住地を有する40歳から64歳までの者を対象とする。ただ

　し、健康相談の内容や対象者の状況によっては、対象者に代わってその家族等を対

象とすることができる。

3　健康相談の種類

　健康相談の種類については、次に掲げるものとする。
　01　重点イ建康キ目言炎

121総合健康相談

工　歯周疾患健康教育を行う場合にあっては、地域の歯科医師会等関係団体の協

　力を得て、講師の確保等に配慮する。

オ　薬健康教育を行う場合にあっては、地域の医師会、薬剤師会等関係団体の協

　力を得て、講師の確保等に配慮する。

5　介護家族健康教育

　m　目的

　　介護を行う者の健康に関する正しい知識の普及を図ることにより、介護者の健

康の保持・増進　図ること　目的とする。

璽

塵当該市町村の区域内に居住地を有する40歳以上の者のうち、家族等の介護を
　担う者を主な対象とする。

　　介護　行う者に発生しやすい健康上の問題に関する一般的な知識や留意事項等

　についての内容とする。

　　介護家　健康教育の実施方法、評価、教材の利用、実施にあたっての留意事項

　等は、集団健康教育と同様とする。

璽塞塵

鐙その他

6　周知徹底

　健康教育の趣旨及ぴ内容等について積極的に広報を行い、対象者の参加の促進等
　を図る。

第4　健康相談

1　目的

　健康相談は、心身の健康に関する個別の相談に応じ必要な指導及び助言を行い、

家庭における健康管理に資することを目的とする。

2　対象者
　当該市町村の区域内に居住地を有する40歳以上の者を対象とする。ただし、健康

相談の内容や対象者の状況によっては、対象者に代わってその家族等を対象とする

　ことができる。

3　健康相談の種類

　健康相談の種類については、次に掲げるものとする。
　｛η　　重点健康キ目言炎

　｛21介護家族健康相談

　〔31総合健康相談
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4　重点健康相談

　m　重点課題
　　　重点健康相談の課題は次のとおりとする。

　ア　高血圧健康相談
　イ　　高月旨血症健康キ目言炎

　ウ　糖尿病健康相談

　工　歯周疾患健康相談

　オ　骨粗鬆症健康相談
　力　　病態男1封建康ヰ目言炎

の　重点課題の選定
　　市町村は、地域の実情、重点健康相談の実施体制の状況等を勘案し、毎年、（D

　に掲げるもののうちから重点課題を選定して実施する。

⑥　実施方法
　　市町村は、選定した重点課題に関し、知識経験を有する医師、歯科医師、保健

　師、管理栄養士、歯科衛生士等を担当者として、健康に関する指導及び助言を行

　う。また、必要に応じ血圧測定、検尿等を実施する。

　　実施に当たっては、市町村保健センター、健康増進センター、老人福祉センタ

　一、公民館等に気軽にかつ幅広く相談できる健康相談室等の窓口を設置する。

　　なお、健康相談室等の運営に当たっては、医師及び歯科医師と密接な連携を図

　る。

剛　実施内容

　　重点健康相談は次に掲げる内容により行う。
　ア　高血圧について、徊人の食生活その他の生活習慣を勘案して行う相談指導等

　イ　高脂血症について、個人の食生活その他の生活習慣を勘案して行う相談指導

　　等
　ウ　糖尿病の進行防止及び糖尿病が引き起こす動脈硬化等の合併症の防止等個人

　　に適した正しい健康管理方法に関する相談指導等

　エ　口腔歯肉、歯牙の状態等について行う観察及びそれに基づく相談指導並びに

　　歯垢及び歯石の除去、ブラッシング等について行う相談指導等

　　　なお、個人の歯の健康状態に応じて、歯槽膿漏、歯肉炎等歯周疾患の予防及

　　び管理を図る。

　オ　骨粗鬆症について、個人の食生活、運動その他の生活習慣を勘案して行う相

　　談指導等
　力　肥満、心臓病等の病態別に、個人の食生活その他の生活習慣を勘案して行う

　　相談指導等（アからオに掲げるものを除く．）

5　　総合イ建魔手目言炎

4　　重点健康ヰ目言炎

　〔11　重点課題

　　重点健康相談の課題は次のとおりとする。

　ア　高血圧健康相談

　イ　高脂血症健康相談

　ウ　糖尿病健康相談

　工　歯周疾患健康相談

　オ　骨粗鬆症健康相談

　力　病態別健康相談

の　重点課題の選定

　　市町村は、地域の実情、重点健康相談の実施体制の状況等を勘案し、毎年、m

5
一

　に掲げるもののうちから重点課題を選定して実施する。

　　実施方法
　　市町村は、選定した重点課題に関し、知識経験を有する医師、歯科医師、保健

　師、管理栄養士、歯科衛生士等を担当者として、健康に関する指導及び助言を行

　う。また、必要に応じ血圧測定、検尿等を実施する。

　　実施に当たっては、市町村保健センター、健康増進センター、老人福祉センタ

　一、公民館等に気軽にかつ幅広く相談できる健康相談室等の窓口を設置する。

　　なお、健康相談室等の運営に当たっては、医師及び歯科医師と密接な連携を図

　る。

　　重点健康相談は次に掲げる内容により行う．

　ア　高血圧について、個人の食生活その他の生活習慣を勘案して行う相談指導等

　イ　高脂血症について、個人の食生活その他の生活習慣を勘案して行う相談指導

　　等

　ウ　糖尿病の進行防止及び糖尿病が引き起こす動脈硬化等の合併症の防止等個人

　　に適した正しい健康管理方法に関する相談指導等

　エ　ロ腔歯肉、歯牙の状態等について行う観察及びそれに基づく相談指導並びに

　　歯垢及び歯石の除去、ブラッシング等について行う相談指導等

　　　なお、個人の歯の健康状態に応じて、歯槽膿漏、歯肉炎等歯周疾患の予防及

　　び管理を図る。

　オ　骨粗鬆症について、個人の食生活、運動その他の生活習慣を勘案して行う相

　　談指導等
　力　肥満、心臓病等の病態別に、個人の食生活その他の生活習慣を勘案して行う

　　相談指導等（アからオに掲げるものを除く。）

〔
3
〕

㈲　実施内容

介護家族健　相談は、家族等の介護 行う者の心身の健康に関する指導及び助言

行うことを主な内容とし、重点健康相談と同様の方法により実施する。

6　総合健康相談
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　総合健康相談は、対象者の心身の健康に関する一般的事項について、総合的な指

導　助言を行うことを主な内容とし、重点健康相談と同様の方法により実施する。’

6　相談内容等の記録及び保存

　事後の指導助言に役立てるために、相談の内容及び指導、助言の内容等を記録し

　て保存する。

7　評価
　健康相談を受けた者の人数、年齢、相談内容等を分析し、実施方法等の改善に努

　める。

8　実施に当たっての留意事項

　健康相談を実施するに当たっては、健康教育、健康診査等他の保健事業や、保健

所等で実施されている精神保健福祉相談等の事業と連鴇を保ちながら実施する。

　　また、地域の医師会及び歯科医師会等の協力を得て、かかりつけ医の指導を受け

　る等の連携のもとに健全な生活習慣の定着を図る。さらに、専門スタッフの確保に

　努め、地域の栄養士会、食生活改善推進員協議会等栄養関係団体、社会福祉協議会、

　老人クラブ等老人福祉関係団体等各方面の関係者の協力を得て、相談内容の多様化

　等に対応できるよう配慮する。

第5　健康診査

1　総論
01　目的

　　健康診査は、心臓病、脳　　　の生活習貧病の予　及び介護　　する状態　の

　予防の一環として、これらの疾患等の疑いのある者又は危険因子をもつ者をスク

　　リーニングするとともに、診査の結果、必要な者に対して、栄養や運動等に関す

　る保健指導や健康管理に関する正しい知識の普及を行うこと、医療機関への受診

　又ぱ介護予防事業等への参加を勧奨することによって、壮年期からの健康につい

　ての認識と自覚の高揚を図ることを目的とする。

〔21健康診査の種類

　　健康診査の種類は、次の診査及び当該診査に基づく指導とする。

　ア　基本健康診査

　イ　歯周疾患検診

　ウ　骨粗鬆症検診

　工健康度評価
⑥　診査の結果に基づき、必要な指導を行う。特に、医療機関での受診が必要な者

又は生活習慣の改善が必要な者に対しては、個別に指導する。なお、より適切な

指導のため、日常診療、人間ドック、献血等の老人保健事業以外の機会に　施さ

れた検査　の結果についても活用することが望ましい。

㈱　対象者

　総合健康相談ぱ、対象者の心身の健康に関する一般的事項について、総合的な指

導・助言を行うことを主な内容とし、重点健康相談と同様の方法により実施する。

7　相談内容等の記録及び保存

　事後の指導助言に役立てるために、相談の内容及び指導、助言の内容等を記録し
　て保存する。

8　評価
　健康相談を受けた者の人数、年齢・相談内容等を分析し、実施方法等の改善に努

　める。

9　実施に当たっての留意事項

　健康相談を実施するに当たっては、健康教育、健康診査等他の保健事業や、保健

　所等で実施されている精神保健福祉相談等の事業と連携を保ちながら実施する。

　また、地域の医師会及ぴ歯科医師会等の協力を得て、かかりつけ医の指導を受け

　る等の連携のもとに健全な生活習慣の定着を図る。さらに、専門スタッフの確保に

　努め、地域の栄養士会、食生活改善推進員協議会等栄養関係団体、社会福祉協議会、

　老人クラブ等老人福祉関係団体等各方面の関係者の協力を得て、相談内容の多様化

　等に対応できるよう配慮する。

第5　健康診査

薩　総論

〔”　目的

　　健康診査は、心臓病、一の一環として、これ
　らの疾患の疑いのある者又は危険因子をもつ者をスクリーニングするとともに、

　診査の結果、必要な者に対して、栄養や運動等に関する保健指導や健康管理に関

　する正しい知識の普及を行うこと、巫医療機関への堕することによっ
　て、壮年期からの健康についての認識と自覚の高揚を図ることを目的とする。

　　健康診査の種類は、次の診査及び当該診査に基づく指導とする。

　ア　基本健康診査

　イ　歯周疾患検診

　ウ　骨粗鬆症検診

　工　健康度評価

131診査の結果に基づき、必要な指導を行う。特に、医療機関での受診が必要な者

の　健康診査の種類

又1ま生活習慣の改善が必要な者に対しては、個別に指導する。

㈲　対象者
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　次に掲げるものとする。

ア　基本健康診査については、当該市町村の区域内に居住地　有する40歳以上の

　者対象とするただし、問診のうち生活機能に関する項目、理学的検査のう
ち口腔内の視診、　節の触診及び反復唾液嚥下テスト並びに血清アルブミン検

査については、65歳以上の者を対象とする。
イ　歯周疾患検診については、当該市町村の区域内に居住地を有する40歳、50歳、

　60歳及び70歳の者を対象とする。
ウ　骨粗鬆症検診については、当該市町村の区域内に居住地を有する40歳、45歳、

　50歳、55歳、60歳、65歳及び70歳の女性を対象とする。

　を対象とする。ただし、5のωのイに掲げる「介護を要する状態等の予防に関

　　する健　度評価」については、40歳から64歳までの者　対象とする。

　　健康診査は原則として同一人について年1回行う。

　ア　目標受診率の設定
　　　市町村は、現在の受診率等地域の特性を踏まえ、それぞれ独自の目標受診率

　　を設定し、目標受診率の達成に向けて受診率を向上するよう努める。

　イ　実施計画の策定
　　ω　健康診査の実施方法、実施時期、実施場所等の実施計画を作成するに当た
　　　っては、地域の医師会、歯科医師会等の理解と協力を得るとともに、保健所、

　　　医療機関、検診団体等関係機関と十分に調整を図る。

　　1イ）健康診査の実施方法、実施時期、実施場所については、地域の実情を十分

　　　考慮し、受診しやすい方法、時期、場所を選定する。また、生活機能の低下

　　　を早期かつ的確に把握できるようにするため、年間　通じて受診できる体制

151実施回数

㈹　実施についての基本的事項

　　の整備をする。

　働　健康診査は、実施体制、精度管理の状況等から判断して適当と認められる

　　実施機関に委託することができる。

ウ　実施方法の創意工夫
　　実施計画の作成に当たっては、一定年齢の者全員に対して通知を行い健康診

　査を実施するいわゆるr計画健診」の実施及び利用券（受診券）を提示して医

　療機関において健康診査を受診するいわゆる「利用券方式』による健康診査の

　実施等の配慮を行う。

工　周知徹底

　　健康診査の実施に当たっては、広報や個別の通知等により、その意義や実施

　の日時、場所、方法等をあらかじめ十分に地域住民に対し周知徹底する。

オ　精度管理及び評価
　　健康診査の実施に当たっては、健康度評価の結果を事後指導に活用すること4

　検診データを時系列的に把握することなどに努める。また、検査方法、受診率、

　受診者の年齢分布、初回受診者の割合、判定結果及び指導区分ごとの割合、事

　後指導の実施状況等を検討し、健康診査の精度の向上及び維持を図る。
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ア　基本健康診査及び健康度評価については、当該市町村の区域内に居住地を有

する40歳以上の者を対象とする．

イ　歯周疾患検診については、当該市町村の区域内に居住地を有する40歳、50歳、

　60歳及び70歳の者を対象とする。

ウ　骨粗鬆症検診については、当該市町村の区域内に居住地を有する40歳、45歳、

　50歳、55歳、60歳、65歳及び70歳の女性を対象とする。

151実施回数
　　健康診査は原則として同一人について年1回行う。

〔6〕実施についての基本的事項

　ア　目標受診率の設定

　　　市町村は、現在の受診率等地域の特性を踏まえ、それぞれ独自の目標受診率

　　を設定し、目標受診率の達成に向けて受診率を向上するよう努める。

　イ　実施計画の策定

　　1ア｝健康診査の実施方法、実施時期、実施場所等の実施計画を作成するに当た

　　　たっては、地域の医師会、歯科医師会等の理解と協力を得るとともに、保健

　　　所、医療機関、検診団体等関係機関と十分に調整を図る。

　　1イ1健康診査の実施方法、実施時期、実施場所については、地域の実情を十分

　　　考慮し、受診しやすい方法、時期、場所を選定する。

　〔ウ｝健康診査は、実施体制、精度管理の状況等から判断して適当と認められる

　　る実施機関に委託することができる。

ウ　実施方法の創意工夫

　　実施計画の作成に当たっては、一定年齢の者全員に対して通知を行い健康診

　査を実施するいわゆるr計画健診」の実施及び利用券（受診券）を提示して医

　療機関において健康診査を受診するいわゆる「利用券方式」による健康診査の

　実施等の配慮を行う。

工　周知徹底

　　健康診査の実施に当たっては、広報や個別の通知等により、その意義や実施

　の日時、場所、方法等をあらかじめ十分に地域住民に対し周知徹底する。

オ　精度管理及び評価

　　健康診査の実施に当たっては、健康度評価の結果を事後指導に活用すること、

　検診データを時系列的に把握することなどに努める。また、検査方法、受診率、

　受診者の年齢分布、初回受診者の割合、判定結果及び指導区分ごとの割合、事

　後指導の実施状況等を検討し、健康診査の精度の向上及び維持を図る。



　　　なお、必要に応じて健康診査の実施を委託した機関（以下「受託実施機関」

　　という。）に対して指導を行うとともに、健康診査の結果及び効率について評

　　価する。

　力　市町村は、健康診査が円滑に行われるよう精密検査機関の確保等の体制整備

　　に努める。

の　都道府県の役害1」

　ア　都道府県は、市町村が健康診査の実施計画を作成するに当たって、健康診査

　　の実施状況等に関して市町村間の均衡にも配慮しつつ、関連機関との連携を密

　　にして必要な助言及び調整を行う。

　イ　都道府県は、市町村が健康診査を実施するに当たって、必要に応じ職員の派

　　遣等技術的な援助を行う。

　ウ　都道府県は、常に疾病等の動向を把握し、市町村の行う健康診査が適切に行

　　われているかを評傾～∫、必要な指導を行う。

　工　都道府県は、受託実施機関に対し、健康診査の質の向上及び維持を図るよう

　　指導する。また、必要に応じ従事者の指導講習を実施する。

　オ　都道府県は、市町村の健康診査が円滑に行われるよう、保健所の整備及び精

　　密検診機関の確保等の体制整備に努める。

⑥　受託実施機関の役割
　ア　受託実施機関は、健康診査の精度を維持・向上するため、検査機器の保守点

　　検及び整備を行うとともに、血液検査等の標準化に関する管理・点検機構の確

　　立を図る。

　イ　受託実施機関は、従事者の資質の向上に努める。

　ウ　受託実施機関は、健康診査の結果を速やかに実施主体に報告する。

　工　受託実施機関は、判定に用いた検体やフィルム等を保存する。

　オ　受託実施機関は、市町村や都道府県の求めに応じ、健康診査の質の確保を図

　　る上で必要な資料の提出等の協力をしなければならない。

　　　基本健康診査は、一近年の生活習慣病や要介護状態等の動向を踏まえ、これらの

　鐡又はその危険因子を早期に発見し、栄養や運動等の一
　　ともに、適切な治療や介護予防事業等へと結びつけることによって、これらの疾

　　患等を予防することを目的とする。

　　ア　検査項目及び方沫可

　　　基本健康診査ぱξ問診、身体計測、理学的検査、血圧測定、検尿、循環器検

　　　査、貧血検査、肝機能検査、腎機能検査、血糖検査、ヘモグロビンAlc検査及

　　　び血清アルブミン検査を実施する。

　　　　なお、反復唾液嚥下テスト、心電図検査、眼底　査、　血　査、ヘモグロビ

　01　目的

2　基本健康診査

　②　基本健康診査の実施

ンAlo　査及び血1アルブミン検査については医師の判断に基づき選尺的に

施する。

　　　なお、必要に応じて健康診査の実施を委託した機関（以下r受託実施機関」

　　という。）に対して指導を行うとともに、健康診査の結果及び効率について評

　　価する。

　力　市町村は、健康診査が円滑に行われるよう精密検査機関の確保等の体制整備

　　に努める。

〔7｝都道府県の役割

　ア　都道府県は、市町村が健康診査の実施計画を作成するに当たって、健康診査

　　の実施状況等に関して市町村間の均衡にも配慮しつつ・関連機関との連携を密

　　にして必要な助言及び調整を行う。

　イ　都道府県は、市町村が健康診査を実施するに当たって、必要に応じ職員の派

　　遣等技術的な援助を行う。

　ウ　都道府県は、常に疾病動向を把握し、市町村の行う健康診査が適切に行われ

　　ているかを評価し、必要な指導を行う。

　工　都道府県は、受託実施機関に対し、健康診査の質の向上及び維持を図るよう

　　指導する。また、必要に応じ従事者の指導講習を実施する。

　オ　都道府県は、市町村の健康診査が円滑に行われるよう、保健所の整備及び精

　　密検診機関の確保等の体制整備に努める。

㈹　受託実施機関の役割

　ア　受託実施機関は、健康診査の精度を維持・向上するため、検査機器の保守点

　　検及び整備を行うとともに、血液検査等の標準化に関する管理・点検機構の確

　　立を図る。

　　　受託実施機関は、従事者の資質の向上に努める。

　　　受託実施機関は、健康診査の結果を速やかに実施主体に報告する。

　　　受託実施機関は、判定に用いた検体やフィルム等を保存する。

　　　受言モ実施機関は、市町村や都道府県の求めに応じ、健康診査の質の確保を図

　　る上で必要な資料の提出等の協力をしなければならない。

　イ

　ウ

　工

　才

2　基本健康診査

　ω　目的

　　　基本健康診査は、近年の循環器疾患等の動向を踏まえ、これらの疾患又はその

　　危険因子を早期に発見し、栄養や運動等の一と結びつけるこ
　　とによって、これらの疾患等を予防することを目的とする。

働　基本健康診査の実施

　ア　検査項目及び方法

　　　基本健康診査は、問診、身体計測、理学的検査、血圧測定、検尿、循環器検

　　査、貧血検査、肝機能検査、腎機能検査、血糖検査及びヘモグロビンA　lc検査

　　を実施する。
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1ア1問診
現状の症状、生活機能評価に関する項目（別添2の様式2r健康度評価の

ための質問票（B票）」　用いるものとする。〉、既往歴、家族歴、嗜好、過

　去の健康診査受診状況等を聴取する。

1イ｝身体計測

　　原則として身長、体重を測定し、比体重等を算定する。

㈲　理学的検査

視診＿一L打聴診、一　トそ’の他必要な検査を実施する。

国　血圧測定
　　聴診法又は自一動血圧計により、収縮期血圧及び拡張期血圧を測定する。

捌　検尿
　　随時に採取した尿について、糖、蛋白、潜血を試験紙を用いて検査する。

㈲　循環器検査

　①心電図検査
　　　安静時の標準12誘導心電図を記録する。

　②　眼底検査
　　　眼底カメラによりスライド用カラーフィルムを用いて行う。撮影は、右

　　眼の乳頭部位、上耳側動静脈部位、下耳側動静脈部位及び黄斑乳頭を両端

　　におさめた部位の4枚を原則とする。

　③血液化学検査
　　　血清総コレステロール、H　D　L一コレステロール及び中性脂肪を測定す

　　る。

1キ〕貧血検査

　　血液中の赤血球数、血色素量（ヘモグロビン値）及びヘマトクリット値を

　測定する。

〔ク1肝機能検査

　　血清GOT、GPT及びγ一GTPを測定する。
㈲　腎機能検査

　　血清クレアチニンを測定する。

ω　血糖検査

　　空腹時又は随時の血糖を測定する。

け〕ヘモグロビンA忙検査
　　ヘモグロビン中の安定型ヘモグロビンAlcの比率を測定する。

1シ〕血清アルブミン検査

　　血清アルブミンを測定する．

イ　訪問基本健康診査

　　在宅の寝たきり者及びこれに準ずる者に対し、必要に応じ医師及び看護師を
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ω　問診

　　現状の症状、既往歴、家族歴、嗜好、過去の健康診査受診状況等を聴取す

　る。

〔イ｝身体計測

　　原則として身長、体重を測定し、比体重等を算定する。

㈲　理学的検査
　　視診、打聴診、腹部触診その他必要な検査を実施する。

に1血圧測定
　　聴診法又は自動血圧計により、収縮期血圧及び拡張期血圧を測定する。

伽　検尿

　随時に採取した尿について、糖、蛋白、潜血を試験紙を用いて検査する。

㈲　循環器検査

　①心電図検査
　　　安静時の標準12誘導心電図を記録する。

　②眼底検査
　　　眼底カメラによりスライド用カラーフィルムを用いて行う。撮影は、右

　　眼の乳頭部位、上耳側動静脈部位、下耳側動静脈部位及び黄斑乳頭を両端

　　におさめた部位の4枚を原則とする。

　③　血液化学検査

　　　血清総コレステロール、HDL一コレステロール及び中性脂肪を測定す
　　る。

㈲　貧血検査

　　血液中の赤血球数、血色素量（ヘモグロビン値）及びヘマトクリット値を

　測定する。

㈲　肝機能検査

　　血清GOT、GPT及びγ一GTPを測定する。
働　腎機能検査

　　血清クレアチニンを測定する。

口1血糖検査
　　空腹時又は随時の血糖を測定する。

㈹　ヘモグロビンAlc検査

　　ヘモグロビン中の安定型ヘモグロビンAlcの比率を測定する。

なお、心　図　査、眼底　査、　血検査及びヘモグロビンAIG　査について

イ　訪問基本健康診査

　　在宅の寝たきり者及びこれに準ずる者に対し、必要に応じ医師及び看護師を



　　派遣し、基本健康診査を行う。検査項目はアに準ずる。

　ウ　介護家族訪問基本健康診査
　　　家族等の介護を担う者のうち、訪問による健康診査の実施が必要なものに対

　　して、医師及び看護師を派遣し、基本健康診査を行う。検査項目はアに準ずる。

〔31検査結果の判定と指導区分
　　検査結果については、各検査ごとに所定の方法で判定し、指導区分の決定に当

　たっては、これらの判定結果を総合的に判断し、r異常認めず」、r要指導」及び

　r要医療」に区分するすなお、区分に当たっては、年齢、性、生活環境等の個人

　差について十分配慮する。

　　さらに、生活機能についても総合的に判断し、次のいずれかに区分する。

ア　医療を優先すべき

介言予防事業等の利用よりも医療　優先する必要性が認められると判断され

　る場合

イ　生活機能の著しい低下有り

　　ア以外の場合であって、介護予防事業等の利用が必要と判断される場合

皇　生活機能の著しい低下無し
　　ア以外の場合であって、生活機能の低下所見を認めないか、あるいは生活機

能が比較的よく保たれていると判断される場合

　　基本健康診査の結果については、指導区分を付し、受診者に速やかに通知する。

　　基本健康診査の記録は、氏名、年齢、過去の健康診査の受診状況、各検査結果

　及び判定結果、基本健康診査の指導区分等を記録する。

　　また、個別健康教育、健康度評価及び受診指導等の記録と併せて整理するほか、

　必要に応じて個人票を作成するなどして受診者の記録を一貫して記録し、継続的

　な保健指導に役立てるものとする。

剛　結果の通知

㈲　記録の整備

3　歯周疾患検診
　の　目的

　　　高齢期における健康を維持し、食べる楽しみを享受できるよう、歯の喪失を予

　　防することを目的とする。

　の　歯周疾患検診の実施

　　　検診の項目は問診及び歯周組織検査とする。

　　ア　問診

　　　歯周疾患に関連する自覚症状の有無等を聴取する。

　　イ　歯周組織検査

　　　歯及び歯周組織等口腔内の状況について検査する。

　（3〕検診結果の判定

　　　r歯周疾患検診マニュアル」（厚生省）に基づき、r異常なし」、r要指導」及

　　び「要精検」に区分する。

　㈲　指導区分

　　派遣し、基本健康診査を行う。検査項目はアに準ずる。

　ウ　介護家族訪問基本健康診査

　　　家族等の介護を担う者のうち、訪問による健康診査の実施が必要なものに対

　　して、医師及ぴ看護師を派遣し、基本健康診査を行う。検査項目はアに準ずる。

｛3〕検査結果の判定と指導区分

　　検査結果については、各検査ごとに所定の方法で判定し、指導区分の決定に当

　たっては、これらの判定結果を総合的に判断し、r異常認めず」、r要指導」及び

　r要医療」に区分する。なお、区分に当たっては、年齢、性、生活環境等の個人

　差について十分配慮する。

㈲　結果の通知

　　基本健康診査の結果についてぱ、指導区分を付し、受診者に速やかに通知する。

⑤　記録の整備

　　基本健康診査の記録は、氏名、年齢、過去の健康診査の受診状況、各検査結果

　及び判定結果、基本健康診査の指導区分等を記録する。

　また、個別健康教育、健康度評価及び受診指導等の記録と併せて整理するほか、

　必要に応じて個人票を作成するなどして受診者の記録を一貫して記録し、継続的

　な保健指導に役立てるものとする。

　　高齢期にお1ナる健康を維持し、食べる楽しみを享受できるよう、歯の喪失を予

　　防することを目的とする。

　働　歯周疾患検診の実施

　　検診の項目は問診及び歯周組織検査とする。

　m　目的

3　歯周疾患検診

　ア　問診

　　　歯周疾患に関連する自覚症状の有無等を聴取する。

　イ　歯周組織検査

　　　歯及び歯周組織等口腔内の状況について検査する。

⑥　検診結果の判定

　　r歯周疾患検診マニュアル」（厚生省）に基づき、r異常なし」、r要指導」及

　び「要精検」に区分する。

㈲　指導区分

14一



　　それぞれの指導区分につき、次の内容の指導を行う。

　ア　「要指導」と区分された者
　　　問診の結果から、歯みがきの方法等特に改善を必要とする日常生活について

　　指導する。

　イ　「要精検」と区分された者
　　　医療機関におい七精密検査を受診するよう指導する。

15〕結果の通知
　　検診の結果についてば、指導区分を付し、受診者に速やかに通知する。

⑥　記録の整備
　　検診の記録は、氏名、年齢、住所、検診の結果、指導、歯周疾患検診の指導区

　分等を記録する。また、必要に応じ、治療の状況や事後の指導その他必要な事項

　についても記録する。

171その他の留意事項
　　歯周疾患検診は、疾病の発見のみならず、検診の実施により健康自立への意識

　を高揚させ、実践へ結びつけることにより快適な高齢期を迎えることを目的とす

　るものであることから、健康教育、健康相談及び訪問指導等他の保健事業璽
　予防事業等と有機的な連携を図ることにより、適切な指導等が継続して行われる

　よう配慮する。

4　骨粗鬆症検診
　の　目的
　　　骨粗鬆症は骨折等の基礎疾患となり、高齢社会の進展によりその増加が予想さ

　　れることから、早期に骨董減少者を発見し、骨粗鬆症を予防することを目的とす

　　る。

　の　検診の実施

　　　検診の項目は問診及び骨董測定とする。

　　ア　問診　　　　　一一一一1㍉

　　　　運動習慣、食生活あ内容等を聴取する。

　　イ　骨量測定
　　　　C　X　D法、D　I　P法、S　X　A法、D　X　A法、p　Q　C　T法又は超音波法等によ

　　　り実施する。

　⑥　検診結果の判定
　　　r骨粗鬆症予防マニュアル」（厚生省）に基づき、r異常なし」、r要指導」及び

　　「要精検」に区分する。

　剛　指導区分等

　　　それぞれの指導区分につき、次の内容の指導を行う。

　　ア　「要指導」と区分された者
　　　　食生活指導や運動指導等日常生活上の注意を促すとともに、生活習慣行動の

　　　改善指導等の保健事業への参加を指導する。

　　イ　「要精検」と区分された者

　　　　医療機関において精密検査を受診するよう指導する。

　　それぞれの指導区分につき、次の内容の指導を行う。

　ア　「要指導」と区分された者

　　　問診の結果から、歯みがきの方法等特に改善を必要とする日常生活について

　　指導する。

　イ　　「要精検」と区分された者

　　　医療機関において精密検査を受診するよう指導する。

151結果の通知
　　検診の結果については、指導区分を付し、受診者に速やかに通知する。

⑥　記録の整備

　　検診の記録は、氏名、年齢、住所、検診の結果、指導、歯周疾患検診の指導区

　分等を記録する。また、必要に応じ、治療の状況や事後の指導その他必要な事項

　についても記録する。

σ1その他の留意事項
　　歯周疾患検診は、疾病の発見のみならず、検診の実施により健康自立への意識

　を高揚させ、実践へ結びつけることにより快適な高齢期を迎えることを目的とす

　るものであることから、健康教育、健康相談及び訪問指導等他の保健事業と有機

　的な連携を図ることにより、適切な指導等が継続して行われるよう配慮する。

4　骨粗鬆症検診
　111　目的

　　　骨粗鬆症は骨折等の基礎疾患となり、高齢社会の進展によりその増加が予想さ

　　れることから、早期に骨量減少者を発見し、骨粗鬆症を予防することを目的とす

　　る。

　121検診の実施

　　　検診の項目は問診及び骨i測定とする。

　　ア　問診

　　　運動習慣、食生活の内容等を聴取する。

　　イ　骨量測定

　　　　C　X　D法、D　I　P法、S　X　A法、D　X　A法、p　Q　C　T法又は超音波法等によ

　　　り実施する。

　⑥　検診結果の判定

　　　r骨粗鬆症予防マニュアル」（厚生省）に基づき、r異常なし」、r要指導」及び

　　「要精検」に区分する。

　㈲　指導区分等

　　　それぞれの指導区分につき、次の内容の指導を行う。

　　ア　「要指導」と区分された者

　　　　食生活指導や運動指導等日常生活上の注意を促すとともに、生活習慣行動の

　　　改善指導等の保健事業への参加を指導する。

　　イ　「要精検」と区分された者

　　　　医療機関において精密検査を受診するよう指導する。
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⑤　結果の通知
　　検診の結果については、指導区分を付し、受診者に速やかに通知する。

⑥　記録の整備

　　検診の記録は、氏名、年齢、住所、検診の結果並びに指導、精密検査の必要性

　の有無等を記録する。また、必要に応じ、治療の状況や事後の指導その他必要な

　事項についても記録する。

の　その他の留意事項

　　骨粗鬆症検診は、疾病の発見のみならず、検診の実施により健康自立への意識

　を高揚させ、実践へ結びつけることにより快適な高齢期を迎えることを目的とす

　るものであることから、健康教育、健康相談及び訪問指導等他の保健事業並藍

　予防事業等と有機的な連携を図ることにより、適切な指導等が継続して行われる

　よう配慮する。

5　健康度評価
　1－11　目的

　　個人の生活習慣行動や生活機能等の把握を行うとともに、その評価等を基に生

　　活習慣改善に係る指導を実施することにより、対象者個人の必要性に応じた、計
　　画的かつ総合的なサービスの提供に資することを目的とする。

〔21健康度評価の種類

　　健康度評価の種類については、次に掲げるものとする。

　ア　生活習慣病の予防に関する健康度評価

　イ　介護を要する状態等の予防に関する健康度評価

　ウ　生活習慣行動の改善指導

⑥　健康度評価の実施

　ア　生活習慣行動に関する健康度評価

　　｛力　健康度評価のための質問票〔A票）の配布

　　　　健康手帳の交付時や、健康相談、基本健康診査の実施時等、対象者と保健

　　　事業の接点となる機会を幅広くとらえ、健康度評価のための質問票〔A票）

　　　（以下「A票』という。）を配布する。

　　　　A票の内容は、総合的な健康度の把握、生活習慣病の危険度の把握等を目

　　　的としたものとする。配布の方法は、健康手帳への添付、対象者へ基本健康

　　　診査の会場や結果説明会での配布その他の適切な方法とする。

　　ω　生活習慣行動の把握及び評価

　　　　A票を直接又は郵送等により回収し、その内容を把握する。医師、保健師、

　　　管理栄養士その他保健事業に従事する専門家は、A票の回答結果や基本健康

　　　診査の結果その他当該対象者の生活習慣行動の把握に資する情報を総合的に

　　　評価し、当該対象者にふさわしい保健サービスを提供するための計画を策定

　　　する。

　イ　介護を要する状態等の予防に関する健康度評価

㈲　結果の通知

　　検診の結果については、指導区分を付し、受診者に速やかに通知する。

161記録の整備
　　検診の記録は、氏名、年齢、住所、検診の結果並びに指導、精密検査の必要性

　の有無等を記録する。また、必要に応じ、治療の状況や事後の指導その他必要な

　事項についても記録する。

｛刀　その他の留意事項

　　骨粗鬆症検診は、疾病の発見のみならず、検診の実施により健康自立への意識

　を高揚させ、実践へ結びつけることにより快適な高齢期を迎えることを目的とす

　るものであることから、健康教育、健康相談及び訪問指導等他の保健事業と有機

　的な連携を図ることにより、適切な指導等が継続して行われるよう配慮する。

5　健康度評価
　（11　目的

　　個人の生活習慣行動や社会・生活環境等の把握を行うとともに、その評価等を

　　基に生活習慣改善に係る指導を実施することにより、対象者個人の必要性に応じ

　　た、計画的かつ総合的なサービスの提供に資することを目的とする。

皿対象者
　　　当該市町村の区域内に居住地を有する40歳以上の者を対象とする。

　　健康度評価の種類

　　健康度評価の種類については、次に掲げるものとする。

　　1ア1生活習慣行動月間票の配布

　　　　健康手帳の交付時や、健康相談、基本健康診査の実施特等、対象者と保健

　　　事業の接点となる機会を幅広くとらえ、生活習慣行動質問票（以下rA票」

　　　という。）を配布する。

　　　　A票の内容は、総合的な健康度の把握、生活習慣病の危険度の把握等を目

　　　的としたものとする。配布の方法は、健康手帳への添付、対象者へ基本健康

　　　診査の会場や結果説明会での配布その他の適切な方法とする。

　　1イ1生活習慣行動の把握及び評価

　　　　A票を直接又は郵送等により回収し、その内容を把握する。医師、保健師、

　　　管理栄養士その他保健事業に従事する専門家は、A票の回答結果や基本健康

　　　診査の結果その他当該対象者の生活習慣行動の把握に資する情報を総合的に

　　　評価し、当該対象者にふさわしい保健サービスを提供するための計画を策定

　　　する。

　イ　介護を要する状態等の予防に関する健康度評価

　ア　生活習慣病の予防に関する健康度評価

　イ　介護を要する状態等の予防に関する健康度評価

　ウ　生活習慣行動の改善指導

塗

㈲　健康度評価の実施

　ア　生活習　病予　に関する健　度評価
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　　1ア1健康度評価のための質問票（B票）の配布

　　　　健康手帳の交付時、健康相談その他の保健事業の実施時、要介護認定等（

　　　介護保険法に規定する要介護認定又は要支援認定をいう。以下同じ。）の結

　　　果通知時など、対象者と保健事業との接点となる機会を幅広くとらえ、健塵

　　　度評価のための質問票（B票）（以下rB票」という。）を配布する。

　　　　B票の内容は、総合的な生活機能や、介護を要する状態となることの危険

　　　度（閉じこもりや転倒の危険度など）の把握等を目的としたものとする。

　　　　配布の方法は、健康手帳への添付、対象者への郵送、要介護認定等の申請

　　　時又は結果通知時における配布その他の適切な方法とする。

　佑　鐡態笠の把握及び評価
　　　B票を直接又は郵送等により回収し、その内容を把握する。医師、保健師、

　　　管理栄養士その他保健事業に従事する専門家は、B票の結果その他対象者の

　　　號笠の把握に資する情報を総合的に評価し、当該対象者にふさわしい
　　　保健サービスを提供するための計画を策定する。

　ウ　生活習慣行動の改善指導

　　1ア1　目的

　　　　A票や基本健康診査等の結果、食生活、運動、休養等の生活習慣を改善す

　　　る必要が認められる者に対して、具体的な行動変容を支援する指導を行い、

　　　健全な生活習慣の確立を通じて生活習慣病を予防することを目的とする。

　　〔イ〕対象者

　　　①基本健康診査又は骨粗鬆症検診において、r要指導」と判定された者の

　　　　うち、生活習慣行動の改善指導が必要と評価されたもの。

　　　②基本健康診査又は骨粗鬆症検診において、「要医療」又は「要精検」と判

　　　　定された者のうち、受診の結果医療の必要はないが生活習慣行動の改善指

　　　　導が必要と判定されたもの。

　　　③上記以外で生活習慣病予防のために生活習慣行動の改善指導が必要と認

　　　　められる者。

　　〔ウ）指導の担当者

　　　　医師、保健師、管理栄養士等とする。

　　に1指導内容

　　　　A票や基本健康診査等の結果から判断される

　　　健康状態について説明するとともに、生活習慣行動における問題点を指摘し、

　　　対象者の状況に即した具体的な生活習慣行動の改善点を指導する。

　　励　実施場所

　　　　市町村保健センター、公民館等住民に身近な場所で行うよう配慮するとと

　　　もに、必要に応じ医療機関等で行う。

　　伽　受託実施機関

　　　　受託実施機関は、把握された生活習慣及び指導内容を速やかに実施主体に

　　　報告する。

剛　記録の整備

　　氏名、年齢、健康度評価の方法及びその後のサービスの活用状況等を個人ごと
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　　　健康手帳の交付時、健康相談その他の保健事業の実施時、要介護認定等（

　　介護保険法に規定する要介護認定又は要支援認定をいう。以下同じ。）の結

　　果通知時など、対象者と保健事業との接点となる機会を幅広くとらえ、塗

　　⊥生齢塁（以下「B票」という。）を配布する。
　　　B票の内容は、総合的な生活機能や、介護を要する状態となることの危険

　　度（閉じこもりや転倒の危険度など）の把握等を目的としたものとする。

　　　配布の方法は、一健康手帳への添付、対象者への郵送、要介護認定等の申請

　　時又は結果通知時における配布その他の適切な方法とする。

　　　B票を直接又は郵送等により回収し、その内容を把握する。医師、保健師、

　　管理栄養士その他保健事業に従事する専門家は、B票の結果その他対象者の

　　一の把握に資する情報を総合的に評価し、当該対象者にふさ
　　わしい保健サービスを提供するための計画を策定する。

　　　A票や基本健康診査等の結果、食生活、運動、休養等の生活習慣を改善す
　　る必要が認められる者に対して、具体的な行動変容を支援する指導を行い、

　　健全な生活習慣の確立を通じて生活習慣病を予防することを目的とする。

　　①基本健康診査又は骨粗鬆症検診において、「要指導」と串1」定された者の

　　　うち、生活習慣行動の改善指導が必要と評価されたもの。

　　②基本健康診査又は骨粗鬆症検診において、「要医療」又は「要精検」と判

　　　定された者のうち、受診の結果医療の必要はないが生活習慣行動の改善指

　　　導が必要と判定されたもの。

　　③　上記以外で生活習慣病予防のために生活習慣行動の改善指導が必要と認

　　　められる者。

　　　指導の担当者

　　　医師、保健師、管理栄養士等とする。

　　　指導内容

　　　健一＿や基本健康診査等の結果から判断される
　　健康状態について説明するとともに、生活習慣行動における問題点を指摘し、

　　対象者の状況に即した具体的な生活習慣行動の改善点を指導する。

　　　市町村保健センター、公民館等住民に身近な場所で行うよう配慮するとと

　　もに、必要に応じ医療機関等で行う。

　　　受託実施機関は、把握された生活習慣及び指導内容を速やかに実施主体

　　に報告する。

　1ア1社会・生活環境等質問票の配布

　〔イ1社会・生活環境等の把握及び評価

ウ　生活習慣行動の改善指導

　ω　目的

　ω　対象者

　｛ウ1

　に1

　捌　実施場所

　㈲　受託実施機関

記録の整備

氏名、年齢、健康度評価の方法及びその後のサービスの活用状況等を個人ごと



　の記録票に記録する。生活習慣行動の改善指導については・指導内容の要点につ

　いても記録する。

⑥　実施上の留意事項
　　健康度評価は、質問票の交付の機会及びその内容、評価の手法、他の保健事業

　への活用法などの多様性にかんがみ、各市町村において、自らの創意工夫を生か

　して実施することが重要である。また、健康度評価の結果については、実施した

　保健活動を対象者個人ごとに又は地域全体として評価する際の指標とするなど・

　その活用について工夫することが望ましい。

　　健康度評価を実施した者に対しては、健康教育、訪問指導等他の保健事業が継

　続して行われるように配慮する。なお、必要に応じ食生活改善推進員等のボラン

　ティアの協力を得るものとする。

6　受診指導
　01　目的

　　　基本健康診査の結果r要医療」と判定された者、歯周疾患検診又は骨粗鬆症検

　　診の結果r要精検」と判定された者について、医療機関への受診を指導すること

　　により、的確な受診を確保する。

　の　対象者

　　ア　基本健康診査において「要医療」と判定された者

　　イ　歯周疾患検診においてr要精検」と判定された者

　　ウ　骨粗鬆症検診においてr要精検」と判定された者

　⑥　受診指導の実施

　　ア　指導の内容

　　　　対象となる者に対して医療機関への受診を指導する。

　　イ　結果等の把握

　　　　医療機関との連携のもとに、受診結果等について把握に努める。

　㈲　記録の整備
　　　受診指導及びその後の受診状況の記録は、診査の記録に合わせて記録し、継続

　　的な保健指導に役立てる。

7　介護予防事業等への参加の指導

　m　目的
　　　基本健康診査の結果r生活機能の著しい低下有り」と判定された者について、

介護予防　業等への参加　指導することにより、的確な支援　確保する。

塑

璽

対象者

基本健　診査において「生活機能の著しい低下有り」と判定された者

介護予防事業等への参加指導の実施

z　指導の内容
　　対象となる者に対して、介護予防事業等への参加を指導する。

正鎧塁笠璽把握
　　地域包括支援センター等との連携のもとに、介護予防事業等の参加の状況等

　の記録票に記録する。生活習慣行動の改善指導については、指導内容の要点につ

　いても記録する。

㈹　実施上の留意事項

　　健康度評価は、質問票の交付の機会及びその内容、評価の手法、他の保健事業

　への活用法などの多様性にかんがみ、各市町村において、自らの創意工夫を生か

　して実施することが重要である。また、健康度評価の結果については、実施した

　保健活動を対象者個人ごとに又は地域全体として評価する際の指標とするなどそ

　の活用について工夫することが望ましい。

　　健康度評価を実施した者に対しては、健康教育、訪問指導等他の保健事業が継

　緘して行われるように配慮する。なお、必要に応じ食生活改善推進員等のボラン

　ティアの協力を得るものとする。

6　受診指導

　ω　目的

　　基本健康診査の結果r要医療』と判定された者、歯周疾患検診又は骨粗鬆症検

　診の結果r要精検」と判定された者について、医療機関への受診を指導すること
　　により、的確な受診が確保されることを目的とする。

　〔2｝対象者

　　ア　基本健康診査において「要医療」と判定された者

　　イ　歯周疾患検診においてr要精検」と判定された者

　　ウ　骨粗鬆症検診において「要精検』と判定された者

　⑥　受診指導の実施

　　ア　指導の内容

　　　対象となる者に対して医療機関への受診を指導する。

　　イ　結果等の把握

　　　医療機関との連携のもとに、受診結果等について把握に努める。

　ゆ　記録の整備

　　　受診指導及びその後の受診状況の記録は、診査の記録に合わせて記録し、継続

　　的な保健指導に役立てる。
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について把握に努める。

㈲　記録の整備
一　介護予防事業等への参加指導及びその後の参加状況を記録し、継続的な保健指

導に役立てる。

第6　機能訓練

1　目的
　疾病、外傷、老化等により心身の機能が低下している者に対し、心身機能の維持

回復に必要な訓練を行うことにより、閉じこもりを防止するとともに日常生活の自

立を助け、介護を要する状態となることを予防することを目的とする。

2　対象者
一　当該市町村の区域内に居住地を有する40歳から64歳までの者であって、疾病、

　外傷その他の原因による身体又は精神機能の障害又は低下に対する訓。を行う必要

があるものとする。ただし、医療におけるリハビリテーションを要する者及び要介

3　実施手続
　　実施手続は次のような方法により行う。

　11）訓練の申込

　　　訓練希望者にあらかじめ所定の申込書を市町村あてに提出させる。

　の　訓練対象者の決定

　　　訓練対象者の決定に当たっては・あらかじめ医師の判定を得・訓練施設の整備

　　の状況、訓練担当者の状況、その他の状況を勘案の上行う。

〔ω　訓練実施等の通知

　　訓練希望者に対し、訓練の適否及びその理由、訓練の開始日等その他必要な事

第6機能訓練

1　目的
　疾病、外傷、老化等により心身の機能が低下している者に対し、心身機能の維持

回復に必要な訓練を行うことにより、閉じこもりを防止するとともに日常生活の自

立を助け、介護を要する状態となることを予防することを目的とする。

2　機能訓練の種類
　機能言川練の種類については、次に掲げるものとする。

　（1）　A型〔基本型）（以下「A型」という。）

　の　B　I」（地域　加1」）　以下「B型　とい』）

3　対象者
当該市町村の区域内に居住地を有する40　以上の　で、次に　げるものとする。

ただし、医療におけるリハビリテーション　要する者は対象としない。また、介護

保険法に規定する要介護者及び要支援者（以下r要　護者等　という。）も原則と

して本事業の対象としない

11｝A型
　　疾病、外傷その他の原因による身体又は精神機能の障害又は低下に対する訓練

　を行う必要がある者。

の　B型
　　老化等により心身機能が低下している者であって、当該者の日常生活自立度が

rr障害老人の日常生活自立度（寝たきり度）判定基準　の活用について　（平成

3年11月18日付老健第102－2号大臣官房老人保健福祉部長通知）の別添r障害老人

の日常生活自立度（・たきり度）判定基準　のランクJに相当するもの

4　実施手続
　　実施手続は次のような方法により行う。

　lU　訓練の申込

　　　訓練希望者にあらかじめ所定の申込書を市町村あてに提出させる。

　の　訓練対象者の決定

　　　A型及びB型それぞれの訓練対象者の決定に当たっては、あらかじめ医師の判

　　定を得、訓練施設の整備の状況、訓練担当者の状況、その他の状況を勘案の上行

　　う，

　13｝訓練実施等の通知

　　　訓練希望者に対し、訓練の適否及びその理由、訓練の開始日等その他必要な専
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項を通知する。

4　実施場所

　市町村保健センター、保健所、健康増進センター、老人福祉センター、特別養護

老人ホーム、介護老人保健施設、公民館等であって、適当と認められる場所で行う。

5　送迎
　対象者の心身の機能の状態に応じ、リフトバス等による送迎を行う。

6　実施方法
　111訓練実施者

　医師及び医師の指導のもとに理学療法士、作業療法士、言語聴覚士、保健師、

看護師等が実施する。

〔21訓練内容

　麻痺や拘縮等の機能障害及び食事や衣服の着脱等の能力障害並びにこれらによ

り生じる閉じこもりや孤立等の社会的障害の回復のための訓練を、おおむね次に

掲げる活動を通して実施する。
ア
ー
イ
ー
ウ
一
工
一

転倒予防、失禁予防、体力増進等を目的とした体操

習字、絵画、陶芸、皮細工等の手工芸

軽度のスポーツやレクリエーション

交流会、懇談会等

7　実施回数及び実施期間

項を通知する。

　　　市町村保健センター、保健所、健康増進センター、老人福祉センター、特別養

　　護老人ホーム、介護老人保健施設、公民館等で適当と認められる施設とする。

　旦旦型
　　　11）に示している実施場所のほか、集会場、公共施設等の会議室、本育館、公園、

　旦1△型

旦　実施場所

広場、運動場　地域住民の　近な場所とする。

6　送迎
　対象者の心身の機能の状態に応じ、 リフトバス等による送迎を行う。ただし、原

7　実施方法

　11〕訓練実施者

　ア　A型
　　　訓練は、医師及び医師の指導のもとに理学療法士、作業療法士、保健師、看

　　護師等が実施する。

　　イ　B型

　　　訓練は、保健師、看言師、理学療法士、作業療法士、介言福祉士等の保健・

医療・福祉　係　種の市町村　一又は　町村から甥，，・により・託された機関の

　　当該職員　中心とし、地域のボランティア等を活用して実施する。

の　訓練内容

　ア　A型
　　　麻痺や拘縮等の機能障害及び食事や衣服の着脱等の能力障害並びにこれらに

　　より生じる閉じこもりや孤立等の社会的障害の回復のための訓練を、おおむね

　　次に掲げる活動を通して実施する。

　〔ア1転倒予防、失禁予防、体力増進等を目的とした体操

　〔イ〕習字、絵画、陶芸、皮細工等の手工芸

　㈲　軽度のスポーツやレクリエーション

　〔エ1　交流会、懇談会　等

イ　B型
　　心身　能の低下により生じる犀じこもりや孤立　の社会的障害の回復又は予

防に重点を置いた訓練を、おおむね以下に掲げる活動

ω　絵画、工芸等の創作を主体とした活動

通して実施する。

イ
ウ

レクリエーション及びスポーツ

交流会、懇談会及び地域の諸行事への参加等を主体とした活動等

8　実施回数及び実施期間

　〔U　A型

一20一



　訓練の実施回数はおおむね週2回とする。実施期間はおおむね6か月を1期間

とし、訓練の効果等を勘案し継続実施の要否の判定を行う。

8　訓練記録の作成
一　対象者の名簿、訓練計画実施台帳、訓練日誌その他必要な記録票を整備し・訓練

　対象者の氏名、年齢、住所、生活歴、家庭環境及び訓練経過、機能回復の状況等を

　記録する。

9　関係機関との連携
　ω　訓練を必要とする者を把握するに当たっては、保健所、地域医師会・老人クラ

　　ブ及び自治会等関係機関と緊密な連携を図る。
　〔2）訓練の実施方法等について、地域医師会や医療機関と十分な連絡調整を図る。

　⑥　訓練終了に当たっては、対象者の状況に応じ、他の保健事業やそれぞれの地域

　　における福祉サービス等と結びつけ、引き続き適切なサービスが提供されるよう

　　配慮する。
　㈲　訓練の実施並びに実施後の指導に必要な対象者の日常生活及び家庭環境等の把

　　握について、福祉事務所等の協力を求める。

田　周知徹底
　111訓練は特に家族の積極的な協力を得て行うことが必要であり、家族に対しても

　　訓練の趣旨及び内容等を十分に理解させるよう努める。

　の　広報紙等を通じ訓練の趣旨、内容及び送迎の実施等を周知する。

　　保健施設等への委託、複数市町村による共同実施等の方法を活用することにより・

　　実施体制の整備を図る。

　　遇に支障のないよう配慮する。

　⑥　介護を要する状態の予防をより一層効果的に行う観点から、都道府県が行う地

　　域リパビリテーション推進のための事業と十分な連携を図る。

　日1地域の実情に即し、市町村の直接実施のほか、特別養護老人ホーム、介護老人
旦　その他の留意事項

　の　特別養護老人ホーム等における訓練の実施に当たっては、当該施設入所者の処

　質の向上を図る。

　実施に当たっては事故防止に万全を期す。

⑥　訓練終了者については、回復した機能の低下を防止する観点から、自主的なグ

　ループ活動の育成を図ることが望ましい。

㈲　訓練に従事若しくは従事しようとする者を研修に参加させる等により、その資

151対象者は心身の機能が低下している者であることにかんがみ、通所及び訓練の

　訓練の実施回数はおおむね週2回とする。実施期間はおおむね6か月を1期間と

とし、訓練の効果等を勘案し継続実施の要否の判定を行う。

の　B型
訓練の実施回数はおおむね週1回とする。実施期間はおおむね1年間とし・訓

練の効果等を勘案し継続実施の要否の判定を行う。

9　訓練記録の作成
　　対象者の名簿、訓練計画実施台帳、訓練日誌その他必要な記録票を整備し、訓練

　対象者の氏名、年齢、住所、生活歴、家庭環境及び訓練経過、機能回復の状況等を

　記録する。

10　関係機関との連携

　m　訓練を必要とする者を把握するに当たっては、保健所・地域医師会・老人クラ

　　ブ及び自治会等関係機関と緊密な連携を図る。

　｛2〕訓練の実施方法等について、地域医師会や医療機関と十分な連絡調整を図る。

　13〕訓練終了に当たっては、対象者の状況に応じ、他の保健事業やそれぞれの地域

　　における福祉サービス等と結びつけ、引き続き適切なサービスが提供されるよう

　　配慮する。

　㈲　訓練の実施並びに実施後の指導に必要な対象者の日常生活及び家庭環境等の把

　　握について、福祉事務所等の協力を求める。

11周知徹底
　ω　訓練は特に家族の積極的な協力を得て行うことが必要であり、家族に対しても

　　訓練の趣旨及び内容等を十分に理解させるよう努める。

　〔2〕広報紙等を通じ訓練の趣旨、内容及び送迎の実施等を周知する。

12　その他の留意事項

　m　地域の実情に即し、市町村の直接実施のほか、特別養護老人ホーム、介護老人

　　保健施設等への委託、複数市町村による共同実施等の方法を活用することにより、

　　実施体制の整備を図る。

　〔21特別養護老人ホーム等における訓練の実施に当たっては、当該施設入所者の処

　　遇に支障のないよう配慮する。

　⑥　介護を要する状態の予防をより一層効果的に行う観点から、地域リパビリテー

　　ション支援体制整備推進事業と十分な連携を図る。

　㈲　訓練に従事若しくは従事しようとする者を研修に参加させる等により、その資

　　質の向上を図る。

　㈲　対象者は心身の機能が低下している者であることにかんがみ、通所及び訓練の

　　実施に当たっては事故防止に万全を期す。

　⑤　訓練終了者については、回復した機能の低下を防止する観点から、自主的なグ

　　ループ活動の育成を図ることが望ましい。

　の　要介護者等は機能訓練の対象とならないこと　原則とするが、通所介護、通所
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第7　　言方問キ旨導

1　目的
　療養上の保健指導が必要であると認められる者及びその家族等に対して、保健師

等が訪問して、その健康に関する問題を総合的に把握し、必要な指導を行い、これ

　らの者の心身機能の低下の防止と健康の保持増進を図ることを目的とする。

2　対象者
　　当該市町村の区域内に居住地を有する40歳から64歳までの者であって、その

心身の状況、その置かれている理境等に照らして療養上の保健指導が必要であると

　認められるものを対象とする。

3　訪問担当者
　訪問担当者は保健師、看護師、管理栄養士、歯科衛生士、理学療法士、作業療法

　士等とする。

4　実施方法
　〔1｝対象者の把握及び名簿の作成

　　市町村は、本人及び家族等からの相談、健康度評価その他の保健事業の実施に

　伴う情報、医療機関、一福祉関係機関その他の関係団体からの依頼等に基づき、対

　象者を把握し、対象者名簿を作成する。

　121初回訪問指導の実範葬訪問指導計画の策定

　　対象者名簿に基づき、訪問指導を実施する。初回訪問指導は原則として保健師

　が行い、対象者及び家族の状況（心身の状態、既往歴、生活習慣、栄養状態、ロ

　腔衛生状態、家族の介護等の状況、生活環境等）を把握する。その後、必要に応

　　じて管理栄養士、歯科衛生士等と協議の上、訪問指導の目標、内容その他必要な

　事項からなる訪問指導計画を策定する。

　ゆ　訪問指導の内容

　　訪問指導の内容はおおむね次の事項とする。

　ア　家庭にお1ナる療養方法に関する指導

　　　栄養、運動、ロ腔衛生その他家庭における療養方法に関する指導

　イ　介護を要する状態になることの予防に関する指導

　　　閉じこもりの予防、転倒の予防その他の介護を要する状態になることの予防

　　のために必要な指導
　ウ　家庭における機能訓練方法、住宅改造及び福祉用具の使用に関する指導

リパビリテーション等の介護保険サービスを十分確保することが困難な市町村に

おいては．当面の間に限り、要介護者等を機能訓練の対象として差し支えない。

ただし、この場合にあっても、介護保険制度担当部局との一・整を図るとともに介

言保険給付の対象となるサービス量の確保に努め、要介護者　が機能訓練を利胴

せざる　卍ない状況　翠消していくことが必要である。

第7　言方問キ旨導

1　目的

　療養上の保健指導が必要であると認められる者及びその家族等に対して、保健師

等が訪問して、その健康に関する問題を総合的に把握し、必要な指導を行い、これ

　らの者の心身機能の低下の防止と健康の保持増進を図ることを目的とする。

2　対象者
　　当該市町村の区域内に居住地を有する40歳以上の者で、その心身の状況、その

置かれている環境等に照らして療養上の保健指導が必要であると認められるものを

　対象とする。

3　訪問担当者

　訪問担当者は保健師、看護師、管理栄養士、歯科衛生士、理学療法士、作業療法
士等とする。

4　実施方法
　1”　対象者の把握及び名簿の作成

　　市町村は、本人及び家族等からの相談、健康度評価その他の保健事業の実施に

　伴う情報、医療機関、福祉関係機関その他の関係団体からの依頼等に基づき、対

　象者を把握し、対象者名簿を作成する。

　の　初回訪問指導の実施と訪問指導計画の策定

　　対象者名簿に基づき、訪問指導を実施する。初回訪問指導は原則として保健師

　が行い、対象者及び家族の状況（心身の状態、既往歴、生活習慣、栄養状態、口

　腔衛生状態、家族の介護等の状況、生活環境等）を把握する。その後、必要に応

　　じて管理栄養士、歯科衛生士等と協議の上、訪問指導の目標、内容その他必要な

　事項からなる訪問指導計画を策定する。

　131訪問指導の内容

　　訪問指導の内容はおおむね次の事項とする。

　ア　家庭における療養方法に関する指導

　　　栄養、運動、口腔衛生その他家庭における療養方法に関する指導

　イ　介護を要する状態になることの予防に関する指導

　　　閉じこもりの予防、転倒の予防その他の介護を要する状態になることの予防

　　のために必要な指導

　　ウ　家庭における機能訓練方法、住宅改造及び福祉用具の使用に関する指導
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　工　家族介護を担う者の健康管理に関する指導

　オ　生活習慣病の予防等に関する指導

　力　関係諸制度の活用万法等に関する指導
　　　医療、保健、福祉その他の諸制度及びサービスの活用方法等に関する情報提

　　供、相談、指導及び調整
　キ　認知症に関する正しい知識、緊急の場合の相談先等に関する指導

　ク　その他健康管理上必要と認められる指導

㈲　かかりつけ医との連携
　　疾病等を有する者に対する訪問指導に際しては、かかりつけ医と連携を図り、

　その指導のもとに実施する。

㈲　その他の留意事項
　ア　医療保険により訪問看護若しくは訪問リパビリテーションを受けている者又

　　は介護保険において要介護者等である者に対して訪問指導を実施する場合に

　　は、訪問看護及び訪問リハビリテーションと内容的に重複するサービスについ

　　ては行わないことを原則とし、それらのサービス提供者等と連携を十分に図る。

　イ　認知症高齢者に対する訪問指導の実施については、保健所で実施されている

　　老人精神保健相談事業との連携を図るため、保健所への報告、保健所が開催す

　　る連絡会議への参加等を行い、必要に応じ保健所の指導・調整を受ける。

　ウ　本事業の訪問指導は、健康管理上の観点から行うものであるが、老人医療費

　　適正化対策事業等として行う重複・頻回受診者に対する訪問指導等とも対象者

　　が重複し得ることから、十分な連携を図るとともに、必要に応じ保健事業に従

　　事する保健郎等も、老人医療担当課等において雇用した保健師等に対する指導、

　　調整の任に当たるなど、重複した指導にならず効果的な指導が実施されるよう

　　有機的な連携体制の確立を図る。

5　記録の整備及び評価『一

　　対象者の氏名、年齢、訪問指導計画、指導内容等を記録する。また、その内容を

　分析、評価することにより、事後の訪問指導に資することとする。

6　関係機関等との連携
　　対象者の把握、実施計画の策定その他訪問指導の円滑かつ効果的な実施を推進す

　る観点から、緊急時の措置等についてあらかじめ地域医師会、関係医療機関と協議

　するほか、ホームヘルパー、民生委員その他の関係者との連携及び保健所、福祉関

　係機関、居宅サービス事業者、居宅介護支援事業者、民間団体、ボランティアその

　他の住民組織等との連携を図り、必要な協力を得るものとする。また、必要に応じ

　て地域ケア会議（従来の高齢者サービス調整チーム）等の活用を図る。

7　都道府県、保健所の役割

　　都道府県、保健所は、保健師その他の訪問指導に従事する者の資質を向上するた

　め研修を行うものとする。

　工　家族介護を担う者の健康管理に関する指導

　オ　生活習慣病の予防等に関する指導

　力　関係諸制度の活用方法等に関する指導

　　　医療、保健、福祉その他の諸制度及びザービスの活用方法等に関する情報提

　　供、相談、指導及び調整

　キ　認知症に関する正しい知識、緊急の場合の相談先等に関する指導

　ク　その他健康管理上必要と認められる指導

㈲　かかりつけ医との連携

　　疾病等を有する者に対する訪問指導に際しては・かかりつけ医と連携を図り・

　その指導のもとに実施する。

〔51その他の留意事項

　ア　医療保険により訪問看護若しくは訪問リハビリテーションを受けている者又

　　は介護保険において要介護者等である者に対して訪問指導を実施する場合に

　　は、訪問看護及び訪問リパビリテーションと内容的に重複するサービスについ

　　ては行わないことを原則とし、それらのサービス提供者等と連携を十分に図る。

　イ　認知症高齢者に対する訪問指導の実施については、保健所で実施されている

　　老人精神保健相談事業との連携を図るため、保健所への報告、保健所が開催す

　　る連絡会議への参加等を行い、必要に応じ保健所の指導・調整を受ける。

　ウ　本事業の訪問指導1ま、健康管理上の観点から行うものであるが、老人医療費

　　適正化対策事業等として行う重複・頻回受診者に対する訪問指導等とも対象者

　　が重複し得ることから、十分な連携を図るとともに、必要に応じ保健事業に従

　　事する保健師等も、老人医療担当課等において雇用した保健郎等に対する指導、

　　調整の任に当たるなど、重複した指導にならず効果的な指導が実施されるよう

　　有機的な連携体制の確立を図る。

5　記録の整備及び評価

　　対象者の氏名、年齢、訪問指導言十画、指導内容等を記録する。また、その内容を

　分析、評価することにより、事後の訪問指導に資することとする。

6　関係機関等との連携

　　対象者の把握、実施計画の策定その他訪問指導の円滑かつ効果的な実施を推進す

　る観点から、緊急時の措置等についてあらかじめ地域医師会、関係医療機関と協議

　するほか、ホームヘルパー、民生委員その他の関係者との連携及び保健所、福祉関

　係機関、居宅サービス事業者、居宅介護支援事業者、民間団体、ボランティアその

　他の住民組織等との連携を図り、必要な協力を得るものとする。一また、必要に応じ

　て地域ケア会議（従来の高齢者サービス調整チーム）等の活用を図る。

7　都道府県、保健所の役割

　都道府県、保健所は、保健師その他の訪問指導に従事する者の資質を向上するた

　め研修を行うものとする。
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第8　地域支援事業との連携

以下の事業については、当該市町村に居住地を有する40歳から64歳までの者を

対象として実施することとしているが、65歳以上の者については、介護予防の観点

から地域支援事業において適切に実施されることから、担当部局と十分な連携を図る

こと。

1　健康教育
2イ建康キ目言炎

3　健康診査のうち、介護

空髄5　訪問指導
する状態等の予防に関する健康度評価
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傍線の部分は改正部分

改　正　後

別添1

　様式1
基本健康診査の記録（その1）

受診年月　日 年月　日 年月　目 年月　日 年月　目 年月　目

鼻　　　　　　　　長
cm cm cm cm cm

体　　　　　　　　重
kg kg kg kg kg

B　　　　M　　　　I一

血　　糖　　検　　責

基本健康診査の記録（その2）　（略）

基本健康診査の記録（その3）

受診年月　日 年月　日 年月　日 年月日 年月　日 年月　日

～　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　～

…
～　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　～ ～　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　～

その他の所見

i自党症状．理学的所

ｩ等）

現 行

別添1

　様式1

受診年月日 年月日 年月日 年月日 年月日 年月日

身　　　　　　　長
cm cm cm cm cm

体　　　　　　　童
kg kg kg kg kg

　　基本健康診査の記録〔その1）

～　　　　　　　　　　　　　　　～　　　　　　　　　　　　　　　～　　　　　　　　　　　　　　　～

血　　糖　　検　　査

基本健康診査の記録（その2）

基本健康診査の記録（その3）

（略）

受診年月日 年月日 年月日 年月日 無月目 年月日

その他の所見

k自覚症状、理学的所

ｩ等〕

蟹
一実施機関名

一25一



基本健康診査の記録（その4）

受診年月日 年月日 年月日 年月日 年月B 年月日

基ス

{ト

`
エ
ツ
ク
リ

総合（うつを除く）

@運動器の機能向上

@栄養改善

@口腔機能の向上

@閉じこもり

@ものわすれ

､つ

／20

^5

^2

^3

^2

^3

^5

／20

^5

^2

^3

^2

^3

^5

／20

^5

^2

^3

^2

^3

^5

／20

^5

^2

^3

^2

^3

^5

／20

^5

^2

|3

^2

^3

^5

理
学
壷
的

ロ腔内

ﾖ節

ｽ復唾液嚥下テスト

血清アルブミン検査

指導区分

総合的指示事項

実施機関名

一26一



別添2

様式1

様式2

（略）

1廠　　価のための　o　（日　）

（基本チェックリスト）

No 質問項目

　　回答

kいずれかにOを

ｨ付け下さい）

1 バスや電車で1人で外出していますか o．はい 1．いいえ

2 日用品の買物をしていますか o．はい 1．いいえ

3 預貯金の出し入れをしていますか o．はい 1．いいえ

4 友人の寡を訪ねていますか o．はい 1．いいえ

5 窟族や友人の相談にのっていますか G．はい 1．いいえ

6 階段を手すりや壁をつたわらずに昇っていますか O．はい 1．いいえ

7 椅子に座った状態から何もつかまらずに立ち上がっていますか 〇一はい 1．いいえ

8 碍分位続けて歩いていますか o．はい 1．いいえ

9 この1年間に転んだことがありますか 1一はい o．いいえ

10 転倒に対する不安は大きいですか 1一はい o．いいえ

－
1
1

6ヵ月間で2～3㎏以上の体重減少がありましたか 1一「よい 0．いいえ

12 身長　　　　　　　cm　　　体重　　　　　　　kg〔日M1ニ 1（注1

一
1
3

半年前に比べて固いものが食べに（〈なりましたか 1．はい o．いいえ

14 お茶や汁物等でむせることがありますか 1．はい o．いいえ

15
ロの渇きが気になりますか 1．はい o．いいえ

16 週に1回以上は外出していますか 〇一はい 1．いいえ

17 昨年と比べて外出の回数が減っていますか 1．はい o，いいえ

1日 周りの人から「いつも同じ事を聞く」などの物忘れがあると言われ

ﾜすか

1．はい 〇一いいえ

19 自分で電話番号を鯛べて、電話をかけることをしていますか 〇一はい 1．いいえ

20 今日が何月何日かわからないときがありますか 1一はい o．いいえ

一
2
1

〔ここ2週間）毎日の生活に充実感がない 1．はい o．いいえ

22 （ここ2週間）これまで楽しんでやれていたことが楽しめなくなった 1．はい o．いいえ

23 （ここ2週間）以前1よ楽にできていたことが今ではおっくうに感じら

黷

1．はい o．いいえ

24 （ここ2週間）自分が役に立つ人間だと思えない 1．はい 0．いいえ

25 （ここ2週間）わけもなく疲れたような感じがする 1．はい 〇一いいえ

（注）BM］（＝体重〔㎏〕÷身長〔m｝÷身長（mDが18，5未満の場合に該当とする。

別添2

様式1 （略）

様式2
　　（参考例）

面のための　q　〔B　）

手的自立（］ADL｝

　1　パスや電車を使って一人で外出できますか

2
3
4
5

日用品の買い物ができますか

自分の食事の用意ができますか

講求書の支払いができますか

銀行預金．郵便貯金の出し入れができますか

知的能動性

6
7
8
9

年金などの婁類が書1ナますか

新聞を読んでいますか

本や雑膳を胱んでいますか

健廠についての記事や番組に関心がありますか

社会的役割

0
1
2
3

友達の寂を1方ねることカ｛ありますカ・

猿族や友達の相談にのることがありますか

病人を見舞うことができますか

若い人に自分から話かけることがありますか

はい

はい

はい

はい

はい

はい

1よい

はい

はい

はい

はい

1よい

はい

え
え
え
え
え

し
し
し
し
し

し
し
し
し
し

O
O
O
O
O ええ
え
え

し
し
し
し

し
し
し
し

O
O
O
O
O
O
O
O

いい丸

いいえ

いいえ

いいえ
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　（参考

別添

改正後全文）

　　　　　　　保健事業実施要領

第1　共通的事項

　1　市町村（特別区を含む。以下同じ。）は、老人保健法（昭和57年法律第80号）に
　　よる医療等以外の保健事業（以下単にr保健事業」という。）の実施に当たっては・

　　「医療等以外の保健事業の実施の基準」（昭和57年11月厚生省告示第185号）及び
　　この実施要領を基に、市町村の人口規模、年齢構成、地理的状況・住民の健康及び

　　疾病の状況、保健事業の実施に必要な要員、施設の状況、財政事情等に配慮し、地
　　域住民の多様な需要にきめ細かく対応した魅力ある保健事業の実施を図るべく・具

　　体的な実施方法、事業量等に関し地域の実情に即した実施計画を作成し、計画的に
　　事業を推進するものとする。この際には、老人保健法及び老人福祉法（昭和38年法

　　律第133号）による市町村老人保健福祉計画並びに介護保険法（平成9年法律第123
　　号）による市町村介護保険事業計画及び介護予防事業の円滑な実施を図るための指

　　針（平成18年厚生労働省告示第316号）との整合を十分図らなければならない・

　2　市町村は、保健事業の実施の計画の作成、その他保健事業の企画及び運営に関し、
　　保健所、福祉事務所その他の関係行政機関、医師会・歯科医師会・薬剤師会その他

　　の保健医療関係団体、社会福祉協議会その他の福祉関係団体・ボランティアを含む

　　住民の代表等からなる協議会において、これらの者の意見を聴き・その協力を得る
　　とともに、保健所保健事業連絡協議会、都道府県高齢者サービス総合調整推進会議

　　等の機会をも利用し、保健事業相互間、保健事業と医療及び福祉サービス並びに地
　　域と職域の保健サービスの有機的な連携及び調整を積極的に図るものとする。

　3　市町村は、広報誌、パンフレット、ポスター、有線放送その他を活用し・保健事

　　業の意義、対象となる者の範囲、各事業の内容・実施期日・実施方法その他必要な
　　事項について、地域の住民に周知徹底させるよう努め、また、地域住犀やボラとテ
　　ィア活動等地域社会の協力も得て、住民が積極的に保健事業に参加しつる体制つく

　　りに努めるとともに、特に都市及びその周辺鄙においては・対象者の移動状況・住
　　民の健康意識、医療機関の利用実態等に係る都市部特有の事情に留意するものとす

　　る。

　4　市町村は、保健事業の実施に当たっては、自ら適宜、適切な評価を行い、その評

　　価に基づき、事業のより一層の充実・強化を図る毛のとする。

　　5　都道府県保健所は、保健所保健事業連絡協議会の活用を図り、市町村が地域特性

　　等を踏まえて保健事業を円滑かつ効果的に実施できるよう・必要な助言・技術的支
　　援、連絡調整及び健康指標その他の保健医療情報の収集及び提供を行い・必要に応

　　　じ保健事業についての評価を行うことが望ましい。

　　6　都道府県は、保健・医療・福祉の連携を図るとともに・老人保健事業と医療保険
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制度の保険者による保健事業との効果的な連携を図るために、地域・職域保健連絡
協議会を活性化していくことが望ましい。

7　地域保健法施行令（昭和23年政令第77号）に定める市及び特別区は、1から4ま
　でに掲げる市町村の役割と5に掲げる都道府県の役割を併せ持つことから、地域の
実情に応じて、その役割分担を工夫することが望ましい。

第2　健康手帳の交付

1　目的
　健康手帳は健康診査の記録、その他老後における健康の保持のために必要な事項
　を記載し、自らの健康管理と適切な医療の確保に資することを目的とする。

2　対象者
　　当該市町村の区域内に居住地を有する40歳以上の者で次に掲げるものとする。
　〔1）老人保健法に基づく医療を受けることができる者全員。

　（2）〔1｝に定める者のほか、次に掲げる者のうち、希望するもの又は市町村が必要と

　　認めるもの。

　　ア　健康教育、健康相談、健康診査、機能訓練又は訪問指導を受けた者
　　イ　介護保険法における要介護者及び要支援者（以下r要介護者等」という。）

　　ウ　介護保険法第115条の38第1項第1号に定める事業（以下「介護予防事
　　　業」という。）の参加者

3　様式及び内容
　｛1）医療の受給資格を証するページ及び医療の記録に係るページについては、r健

　　康手帳の医療の受給資格を証するページ及び医療の記録に係るページの様式」（昭
　　和57年11月厚生省告示第192号〉に定める様式とする。

　（2）健康診査の記録に係るページについては、別添1の様式1～3を標準的な様式
　　例とする。

　13〕生活習慣行動等の把握に係るページについては、健康度評価事業の一環として、

　　別添2の様式1及び様式2のとおり生活習慣病の予防及び介護を要する状態等の
　　予防に関する質問票を設けることとする。

　㈲　健康教育、健康相談、機能訓練及び訪問指導の記録に係るページ、生活習慣病
　　の予防及び老後における健康の保持と適切な受療のための知識に係るページ等を

　　設ける場合にあっては、各種の保健情報が記載しやすく、また、分かりやすいも

　　のとなるよう各市町村において自らの創意工夫を生かして作成する。
　〔5〕老人保健法に基づく健康手帳であることが明らかとなるよう留意する。

4　交付の方法
　　健康手帳の交付は、市町村における健康診査等の実施方法その他地域の諸事情に

　応じ、次の事項を考慮した適切な方法によるものとする。

　（n　交付の対象となる者にとっての便宜が図られた方法であること。

　〔2）交付の事務を的確に処理できる方法であること。

5　記載方法等
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〔1）医療の記録に係るページの各欄は、保険医療機関、保険薬局・特定承認保険医
　療機関若しくは指定訪問看護事業者又は指定居宅サービス事業者〔訪問看護事業・

　訪問リハビリテーション事業、居宅療養管理指導事業、通所リハビリテーション
　事業若しくは短期入所療養介護事業を行う者に限る。以下同じ。）・介護老人保

　健施設若しくは介護療養型医療施設において記載する。
12｝医療の記録を補足するページの各欄は、保険医療機関、保険薬局・特定承認保
　険医療機関若しくは指定訪問看護事業者又は指定居宅サービス事業者・指定居宅

　介護支援事業者、介護老人保健施設若しくは介護療養型医療施設において記載す

　る。

〔3〕（11、（2〕以外のページの各欄は、原則として交付を受けた者又はその家族が記載

　し、必要に応じて保健事業の担当者等が記載する。
〔4）健康手帳の記載方法及び活用方法については、交付の際その他適切な機会をと

　らえ必要な指導を行う。

6　その他
　〔1）健康診査の記録その他の記録に係るページ（医療の記録を補足するページを含

　　む。）に記載すべき余白がなくなった健康手帳については・交付を受けた者から

　　の申出に基づき、健康手帳の再交付を行う。
　〔2〕健康手帳を破損し、汚し、又は、紛失したときは、交付を受けた者からの申出

　　に基づき、健康手帳の再交付を行う。

第3　健康教育

1　目的
　健康教育は、生活習慣病の予防及び介護を要する状態となることの予防その他健
　康に関する事項について、正しい知識の普及を図るとともに、適切な指導や支援を

行うことにより、r自らの健康は自らが守る」という認識と自覚を高め・壮年期か

　らの健康の保持・増進に資することを目的とする。

2　健康教育の種類
　　健康教育の種類については、次に掲げるものとする。

　〔1）個別健康教育

　（21集団健康教育

3　個別健康教育
　〔1〕目的

　　　疾病の特性や個人の生活習慣等を具体的に把握しながら、継続的に健康教育を

　　行うことにより、生活習慣行動の改善を支援し、生活習慣病の予防に資すること

　　を目的とする。

　②　個別健康教育の種類
　　　個別健康教育の種類については、次に掲げるものとする。

　　ア　高血圧個別健康教育

　　イ　高脂血症個別健康教育

　　ウ　糖尿病個別健康教育

　　工　喫煙者個別健康教育
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〔3〕対象者

　　市町村の区域内に居住地を有する40歳から64歳までの者であって、次に掲げる
　ものとする。

　ア　高血圧個別健康教育
　　〔ア）基本健康診査の血圧測定においてr要指導」と判定された者。

　　〔イ｝　r要医療」と判定された者のうち、受診の結果、医師が必要と判断した

　　　もの。

　イ　高脂血症個別健康教育
　　〔ア）基本健康診査の血液化学検査において「要指導」と判定された者。

　　〔イ）　「要医療」と判定された者のうち、受診の結果、医師が必要と判断した

　　　もの（いずれも、血清総コレステロールが高値である者を対象とする。）。

　ウ　糖尿病個別健康教育

　　（ア1基本健康診査の糖尿病に関する検査において「要指導」と判定された者。
　　（イ）　r要医療」と判定された者のうち、受診の結果、医師が必要と判断した
　　　もの。

　工　喫煙者個別健康教育

　　　喫煙者（喫煙本数がおおむね1日平均20本以上の者で、禁煙の実行を希望
　　しているものを対象とする。）。

㈲　実施内容

　ア　高血圧、高脂血症及び糖尿病個別健康教育

　　　期間は6か月間を原則とし、以下の手順に沿って実施することを標準とする。
　　（ア）食生活運動調査

　　　　質問票やフードモデル等を用いて、対象者の食生活、運動習慣その他の生
　　　活習慣の状況について、個人面接により聴取する。
　　〔イ）検査

　　　　食生活運動調査の実施後、4回程度実施する。

　　　　検査項目は、高血圧個別健康教育においては血圧測定及び尿検査（尿中ナ
　　　トリウム、カリウム及びクレアチニン）とし、高脂血症個別健康教育におい
　　　ては血液化学検査（血清総コレステロール、H　D　L一コレステロール及び中

　　　性脂肪）とし、糖尿病個別健康教育においては血糖検査及びヘモグロビンA
　　　l　c検査とする。

　　㈲　面接による保健指導
　　　　（ア）及び（イ）の結果を踏まえて、前回面接時に設定した生活習慣改善目標の

　　　達成度の確認、健康教育教材等を用いた説明、対象者の特性や実施意欲を踏
　　　まえた生活習慣改善目標の設定等について、個人面接により実施する。

　　　　面接は、各回の検査の後速やかに行うとともに、必要に応じて回数を追加

　　　する。1回の面接時間はおおむね20分を標準とする。
　イ　喫煙者個別健康教育

　　　期間は3か月間を原則とし、以下の手順に沿って実施することを標準とする。
　　（ア）初回指導

　　　　質問票を用いて、対象者の喫煙状況等を把握するとともに、検査（呼気中

　　　一酸化炭素濃度及び尿中ニコチン濃度の測定）を実施する。これらの結果を
　　　踏まえ、健康教育教材等を用いた説明や禁煙実施に関する指導について、個

　　　人面接により実施する。面接時間はおおむね20分を標準とする。
　　（イ〕禁煙の実行に関する指導

一4一



　　　　初回指導の後、禁煙の準備や実行等に関して必要な指導を実施する。
　　　　指導は、禁煙開始の前後及び禁煙開始後おおむね1か月ごとに実施するも
　　　のとし、個人面接又は電話若し〈はこれに準ずる方法により行う。最終の指

　　　導を面接により実施する場合には、初回指導時と同様の検査を実施すること

　　　が望ましい。

⑤　実施方法

　ア　実施場所
　　　市町村保健センター、医療機関、健康増進センター等において実施する。

　イ　実施担当者
　　　食生活運動調査及び各種指導については・医師・保健師・管理栄養素等が実

　　施する（個別健康教育の実施を担当するにふさわしい経験を有する者が実施す

　　ることが望ましい。）。

　ウ　事業の委託
　　1ア）市町村は、実施体制等から判断して適当と認め至れる実施機窮（以下「受

　　　託実施機関」という。）に個別健康教育の実施を委託することができる。

　　〔イ〕受託実施機関は、個別健康教育の質の向上を図るよう努める。

〔6）記録の整備及び評価
　　個別健康教育の実施担当者は、対象者ごとの記録票に・氏名・年齢・基本健康

　診査の結果、個別健康教育の指導状況（日時、指導内容、設定目標の要点等〉、

　検査結果の推移等を記録する。
　　市町村は、受託実施機関の協力も得て、実施人数、被指導者の年齢、指導内容、

　結果の推移等について分析し、質の向上に資するよう努める。
　　市町村のこうした取組について、都道府県は、保健所の機能等も活用し、必要

　に応じて技術的な助言・支援を行う。
〔7）実施に当たっての留意事項
　　指導に当たっては、対象者の特性及び実施意欲に十分配慮し、画一的な指導と

　ならないようにする。
　　実施に当たっては、医療機関の十分な協力体制を得るとともに、必要な場合に

　は、速やかに医療機関への受診を指導する。
　　個別健康教育を実施した者に対しては、集団健康教育、訪問指導その他の保健

　事業の活用や、自主グループの育成・支援など、地域の実情に応じて効果的と思

　われる方法により、適切な指導が継続して行われるよう配慮する。　　　　、
　　また、都道府県は、全ての市町村が個別健康教育を導入することができるよっ、
　事業の普及のための担当者の配置や講習会の開催等の所要の措置を講じ、個別健

　康教育の計画的な普及を図ることが望ましい。

4　集団健康教育

　q）目的
　　　生活習慣病の予防、介護を要する状態になることの予防その他健康IF関する事

　　項について、正しい知識の普及を図ることにより、「自らの健康は自bが守る」
　　という認識と自覚を高め、壮年期からの健康の保持増進に資することを目的とす

　　る。

　12）集団健康教育の種類
　　　集団健康教育の種類は次のとおりとする。

　　ア　歯周疾患健康教育

一5一



イ　骨粗鬆症（転倒予防）健康教育

ウ　病態別健康教育

工　薬健康教育

オ　一般健康教育

　なお、市町村において、地域の実情その他保健事業の実施状況等を勘案し、上
　記に掲げるもののうちから重点課題を選定して実施することができる。

③　対象者
　　当該市町村の区域内に居住地を有する40歳から64歳までの者を対象とする。た
　だし、健康教育の内容や対象者の状況によっては、対象者に代わってその家族等
　を対象とすることができる。

〔4〕実施方法

　　健康教育の内容に関して、知識経験を有する医師、歯科医師、薬剤師、保健師、

　管理栄養士、歯科衛生士等を講師として、市町村保健センター、健康増進センタ

　一、老人福祉センター、公民館等において実施する。

　　実施に当たっては、他の保健事業との同時実施、特別の教材の使用等方法を工
　夫して、保健学級、健康教室、講演会、学習会等を開催するとともに、必要に応

　じ有線放送等を活用する。

〔5〕実施内容

　　集団健康教育はおおむね次に掲げる内容について行う。

　ア　歯周疾患健康教育
　　　歯科疾患の予防及び治療、日常生活における歯口清掃、義歯の機能及びその

　　管理等の正しい理解について
　イ　骨粗鬆症（転倒予防）健康教育

　　骨粗鬆症及び転倒予防に関する正しい知識、生活上の留意点について
　ウ　病態別健康教育
　　　肥満、高血圧、心臓病等と個人の生活習慣との関係及び健康的な生活習慣の

　　形成について
　工　薬健康教育
　　　薬の保管、適正な服用方法等に関する一般的な留意事項、薬の作用・副作用
　　の発現に関する一般的な知識について
　オ　一般健康教育

　　　生活習慣病の予防のための日常生活上の心得、健康増進の方法、食生活の在
　　り方その他健康に関して必要な事項について
⑤　評価

　　市町村は、保健学級、講演会等に参加した者に対してアンケート調査等を行い、
　実施方法や内容が適切なものであったかどうかを検討し、その後の改善に努める。

σ）教材の利用

　ア　保健学級、講演会等を実施するに当たっては、スライド、ビデオ、映画等の
　　視聴覚教材やパンフレット等を十分に活用し、その効果を上げるよう工夫する。

　イ　都道府県、保健所は、教材の効率的利用の観点から、映画、スライド等の集
　　中管理及び相互利用の調整等を行い、市町村への便宜を図る。
（8〕実施に当たっての留意事項

　ア　実施に当たっては、それぞれの市町村の実情に応じ、独自に実施方法の工夫
　　を行い、実効をあげるよう努める。

　イ　集団健康教育は単なる知識の伝達ではなく、自らの健康管理に対する主体的
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　な実践を促すよう、特に配慮する。また、個別健康教育や生活習慣行動の改善

　指導等と適切に組み合わせることにより、具体的な生活習慣の改善がもたらさ

　れるよう、総合的な取組に配意するとともに、同じ病態を共有する者に対する

　集団的な指導を通じて、共通の目的に向けて対象者が事体的に取組ができるよ

　う工夫を行う。
ウ　病態別健康教育、骨粗鬆症（転倒予防〉健康教育等を行う場合にあっては・

　地域の医師会等関係団体の協力を得て、講師の確保等に配慮する。
工　歯周疾患健康教育を行う場合にあっては、地域の歯科医師会等関係団体の協

　力を得て、講師の確保等に配慮する。
オ　薬健康教育を行う場合にあっては、地域の医師会・薬剤師会等関係団体の協

　力を得て、講師の確保等に配慮する。

5　周知徹底
　健康教育の趣旨及び内容等について積極的に広報を行い、対象者の参加の促進等

　を図る。

第4　健康相談

1　目的
　健康相談は、心身の健康に関する個別の相談に応じ必要な指導及び助言を行い・

家庭における健康管理に資することを目的とする。

2　対象者
　　当該市町村の区域内に居住地を有する40歳から64歳までの者を対象とする。ただ
　し、健康相談の内容や対象者の状況によっては、対象者に代わってその家族等を対

　象とすることができる。

3　健康相談の種類
　　健康相談の種類については、次に掲げるものとする。

　〔n　重点健康相談

　②　総合健康相談

4　重点健康相談
　11｝重点課題
　　　重点健康相談の課題は次のとおりとする。

　　ア　高血圧健康相談

　　イ　高脂血症健康相談

　　ウ　糖尿病健康相談

　　工　歯周疾患健康相談

　　オ　骨粗鬆症健康相談

　　力　病態別健康相談

　の　重点課題の選定
　　　市町村は、地域の実情、重点健康相談の実施体制の状況等を勘案し、毎年、（1）

　　に掲げるもののうちから重点課題を選定して実施する・

　13）実施方法
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　　市町村は、選定した重点課題に関し、知識経験を有する医師こ歯科医師、保健

　師、管理栄養士、歯科衛生士等を担当者として、健康に関する指導及び助言を行
　う。また、必要に応じ血圧測定、検尿等を実施する。
　　実施に当たっては、市町村保健センター、健康増進センター、老人福祉センタ

　一、公民館等に気軽にかつ幅広く相談できる健康相談室等の窓口を設置する。

　　なお、健康相談室等の運営に当たっては、医師及び歯科医師と密接な連携を図
　る。

〔4〕実施内容

　　重点健康相談は次に掲げる内容により行う。

　ア　高血圧について、個人の食生活その他の生活習慣を勘案して行う相談指導等
　イ　高脂血症について、個人の食生活その他の生活習慣を勘案して行う相談指導

　　等
　ウ　糖尿病の進行防止及び糖尿病が引き起こす動脈硬化等の合併症の防止等個人

　　に適一した正しい健康管理方法に関する相談指導等

　エ　ロ腔歯肉、歯牙の状態等について行う観察及びそれに基づく相談指導並びに

　　歯垢及び歯石の除去、ブラッシング等について行う相談指導等

　　　なお、個人の歯の健康状態に応じて、歯槽膿漏、歯肉炎等歯周疾患の予防及
　　び管理を図る。

　才　骨粗鬆症について、個人の食生活、運動その他の生活習慣を勘案して行う相
　　談指導等
　力　肥満、心臓病等の病態別に、個人の食生活その他の生活習慣を勘案して行う
　　相談指導等（アからオに掲げるものを除く。）

5　総合健康相談
　　総合健康相談は、対象者の心身の健康に関する一般的事項について、総合的な指
　導・助言を行うことを主な内容とし、重点健康相談と同様の方法により実施する。

6　相談内容等の記録及び保存
　　事後の指導助言に役立てるために、相談の内容及び指導、助言の内容等を記録し
　て保存する。

7　評価
　　健康相談を受けた者の人数、年齢、相談内容等を分析し、実施方法等の改善に努
　める。

8　実施に当たっての留意事項
　　健康相談を実施するに当たっては、健康教育、健康診査等他の保健事業や、保健

　所等で実施されている精神保健福祉相談等の事業と連携を保ちながら実施する。

　　また、地域の医師会及び歯科医師会等の協力を得て、かかりつけ医の指導を受け

　る等の連携のもとに健全な生活習慣の定着を図る。さらに、専門スタッフの確保に
　努め、地域の栄養士会、食生活改善推進員協議会等栄養関係団体、社会福祉協議会、

　老人クラブ等老人福祉関係団体等各方面の関係者の協力を得て、相談内容の多様化

　等に対応できるよう配慮する。
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第5　健康診査

　1　総論
　　〔n　目的
　　　　健康診査は、心臓病、脳卒中等の生活習慣病の予防及び介護を要する状態等の

　　　予防の一環として、これらの疾患等の疑いのある者又は危険因子をもつ者をスク
　　　リ一二ングするとともに、診査の結果、必要な者に対して、栄養や運動等に参す

　　　る保健指導や健康管理に関する正しい知識の普及を行うこと、医療機関への受診

　　　又は介護予防事業等への参加を勧奨することによって・壮年期からの健康につい

　　　ての認識と自覚の高揚を図ることを目的とする。

　　（21健康診査の種類
　　　　健康診査の種類は、次の診査及び当該診査に基づく指導とする。

　　　ア　基本健康診査
　　　イ　歯周疾，患検診

　　　ウ　骨粗鬆症検診
　　　工　健康度評価
　　〔3〕診査の結果に基づき、必要な指導を行う。特に、医療機関での受診が必要な者

　　　又は生活習慣の改善が必要な者に対しては、個別に指導する。なお・より適切な
　　　指導のため、日常診療、人間ドック、献血等の老人保健事業以外の機会に実施さ

　　　れた検査等の結果についても活用することが望ましい。

　　㈱　対象者
　　　　次に掲げるものとする。
　　　ア　基本健康診査については、当該市町村の区域内に居住地を有する40歳以上g
　　　　者を対象とする。ただし、問診のうち生活機能に関する項目、理学的検査のっ
　　　　ち口腔内の視診、関節の触診及び反復唾液嚥下テスト並びに血清アルブミン検

　　　　査については、65歳以上の者を対象とする。
　　　イ　歯周疾患検診については、当該市町村の区域内に居住地を有する40歳・50歳・

　　　　60歳及び70歳の者を対象とする。
　　　ウ　骨粗鬆症検診については、当該市町村の区域内に居住地を有する40歳、45歳、

　　　　50歳、55歳、60歳、65歳及び70歳の女性を対象とする。
　　　工　健康度評価については、当該市町村の区域内に居住地を有する40歳以上の者
　　　　を対象とする。ただし、5の（2）のイに掲げる「介護を要する状態等の予防に
　　　　関する健康度評価」については、40歳から64歳までの者を対象とする。

　　（5）実施回数
　　　　健康診査は原則として同一人について年1回行う。

　　　16）実施についての基本的事項

　　　　ア　目標受診率の設定
　　　　　　市町村は、現在の受診率等地域の特性を踏まえ、それぞれ独自の目標受診率

　　　　　を設定し、目標受診率の達成に向けて受診率を向上するよう努める。

　　　　イ　実施計画の策定
　　　　　〔ア）健康診査の実施方法、実施時期、実施場所等の実施計画を作成するに当た

　　　　　　っては、地域の医師会、歯科医師会等の理解と協力を得るとともに・保健所・

　　　　　　医療機関、検診団体等関係機関と十分に調整を図る。
　　　　　1イ〕健康診査の実施方法、実施時期、実施場所については・地域の実情を十分

　　　　　　考慮し、受診しやすい方法、時期、場所を選定する。また、生活機能の低下
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　　　を早期かつ的確に把握できるようにするため、年間を通じて受診できる体制

　　　の整備をする。
　　〔ウ〕健康診査は、実施体制、精度管理の状況等から判断して適当と認められる

　　実施機関に委託することができる。
　ウ　実施方法の創意工夫
　　実施計画の作成に当たっては、一定年齢の者全員に対して通知を行い健康診

　査を実施するいわゆるr計画健診」の実施及び利用券（受診券）を提示して医
　　療機関において健康診査を受診するいわゆるr利用券方式」による健康診査の

　　実施等の配慮を行う。

　工　周知徹底
　　　健康診査の実施に当たっては、広報や個別の通知等により、その意義や実施

　　の日時、場所、方法等をあらかじめ十分に地域住民に対し周知徹底する。

　オ　精度管理及び評価
　　一健康診査の実施に当たっては、健康度評価の結果を事後指導に活用すること・

　　検診データを時系列的に把握することなどに努める。また、検査方法、受診率、

　　受診者の年齢分布、初回受診者の割合、判定結果及び指導区分ごとの割合、事

　　後指導の実施状況等を検討し、健康診査の精度の向上及び維持を図る。
　　　なお、必要に応じて健康診査の実施を委託した機関（以下r受託実施機関」

　　という。）に対して指導を行うとともに、健康診査の結果及び効率について評
　　価する。

　力　市町村は、健康診査が円滑に行われるよう精密検査機関の確保等の体制整備

　　に努める。

の　都道府県の役割
　ア　都道府県は、市町村が健康診査の実施計画を作成するに当たって、健康診査
　　の実施状況等に関して市町村間の均衡にも配慮しつつ、関連機関との連携を密

　　にして必要な助言及び調整を行う。

　イ　都道府県は、市町村が健康診査を実施するに当たづて、必要に応じ職員の派

　　遣等技術的な援助を行う。
　ウ　都道府県は、常に疾病等の動向を把握し、市町村の行う健康診査が適切に行

　　われているかを評価し、必要な指導を行う。
　工　都道府県は、受託実施機関に対し、健康診査の質の向上及び維持を図るよう

　　指導する。また、必要に応じ従事者の指導講習を実施する。
　オ　都道府県は、市町村の健康診査が円滑に行われるよう、保健所の整備及び精

　　密検診機関の確保等の体制整備に努める。
〔8〕受託実施機関の役割

　ア　受託実施機関は、健康診査の精度を維持・向上するため、検査機器の保守点
　　検及び整備を行うとともに、血液検査等の標準化に関する管理・点検機構の確

　　立を図る。
　イ　受託実施機関は、従事者の資質の向上に努める。

　ウ　受託実施機関は、健康診査の結果を速やかに実施主体に報告する。

　工　受託実施機関は、判定に用いた検体やフィルム等を保存する。

　オ　受託実施機関は、市町村や都道府県の求めに応じ、健康診査の質の確保を図

　　る上で必要な資料の提出等の協力をしなければならない。

2　基本健康診査
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田　目的
　　基本健康診査は、近年の生活習慣病や要介護状態等の動向を踏まえ・これらの
　疾患等又はその危険因子を早期に発見し、栄養や運動等の生活指導を実施すると
　ともに、適切な治療や介護予防事業等へと結びつけることによって・これらの疾

　患等を予防することを目的とする。

（21基本健康診査の実施

　ア　検査項目及び方法
　　　基本健康診査は、問診、身体計測、理学的検査、血圧測定、検尿、循環器検

　　査、貧血検査、肝機能検査、腎機能検査、血糖検査、ヘモグロビンAlc検査及

　　び血清アルブミン検査を実施する。
　　　なお、反復唾液嚥下テスト、心電図検査、眼底検査、貧血検査、ヘモグロビ

　　ンAlc検査及び血清アルブミン検査については医師の判断に基づき選択的に実

　　施する。

　　の　問診
　　　　現状の症状、生活機能評価に関する項目（別添2の様式2r健康度評価の
　　　ための質問票（B票）」を用いるものとする。）、既往歴、家族歴、嗜好、過

　　　去の健康診査受診状況等を聴取する。
　　1イ）身体言十測

　　　　原則として身長、体重を測定し、比体重等を算定する。

　　㈲　理学的検査
　　　　視診（口腔内を含む。）、打聴診、触診（関節を含む。）、反復唾液嚥下テ

　　　ストその他必要な検査を実施する。

　　国　血圧測定
　　　　聴診法又は自動血圧計により、収縮期血圧及び拡張期血圧を測定する。

　　〔オ）検尿
　　　　随時に採取した尿について、糖、蛋白、潜血を試験紙を用いて検査する。

　　㈲　循環器検査
　　　①　心電図検査
　　　　　安静時の標準12誘導心電図を記録する。

　　　②　眼底検査
　　　　　眼底カメラによりスライド用カラーフィルムを用いて行う。撮影は、右
　　　　眼の乳頭部位、上耳側動静脈部位、下耳側動静脈部位及び黄斑乳頭を両端

　　　　におさめた部位の4枚を原則とする。

　　　③血液化学検査
　　　　　血清総コレステロール、H　D　L一コレステロール及び中性脂肪を測定す

　　　　る。
　　1キ〕貧血検査
　　　　血液中の赤血球数、血色素量（ヘモグロビン値）及びヘマトクリット値を

　　　測定する。

　　吻　肝機能検査
　　　　血清GOT、G　PT及びγ一GT　Pを測定する。
　　㈲　腎機能検査
　　　　血清クレアチニンを測定する。

　　〔コ）血糖検査

　　　　空腹時又は随時の血糖を測定する。
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　　㈹　ヘモグロビンAlc検査
　　　　ヘモグロビン中の安定型ヘモグロビンAlcの比率を測定する。

　　（シ）血清アルブミン検査

　　　　血清アルブミンを測定する。

　イ　訪問基本健康診査
　　　在宅の寝たきり考及びこれに準ずる者に対し、必要に応じ医師及び看護師を

　　派遣し、基本健康診査を行う。検査項目はアに準ずる。

　ウ　介護家族訪問基本健康診査
　　　家族等の介護を担う者のうち、訪問による健康診査の実施が必要なものに対
　　して、医師及び看護師を派遣し、基本健康診査を行う。検査項目はアに準ずる。

（3〕検査結果の判定と指導区分
　　検査結果については、各検査ごとに所定の方法で判定し、指導区分の決定に当

　たっては、これらの判定結果を総合的に判断し、r異常認めず」、r要指導」及び

　r要医療」に区分する。なお、区分に当たっては、年齢、性、生活環境等の個人
　差について十分配慮する。
　　さらに、生活機能についても総合的に判断し、次のいずれかに区分する。

　ア　医療を優先すべき
　　　介護予防事業等の利用よりも医療を優先する必要性が認められると判断され

　　る場合
　イ　生活機能の著しい低下有り
　　　ア以外の場合であって、介護予防事業等の利用が必要と判断される場合

　ウ　生活機能の著しい低下無し
　　　ア以外の場合であって、生活機能の低下所見を認めないか、あるいは生活機
　　能が比較的よく保たれていると判断される場合

㈲　結果の通知
　　基本健康診査の結果については、指導区分を付し、受診者に速やかに通知する。

〔5）記録の整備

　　基本健康診査の記録は、氏名、年齢、過去の健康診査の受診状況、各検査結果
　及び判定結果、基本健康診査の指導区分等を記録する。
　　また、個別健康教育、健康度評価及び受診指導等の記録と併せて整理するほか、

　必要に応じて個人票を作成するなどして受診者の記録を一貫して記録し、．継続的

　な保健指導に役立てるものとする。

3　歯周疾患検診
　田　目的
　　　高齢期における健康を維持し、食べる楽しみを享受できるよう、歯の喪失を予

　　防することを目的とする。

　12〕歯周疾患検診の実施
　　　検診の項目は問診及び歯周組織検査とする。

　　ア　問診

　　　　歯周疾患に関連する自覚症状の有無等を聴取する。

　　イ　歯周組織検査
　　　　歯及び歯周組織等口腔内の状況について検査する。

　〔31検診結果の判定

　　　r歯周疾患検診マニュアル」（厚生省）に基づき、r異常なし」、r要指導」及
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　び「要精検」に区分する。

㈲　指導区分
　　それぞれの指導区分につき、次の内容の指導を行う。

　ア　「要指導」と区分された者
　　　問診の結果から、歯みがきの方法等特に改善を必要とする日常生活について

　　指導する。

　イ　　「要精検」と区分された者

　　　医療機関において精密検査を受診するよう指導する。

⑤　結果の通知
　　検診の結果については、指導区分を付し、受診者に速やかに通知する。

16）記録の整備
　　検診の記録は、氏名、年齢、住所、検診の結果、指導・歯周疾患検診の指導区

　分等を記録する。また、必要に応じ、治療の状況や事後の指導その他必要な事項

　についても記録する。

〔7〕その他の留意事項
　　歯周疾患検診は、疾病の発見のみならず、検診の実施により健康自立への意識
　を高揚させ、実践へ結びつけることにより快適な高齢期を迎えることを目的とす

　るものであることから、健康教育、健康相談及び訪問指導等他の保健事業や介護

　予防事業等と有機的な連携を図ることにより、適切な指導等が継続して行われる

　よう配慮する。

4　骨粗鬆症検診
　（n　目的
　　　骨粗鬆症は骨折等の基礎疾患となり、高齢社会の進展によりその増加が予想さ
　　れることから、早期に骨量減少者を発見し、骨粗鬆症を予防することを目的とす

　　る。

　12｝検診の実施
　　　検診の項目は問診及び骨量測定とする。

　　ア　問診
　　　　運動習慣、食生活の内容等を聴取する。

　　イ　骨量測定
　　　　C　X　D法、D　I　P法、S　X　A法、D　X　A法、p　Q　C　T法又は超音波法等によ

　　　り実施する。

　〔3）検診結果の判定
　　　r骨粗鬆症予防マニュアル」（厚生省）に基づき、「異常なし」、「要指導」及

　　び「要精検」に区分する。

　〔4〕指導区分等
　　　それぞれの指導区分につき、次の内容の指導を行う。

　　ア　　「要指導」と区分された者
　　　　食生活指導や運動指導等日常生活上の注意を促すとともに、生活習慣行動の

　　　改善指導等の保健事業への参加を指導する。

　　イ　　「要精検」と区分された者

　　　　医療機関において精密検査を受診するよう指導する。

　〔5）結果の通知
　　　検診の結果については、指導区分を付し、受診者に速やかに通知する。
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⑤　記録の整備
　　検診の記録は、氏名、年齢、住所、検診の結果並びに指導、精密検査の必要性
　の有無等を記録する。また、必要に応じ、治療の状況や事後の指導その他必要な

　事項についても記録する。

σ）その他の留意事項
　　骨粗鬆症検診は、疾病の発見のみならず、検診の実施により健康自立への意識
　を高揚させ、実践へ結びつけることにより快適な高齢期を迎えることを目的とす

　るものであることから、健康教育、健康相談及び訪問指導等他の保健事業や介護
　予防事業等と有機的な連携を図ることにより、適切な指導等が継続して行われる

　よう配慮する。

5　健康度評価
　〔n　目的

　　　個人の生活習慣行動や生活機能等の把握を行うとともに、その評価等を基に生
　　活習慣改善に係る指導を実施することにより、対象者個人の必要性に応じた、計

　　画的かつ総合的なサービスの提供に資することを目的とする。

　（2）健康度評価の種類

　　　健康度評価の種類については、次に掲げるものとする。

　　ア　生活習慣病の予防に関する健康度評価
　　イ　介護を要する状態等の予防に関する健康度評価

　　ウ　生活習慣行動の改善指導
　〔3〕健康度評価の実施

　　ア　生活習慣行動に関する健康度評価
　　　｛ア〕健康度評価のための質問票（A票）の配布
　　　　　健康手帳の交付時や、健康相談、基本健康診査の実施時等、対象者と保健

　　　　事業の接点となる機会を幅広くとらえ、健康度評価のための質問票（A票）
　　　　（以下「A票」という。）を配布する。

　　　　　A票の内容は、総合的な健康度の把握、生活習慣病の危険度の把握等を目
　　　　的としたものとする。配布の方法は、健康手帳への添付、対象者へ基本健康

　　　　診査の会場や結果説明会での配布その他の適切な方法とする。

　　　｛イ）生活習慣行動の把握及び評価

　　　　　A票を直接又は郵送等により回収し、その内容を把握する。医師、保健師、

　　　　管理栄養士その他保健事業に従事する専門家は、A票の回答結果や基本健康
　　　　診査の結果その他当該対象者の生活習慣行動の把握に資する情報を総合的に
　　　　評価し、当該対象者にふさわしい保健サービスを提供するための計画を策定

　　　　する。

　　イ　介護を要する状態等の予防に関する健康度評価

　　　〔ア）健康度評価のための質問票（B票）の配布
　　　　　健康手帳の交付時、健康相談その他の保健事業の実施時、要介護認定等（

　　　　介護保険法に規定する要介護認定又は要支援認定をいう。以下同じ。）の結
　　　　果通知時など、対象者と保健事業との接点となる機会を幅広くとらえ、健康
　　　　度評価のための質問票（B票）（以下rB票」という。）を配布する。

　　　　　B票の内容は、総合的な生活機能や、介護を要する状態となることの危険
　　　　度（閉じこもりや転倒の危険度など）の把握等を目的としたものとする。

　　　　　配布の方法は、健康手帳への添付、対象者への郵送、要介護認定等の申請
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　　時又は結果通知時における配布その他の適切な方法とする。

　1イ）生活機能等の把握及び評価
　　　B票を直接又は郵送等により回収し、その内容を把握する。医師・保健師・

　　管理栄養士その他保健事業に従事する専門家は、B票の結果その他対象者の

　　生活機能等の把握に資する情報を総合的に評価し、当該対象者にふさわしい

　　保健サービスを提供するための計画を策定する。

ウ　生活習慣行動の改善指導

　〔ア）目的
　　　A票や基本健康診査等の結果、食生活、運動、休養等の生活習慣を改善す

　　る必要が認められる者に対して、具体的な行動変容を支援する指導を行い・
　　健全な隼活習慣の確立を通じて生活習慣病を予防することを目的とする。

　〔イ）対象者
　　①基本健康診査又は骨粗鬆症検診において、r要指導」と判定された者の
　　　うち、生活習慣行動の改善指導が必要と評価されたもの。

　　②基本健康診査又は骨粗鬆症検診において・r要医療」又はr要精検」と判
　　　定された者のうち、受診の結果医療の必要はないが生活習慣行動の改善指

　　　導が必要と判定されたもの。
　　③　上記以外で生活習慣病予防のために生活習慣行動の改善指導が必要と認

　　　められる者。
　　㈲　指導の担当者
　　　医師、保健師、管理栄養士等とする。
　　〔エ〕指導内容

　　　　A票や基本健康診査等の結果から判断される
　　　健康状態について説明するとともに、生活習慣行動における問題点を指摘し、

　　　対象者の状況に即した具体的な生活習慣行動の改善点を指導する。

　　囲　実施場所
　　　　市町村保健センター、公民館等住民に身近な場所で行うよう配慮するとと

　　　もに、必要に応じ医療機関等で行う。

　　〔カ｝受託実施機関
　　　　受託実施機関は、把握された生活習慣及び指導内容を速やかに実施主体に

　　　報告する。

㈲　記録の整備
　　氏名、年齢、健康度評価の方法及びその後のサービスの活用状況等を個人ごと

　の記録票に記録する。生活習慣行動の改善指導については、指導内容の要点につ

　いても記録する。

（51実施上の留意事項
　　健康度評価は、質問票の交付の機会及びその内容、評価の手法・他の保健事業

　への活用法などの多様性にかんがみ、各市町村において、自らの創意工夫を生か

　して実施することが重要である。また、健康度評価の結果については、実施した

　保健活動を対象者個人ごとに又は地域全体として評価する際の指標とするなど、

　その活用について工夫することが望ましい。
　　健康度評価を実施した者に対しては、健康教育、訪問指導等他の保健事業が継

　続して行われるように配慮する。なお、必要に応じ食生活改善推進員等のボラン

　ティアの協力を得るものとする。
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6　受診指導
　（1〕目的

　　　基本健康診査の結果「要医療」と判定された者、歯周疾患検診又は骨粗鬆症検

　　診の結果r要精検」と判定された者について、医療機関への受診を指導すること
　　により、的確な受診を確保する。

　〔2〕対象者

　　ア　基本健康診査において「要医療」一と判定された者

　　イ　歯周疾患検診においてr要精検」と判定された者
　　ウ　骨粗鬆症検診においてr要精検」と判定された者
　③　受診指導の実施
　　ア　指導の内容

　　　　対象となる者に対して医療機関への受診を指導する。

　　イ　結果等の把握
　　　　医療機関との連携のもとに、受診結果等について把握に努める。
　〔4〕　記録の整備

　　　受診指導及びその後の受診状況の記録は、診査の記録に合わせて記録し、継続
　　的な保健指導に役立てる。

7　介護予防事業等への参加の指導

　m　目的
　　　基本健康診査の結果r生活機能の著しい低下有り」と判定された者について、
　　介護予防事業等への参加を指導することにより、的確な支援を確保する。
　〔2）対象者

　　　基本健康診査において「生活機能の著しい低下有り」と判定された者
　③　介護予防事業等への参加指導の実施

　　ア　指導の内容
　　　　対象となる者に対して、介護予防事業等への参加を指導する。

　　イ　結果等の把握
　　　　地域包括支援センター等との連携のもとに、介護予防事業等の参加の状況等

　　　について把握に努める。

　㈲　記録の整備

　　　介護予防事業等への参加指導及びその後の参加状況を記録し、継続的な保健指

　　導に役立てる。

第6　機能訓練

1　目的
　疾病、外傷、老化等により心身の機能が低下している者に対し、心身機能の維持
回復に必要な訓練を行うことにより、閉じこもりを防止するとともに日常生活の自一

立を助け、介護を要する状態となることを予防することを目的とする。

2　対象者
　　当該市町村の区域内に居住地を有する40歳から64歳までの者であって、疾病、
　外傷その他の原因による身体又は精神機能の障害又は低下に対する訓練を行う必要
　があるものとする。ただし、医療におけるリハビリテ」ションを要する者及び要介
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護者等は対象としない。

3　実施手続
　　実施手続は次のような方法により行う。

　q｝訓練の申込
　　　訓練希望者にあらかじめ所定の申込書を市町村あてに提出させる。

　（2）訓練対象者の決定
　　　訓練対象者の決定に当たっては、あらかじめ医師の判定を得、訓練施設の整備

　　の状況、訓練担当者の状況、その他の状況を勘案の上行う。

　〔3）訓練実施等の通知
　　　訓練希望者に対し、訓練の適否及びその理由、訓練の開始日等その他必要な事

　　項を通知する。

4　実施場所
　　市町村保健センター、保健所、健康増進センター、老人福祉センター、特別養護

　老人ホーム、介護老人保健施設、公民館等であって、適当と認められる場所で行う。

5　送迎
　　対象者の心身の機能の状態に応じ、リフトバス等による送迎を行う。

6　実施方法
　〔1〕訓練実施者
　　　医師及び医師の指導のもとに理学療法士、作業療法士、言語聴覚士、保健師、

　　看護師等が実施する。

　〔2〕訓練内容
　　　麻痺や拘縮等の機能障害及び食事や衣服の着脱等の能力障害並びにこれらによ

　　り生じる閉じこもりや孤立等の社会的障害の回復のための訓練を、おおむね次に

　　掲げる活動を通して実施する。
　　ア　転倒予防、失禁予防、体力増進等を目的とした体操

　　イ　習字、絵画、陶芸、皮細工等の手工芸

　　ウ　軽度のスポーツやレクリエーション

　　エ　交流会、懇談会等

7　実施回数及び実施期間
　　訓練の実施回数はおおむね週2回とする。実施期間はおおむね6か月を1期間と

　し、訓練の効果等を勘案し継続実施の要否の判定を行う。

8　訓練記録の作成
　　対象者の名簿、訓練計画実施台帳、訓練日誌その他必要な記録票を整備し・訓練

　対象者の氏名、年齢、住所、生活歴、家庭環境及び訓練経過、機能回復の状況等を

　記録する。

9　関係機関との連携
　田　訓練を必要とする者を把握するに当たっては、保健所、地域医師会、老人ク

　　ラブ及び自治会等関係機関と緊密な連携を図る。
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（2〕訓練の実施方法等について、地域医師会や医療機関と十分な連絡調整を図る。

〔3）訓練終了に当たっては、対象者の状況に応じ、他の保健事業やそれぞれの地

　域における福祉サービス等と結びつけ、引き続き適切なサービスが提供される

　よう配慮する。

｛4〕訓練の実施並びに実施後の指導に必要な対象者の日常生活及び家庭環境等の

　把握について、福祉事務所等の協力を求める。

10　周知徹底
　（1〕訓練は特に家族の積極的な協力を得て行うことが必要であり、家族に対して

　　も訓練の趣旨及び内容等を十分に理解させるよう努める。
　（2〕広報紙等を通じ訓練の趣旨、内容及び送迎の実施等を周知する。

11　その他の留意事項
　（11地域の実情に即し、市町村の直接実施のほか、特別養護老人ホーム、介護老

　　人保健施設等への委託、複数市町村による共同実施等の方法を活用することに
　　より、実施体制の整備を図る。

　〔2〕特別養護老人ホーム等における訓練の実施に当たっては、当該施設入所者の
　　処遇に支障のないよう配慮する。

　③　介護を要する状態の予防をより一層効果的に行う観点から、都道府県が行う
　　地域リハビリテーション推進のための事業と十分な連携を図る。

　〔4｝訓練に従事若しくは従事しようとする者を研修に参加させる等により、その

　　資質の向上を図る。

　⑤　対象者は心身の機能が低下している者であることにかんがみ、通所及び訓練
　　の実施に当たっては事故防止に万全を期す。

　⑤　訓練終了者については、回復した機能の低下を防止する観点から、自主的な
　　グループ活動の育成を図ることが望ましい。

第7　訪問指導

1　目的
　療養上の保健指導が必要であると認められる者及びその家族等に対して、保健師
等が訪問して、その健康に関する問題を総合的に把握し、必要な指導を行い、これ
　らの者の心身機能の低下の防止と健康の保持増進を図ることを目的とする。

2　対象者
　　当該市町村の区域内に居住地を有する40歳から64歳までの者であって、その
　心身の状況、その置かれている環境等に照らして療養上の保健指導が必要であると

認められるものを対象とする。

3　訪問担当者
　訪問担当者は保健師、看護師、管理栄養士、歯科衛生士、理学療法士、作業療法
士等とする。

4　実施方法
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m　対象者の把握及び名簿の作成
　　市町村は、本人及び家族等からの相談、健康度評価その他の保健事業の実施に

　伴う情報、医療機関、福祉関係機関その他の関係団体からの依頼等に基づき・対

　象者を把握し、対象者名簿を作成する。
〔2〕初回訪問指導の実施と訪問指導計画の策定
　　対象者名簿に基づき、訪問指導を実施する。初回訪問指導は原則として保健師

　が行い、対象考及び家族の状況（心身の状態、既往歴、生活習慣、栄養状態・口

　腔衛生状態、家族の介護等の状況、生活環境等）を把握する。その後、必要に応

　じて管理栄養士、歯科衛生士等と協議の上、訪問指導の目標、内容その他必要な

　事項からなる訪問指導計画を策定する。

③　訪問指導の内容
　　訪問指導の内容はおおむね次の事項とする。

　ア　家庭における療養方法に関する指導
　　　栄養、運動、口腔衛生その他家庭における療養方法に関する指導

　イ　介護を要する状態になることの予防に関する指導
　　　閉じこもりの予防、転倒の予防その他の介護を要する状態になることの予防

　　のために必要な指導
　ウ　家庭における機能訓練方法、住宅改造及び福祉用具の使用に関する指導

　工　家族介護を担う者の健康管理に関する指導
　オ　生活習慣病の予防等に関する指導
　力　関係諸制度の活用方法等に関する指導
　　　医療、保健、福祉その他の諸制度及びサービスの活用方法等に関する情報提

　　供、相談、指導及び調整
　キ認知症に関する正しい知識、緊急の場合の相談先等に関する指導

　ク　その他健康管理上必要と認められる指導

141かかりつけ医との連携
　　疾病等を有する者に対する訪問指導に際しては・かかりつけ医と連携を図り・

　その指導のもとに実施する。
（5〕その他の留意事項
　ア　医療保険により訪問看護若しくは訪問リハビリテーションを受けている者又
　　は介護保険において要介護者等である者に対して訪問指導を実施する場合に
　　は、訪問看護及び訪問リハビリテーションと内容的に重複するサービスについ
　　ては行わないことを原則とし、それらのサービス提供者等と連携を十分に図る。

　イ　認知症高齢者に対する訪問指導の実施については・保健所で実施されている
　　老人精神保健相談事業との連携を図るため、保健所への報告、保健所が開催す

　　る連絡会議への参加等を行い、必要に応じ保健所の指導・調整を受ける。
　ウ　本事業の訪問指導は、健康管理上の観点から行うものであるが、老人医療費
　　適正化対策事業等として行う重複・頻回受診者に対する訪問指導等とも対象者

　　が重複し得ることから、十分な連携を図るとともに、必要に応じ保健事業に従
　　事する保健師等も、老人医療担当課等において雇用した保健師等に対する指導、

　　調整の任に当たるなど、重複した指導にならず効果的な指導が実施されるよう

　　有機的な連携体制の確立を図る。

5　記録の整備及び評価
　　対象者の氏名、年齢、訪問指導計画、指導内容等を記録する。また、その内容を
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分析、評価することにより、事後の訪問指導に資することとする。

6　関係機関等との連携
　　対象者の把握、実施計画の策定その他訪問指導の円滑かつ効果的な実施を推進す

　る観点から、緊急時の措置等についてあらかじめ地域医師会、関係医療機関と協議

　するほか、ホームヘルパー、民生委員その他の関係者との連携及び保健所、福祉関

　係機関、居宅サービス事業者、居宅介護支援事業者、民間団体、ボランティアその

　他の住民組織等との連携を図り、必要な協力を得るものとする。また、必要に応じ

　て地域ケア会議（従来の高齢者サービス調整チーム）等の活用を図る。

7　都道府県、保健所の役割
　　都道府県、保健所は、保健師その他の訪問指導に従事する者の資質を向上するた

　め研修を行うものとする。

第8　地域支援事業との連携

　以下の事業については、当該市町村に居住地を有する40歳から64歳までの者を
対象として実施することとしているが、65歳以上の者については、介護予防の観点
から地域支援事業において適切に実施されることから、担当部局と十分な連携を図る
こと。

1
2
3
4
5

健康教育

健康相談
健康診査のうち、介護を要する状態等の予防に関する健康度評価

機能訓練

訪問指導
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別添1
様式1 基本健康診査の記録（その1〉

受　診　年　月　　日 年 月 日 年 月 日 年 月 日 年 月 日 年 月 日

身 長 cm cm cm cm cm

体 重
kg kg kg kg k9

B M 1 k居
kg kg kg kg

血圧 （収縮期～拡張期） ～ ～ ～ ～ ～

糖

尿
検 蛋 白

査
潜 血

血 総　コ　レ　ス　テ　ロ　ー　ル
液
検 HDLコ　レステロール
査
中　　　性　　　脂 肪

血 糖　　　　検 査

基本健康診査の記録（その2）

受　　診　　年　　月　　日 年　　月　　日 年　　月　　日 年　　月　　日 年　月　　日 年　　月　　日

G　　　　　　　O　　　　　　　T

G　　　　　　　P　　　　　　　T

γ　　　一　　　G　　　T　　　P

血
　
液
　
検
　
査

ク　　レ　　ア　　チ　　ニ　　ン



基本健康診査の記録（その3）

受　　診　　年　　月　　日 年　　月　　日 年　　月　　日 年　　月　　日 年　月　　日 年　　月　　日

心　　　　　　電　　　　　　図
異常認めず

ﾙ常あり　（疑）

異常認めず

ﾙ常あり　（疑）

異常認めず

ﾙ常あり　（疑）

異常認めず

ﾙ常あり　（疑）

異常認めず

ﾙ常あり　（疑）

眼　　　　　　　　　　　　　　　底
異常認めず

ﾙ常あり　（疑）

異常認めず

ﾙ常あり　（疑）

異常認めず

ﾙ常あり　（疑）

異常認めず

ﾙ常あり　（疑）

異常認めず

ﾙ常あり　（疑）

赤　　　　　血　　　　　球
貧
　
血
　
検
　
査

ヘ　マ　　ト　ク　リ　ッ　ト

ヘ　　モ　　グ　　ロ　　ビ　　ン

ヘモグロ　ビ　ンA　1。検査

そ　　の　　他　　の　　所　　見

i自覚症状、理学的所見等）



基本健康診査の記録（その4）

受　　診　　年　　月　　日 年　　月　　日 年　　月　　日 年　月　日 年　　月　　日 年　　月　　日

歌念　合　　（　う　つ　を　除　　く　） ／20 ／20 ／20 ／20 ／20

基 運動器の機能向上 ／5 ／5 ／5 ／5 ／5
未
チ
エ
ッ
・

栄　　　養　　　改　　　善

香@腔　機　能　の　向　上

／2
^3

／2
^3

／2
^3

／2
^3

／2
^3

ク
リ 閉　　じ　　こ　　も　　り ／2 ／2 ／2 ／2 ／2
・
ス
ト

も　　の　　わ　　す　　れ ／3 ／3 ／3 ／3 ／3

う　　　　　　　　　　　　つ ／5 ／5 ／5 ／5 ／5

理 ロ　　　　　腔　　　　　内
昌
ナ
的 　　　　　　　　んルﾖ　　　　　　　　　　　　即
検
査 反復唾液嚥下テス　ト

血 清　ア　ル　ブ　ミ　ン　検　査

指 導　　　　区　　　　分

総 合　　的　　指　　示　　事　　項

実 施　　　機　　　関　　　名



様式2

　歯

　周

　疾

　患

　検

　診

受診年月日 年　月　日 年　月　日 年　月　日 年　月　日 年　月　日

判定

精　検　不　要

v　　精　　検

精　検　不　要

v　　精　　検

精　検　不　要

v　　精　　検

精　検　不　要

v　　精　　検

精　検　不　要

v　　精　　検

実施機関名

受診年月日 年　月　日 年　月　日 年　月　日 年　月　日 年　月　日
精
密
検
査 受診機関名

歯周疾患検診の記録

様式3

　骨

　粗

　霧

　症

　検

　診

骨粗鬆症検診の記録
受診年月日 年　月　日 年　月　日 年　月　日 年　月　日 年　月　日

判定
精　検　不　要

v　　精　　検

精　検　不　要

v　　精　　検

精　検　不　要

v　　精　　検

精　検　不　要

v　　精　　検

精　検　不　要

v　　精　　検

実施機関名

受診年月日 年　月　日 年　月　日 年　月　日 年　月　日 年　月　日

精密検査
受診機関名



別添2
　様式1

　　　（参考例）

健康度評価のための質問票（A票）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年齢（　　〉歳　　性別（　）

　1．118～20歳頃の体重に比べてどの位変動しましたか

　　　　　［コ増加した（　　）Kg　　　□減少した（　　）Kg

　1．2　この半年での体重の変動はどうですか

　　　　　□2Kg以上増加した（　　）Kg　□変動なし　□2Kg以上減少〔　　）Kg

　2．1現在の飲酒について　　　□飲む　　□飲まない

　2．2飲む量について（次の飲み物の中で、該当するものに一つ○をつけて下さい）

　　　　　酒の種類

　　　　　　　ロビール大瓶　　　ロビール中瓶　　ロビール小瓶

　　　　　　　ロビール350ml缶　ロビール500ml缶口日本酒（合〉

　　　　　　　□焼酎（杯）　　　ロワイン（杯）　　ロウィスキーシングル（杯）

　　　　　　　ロウィスキーダブル（杯）　　ロブランデー（杯）

　　　　　上のものを1日にどのくらい飲みますか　　　〔　　）

　2．3週に何日飲みますか　　　　　　　　　　　（　　）日

　3．1現在の喫煙について　口吸っている　ロ過去に吸っていた　□吸わない

　3．2　吸い始めた年齢は　　　　　　　　　　　　　（　　）歳

　3．3　たばこをやめた年齢は　　　　　　　　　　（　　）歳

　3．4　1日の喫煙本数は　　　　　　　　　　　（　　）本

　3．5禁煙することに関心がありますか。　　　　　　□　はい　　□　いい凡

　3．6今後6ヶ月以内に禁煙しようと考えていますか　　ロ　はい　　ロ　いいえ

　3．7今後1ヶ月以内に禁煙しようと考えていますか　　□　はい　　□　いいえ

1．体重について

2．飲酒について

3．喫煙について

　4．1運動不足と思いますか　　　　　　　　　　　　　□思う　　　口思わない

　4．2　1日におよそ何分くらい歩いていますか　　　（　　）分

　4．3仕事以外に、汗をかくような運動を行いますか。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　□週に（　）回する　　　□しない

　5．t食事の速度は　　　　　　　　□早いほうである　　□それほどでない

　5．2　おなか一杯食べる方である　　　□そうである　　　□それほどでない

　5．3食事の規則性は　　　　　　　□規則正しい　　　□それほどでない

9．睡眠について　　　　　　　　　　□熟睡感がある　　　ロ寝不足を感じる

10．歯磨きについて　□毎食後に磨く　□1日1回は磨く　□1回も磨かないことがある

4．運動について

5．食事について

6．甘いものについて　　　　　　　　□よく食べる　　　　□食べない

7，脂分の多い食事について　　　　　　□好んで食べる　　　□そうでもない

8．塩味について　　　　　□濃い方である　　□ふつう　　□薄味にしている



別添2

　様式2

健康度評価のための質問票（B票）

　　　（基本チェックリスト）

No． 質問項目

　　回　答

iいずれかに○を

ｨ付け下さい）

1 バスや電車で1人で外出していますか 0、はい 　　　帽P．いいλ

2 日用品の買物をしていますか 0．はい 　　　辱P．いいλ

3 預貯金の出し入れをしていますか 0．はい 　　　』P．いいえ

4 友人の家を訪ねていますか 0．はい 　　　一P，いい凡

5 家族や友人の相談にのっていますか 0．はい 　　　嶋P．いいえ

6 階段を手すりや壁をつたわらずに昇っていますか 0．はい 　　　一P．いい凡

7 椅子に座った状態から何もつかまらずに立ち上がっていますか 0．はい 　　　一P．いいえ

8 15分位続けて歩いていますか 0．はい 　　　一P．いい7し

9 この可年間に転んだことがありますか ユ．はい 　　　瞬O．いい凡

10 転倒に対する不安は大きいですか 1．はい 　　　一Z．いいλ

荏1 6ヵ月間で2～3kg以上の体重減少がありましたか 1．はい 　　　一Z．いいλ

12 身長　　　　　　cm　　　体重　　　　　kg　〔BMI＝ ）（注）

13 半年前に比べて固いものが食べにくくなりましたか 1．はい 　　　暢O．いいえ

14 お茶や汁物等でむせることがありますか 1．はい 　　　』O．いいえ

15 口の渇きが気になりますか 1．はい 　　　『O，いいえ

16 週に1回以上は外出していますか 0．はい 　　　、P．いいλ

17 昨年と比べて外出の回数が減っていますか 1．はい 　　　騒O．いいえ

18 周りの人から「いつも同じ事を聞く」などの物忘れがあると言われ

ﾜすか

1．はい 　　　幅O．いい凡

19 自分で電話番号を調べて、電話をかけることをしていますか 0．はい 　　　一P．いい凡

20 今日が何月何日かわからない時がありますか 1．はい 　　　一Z．いいλ

21 （ここ2週間）毎日の生活に充実感がない 1．はい 　　　しO．いいえ

22 （ここ2週間）これまで楽しんでやれていたことが楽しめなくなった 1．はい 　　　』O．いい兀

23 （ここ2週間）以前は楽にできていたことが今ではおっくうに感じら

黷

1．はい 　　　、O．いい凡

24 （ここ2週間）自分が役に立つ人間だと思えない 1．はい 　　　一Z．いいλ

25 （ここ2週間）わけもなく疲れたような感じがする 1．はい 　　　一Z．いいえ

（注）BMI（＝体重（kg）÷身長（m）÷身長（m））が18．5未満の場合に該当とする。
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r老人保健法による健康診査」の一部改正について

　標記については、　「老人保健法による健康診査について（平成4年4月13日老健第

88号厚生省大臣官房老人保健福祉部老人保健課長通知）」において、お示ししていると

ころであるが、今般、老人保健法による健康診査の一部を別添新旧対照表のとおり改正し、

平成18年4月1日から施行することとしたρで、貴管内市区町村及び関係団体等に対し、

周知方お願いする。



老人保健法による健康診査について新旧対照表
添別

ル目11正改後正改

基本健康診査

方法等
健康診査の検査項目の判定方法等は以下のとおり

たっては、　「肥満とやせの判定表・図」
等を参考とする。
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高
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。
体
定
生
圧
定
人

び判定については、　「循環器疾患診断手
編）等を参考とする。

（日循協「心電図判定基準」っては、
とする。

及
協
査
た
考

いては、　「循環器疾患診断手技」　（日循協
考とし、判定に当たってぱ、　「眼底所見判
日循協編）を参考とする。
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方法等
健康診査の検査項目の判定方法等は以下のとおり

たっては、　「肥満とやせの判定表・図」
等を参考とする。
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手技及び判定については、平成8年6月28日
健第171号本職通知の別添「糖尿病に関する検
扱」を参考とする。
グロビンAlc検査
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圧140mmHg以上又は拡張期血圧90mm
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（ア）　空腹時血糖値が次に該当する者　　　　し．う

　　　110mg／dl以上126mg／dI未満（血漿又
　　は血清）
（イ）　随時血糖値が次に該当する者　　　　　し。ラ

　　　140mg／d1以上200mg／dl未満（血漿又
　　は血清）
イ　前記基準に該当しないが、糖尿病の自覚症状、既
　往歴又は家族歴を有する者、肥満の認められる者及
　び尿糖陽性の者等医師が必要と認める者について
　も、ヘモグロビンA，c検査を実施すること。

（9〉　生活機能評価
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2　選択実施項目の選定　　　　　　　　　　　　．
　　選択実施項目の選定に当たっては、次の基準に該当す
　る者について特に配慮するとともに、受診者の性、年齢
　等についても配慮する。
（1）　心電図検査
　　ア　収縮期血圧140mmHg以上又は拡張期血圧90mm
　　　Hg以上の者
　　イ　循環器系疾患の自覚症状、既往歴又は家族歴を有
　　　する者
　　ウ　喫煙歴（概ね1日20本以上）又は飲酒歴（概ね
　　　1日日本酒2合、ビール2本、ウイスキーダブル2
　　　杯以上）を有する者
　　工　肥満
　　オ　不整脈又は心雑音の認められる者
　　力　尿糖陽性又は尿蛋白（＋）以上の者
　　キ　特定高齢者の候補者の基準に該当する者
（2）　眼底検査
　　　心電図検査の対象者のうち医師が必要と認める者

者、視診等で貧血が疑われる
の基準に該当する者
る
考
査
検
該

す
補
検
糖
に

有
候
鴇
血
準

往歴を
齢者の

査
検
査
既
高

検
図
検
の
定

底
電
血
血
特

眼
心
貧
貧
は

　
　
　
　
又

勿
　
の

（
　
　
　
　
（

A
、
基

ン
て
の

ヒ
し
か

ロ
と
れ

ク
則
ず

モ
原
い

ヘ　
ア
の（

ア　原則として、血糖検査の結果が以下の（ア）又は（イ）
　のいずれかの基準に該当する者に対して実施するこ
　と。
（ア）　空腹時血糖値が次に該当する者　　　　し婦
　　　110mg／dl以上126mg／dl未満（血漿又
　　は血清）
（イ）　随時血糖値が次に該当する者　　　　　いう
　　　140mg／d［以上200mg／d［未満（血漿又
　　は血清）
イ　前記基準に該当しないが、糖尿病の自覚症状、既
　往歴又は家族歴を有する者、肥満の認められる者及
　び尿糖陽性の者等医師が必要と認める者について
　も、ヘモグロビンA1。検査を実施すること。
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3　　指導区分
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　なお、循環器疾患に関しては、　「保健事業第4次
計画推進のための技術的事項に関する調査研究事業
一循環器疾患の指導区分に関する検討一」　（平成1
3年3月財団法人日本公衆衛生協会）を参考とする
こと。

　生活機能評価の判定
　生活機能の観点から、　「医療を優先すべき」　「生
活　能の著しい低下有リ」　生活！能の者しい低下
無し」に区分する。　生活機能の著しい低下有り」
と区分された者について介護予防に資するサービス
等の利用に当たっての留意事項等を記載　る。
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（参考1改正後全文〉

別　添

老人保健法による健康診査にρいて

基本健康診査

1　判定方法等
　基本健康診査の検査項目の判定方法等は以下のとおりである。

（1）　身体計測

　　　判定に当たっては、r肥満とやせの判定表・図」（厚生省）等を参考とする。

（2）　血圧測定
　　　測定手技については、寸循環器疾患診断手技」（社団法人日本循環器管理研窄

　　協議会〔以下r目循協」という。）編）を参考とし・判定に当だっては・日本高

　　血圧学会の分類を参考とし、区分は、「正常血圧」、「正常高値」、「軽症高血圧」、

　　r中等度高血圧」及びr重症高血圧」とする。

（3〉　検尿

　　　測定手技及び判定については、「循環慕疾患診断手技」（目循協編）等を参考

　　とする。

（’4）　心電図検査

　　　判定に当たっては、r心電図判定基準」（日循協編）等を参考とする。

（5）　眼底検査

　　　手技については、r循環器疾患診断手技」（日循協編）等を参考とし・判定に

　　当たっては、「眼底所見判定基準」（目循協編）を参考とする。

（6）　貧血検査

　　　判定に当たっては、検査値より算定した平均赤血球容積（MCV）、平均赤血

　　球血色素量（MCH）及び平均赤血球血色素濃度（MCHC又はMC　C）を参考

　　とする。

　（7）　血糖検査（グルコース）

　　　測定手技及び判定については、平成8年6月28日付け老健第171号本職通知

　　の別添r糖尿病に関する検査の取扱」を参考とする。

　（8）　ヘモグロビンA　l　C検査

　　　測定手技及び判定については、平成8年6月28目付け老健第171号本職通知

　　の別添r糖尿病に関する検査の取扱」を参考とする・

（9）　生活機能評価

　　問診、身体計測、理学的検査、血圧測定、心電図検査、貧血検査、血清アルブ

　ミン検査の結果に基づき、総合的に判定を行う。

　　判定に当たっては、「介護予防のための生活機能評価に関するマニュアル」（厚

　生労働省老人保健事業推進等補助金・介護予防のための生活機能評価についての

1



研究班・平成17年12月）を参考とする。

2　選択実施項目の選定

　選択実施項目の選定に当たっては、次の基準に該当する者について特に配慮する

　とともに、受診者の性、年齢等についても配慮する。

（D　心電図検査

　　ア　収縮期血圧140㎜Hg以上又は拡張期血圧90皿Hg以上の者
　イ　循環器系疾患の自覚症状、既往歴又は家族歴を有する者

　　ウ　喫煙歴一（概ね1日20本以上）又は飲酒歴（概ね1日日本酒2合、ビール2

　　本、ウイスキーダブル2杯以上）を有する者

（2〉

（3）

（4）

（5）

（6）

工　肥満

オ　不整脈又は心雑音の認められる者

力　尿糖陽性又は尿蛋白（＋）以上の者

キ　特定高齢者の候補者の基準に該当する者

　眼底検査

　心電図検査の対象者のうち医師が必要と認める者

　貧血検査

　貧血の既往歴を有する者、視診等で貧血が疑われる又は特定高齢者の候補者の

基準に該当する者

　ヘモグロビンAl　C検査

ア　原則として、血糖検査の結果が以下の（ア）又は（イ）のいずれかの基準に該当す

　る者に対して実施すること。

（ア）空腹時血糖値が次に該当する者
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　しょう
　　　！10皿g／dl以上126皿g／d1未満（血漿又は血清）
（イ）　随時血糖値が次に該当する者
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　しょう
　　　140皿g／dl以上200mg／dl未満（血漿又は血清）
イ　前記基準に該当しないが、糖尿病の自覚症状、既往歴又は家族歴を有する者、

　肥満の認められる者及び尿糖陽性の者等医師が必要と認める者についても、ヘ

　モグロビンA　l　C検査を実施すること。

　反復唾液嚥下テスト

　特定高齢者の候補者の基準に該当する者

　血清アルブミン検査

　特定高齢者の候補者の基準に該当する者

3　指導区分
（1〉　医療必要度の判定

　　循環器疾患、貧血、肝疾患、腎疾患及び糖尿病の医療必要度に応じて、「要医

　　療」「要指導」「異常なし」に区分する。「要指導」及び「要医療」と区分された

　者については、いずれの疾患に関連して区分されたものであるかを明確にしてお

　　く。



　　なお、循環器疾患に関しては、「保健事業第4次計画推進のための技術的事項

　に関する調査研究事業一循環器疾患の指導区分に関する検討一」（平成13年3

　月財団法人日本公衆衛生協会）を参考とすること。

（2）　生活機能評価の判定

　　生活機能の観点から、「医療を優先すべき」「生活機能の著しい低下有りゴ「生

　活機能の著しい低下無し」に区分する。「生活機能の著しい低下有り」と区分さ

　れた者について介護予防に資するサービス等の利用に当たっての留意事項等を記

　識する。
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rがん予防重点健康教育及びがん検診実施のための指針」

の一部改正について

　がん検診については、　「がん予防重点健康教育及びがん検診実施のための指針について

（平成10年3月31日老健第64号厚生省老人保健福祉局老人保健課長通知）」におい

て、　「がん予防重点健康教育及びがん検診実施のための指針」　（以下「がん検診指針」と

いう。）をお示ししているところであるが、今般、がん検診指針の一部を別添新旧対馬表

のとおり改正し、平成18年4月1日から施行することとしたので、貴管内市区町村及び

関係団体等に対し、周知方お願いする。



別　添
がん予防重点健康教育及びがん検診実施のための指針新旧対照表

改正後

第1　目的
　　がんは、わが国における総死亡の約3割を占めており、
　全がん死亡率は現在も増加傾向にある。一方、予防に関す

　る知識の普及や早期発見を通じて、がん予防が期待される
　ものも少なくないことから、がん予防重点健康教育及びが
　ん検診を実施し、がん死亡を減少させることを目標とす
　る。

第2　がん予防重点健康教育
1　重点課題
　がん予防重点健康教育の課題は、次のとおりとする。
　（1）　子宮がん（子宮頚部がん及び子宮体部がんをいう。
　　以下同じ。）予一防健康教育

　（2）　肺がん予防健康教育

　（3）　乳がん予防健康教育

　（4）　大腸がん予防健康教育

2　教育内容
　　がん予防重点健康教育は、概ね次に掲げる事項に関して
　行うものとする。

　（1）　子宮がんに関する正しい一知識及び活発な性活動と子

　　宮頚部がんの関係の理解等について
　〔2）　肺がんに関する正しい知識及び喫煙と肺がんとの関
　　係の理解等について
　（3）　乳がんに関する正しい知識及び乳がんの自己触診の

　　方法等について
　（4）　大腸がんに関する正しい知識及び食生活等と大腸が
　　んとの関係の理解等について

改正前

第1　目的
　　がんは、わが国における総死亡の約3割を占めており、
　全がん死亡率は現在も増加傾向にある。一方、予防に関す
　る知識の普及や早期発見を通じて、がん予防が期待される
　ものも少なくないことから、がん予防重点健康教育及びが
　ん検診を実施し、がん死亡を減少させることを目標とす
　る。

　　重点課題

　がん予防重点健康教育の課題は、次のとおりとする。
　（1）　子宮がん（子宮頚部がん及び子宮体部がんをいう
　　以下同じ。）予防健康教育
　（2）　肺がん予防健康教育

　（3）　乳がん予防健康教育

　（4）　大腸がん予防健康教育

1
第2　がん予防重点健康教育

2　教育内容
　　がん予防重点健康教育ぱ、概ね次に掲げる事項に関して
　行うものとする。

　（1）　子宮がんに関する正しい知識及び活発な性活動と子

　　宮頚部がんの関係の理解等について
　（2）　肺がんに関する正しい知識及び喫煙と肺がんとの関

　　係の理解等について
　（3）　乳がんに関する正しい知識及び乳がんの自己触診の
　　方法等につ，いて

　（4）　大腸がんに関する正しい知識及び食生活等と大腸が
　　んとの関係の理解等について

1→



3　その他の事項については、r保健事業実施要領の全部改
　正について」（平成12年3月31日老健第334号厚生省老人
　保健福祉局長通知）の別添r保健事業実施要領」の第3
　健康教育等に準ずるものとする。

4　その他の留意事項
　（1）　子宮がん予防健康教育を行う場合にあっては、子宮

　　頚部がんの多くに性感染症一であるヒト
　　パピローマウイルスが関与していることを踏まえ、必
　　要に応じ、教育関係者や母子保健担当者とも連携を図る
　　等、その効率的・効果的な実施に配慮すること。

　　　なお、エストロゲン単独投与を受けたことがある者
　　等、子宮体がんのパイリスク者と考えられる者に対し
　　ては、子宮体がんに罹患する可能性が高いことを説明
　　した上で、今後不正性器出血等の臨床症状を認めた場
　　合には速やかに専門医療機関を受診するよう指導する
　　こと。

　（2）　肺がん予防健康教育を行う場合にあっては、肺がん
　　検診の実施会場において同時に実施する等、他の事業
　　との連携や対象者の利便に配慮すること。
　（3）　乳がん予防健康教育を行う場合1一こあっては、わが国

　　での40歳代の女性に罹患率が高い状況を踏まえ、働
　　く女性に対する健康教育を実施する産業保健とも緊密
　　な連携を有した実施体制をとる等、その効率的・効果
　　的な実施に配慮すること。また、30歳代の女性にっ
　　いては乳がん検診の対象とはなっていないが、乳がん
　　罹患率が上昇傾向にあることを踏まえ、自己触診の重
　　要性や異常がある場合の専門医療機関への早期受診等
　　の指導を行うこと。
　（4）　大腸がん予防健康教育を行う場合にあっては、大腸

　　がん予防の上で食生活改善等の一次予防と二次予防
　　（検診）とが共に重要な役割を担う点を踏まえ、大腸
　　がん検診と緊密な連携を有した実施体制をとる等、そ
　　の効率的・効果的な実施に配慮すること。

3　その他の事項については、r保健事業実施要領の全部改
　正について」〔平成12年3月31日老健第334号厚生省老人
　保健福祉局長通知）の別添「保健事業実施要領」の第3
　健康教育等に準ずるものとする。

4　その他の留意事項
　q）　子宮がん予防健康教育を行う場合にあっては、子宮
　　頚部がんの多〈に性感染症であるヒトパピローマウイ

　ルスが関与していることを踏まえ、必要に応じ、教育
　　関係者や母子保健担当者とも連携を図る等、その効率
　　的・効果的な実施に配慮すること。

　　　なお、エストロゲン単独投与を受けたことがある者
　　等、子宮体がんのハイリスク者と考えられる者に対し
　　ては、子宮体がんに罹患する可能性が高いことを説明
　　した上で、今後不正性器出血等の臨床症状を認めた場
　　合には速やかに専門医療機関を受診するよう指導する
　　こと。

（2）　肺がん予防健康教育を行う場合にあっては、肺がん
　　検診の実施会場において同時に実施する等、他の事業
　　との連携や対象者の利便に配慮すること．
　（3）　乳がん予防健康教育を行う場合にあっては、わが国

　　での40歳代の女性に罹患率が高い状況を踏まえ、働
　　く女性に対する健康教育を実施する産業保健とも緊密
　　な連携を有した実施体制をとる等、その効率的・効果
　　的な実施に配慮すること。また、30歳代の女性にっ
　　いては乳がん検診の対象とはなっていないが、乳がん
　　罹患率が上昇傾向にあることを踏まえ、自己触診の重
　　要性や異常がある場合の専門医療機関への阜期受診等
　　の指導を行うこと。

（4）　大腸がん予防健康教育を行う場合にあっては、大腸

　　がん予防の上で食生活改善等の一次予防と二次予防
　　（検診〉とが共に重要な役割を担う点を踏まえ、大腸
　　がん検診と緊密な連携を有した実施体制をとる等、そ
　　の効率的・効果的な実施に配慮すること。
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第3　がん検診
1　総論
（1）　がん検診の種類
　　がん検診の種類は、次の診査及び当該診査に基づく指

　　導とする。

ア
イ
ウ
エ
オ
カ
）

　
　
　
　
　
ω

胃がん検，診

子宮がん検診
肺がん検診
乳がん検診
大腸がん検診
総合がん検診
　診の南施　　1」

がん　診に必　な IIは　次のとおりで　る

ア　がん

　技師が確保されていること。

診担当臨床　査

イ　2から7までに示す　検査丁目、結　の一

ウ　　診｛　　　　　町村の直土　る　道・県に一生1悶1缶一
黄診持　理旨’協…会が設　されて「一り　　らに　が

ん　診ごとの音会（田がん音会　子凸がん音会　　が
ん音会　乳がん音会及び大腸がん音会）が墾　されて

いること
工
一 音会において　　旨金及び「1　診査酋理ヒー静
業｛施のための指針　に基づくがん検診の評面、指導
等が実施されていること
i杢　その他精度管理に関する事項が適切に実施されてい

並
　は、当該市町村の区域内に居住地を有する40歳以上の

　者を対象とする。

　地を有する40歳以上の女性を対象とする，、

ウ　子宮がん検診については、当該市町村の区域内に居

イ　乳がん検診については、当該市町村の区域内に居住

（3）　対象者

ア　胃がん検診、肺がん検診及び大腸がん検診について

第3　がん検診
1　総論
（1）　がん検診の種類

　　がん検診の種類は、次の診査及び当該診査に基づく指

　　導とする。

ア胃がん検診
イ　子宮がん検診

ウ　肺がん検診

工　乳がん検診

オ　大腸がん検診
力　総合がん検診

（2）　対象者

ア　胃がん検診、肺がん検診及び大腸がん検診について
　は、当該市町村の区域内に居住地を有する40歳以上の
　者を対象とする。
イ　乳がん検診については、当該市町村の区域内に居住
　地を有する40歳以上の女性を対象とする。
ウ　子宮がん検診については、当該市町村の区域内に居

・3］



　住地を有する20歳以上の女性を対象とする。
工　総合がん検診については、当該市町村の区域内に居
　住地を有する40歳及び50歳の者を対象とする。

也実施回数
　　がん検診は、原則として同一人について年1回行う
　ものとする。ただし、乳がん検診及び子宮がん検診に
　ついては、原則として同一人について2年に1回行う
　ものとし、前年度受診しなかった者に対しては、積極
　的に受診勧奨を行うものとする。したがって、受診機
　会は必ず毎年度設けることとし、受診率については以
　下の算定式により算定するものとする。

受診率＝（前年度の受診者数）＋（当該年度の受診者数）

　　一前度及び当該度におげる2杢連続颪診声）

＊メ・

／（当該年度の対象者数＊）X100

来は　て・行一がん　診の目合と同　の　え方

　　また、総合がん検診を行った者については、胃がん検
　　診、子宮がん検診、肺がん検診、乳がん検診及び大腸
　　がん検診は行うことを要しないものとする。

世襲z旦豊　　がん　診の結　 「　嘱　　とし一1｛され！凱一
　医療機関への受診を指導することにより．的確な受診が

二灘　　　がん　診の結、「要精
ウ呂診ヒ“の施

と判定さ玉上直

辺　旨ロ萄の内痴
がん　診の，，士　「

療 への風諭　一揃　る
と判｛さ才一

（イ）　結　等の把握

一 との連　の下に　瓜診，一士　奪について巴

蔵

　住地を有する20歳以上の女性を対象とする。
工　総合がん検診については、当該市町村の区域内に居
　住地を有する40歳及び50歳の者を対象とする。
（3）実施回数

　　がん検診は、原則として同一人について年1回行う
　ものとする。ただし、乳がん検診及び子宮がん検診に
　ついては、原則として同一人について2年に1回行う
　ものとし、前年度受診しなかった者に対しては、積極
　的に受診勧奨を行うものとする。したがって、受診機
　会は必ず毎年度設けることとし、受診率については以
　下の算定式により算定するものとする。

受診率＝（前年度の受診者数＋当該年度の受診者数）

／（当該年度の対象者数＊）X100

＊対象　坐二　1・行、がん　診の目合と同　の　え方

鑓
また、総合がん検診を行った者については、胃がん検
診、子宮がん検診、肺がん検診、乳がん検診及び大腸
がん検診は行うことを要しないものとする。
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三起盤蟷
に合　せて記，・し　，来続的な旨’首に’立てるものと　る

オ　生1四隅病　珍　越理一一協三会
生i畑田病　診　出理旨　協言会の　がん音会は
町村における思診旨一の 状況について巴　し　広域

的な　地から精検受診率　向上させるための具　的な

2　胃がん検診
（一1）　目的

　　　胃がんは我が国のがんの中でも最も多くみられ、これ
　　を早期に発見し治療に結び付けることは、がん予防対策
　　上重要な課題であり、このため胃がん検診を実施し早期
　　に発見することによって、がんの予防を図ることを目的
　　とする。

〔2）　検診の実施

　　検診項目は、問診及び胃部エックス線検査とする。

　ア　問診
　　　問診に当たっては、現在の病状、既往歴、家族歴、

　　過去の検診の受診状況等を聴取する。
　イ　胃部エックス線検査
　　（ア）　胃部エックス線検査においては、胃がんの疑いの
　　　ある者を効率的にスクリーニングする点を考慮し、一
　　　原則として間接撮影とするが、地域の実情に応じ、

　　　直接撮影を用いて差し支えない。間接巖影は7x7
　　　0m以上のフィルムを用い、撮影装置は被曝線量の低
　　　減を図るため、イメージ・インテンシファイア方式
　　　が望ましい。

　　（イ）　撮影枚数は最低7枚とする。

　　（ウ）　撮影の一体位及び方法は日本消化器集団検診学会の

　　　方式によるものとする。
　　（エ）　造影剤の使用に当たっては、その濃度を適切に保

　　　つとともに、副作用等の事故に注意する。
（3）　胃部エックス線写真読影

2　胃がん検診
（1）　目的

　　　胃がんは我が国のがんの中でも最も多くみられ、これ
　　を早期に発見し治療に結び付けることは、がん予防対策
　　上重要な課題であり、このため胃がん検診を実施し早期
　　に発見することによづて、がんの予防を図ることを目的
　　とする。

（2）　検診の実施

　　検診項目は、問診及び胃部エックス線検査とする。

　ア　問診
　　　問診に当たっては、現在の病状、既往歴、家族歴、
　　過去の検診の受診状況等を聴取する。
　イ　胃部エックス線検査
　　（ア）　胃部エックス線検査においては、胃がんの疑いの
　　　ある者を効率的にスクリーニングする点を考慮し、
　　　原則として間接撮影とするが、地域の実情に応じ、
　　　直接撮影を用いて差し支えない。間接撮影は7x7
　　　cm以上のフィルムを用い、撮影装置は被曝線量の低
　　　減を図るため、1．1方式が望ましい。

　　（イ）　撮影枚数は最低7枚とする。

　　（ウ）　撮影の体位及び方法は日本消化器集団検診学会の
　　　方式によるものとする。

　（エ）　造影剤の使用に当たっては、その濃度を適切に保

　　　つとともに、副作用等の事故に注意する。
（3）　胃部エックス線写真読影
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　　胃部エックス線写真の読影は、原則として十分な経験
　を有する2名以上の医師によって行うものとする。
（4）　結果の通知

　　検診の結果については、精密検査の必要性の有無を附
　し、受診者に速やかに通知する。
（5）　記録の整備

　　検診の記録は、氏名、年齢、一住所、過去の検診受診状

　況、胃部エックス線写真の読影の結果、精密検査の必要
　性の有無等を記録するものとする。
　　また、受診指導の記録を併せて整理するほか、必要に
　応じて個人票を作成し、治療の状況等を記録するものと
　する。

（6）　匿実施機関
　ア　塗」2実施機関は、常に日本消化器集団検診学会の定

　めたところにより精度管理を行わなければならない。
　イ　胃部エックス線写真は、少なくとも3年間保存しな
　　ければならない。

3　子宮がん検診
（1）　目的

　　子宮がんは早期治療を行えばほとんど治ゆすることか
　ら、早期発見ぱ重要である。子宮がん検診は、子宮頚部
　及び体部に発生するがんを早期に発見するために行う。
（2）　検診の実施

　　検診項目は問診、視診、子宮頚部の細胞診及び内診と
　　し、必要に応じてコルポスコープ検査を行う。

　　　問診の結果、最近6月以内に
　　〔ア）不正性器出血（一過性の少量の出血、閉経後出血

　　　　等）
　　（イ）月経異常　（過多月経、不規則月経等）

　　（ウ）褐色帯下
　のいずれかの症状を有していたことが判明した者に対し
　ては、子宮体部がんの有症状者である疑いがあるので、
　　第一選択として、十分な安全管理のもとで多様な検査を
　　実施することができる医療機関の受診を勧奨する。ただ

　　胃部エックス線写真の読影は、原則として十分な経験
　を有する2名以上の医師によって行うものとする。
（4）　結果の通知

　　検診の結果については、精密検査の必要性の有無を附
　し、受診者に速やかに通知する。
（5）　記録の整備

　　検診の記録は、氏名、年齢、住所、過去の検診受診状
　況、胃部エックス線写真の読影の結果、精密検査の必要
　性の有無等を記録するものとする。

　　また、受診指導の記録を併せて整理するほか、必要に
　応じて個人票を作成し、治療の状況等を記録するものと
　する。
（6）　塁」玉実施機関

　ア　塵土実施機関は、常に日本消化器集団検診学会の定
　めたところにより精度管理を行わなければならない。
　イ　胃部エックス線写真は、少なくとも3年間保存しな
　　げればならない。

3　子宮がん検診
（1）　目的

　　子宮がんは早期治療を行えばほとんど治ゆすることか
　ら、早期発見は重要である。子宮がん検診は、子宮頚部
　及び体部に発生するがんを早期に発見するために行う。
〔2）　検診の実施

　　検診項目は問診、視診、子宮頚部の細胞診及び内診と
　し、必要に応じてコルポスコープ検査を行う。
　　　問診の結果、最近6月以内に
　　（ア）不正性器出血（一過性の少量の出血、閉経後出血

　　　　等）
　　（イ）月経異常〔過多月経、不規則月経等）

　　〔ウ）褐色帯下

　のいずれかの症状を有していたことが判明した者に対し
　ては、子宮体部がんの有症状者である疑いがあるので、
　　第一選択として、十分な安全管理のもとで多様な検査を
　　実施することができる医療機関の受診を勧奨する。ただ
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　し、引き続き子宮体部の細胞診（子宮内膜細胞診）を実
　施することについて本人が同意する場合には、子宮頚部
　がん検診に併せて引き続き子宮体部の細胞診を行う。

ア　問診
　　問診に当たっては、妊娠及び分娩歴、月経の状況、
　　不正性器出血等の症状の有無、過去の検診受診状況等

　を聴取する。
　イ　視診

　　膣鏡を挿入し、子宮頚部の状況を観察する。
　ウ　細胞採取の方法
　　子宮頚部の細胞診については、子宮頚管及び腟部表
　面の全面擦過法、子宮体部の細胞診については吸引法
　又は擦過法によって検体を採取し、迅速に固定した後、
　　パパニコロウ染色を行い顕微鏡下で観察する。

　工　内診

　　双合診を実施する。
（3）　子宮頚部及び子宮体部の細胞診の実施

　ア　検体の顕微鏡検査は、十分な経験を有する医師及び
　臨床検査技師を有する専門的検査機関において行う。
　　この場合において、医師及び臨床検査技師ぱ日本臨床
　細胞学会認定の細胞診専門医及び細胞検査士であるこ
　　とが望ましい。

　イ　子宮頚部の細胞診の結果は、細胞診クラス分類

　　（工、K、皿a、皿b、W、V）によって分類し、精
　密検査の必要性の有無を決定し、速やかに検査を依頼
　　した者に対し通知する。
　ウ　子宮体部の細胞診の結果は、「陰性」、「疑陽性」

　及びr陽性」に区分し、速やかに検査を依頼した者に
　対し通知する5

（4）　結果の通知

　　子宮頚部の検診の結果については、精密検査の必要性
　の有無を附し、子宮体部の細胞診の結果については、子
　宮体部の細胞診の結果及びその他臨床症状等を総合的に

し、引き続き子宮体部の細胞診（子宮内膜細胞診）を実
施することについて本人が同意する場合には、子宮頚部
がん検診に併せて引き続き子宮体部の細胞診を行う。

ア　問診

　問診に当たっては、妊娠及び分娩歴、月経の状況、
　不正性器出血等の症状の有無、過去の検診受診状況等
　を聴取する。

イ　視診

　　膣鏡を挿入し、子宮頚部の状況を観察する。

ウ　細胞採取の方法
　　子宮頚部の細胞診については、子宮頚管及び膣部表
　面の全面擦過法、子宮体部の細胞診については吸引法
　又は擦過法によって検体を採取し、迅速に固定した後、
　パパニコロウ染色を行い顕微鏡下で観察する。
工　内診

　　双合診を実施する。
（3）　子宮頚部及び子宮体部の細胞診の実施

　ア　検体の顕微鏡検査は、十分な経験を有する医師及び
　臨床検査技師を有する専門的検査機関において行う。
　この場合において、医師及び臨床検査技師は日本臨床
　細胞学会認定の細胞診専門医及び細胞検査士であるこ
　とカ｛望ましい。

　イ　子宮頚部の細胞診の結果は、細胞診クラス分類

　　（1、n、血a、皿b、N、V）によって分類し、精
　密検査の必要性の有無を決定し、速やかに検査を依頼
　　した者に対し通知する。
　ウ　子宮体部の細胞診の結果は、「陰性」、「疑陽性」

　及び「陽性」に区分し、速やかに検査を依頼した者に
　対し通知する。一
三　判｛後の　　は　　　的　ホ　 、に’いて小なくと
も3　削　子しなければならない

（4）　結果の通知

　　子宮頚部の検診の結果については、精密検査の必要性
　の有無を附し、子宮体部の細胞診の結果については、子
　宮体部の細胞診の結果及びその他臨床症状等を総合的に
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　判断して、精密検査の必要性の有無を決定し、受診者に

　速やかに通知する。
（5）　記録の整備

　　検診の記録は、氏名、年齢、住所、過去の検診受診状
　況、子宮頚部及び子宮体部の細胞診の結果、子宮頚部及
　び子宮体部のそれぞれの精密検査の必要性の有無等を記
　録するものとする。
　　また、受診指導の記録に合わせて整理するほか、必要
　に応じて個天禀を作成し、治療の状況等を記録するもの

　とする。
皿　　診の　　言田面

　　子白がん　診の　施に当たっては
　度空理の下に　施　ることが不可　で
　町村は　別紙1－1に示したr子｛がん
　　（　町村用）　　用い　当該点　　に記

　確実に　施されているか　認　行い
　把握した上で、保健所、地域医師会、検診実施機関等関係

　者と十分協議　行い、地域における

　　また　生1羽毎病　診
　における　討結　　足コまえ
　　診　施「　の撰古や　施方法蒔の　藍

鼠　　なお、子虫がん　診にお1る
　方ぱ、「老人保健事業に基づく乳がん検診及び子宮がん

　検診における事業評面の手法について（一
　る検討会中間　告（平成17年2月）〉

皿　餓実施機一関
　ア　　診　　　　は　適切な方法及び一一度空理の下で子

　　白がん　診が円楓に　　されるよ、
　　た「子凸がん　診のための点　　　　一・，

　　　用い　当該点　　に記・・’された　エ

　　れているか　認　行い　、。胞診｛の一’

　　こととする。
　イ　　診　施機関は、子宮がんに関する正確な知識及び

定し、受診者に

獅ﾌ検診受診状
ﾊ、子宮頚部及
ｫの有無等を記

ｷるほか、必要
�L録するもの

ﾘな方法及び”
ることから

診のための点
O一された三一エが

ヒ診の　施状況

k実施機関等関係
本制の敵備に努

会子凸がん音会
は助言に基づき

行旨ことと

董の基　　的な　え

参及び子宮がん

がん検診に、す

参照すること

度空理の下で子
王Il紙1－2に示し

≧由　　　　用）

が　　　に　　　さ

魔笛理に又める

正確な知識及び

　判断して、精密検査の必要性の有無を決定し、受診者に
　速やかに通知する。
（5）　記録の整備

　　検診の記録は、氏名、年齢、住所、過去の検診受診状
　況、子宮頚部及び子宮体部の細胞診の結果、子宮頚部及
　び子宮体部のそれぞれの精密検査の必要性の有無等を記
　録するものとする。
　　また、受診指導の記録に合わせて整理するほか、必要
　に応じて個人票を作成し、治療の状況等を記録するもの
　とする。

旦瓢実施機関
　ア　思託出　　　は

　　蒔に衣亘る目合

　包診　也の，、胞診　査センター
，、胞診　　　　の，、包診　　『　や

細 士　の人口や…几薦 十分に巴　し　摘切な
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雄ま るものでなければならない

血塗診｛施 は一’蜘査h設ζ鯉L』
猛蜜　査結＿の巴　に収めなければならない

王　越診｛　丘　は 及び　論結　：を∠≧エ幽

塗　1診由　轍　は生1↓コ梱病　診片鱗理一
宮がん部会における検討結　　踏まえ、その指導又は
型上言に従い、　施方法等の改姜に努めることとする

4　肺がん検診
（1）　目的

　　肺がんは、わが国のがんによる死亡の1位を占め、今
　後も増加傾向にあるものと予測されている。したがっ
　て、肺がんの予防はがん予防対策上重要な課題であり、
　その二次予防として、肺がんを早期に発見するために、
　肺がん検診を実施する。
（2）　検診の実施

　　検診項目は、問診、胸部エックス線検査及び喀痰細胞
　診とする。喀痰細胞診は、問診の結果、医師が必要と認
　める看に対して行う。
　ア　問診
　　　問診に当たってぱ、喫煙歴及び血痰の有無は必ず聴
　　取し、かつ、過去の検診受診状況等を聴取する。
　イ　胸部エックス線検査
　　　65歳未満を対象とする胸部エックス線検査は、肺
　　がん検診に適格な胸部エックス線写真を撮影し、読影
　　する。

　　　65歳以上を対象とする胸部エックス線検査は、結核
　　予防法（昭和26年法律第96号）第4条第3項に規定す
　　る定期の健康診断等において撮影された肺がん検診

　に適格な胸部エックス線写真を用いた読影とする。

ウ　喀痰採取の方法
　　問診の結果、喀痰細胞診の対象とされた者に喀痰採

イ
一 は　小なくとも3　田　子しなければならな

一

4　肺がん検診
（1）　目的

　　肺がんは、わが国のがんによる死亡の1位を占め、今
　後も増加傾向にあるものと予測されている。したがっ
　て、肺がんの予防はがん予防対策上重要な課題であり、
　その二次予防として、肺がんを早期に発見するために、
　肺がん検診を実施する。
（2）　検診の実施

　　検診項目は、問診、胸部エックス線検査及び喀痰細胞
　診とする。喀痰細胞診は、問診の結果、医師が必要と認
　める者に対して行う。
　ア　問診
　　　問診に当たっては、喫煙歴及び血痰の有無は必ず聴
　　取し、かつ、過去の検診受診状況等を聴取する。
　イ　胸部エックス線検査
　　　65歳未満を対象とする胸部エックス線検査は、肺
　　がん検診に適格な胸部エックス線写真を撮影し、読影
　　する。

　　　65歳以上を対象とする胸部エックス線検査は、結核
　　予防法（昭和26年法律第96号）第4条第3項に規定す
　　る定期の健康診断等において撮影された肺がん検診

　に適格な胸部エックス線写真を用いた読影とする。

ウ　喀痰採取の方法
　　問診の結果、喀痰細胞診の対象とされた者に喀痰採
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　取容器を配布し、喀痰を採取する。喀痰は、起床時の
　早朝疾を原則とし、最低3日の蓄疫又は3日の連続採
　痕とする。
　　また、採取した喀痰（細胞）は、固定した後、パパ
　ニコロウ染色を行い顕微鏡下で観察する。
〔3）　胸部エックス線写真の読影方法

　　胸部エックス線写真は、2名以上の医師（うち2名
　は、十分な経験を有すること）によって読影することと
　し、その結果に応じて過去に撮影した胸部エックス線写
　真と比較読影する。
（4）　喀痰細胞診の実施

　ア　検体の顕微鏡検査は、十分な経験を有する医師及び
　臨床検査技師を有する専門的検査機関において行う。
　この場合において、医師及び臨床検査技師は、日本臨
　床細胞学会認定の細胞診専門医及び細胞検査士である
　ことが望ましい。
　　また、同一検体から作成された2枚以上のスライド
　は、2名以上の技師によりスクリーニングする。
　イ　専門的検査機関は、細胞診の結果について、速やか
　に検査を依頼した者に対し通知する。

（5）　結果の通知一’一

　　検診の結果についてぱ、問診、胸部エックス線写真の
　　読影の結果及び喀痰細胞診の結果を総合的に判断して、

　精密検査の必要性の有無を決定し、受診者に速やかに通
　知する。

（6）　記録の整備

　　検診の記録は、氏名、年齢、住所、過去の検診受診状
　況、胸部エックス線読影及び喀痰細胞診の結果、精密検
　査の必要性の有無等を記録するものとする。
　　また、受診指導の記録を併せて整理するほか、必要に
　応じて個人票を作成し、医療機関における確定診断の結
　果、治療の状況等を記録するものとし、さらに、精密検
　査の結果がんと診断された者については、必ず個人票を

0・
1

　取容器を配布し、喀痰を採取する。喀痰は、起床時の
　早朝疫を原則とし、最低3日の蓄疾又は3日の連続採
　疾とする一。

　　また、採取した喀痰（細胞）は、固定した後、パパ
　ニコロウ染色を行い顕微鏡下で観察する。
　　胸部エックス線写真の読影方法
　　胸部エックス線写真は、2名以上の医師（うち2名
　は、十分な経験を有すること）によって読影することと
　し、その結果に応じて過去に撮影した胸部エックス線写
　真と比較読影する。

　ア　検体の顕微鏡検査は、十分な経験を有する医師及ぴ
　臨床検査技師を有する専門的検査機関において行う。
　この場合において、医師及び臨床検査技師は、日本臨
　床細胞学会認定の細胞診専門医及び細胞検査士である
　ことが望ましい。
　　また、同一検体から作成された2枚以上のスライド

（3）

（4）　喀痰細胞診の実施

　は、2名以上の技師によりスクリーニングする。
イ　専門的検査機関ば、細胞診の結果について、速やか
　に検査を依頼した者に対し通知する。

皇判由’の　ぱ　『的査　においてノbなくと

（5）

（6）

も3　日　干しなければならない
　結果の通知
　検診の結果については、問診、胸部エックス線写真の
読影の結果及び喀痰細胞診の結果を総合的に判断して、

精密検査の必要性の有無を決定し、受診者に速やかに通
知する。

　記録の整備
　検診の記録は、氏名、年齢、住所、過去の検診受診状
況、胸部エックス線読影及び喀痰細胞診の結果、精密検
査の必要性の有無等を記録するものとする。
　また、受診指導の記録を併せて整理するほか、必要に
応じて個人票を作成し、医療機関における確定診断の結
果、治療の状況等を記録するものとし、さらに、精密検
査の結果がんと診断された者については、必ず個人票を



　作成し、組織型、臨床病期、治療の状況（切除の有無を
　含む。）等について記録するものとする。
（7〉　逮」盆実施機関

　ア　鎚実施機一関は、細胞診を他の細胞診検査センター
　　等に依頼する場合、細胞診検査機関の細胞診専門医や
　細胞検査士等の人員や設備等を十分に把握し、適切な
　機関を選ぱなければならない。
　イ　胸部エックス線写真や喀痰細胞診に係る検体及び検
　診結果は、少なくとも3年間保存しなければならない。
　　　ただし、65歳以上の対象者の胸部エックス線写真
　　については結核健診の実施者において保存するものと
　　する。

（8）　肺がんの予防についての指導

　　喫煙の肺がん発生に対する寄与率は高＜、一次予防と
　しての喫煙等の指導及び肺がんに関する正しい知識等の
　啓発普及は極めて重要である。したがって、検診や肺が
　ん予防健康教育等の場を利用するとともに、必要な者に
　対しては喫煙者個別健康教育を実施し、禁煙についての
　教育・指導を推進する。一方、若年層に対しても、積極
　的に禁煙及び防煙に関する指導並びに肺がんに関する正
　しい知識等の啓発普及を図るよう努めるなど、防煙・禁
　煙・分煙にわたる、総合的なたばこ対策の推進を図るよ
　う努める。

5　乳がん検診
（1）　目的

　　乳がんの罹患率及び死亡率は、年々増加している。乳
　がんは、早期に発見し、治療を行えば、予後は良好であ
　り、乳房の温存による生活の質の維持・向上が期待され
　　る。乳がん検診は、乳房に発生するがんを早期に発見す
　　るために実施する。
（2）　検診の実施

　作成し、組織型、臨床病期、治療の状況（切除の有無を
　含む。）等について記録するものとする。

（7）壁実施機関
　ア　塁」圭実施機関は、細胞診を他の細胞診検査センター

　　等に依頼する場合、細胞診検査機関の細胞診専門医や
　　細胞検査土寄の人員や設備等を十分に把握し、適切な
　　機関を選ぱなければならない。

　イ　胸部エックス線写真や喀痰細胞診に係る検体及び検
　　診結果は、少なくとも3年間保存しなければならない。
　　　ただし、65歳以上の対象者の胸部エックス線写真
　　については結核健診の実施者において保存するものと
　　する。

皿一型　　　がん　診の｛　に一当たっては　”度鱈理｛の　診の
日「
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（9）　肺がんの予防についての指導

　　喫煙の肺がん発生に対する寄与率は高く、一次予防と
　しての喫煙等の指導及び肺がんに関する正しい知識等の
　啓発普及は極めて重要である。したがって、検診や肺が
　ん予防健康教育等の場を利用するとともに、必要な者に
　対してぱ喫煙者個別健康教育を実施し、禁煙についての
　教育・指導を推進する。一方、若年層に対しても、積極
　的に禁煙及び防煙に関する指導並びに肺がんに関する正
　しい知識等の啓発普及を図るよう努めるなど、防煙・禁
　煙・分煙にわたる、総合的なたばこ対策の推進を図るよ
　う努める。

5　乳がん検診
（イ）　目的

　　乳がんの罹患率及び死亡率は、年々増加している。乳
　がんぱ、早期に発見し、治療を行えば、予後は良好であ
　り、乳房の温存による生活の質の維持・向上が期待され
　　る。乳がん検診は、乳房に発生するがんを早期に発見す
　　るために実施する。
（2）　検診の実施



　　検診項目は、問診、乳房エックス線検査（マンモグラ
　フィ）並びに視診及び触診（以下「視触診」という。）
　とする。乳房，エックス線写真の読影と視触診は、両者を

　同時に実施することを原則とする。ただし、乳房エック
　ス線撮影装置を搭載した検診車による検診の場合や乳房
　エックス線写真の二重読影については、この限りではな

　い。

　ア　問診
　　問診に当たっては、乳がんの家族歴、既往歴、月経
　及び妊娠等に関する事項、乳房の状態、過去の検診受
　診状況等を聴取する。
　イ　視診
　　乳房、乳房皮膚、乳頭及び腋窩の状況を観察する。

　ウ　触診
　　乳房、乳頭及びリンパ節の触診を行う。
　工　乳房エックス線検査
　（ア）　別紙に規定する基準に適合した実施機関におい
　　　て、両側乳房について、内外斜位方向撮影を行う。
　（イ）　40歳以上50歳未満の対象者については、（ア）にお

　　　ける内外斜位方向撮影とともに、頭尾方向撮影も併
　　　ぜて行う。
　　（ウ）　乳房エックス線写真の読影は、適切な読影環境の

　　　下において、二重読影（うち1名は十分な経験を有
　　　する医師であること）により行う。
（3）　結果の通知

　　検診の結果については、問診、乳房エックス線検査及
　び視触診の結果を総合的に判断して、精密検査の必要性
　の有無を決定し、受診者に速やかに通知する。
（4）　記録の整備

　　検診の記録は、氏名、年齢、住所、過去の検診受診状
　況、乳房エックス線検査及び視触診の結果、精密検査の
　必要性の有無等を記録する毛のとする。
　　また、受診指導の記録を合わせて整理するほか、必要
　に応じて個人票を作成し、医療機関におげる確定診断の
　結果、治療の状況等を記録するものとする。

　検診項目は、問診、乳房エックス線検査（マンモグラ
フィ）並びに視診及び触診（以下「視触診」という。）

とする。乳房エックス線写真の読影と視触診は、両者を
同時に実施することを原則とする。ただし、乳房エック
ス線撮影装置を搭載した検診車による検診の場合や乳房
エックス線写真の二重読影については、この限りではな
い。

ア　問診

　　問診に当たっては、乳がんの家族歴、既往歴、月経
　及び妊娠等に関する事項、乳房の状態、過去の検診受
　診状況等を聴取する。

イ　視診

　　乳房、乳房皮膚、乳頭及び腋窩の状況を観察する。
ウ　触診

　　乳房、乳頭及びリンパ節の触診を行う。
工　乳房エックス線検査
　（ア）　別紙に規定する基準に適合した実施機関におい

　　て、両側乳房について、内外斜位方向撮影を行う。

（3）

（4）
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〔イ）

（ウ）

　40歳以上50歳未満の対象者については、（ア）にお

ける内外斜位方向撮影とともに、頭尾方向撮影も併
せて行う。

　乳房エックス線写真の読影は、適切な読影環境の

下において、二重読影（うち1名は十分な経験を有
する医師であること）により行う。
　結果の通知
　検診の結果については、問診、乳房エックス線検査及
び視触診の結果を総合的に判断して、精密検査の必要性
の有無を決定し、受診者に速やかに通知する。
　記録の整備
　検診の記録は一、氏名、年齢、住所、過去の検診受診状
況、乳房エックス線検査及び視触診の結果、精密検査の
必要性の有無等を記録するものとする。
　また、『受診指導の記録を合わせて整理するほか、必要
に応じて個人票を作成し、医療機関における確定診断の

結果、治療の状況等を記録するものとする。
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（5）　、紛の■’郵西

　　乳がん　診の　施に当たっては　寺に
　，，　、査については　適切な方法及び一一度タ

　することが不可欠で　ることから、　町井
　に示した「乳がん検診のための点検表（市
　い、当該点検　に記・・一された事項が確実1

　るか確認を行い、検診の実施状況　把握1
　所、地域医師会　検」診　　　　　　　　，、　と一戸地域　自1会　診　　　　　．、　と一ハ協i　行
い、地域における　施　　Ilの敷蔵に又めるものと　る
　また　生1羽田病　診　に理旨道協言会乳がん立会に
おける　討，，士　　足’まえ　　の旨禰又は助言に基づき

検診実施機関の選定や由施方法榊の　姜を行嶋ことと

鉱な
　　なお　乳がん検診における事業評価の基本的な考え方
　は、r老人保健事業に基づく乳がん検診及び子宮がん検
　診における事業評価の手法について（がん検診に関する
　　討会　閉　止（平成17　2月））　　参照すること
（6）　　診　施E

　ア乳がん診の、ち寺に乳一エックスーり査行う
　　　診施　は適切な方法及び…度笛理の下で乳が
　　ん　診が円楓に由施されるよ、、別紙2－2に示した「乳
　　がん　診のための点　　（　診｛施虹　用）　　用い、
　　当該点検表に記1・一された事項が確実に実施されている
　　か確認　行い、乳房エックス，、，写盲の最影及び読影等

　　の精度管理に努めることとする。
　イ　　診由　　　は　乳がんに　　る正石な知識及び
　　能　　　るものでなければならない

　ウ　診施・は一一宙査　 設と連一・　とり、

　　一”慮　査結　の巴　に又めなければか盛△』
　工　　 診南施能　は　乳一エックス1ワ写．宙及び　診結

　　、、　心なくと　3　胡　干しなければ，狸』
　オ　検診　施機関は生活習冊病検診梼管理旨導協議会乳
　　がん部会における検討結果を踏一ま一墨一、その旨導又は助

一1
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（7）　乳がんの予防についての指導

　　乳がんは日常の健康管理の一環としての自己触診によ
　って、しこり（腫瘤）が触れるなどの自覚症状を認める
　ことにより発見される場合がある。したがって、検診の
　場で受診者に対し、定期的な乳房エックス線検査による
　乳がん検診を受診することの重要性だけでなく、乳がん
　の自己触診の方法、しこりを触れた場合の速やかな医療
　機関の受診、またその際の乳房疾患を専門とする医療機
　関の選択等について啓発普及を図るよう努める。

6　大腸がん検診
（1）　目的

　　近年増加しつつある大腸がんは、将来がん患者数の1
　位を占めるものと推計されている。しかし、大腸がんは
　早期に発見すれぱ治癒し、死亡率を減少させることが可
　能である。このため、大腸がん検診を実施するものであ

　る。
（2）　検診計画の策定等

　　大腸がん検診の実施に当たってぱ、精密検査の実施体
　制が整っていることが不可欠である。このため、市町村
　は、保健所、地域医師会、餓実施機関等関係者と十分
　協議の上、地域医療機関の大腸精密検査対応能力を勘案
　　し、検診計画を策定する。

　　また、生一垂管理指導協議会大腸がん部会
　　は、市町村が策定した検診計画について、検診が円滑に
　実施されるよう広域的な見地から医師会、餓実施機関、
　精密検査機関等関係者と調整を行う。

（3）　検診の実施

　　検診項目は、問診及び便潜血検査とする。
　ア　問診

　　問診に当たっては、現在の症状、既往歴、家族歴、
　過去の受診状況等を聴取する。
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（6）　乳がんの予防についての指導

　　乳がんは日常の健康管理の一環としての自己触診によ

　って、しこり（腫瘤）が触れるなどの自覚症状を認める
　ことにより発見される場合がある。したがって、検診の
　場で受診者に対し、定期的な乳房エックス線検査による
　乳がん検診を受診することの重要性だけでなく、乳がん
　の自己触診の方法、しこりを触れた場合の速やかな医療
　機関の受診、またその際の乳房疾患を専門とする医療機
　関の選択等について啓発普及を図るよう努める。

6

（1）

（2）

大腸がん検診

　目的

　近年増加しつつある大腸がんは、将来がん患者数の可
位を占めるものと推計されている。しかし、大腸がんは
早期に発見すれぱ治癒し、死亡率を減少させることが可
能である。このため、大腸がん検診を実施するものであ
る。

　検診計画の策定等
　大腸がん検診の実施に当たっては、精密検査の実施体
制が整っていることが不可欠である。このため、市町村
は、保健所、地域医師会、壁実施機関等関係者と十分
協議の上、地域医療機関の大腸精密検査対応能力を勘案
し、検診計画を策定する。

　また、都道・県に設置されている成人病検診管理指
　導協議会大腸がん部会は、市町村が策定した検診計画に
　ついて、検診が円滑に実施されるよう広域的な見地から
　医師会、塵土実施機関、精密検査機関等関係者と調整を
　行う。

（3〉　検診の実施

　　検診項目は、問診及び便潜血検査とする。
　ア　問診

　　問診に当たっては、現在の症状、既往歴、家族歴、
　過去の受診状況等を聴取する。



イ　便潜血検査
　　免疫便潜血検査2日法で行う。
　（ア）　測定用キット
　　　それぞれの測定用キットの特性並びに市町村にお
　　ける検体処理数及び採便から測定までの時間等を勘

　　案して、最適のものを採用する。

　（イ）　採便方法
　　　　採便用具（ろ紙、スティック等）を配布し、自己

　　採便とする。
　　　なお、採便用具の使用方法、採便量、初回採便か
　　　ら2回目までの日数、初回採便後の検体の保管方法
　　等は検診精度に大きな影響を与えるので、採便用具
　　の配布に際してはその旨を受診者に十・分説明する。
　　　また、採便用具の配布は、検体の回収日時を考慮し

　　　て適切な時期に行う。
　（ウ）　検体の回収
　　　　初回の検体は、受診者の自宅において冷蔵保存
　　　（冷蔵庫での保存が望ましい。）し、2回目の検体
　　　を採取した後即日回収することを原則とする。やむ
　　　を得ず即日回収できない場合も、回収までの時間を
　　　極力短縮し、検体の回収、保管、輸送の各過程で温
　　　度管理に厳重な注意を払うこととする。
　　　　なお、検診受診者から匿実施機関への検体郵送
　　　は、温度管理が困難であり、検査の精度が下がるの

　　　で原則として行わないものとする。

　（エ）　検体の測定
　　　　検体回収後速やかに行う。速やかな測定が困難な

　　　場合は、冷蔵保存することとする。

（4）　検診結果の区分
　　大腸がん検診の結果は、問診結果を参考に、免疫便潜
　血検査結果により判断し、「便潜血陰性」及び「要精検」

　に区分する。
（5）　結果の通知
　　検診の結果については、精密検査の必要性の有無を附

　し、受診者に速やかに通知する。
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イ　便潜血検査
　　免疫便潜卑検査2日法で行う。
　〔ア）　測定用キット
　　　それぞれのi則定用キットの特性並びに市町村にお
　　　ける検体処理数及び採便から測定までの時間等を勘

　　　案して、最適のものを採用する。

　（イ）　採便方法

　　　採便用具（ろ紙、スティック等）を配布し、自己

　　採便とする。
　　　なお、採便用具の使用方法、採便量、初回採便か
　　ら2回目までの日数、初回採便後の検体の保管方法
　　等は検診精度に大きな影響を与えるので、採便用具
　　の配布に際してはその旨を受診者に十分説明する。
　　また、採便用具の配布は、検体の回収日時を考慮し

　　て適切な時期に行う。
　（ウ）　検体の回収

　　　初回の検体は、受診者の自宅において冷蔵保存
　　　（冷蔵庫での保存が望ましい。）し、2回目の検体
　　　を採取した後即日回収することを原則とする。やむ
　　　を得ず即日回収できない場合も、回収までの時間を
　　　極力短縮し、検体の回収、保管、輸送の各過程で温
　　　度管理に厳重な注意を払うこととする。
　　　　なお、検診受診者から題実施機関への検体郵送
　　　は、温度管理が困難であり、検査の精度が下がるの
　　　で原則として行わないものとする。

　（エ）　検体の測定
　　　　検体回収後速やかに行う。速やかな測定が困難な

　　　場合は、冷蔵保存することとする。
（4）　検診結果の区分
　　大腸がん検診の結果は、問診結果を参考に、免疫便潜
　血検査結果により判断し、「便潜血陰性j及びr要精検」

　に区分する。
（5）　結果の通知
　　検診の結果については、精密検査の必要性の有無を附

　し、受診者に速やかに通知する。



（6）　記録の整備

　　検診の記録は、氏名、性別、年齢、住所、過去の検診
　受診状況、受診指導の記録、検診結果、精密検査の必要
　性の有無、精密検査受診の有無、精密検査の確定診断の
　結果等を記録するものとする。また、必要に応じ個人票
　を作成し、これらの情報について整理するほか、治療の
　状況や予後その他必要な事項についても記録するものと
　する。
（7）　検診の事業評価

　　大円がん診の由施に当たっては
　度笛理の下に　　　ることが不可欠で
　町村は　別紙3－1に示した「大目がん
　　　　町寸用　　 用い　当訪点　　に記
　　　に由hされているか　認　行い
　　巴　した上で　　健所、地域　自会、

　者と十分協議　行い、地域における｛施体制の敵備に努
　めるものとする
　　また、生活習襯病検診等管理指導協議会大腸がん部会
　における　討，，士　　足フまえ

　　診hの喉｛や由施方法捗の釜

　　なお　大日がん　診における　 証面の
　方は　「老人　健　　に基づく　腸がん

　いて（がん　診に．　る　討会　副
　を参照すること。

飢餓実施機関
　ア　検診実施機関は、適切な方法及び精度管理の下で大
　　腸がん　診が円滑に　　されるよ』
　　た「大自がん　診のための点　　（　診
　　元用い　当訪，、、　　に記一された　エが

　　れているか　認　行い　 購血査
　　めることとする
　イ　匿実施機関は、大腸がんに関する正確な知識及び
　　技能を有す．るものでなければならない，，

　ウ　検診実施機関は、検体の測定を適正な方法で原則と
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（6）　記録の整備

　　検診の記録は、氏名、性別、年齢、住所、過去の検診

　受診状況、受診指導の記録、検診結果、精密検査の必要
　性の有無、精密検査受診の有無、精密検査の確定診断の
　結果等を記録するものとする。また、必要に応じ個人票
　を作成し、これらの情報について整理するほか、治療の
　状況や予後その他必要な事項にういても記録するものと
　する。

（7）　受託実施機関

　ア　受託実施機関ぱ、検診の精度を向上させるため、検
　　診　　の　守点　　整商及び　査　の票二化に　　る
チェック の　立並びに　診’ の二　の向上に
又めなければからない

イ　壁実施機関は、大腸がんに関する正確な知識及び
　技能を有するものでなければならない。
ウ　受託実施機関は、検体の測定を適正な方法で原則と
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　して自ら行わなければならない。
工　塵盆実施機関は、精密検査実施施設と連絡をとり、

　精密検査結果の把握に努めなければならない。
オ　塗診実施機関は、検診結果を少なくとも3年間保存

　しなければならない。

キ診実施は生1’コ舶病診極位理旨ロ協量会大
腸がん部会における検討結　を踏まえ、その旨猫又は

　して自ら行わなければならない．

工　塁話実施機関は、精密検査実施施設と連絡をとり、

　精密検査結果の把握に努めなければならない。

オ　墨実施機関は、検診結果を少なくとも3年間保存
　しなければならない。

助言に従い、　施方法等を　芒に努めることとする
〔9）　精密検査等

　ア　大腸がん　診において「 とされた　につい
皿

ては必柵蛍査善診るよ、、全ての診再診 制が整っていることを
、則として全大日内

大腸がん検診の実施に当たっては、精密検査の実施体
　　　　　　　　　　と　る　なお　一一慮　査は、

に。知　ることとする　なお の際には　一一慮 査又はS状結目内　鏡　査及

査思珍しないことにより大目がんによる死亡の危 び注目エックス，，　査（二重造影法）とする

、生が高ま．るなどの‡学的知　に基づ：一

イ
一 わが国の大腸がんの死亡率、罹患率は、40歳代後半

から増加

から、50歳以上の者については、

示し、特に50歳以降の増加が著しいこと
　　　　　　　　　　　亟的に受診指導

する晒の重点的な対応　行、ことと　亙』
ウ
一 大腸がん検診の実施に当たっては、精密検査の実施

体制が整っていること一」鑓＿
一選　は全大日内　鏡　査と　る

エ一 　一一麻　査　全大日内　一　査で行、こ

合においては　S状結腸内　鏡
検査（二重造影法）の併用による精密検査
　ただし、その　施に当たっては、十分な一’度酋理の
下で、注腸エックス1ウ検査の専門家により

とと　る

　　1葺血査のみによる一’宙査は　がんの落とし

とが困常な已
1腸エックス1：，

査　　｛施する

｝な一’度酋理の

一り　施するこ

オ
一

の増加につながることから行　ないこと滋』

7　総合がん検診
（1）　目的

　　総合がん検診は、地域住民の多様な二一一ズに対応する
　観点から、節目検診として総合的ながん検診を行うこと

7　総合がん検診
（1）　目的

　　総合がん検診は、地域住民の多様なニーズに対応する
　観点から、節目検診として総合的ながん検診を行うこと
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　を目的とする。
（2）　実施方法

　　総合がん検診は、がん検診のすべてを同時に実施する
　ものであり、原則として同時実施が可能な医療機関にお

　いて実施するものとする。
（3）　検診の実施

　　総合がん検診は、2から6までに規定する検査の項目
　及び次に掲げる検査の項目（医師が必要と認める者につ
　いて行う場合に限る。）について、2から6までに規定
　する実施の方法により実施する。ただし、肺がん検診に
　おける胸部エックス線検査については、検診実施医療機
　関で直接撮影により撮影された胸部エックス線写真を用

　いるものとする。

（4）　その他

　　　「結果の通知」、「記録の整備」、「塗診実施機関」等

　については、2から6までに定めるところに準じて実施
　するものとする。

（2）

（3）

を目的とする。

　実施方法
　総合がん検診は、がん検診のすべてを同時に実施する
ものであり、原則として同時実施が可能な医療機関にお
いて実施するものとする。

　検診の実施

　総合がん検診は、2から6までに規定する検査の項目
及び次に掲げる検査の項目（医師が必要と認める者につ
いて行う場合に限る。）について、2から6までに規定

する実施の方法一により実施す
る。ただし、肺がん検診にお1ナる胸部エックス線検査に
ついては、検診実施医療機関で直接撮影により撮影され
た胸部エックス線写真を用いるものとする。

雌　，貝1として直腸鏡査由　る（4）　その他

　　「結果の通知」、「記録の整備」、「懸実施機関」等

　については、2から6までに定めるところに準じて実施
　するものとする。

8
咽

盟且且飽　　がん 診の，，士　　「 と判幽された　について
医療　関への受診を旨導することにより、的確な受診が

辺 対象者
がん　診の結　　r と半1｛された

血 急診旨’の
ア　旨揃の内応
がん　診の結　　「 と判幽された　に対し
への凪診　 旨一　る

イ　結　　の巴

　医療機関との連携の下に、醤診結　等について把握
　に努めること
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8　その他の事項については、「保健事業実施要領の全部改
　正について」の別添「保健事業実施要領」の第5健康診査

　等に準ずるものとする。

9　健康手帳にがん検診の記録に係るページを設ける場合に
　あっては、別添様式を標準的な様式例とする。

一10　その他の留意事項

　　別紙のとおりとする。

（10　別添様式は省略）

別紙

がん検診実施上の留意事項

1　子宮体部の細胞診
（1）子宮体部の細胞診の実施

　ア　対象者
　　　子宮頚部がんの問診の結果により、最近6月以内に
　　（ア）不正性器出血（一過性の少量の出血、閉経後出血

　　　　等）
　　（イ）月経異常（過多月経、不規則月経等）

　　（ウ）褐色帯下

　　のいずれかの症状を有していたことが判明した者に対
　　しては、第一選択として、十分な安全管理のもとで多
　　様な検査を実施することができる医療機関の受診を勧

　　奨することとなるが、一歩に併せて子宮
体部の細胞診（子宮内膜細胞診）　実施することにつ

包幽に合　せて記金・し、、業績的な旨の後の凪診状況の記金・は　診査の記釜・

　　　　　　　にノ立てるものと

鉱
9　その他の事項については、r保健事業実施要領の全部改
　正について」の別添「保健事業実施要領」の第5健康診査
　等に準ずるものとする。

10　健康手帳にがん検診の記録に係るページを設ける場合に
　あっては、別添様式を標準的な様式例とする。

11　その他の留意事項

　　別紙のとおりとする。

（10　別添様式は省略）

別紙

がん検診実施上の留意事項

1　子宮体部の細胞診
但子宮体部の細胞診の実施
　ア　対象者
　　　子宮頚部がんの問診の結果により、最近6月以内に
　　（ア）不正性器出血（一過性の少量の出血、閉経後出血

　　　　等）

　　（イ）月経異常（過多月経、不規則月経等）

　　（ウ）褐色帯下

　　のいずれかの症状を有していたことが判明した者に対
　　しては、第一選択として、十分な安全管理のもとで多
　　様な検査を実施することができる医療機関の受診を勧

　　奨することとなるが、一宮内膜細　診） 施することについて　人が同意す
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いて　人が同意する見合には　子古墨音のm　診に
き，，売き子白　音の。胞診　由　する

　イ　問診の留意点
　　　問診時に聴取する不正性器出血は、いわゆる不正出
　　血、閉経後出血、不規則月経、下着に付着した染み程
　　度の赤色斑点（スポッティング）、一次的な少量の出
　　血、褐色帯下等出血に起因するすべての状態を含む。
　　したがって、i問診の際にはこのような状態を正しく把
　　握するよう留意する。

　ウ　細胞採取の留意点
　　　子宮体部の細胞診においては、吸引法又は擦過法に
　　よって子宮内膜細胞を採取するが、対象者は主として
　　更年期又ば更年期以後の婦人であることから、子宮頚
　　管が狭くなっていること等を考慮し、吸引法及び擦過
　　法の両器具を準備しておくことが望ましい。
　　　検診車や保健所等で検診を実施する場合であって、
　　吸引法又は擦過法のいずれかの方法を用いても器具の
　　挿入ができないときには、速やかに医療機関を受診す
　　るよう受診者に指導するとともに、医療機関における
　　細胞診の結果等の把握に努める。
（2）指導区分等

　原則として、子宮体部の細胞診の判定結果が「疑陽
性」及び「陽性」の者は「要精検」とし、「陰性」の者

　は、その他の臨床症状を勘案し精密検査受診の要否を決
　定するが、精密検査受診の必要がない場合は「精検不
要」とし、それぞれ次の内容の指導を行う。
　ア　　「要精検」と区分された者

　　　医療機関において精密検査を受診するよう指導す
　　る。

　イ　　「精検不要」と区分された者

　　　日常生活において不正性器出血等に注意するよう指
　　導する。

2　肺がん検診

　　　音の，，　診

　イ　問診の留意点
　　問診時に聴取する不正性器出血は、いわゆる不正出
　　血、閉経後出血、不規則月経、下着に付着した染み程
　　度の赤色斑点（スポッティング）、一次的な少量の出
　　血、褐色帯下等出血に起因するすべての状態を含む。
　　したがって、問診の際にはこのような状態を正しく把
　　握するよう留意する。

　ウ　細胞採取の留意点
　　　子宮体部の細胞診においては、吸引法又は擦過法に
　　よって子宮内膜細胞を採取するが、対象者は主として
　　更年期又は更年期以後の婦人であることから、子宮頚
　　管が狭くなっていること等を考慮し、吸引法及び擦過
　　法の両器具を準備しておくことが望ましい。
　　　検診車や保健所等で検診を実施する場合であって、
　　吸引法又は擦過法のいずれかの方法を用いても器具の
　　挿入ができないときには、速やかに医療機関を受診す
　　るよう受診者に指導するとともに、医療機関における
　　細胞診の結果等の把握に努める。
（2）指導区分等

　原則として、子宮体部の細胞診の判定結果が「疑陽
性」及び「陽性」の者は「要精検」とし、「陰性」の者

　は、その他の臨床症状を勘案し精密検査受診の要否を決
　定するが、精密検査受診の必要がない場合は「精検不
要」とし、それぞれ次の内容の指導を行う。

　ア　「要精検」と区分された者
　　　医療機関において精密検査を受診するよう指導す
　　る。

　イ　「精検不要」と区分された者
　　　日常生活において不正性器出血等に注意するよう指
　　導する。

　　る目合には　子尚至音がん　診に旧せて書き続き子西

2　肺がん検診
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（1）　喀痰細胞診の実施

　ア　対象者
　　　喀痰細胞診の対象者は、問診の結果、原則として
　　（ア）　50歳以上で喫煙指数（1日本数x年数）600以上
　　　　の者（過去における喫煙者を含む。）

　　（イ）　6月以内に血痰のあった者

　　　　のいずれかに該当することが判明した者とする。

　イ　喀痰採取の方法
　　　喀痰細胞診の対象者に有効療の採取方法を説明し、
　　保存液の入った喀痰採取容器を配布し、喀痰を採取す
　　る。喀痰は、起床時の早朝疾を原則とし、最低3日の
　　蓄疾、又は3日の連続採疾とする。
　　　採取した喀痰（細胞）の処理方法は、以下のとおり
　　である。

　　（ア）　ホモジナイズ法又は蓄疫直接塗抹法により、2
　　　枚以上のスライドグラスに擦り合わせ式で塗抹す
　　　る。塗抹面積はスライドグラス面の3分の2程度
　　　とする。
　　（イ）　蓄疾直接塗抹法では粘血部、灰白色部等数箇所

　　　からピックアップし、擦り合わせ式で塗抹する。
　　（ウ）　パパニコロウ染色を行い顕微鏡下で観察する。

　ウ　判定
　　　喀痰細胞診の結果の判定は、「肺癌集団検診の手び
　　き」（日本肺癌学会集団検診委員会編）の「集団検診
　　における喀痰細胞診の判定基準と指導区分」によって
　　ノ　　　ヘ　　イ丁つ。

（2）　胸部エックス線検査に用いる適格な写真

　　胸部エックス線検査に用いる肺がん検診に適格な胸部
　エックス線写真とは、肺尖、肺野外側縁、横隔膜、肋骨
　横隔膜などを十分に含むようなエックス線写真であっ
　て、適度な濃度とコントラスト及び良好な鮮鋭度をも
　ち、縦隔陰影に重なった気管、主気管支の透亮像並びに
　心陰影及び横隔膜に重なった肺血管が観察できるもので
　あり、かつ、次により撮影されたものとする。
　ア　間接撮影であって、100mmミラーカメラを用い、定

（1）　喀痰細胞診の実施

　ア　対象者
　　　喀痰細胞診の対象者は、問診の結果、原則として
　　（ア）　50歳以上で喫煙指数（1日本数x年数）600以上
　　　の者（過去における喫煙者を含む。）
　　（イ）　6月以内に血痰のあった者

　　　のいずれかに該当することが判明した者とする。
　イ　喀痰採取の方法
　　　喀痰細胞診の対象者に有効疫の採取方法を説明し、
　　保存液の入った喀痰採取容器を配布し、喀痰を採取す
　　る。喀痰は、起床時の早朝疲を原則とし、最低3日の
　　蓄疫、又は3日の連続採疾とする。
　　　採取した喀痰（細胞）の処理方法は、以下のとおり
　　である。

　　〔ア）　ホモジナイズ法又は蓄疲直接塗抹法により、2
　　　枚以上のスライドグラスに擦り合わせ式で塗抹す
　　　る。塗抹面積はスライドグラス面の3分の2程度
　　　とする。
　　（イ）　蓄疾直接塗抹法では粘血部、灰白色部等数箇所

　　　からピックアップし、擦り合わせ式で塗抹する。
　　（ウ）　パパニコロウ染色を行い顕微鏡下で観察する。

　ウ　判定
　　　喀痰細胞診の結果の判定は、「肺癌集団検診の手び
　　き」（日本肺癌学会集団検診委員会編）の「集団検診
　　における喀痰細胞診の判定基準と指導区分」によって
　　行う。

（2）　胸部エックス線検査に用いる適格な写真

　　胸部エックス線検査に用いる肺がん検診に適格な胸部
　エックス線写真とは、肺尖、肺野外側線、横隔膜、肋骨
　横隔膜などを十分に含むようなエックス線写真であっ
　て、適度な濃度とコントラスト及び良好な鮮鋭度をも
　ち、縦隔陰影に重なった気管、主気管支の透亮像並びに
　心陰影及び横隔膜に重なった肺血管が観察できるもので
　あり、かつ、次により撮影されたものとする。
　ア間接撮影であって、100mmミラーカメラを用い、定

一21→



　格出力150kv以上の撮影装置を用いた、120kv以上の管

　電圧による撮影
　イ　間接撮影であって、定格出力125kvの撮影装置を用
　い、110kv以上の管電圧により、縦隔部の感度を肺野
　部に対して亭黄るため希土類（グラデーーション型）蛍
　光板を用い一た撮影
　ウ　直接撮影であって、被験者一管球間の距離をて．5m以

　上とし、定格出力150kv以上の撮影装置を用い、原則
　として120kv（やむを得ない場合は100～120kvでも可）
　の管電圧及び希土類システム（希土類増感紙及びオル
　　ソタイプフィルム）を用いた撮影
（3）　胸部エックス線写真の読影

　　胸部エックス線写真は、2名以上の医師によって読影
　し、それぞれの読影結果に基づき比較読影する。その方
　法は、次のとおりとする。
　ア　二重読影

　　　2名以上の医師が同時に又はそれぞれ独立して読影

　するものとするが、このうち1名は十分な経験を有す
　ること。読影結果の判定は、「肺癌集団検診の手び
　き」（日本肺癌学会集団検診委員会編）の「肺癌検診
　における胸部X線写真の判定基準と指導区分」によっ
　て行う。

　イ比較読影
　　二重読影の！結果、「肺癌集団検診の手びき」（日本

　肺癌学会集団検診委員会編）の「肺癌検診における胸
　部X線写真の判定基準と指導区分」の「d」及び
　「e」に該当するものについては比較読影を行う。比較
　読影は、過去に撮影した胸部エックス線写真と比較し
　ながら読影するもので、地域の実情に応じて次のいず
　れかの方法で行う。
　（ア）　読影委員会等を設置して比較読影を行う方法

　（イ）　二重読影を行った医師がそれぞれ比較読影を行う

　　方法
　（ウ）　二重読影を行った医師のうち、指導的立場の医師

　　が比較読影を行う方法

　格出力150kv以上の撮影装置を用いた、120kv以上の管

　電圧による撮影
　イ　間接撮影であって、定格出力125kvの撮影装置を用

　い、110kv以上の管電圧により、縦隔部の感度を肺野
　部に対して高めるため希土類（グラデーション型）蛍
　光板を用いた撮影
　ウ　直接撮影であって、被験者一管球間の距離を1．5m以

　上とし、定格出力150kv以上の撮影装置を用い、原則
　として120kv（やむを得ない場合は100～120kvでも可）
　の管電圧及び希土類システム（希土類増感紙及びオル
　ソタイブフィルム）を用いた撮影
（3）　胸部エックス線写真の読影

　　胸部エックス線写真は、2名以上の医師によって読影
　し、それぞれの読影結果に基づき比較読影する。その方
　法は、次のとおりとする。
　ア　二重読影

　　2名以上の医師が同時に又はそれぞれ独立して読影
　するものとするが、このうち1名は十分な経験を有す
　ること。読影結果の判定は、「肺癌集団検診の手び
　き」（日本肺癌学会集団検診委員会編）の「肺癌検診
　における胸部X線写真の判定基準と指導区分」によっ
　て行う。
イ　比較読影

　　二重読影の結果、「肺癌集団検診の手びき」（日本
　肺癌学会集団検診委員会編）の「肺癌検診における胸
　部X線写真の判定基準と指導区分」の「d」及び
　re」に該当するものについては比較読影を行う。比較
　読影は、過去に撮影した胸部エックス線写真と比較し
　ながら読影するもので、地域の実情に応じて次のいず
　れかの方法で行う。
　（ア）　読影委員会等を設置して比較読影を行う方法

　（イ）　二重読影を行った医師がそれぞれ比較読影を行う

　　方法
　（ウ）　二重読影を行った医師のうち、指導的立場の医師

　　が比較読影を行う方法
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　　読影結果の判定は、「肺癌集団検診の手びき」（日
　本肺癌学会集団検診委員会編）の「肺癌検診における
　胸部x線写真の判定基準と指導区分」によって行う。

（4）　指導区分等

　　指導区分は、r要精検」及びr精検不要」とし、それ

　ぞれ次の内容の指導を行う。
　ア　「要精検」と区分された者
　　医療機関において精密検査を受診するよう指導す

　　る。

　イ　「精検不要」と区分された者
　　翌年の検診受診を勧めるとともに、禁煙等日常生活上

　　の注意を促す。
　　　なお、指導区分の決定及び精度管理等については、
　　「肺癌集団検診の手びき」（日本肺癌学会集団検診委

　　員会編）等を参考にする。
　　　また、胸部エックス線写真の読影の結果、結核等肺
　　がん以外の疾患が考えられる者については、受診者に
　　適切な指導を行うとともに、結核予防法第4条第3項
　　に規定する定期の健康診断等の実施者又は医療機関に

　　連絡する等の体制を整備する。
（5）　記録の整備
　　精密検査の結果が夕と診断された者については必ず個
　人票を作成し、組織型、臨床病期、治療の状況（切除の
　有無を含む。）等について記録する。
　　また、がんが否定された者についてもその後の経過を
　把握し、追跡することのできる体制を整備することが望

　ましい。

　　読影結果の判定は、「肺癌集団検診の手びき」（日
　本肺癌学会集団検診委員会編）の「肺癌検診における
　胸部X線写真の判定基準と指導区分」によって行う。

　　指導区分等
　　指導区分は、「要精検」及び「精検不要」とし、それ

　ぞれ次の内容の指導を行う。
　ア　「要精検」と区分された者
　　医療機関において精密検査を受診するよう指導す

　　る。

　イ　「精検不要」と区分された者
　　翌年の検診受診を勧めるとともに・禁煙等日常生活上

　　の注意を促す。
　　なお、指導区分の決定及び精度管理等については、
　　「肺癌集団検診の手びき」（日本肺癌学会集団検診委

（4）

　員会編）等を参考にする。
　　また、胸部エックス線写真の読影の結果、結核等肺
　がん以外の疾患が考えられる者については、受診者に
　適切な指導を行うとともに、結核予防法第4条第3項
　　に規定する定期の健康診断等の実施者又は医療機関に

　連絡する等の体制を整備する。
〔5）　記録の整備

　　精密検査の結果がんと診断された者については必ず個
　人票を作成し、組織型、臨床病期、治療の状況（切除の
　有無を含む。）等について記録する。
　　また、がんが否定された者についてもその後の経過を
　把握し、追跡することのできる体制を整備することが望

　ましい。
〔6）　　診の｛　　

111

一　　　がん　診に必　な　　　1」は　次のとおりで　る
ア　　　診： 町寸の齢土る道．、に成人病診
空理旨口脇…会がん音会が訟されていること

イ
一

幽でるIIにること

’
、カ

ウ　一占の研修・書冊　を受rナる等胸部エックス，篭写盲

の読、，ヨに習熟した　診担当医が確保されていること
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血　肺がん検診に用いる胸部エックス線写真
　65歳以上の対象者の検診においては以下の点に留意す
　ること。
ア　胸部エックス線写真は、結核予防法第10条に規定す
　る健康診断に関する記録に準じ、結核健診の実施者に
　おいて保存するものとし、肺がん検診の実施者から一
　時的利用の依頼があった場合には、迅速かつ円滑に応
　じられるようその管理体制を整備すること。
イ　結核健診の実施者が結核健診を他の機関に委託して
　行う場合にあっては、委託契約締結に際して、胸部エ
　ックス線写真の保存及び肺がん検診の実施者からの一
　時的利用の依頼に対する便宜の供与等に支障の生じな
　いよう所要の配慮をすること。
ウ　肺がん検診の実施者は、結核健診において撮影され
　た胸部エックス線写真を用いて肺がん検診を行うこと
　を肺がん検診の受診者に周知せしめるとともに、利用
　する胸部エックス線写真を損傷しないよう十分な注意
　をもって取り扱うものとし、利用後は速やかに返却す
　ること。なお、胸部エックス線写真の利用に伴う胸部
　エックス線写真及び関連する記録の検索並びに運搬に
　係る費用については、肺がん検診の実施者において負
　担すること。

3　乳がん検診

工　　　読影及び比六読影のための一宮
　11が敵藩されていること
オ　エッ　ス、り　査書論 継目診再）エツ
クスワ

出 火　「『　凪診　碧及び 、　生

がん患　誓　〔「　　の　がん 及び切．、 ）静

力　　　　　　　　　　る　1が適切に　　できるこ

並
並　肺がん検診に用いる胸部エックス線写真
　65歳以上の対象者の検診においては以下の点に留意す
　ること。
ア　胸部エックス線写真は、結核予防法第10条に規定す
　る健康診断に関する記録に準じ、結核健診の実施者に
　おいて保存するものとし、肺がん検診の実施者から一
　時的利用の依頼があった場合には、迅速かつ円滑に応
　じられるようその管理体制を整備すること。
イ　結核健診の実施者が結核健診を他の機関に委託して
　行う場合にあっては、委託契約締結に際して、胸部エ
　ックス線写真の保存及び肺がん検診の実施者からの一
　時的利用の依頼に対する便宜の供与等に支障の生じな
　いよう所要の配慮をすること。
ウ　肺がん検診の実施者は、結核健診において撮影され
　た胸部エックス線写真を用いて肺がん検診を行うこと
　を肺がん検診の受診者に周知せしめるとともに、利用
　する胸部エックス線写真を損傷しないよう十分な注意
　をもって取り扱うものとし、利用後は速やかに返却す
　ること。なお、胸部エックス線写真の利用に伴う胸部
　エックス線写真及び関連する記録の検索並びに運搬に
　係る費用については、肺がん検診の実施者において負
　担すること。

血　　の也一『度笛理に

3　乳がん検診
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（1〉　検診の実施

ア　検診の実施方式
　　乳房エックス線検査の実施に当たっては、原則とし
　て、乳房エックス線写真の読影を行いながら視触診を
　実施するものとする〔両者を同時に行うのは、本項の
　エの（ウ）にいう2名の読影者のうちの1名で差し支
　えない。）。
　　なお、実施方法を定めるに当たっては、受診者の利
　便に配慮するとともに、検査結果を速やかに受診者に
　　通知する等、検診の円滑かつ適切な実施に支障をきた

　すことのないように努める。
　イ　視診の留意点
　　視診に当たっては、乳房の対象性（大きさ及び
　形）、乳房皮膚の陥凹、膨隆、浮腫及び発赤、乳頭陥
　凹並びに乳頭びらんの有無について観察する。
　ウ　触診の留意点
　　触診は、指腹法、指先交互法等により、両手で乳房
　の内側から外側〔又は外側から内側）に、かつ、頭側
　から尾側に向かって、乳房を軽〈胸壁に向かって圧迫
　するように行う。
　（ア）　乳房の触診

　　　腫瘤、結節及び硬結の有無、性状等を診察する。
　（イ）　リンパ節の触診

　　　腋窩リンパ節及び鎖骨上窩リンパ節の腫脹の有
　　無、性状等を診察する。
　（ウ〉　乳頭の触診

　　　乳頭からの異常な分泌物の有無、性状等を診察す
　　る。
　工　乳房エックス線検査の留意点
　（ア）　実施機関の基準

　　　乳房エックス線撮影の実施機関は、当該検査を実
　　　施するに適格な撮影装置（原則として日本医学放射
　　線学会の定める仕様基準を満しているものとし、少
　　なくとも適切な線量及び画質基準を満たすことが必
　　要である。）を備えるものとする。

（1）　検診の実施

　ア　検診の実施方式

　　乳房エックス線検査の実施に当たっては、原則とし
　て、乳房エックス線写真の読影を行いながら視触診を
　実施するものとする（両者を同時に行うのは、本項の
　エの（ウ）にいう2名の読影者のうちの1名で差し支
　えない。）。

　　なお、実施方法を定めるに当たっては、受診者の利
　便に配慮するとともに、検査結果を速やかに受診者に
　　通知する等、検診の円滑かつ適切な実施に支障をきた
　すことのないように努める。
　イ　視診の留意点

　　視診に当たっては、乳房の対象性（大きさ及び
　形）、乳房皮膚の陥凹、膨隆、浮腫及び発赤、乳頭陥
　凹並びに乳頭びらんの有無について観察する。
　ウ　触診の留意点
　　触診は、指腹法、指先交互法等により、両手で乳房
　の内側から外側（又は外側から内側）に、かつ、頭側
　から尾側に向かって、乳房を軽く胸壁に向かって圧迫
　するように行う。
　（ア）　乳房の触診

　　　腫瘤、結節及び硬結の有無、性状等を診察する。
　（イ）　リンパ節の触診

　　　腋窩リンパ節及び鎖骨上窩リンパ節の腫脹の有
　　無、性状等を診察する。
　（ウ）　乳頭の触診

　　　乳頭からの異常な分泌物の有無、性状等を診察す
　　る。
　工　乳房エックス線検査の留意点
　（ア）　実施機関の基準

　　　乳房エックス線撮影の実施機関は、当該検査を実
　　　施するに適格な撮影装置（原則として日本医学放射
　　線学会の定める仕様基準を満しているものとし、少
　　なくとも適切な線量及び画質基準を満たすことが必
　　要である。）を備えるものとする。
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　　　　なお、マンモグラフィ検診精度管理中央委員会
　　　（日本乳癌検診学会、日本乳癌学会、日本医学放射
　　線学会、日本産科婦人科学会、日本放射線技術学会
　　及び日本医学物理学会により構成される委員会をい
　　う。以下同じ。）が開催する乳房エックス線検査に
　　関する講習会又はこれに準ずる講習会を修了した診
　　療放射線技師が乳房撮影を行うことが望ましい。
　〔イ）　乳房エックス線写真の撮影について

　　　前項に規定する撮影装置を用いて、両側乳房につ
　　いて、内外斜位方向撮影を行う。内外斜位方向撮影
　　を補完する方法として、50歳以上の対象者にも頭尾方
　　　向撮影を追加することは差し支えな1，、。

　（ウ）　乳房エックス線写真の読影について

　　　読影室の照度やシャウカステンの輝度に十分配慮
　　する等読影環境を整えた上で、視触診と同時併用で
　　読影を行い、更に十分な経験を有する医師（マンモ
　　グラフィ検診精度管理中央委員会が開催する読影講
　　習会又はこれに準ずる講習会を修了していることが
　　望ましい。以下同じ。）による読影を行うことを原
　　則とする。視触診と同時併用で読影を行うことがで
　　きない場合においても、2名以上の医師（うち1名
　　は、十分な経験を有すること）が同時に又はそれぞ
　　れ独立して読影するものとする。
　　　読影結果の判定は、乳房の左右の別ごとに行う。
　（エ）　機器等の品質管理について

　　　実施機関は、撮影装置、現像機、シャウカステンそ
　　の他の当該検査に係る機器等について、日常的かつ
　　定期的な品質管理を行わなければならない．
　（才）　その他

　　　上記（ア）から〔エ）の詳細については、rマンモ
　　グラフィによる乳がん検診の精度管理マニュアル」
　　．（厚生省老人保健推進費等補助金・マンモグラフィ

　　による乳がん検診の推進と精度向上に関する研究班
　　　平成12年1月）等を参考とする。
（2）　指導区分等

　　　なお、マンモグラフィ検診精度管理中央委員会
　　　（日本乳癌検診学会、日本乳癌学会、日本医学放射

　　線学会、日本産科婦人科学会、日本放射線技術学会
　　及び日本医学物理学会により構成される委員会をい
　　う。以下同じ。）が開催する乳房エックス線検査に
　　関する講習会又はこれに準ずる講習会を修了した診
　　療放射線技師が乳房撮影を行うことが望ましい。
　（イ）　乳房エックス線写真の撮影について

　　　前項に規定する撮影装置を用いて、両側乳房につ
　　いて、内外斜位方向撮影を行う。内外斜位方向撮影
　　を補完する方法として、50歳以上の対象者にも頭尾方
　　　向撮影を追加することは差し支えない。
　（ウ）　乳房エックス線写真の読影について

　　　読影室の照度やシャウカステンの輝度に十分配慮
　　する等読影環境を整えた上で、視触診と同時併用で
　　読影を行い、更に十分な経験を有する医師（マンモ
　　グラフィ検診精度管理中央委員会が開催する読影講
　　習会又はこれに準ずる講習会を修了していることが
　　望ましい。以下同じ。）による読影を行うことを原
　　則とする。視触診と同時併用で読影を行うことがで
　　きない場合においても、2名以上の医師（うち1名
　　は、十分な経験を有すること）が同時に又はそれぞ
　　れ独立して読影するものとする。
　　　読影結果の判定は、乳房の左右の別ごとに行う。
　（エ）　機器等の品質管理について

　　　実施機関は、撮影装置、現像機、シャウカステンそ
　　の他の当該検査に係る機器等について、日常的かつ
　　定期的な品質管理を行わなければならない。
　（オ）　その他

　　　上記（ア）から（エ）の詳細一については、「マンモ
　　グラフィによる乳がん検診の精度管理マニュアル」
　　　（厚生省老人保健推進費等補助金・マンモグラフィ

　　による乳がん検診の推進と精度向上に関する研究班
　　・平成π2年1月）等を参考とする。
（2）　指導区分等
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　　指導区分はr要精検」及びr精検不要」とし、それぞ
　れ次の内容の指導を行う。
　ア　　「要精検」と区分された者
　　医療機関において精密検査を受診するよう指導する。
　イ　　「精検不要」と区分された者

　　次回の検診受診を勧めるとともに、日常の健康管理
　の一環としての乳房の自己触診に関する指導をする。
（3）　記録の整備

　　精密検査の結果、がんと診断された者については、必
　要に応じて個人票を作成し、医療機関における確定診断
　の結果、治療の状況等について記録する。
　　また、がんが否定された者についてもその後の経過を
　把握し、追跡することのできる体制を整備することが望

　ましい。

　　指導区分は「要精検」及び「精検不要」とし、それぞ

　れ次の内容の指導を行う。
　ア　　「要精検」と区分された者

　　医療機関において精密検査を受診するよう指導する。
　イ　　「精検不要」と区分された者

　　次回の検診受診を勧めるとともに、日常の健康管理
　の一環としての乳房の自己触診に関する指導をする。
（3）　記録の整備

　　精密検査の結果、がんと診断された者については、必
　要に応じて個人票を作成し、医療機関における確定診断
　の結果、治療の状況等について記録する。
　　また、がんが否定された者についてもその後の経過を
　把握し、追跡することのできる体制を整備することが望
　ましい。

　　　　　　　　　　な　　　llは、次のとおりである
　ア　　診｛施市町村の所在する者道・県に、成人病検診
　　管理旨導協議会乳がん部会が設置されていること
　イ　成人病　診笛理旨一協三会乳がん音会に届出がなさ
　　れかつ乳がん診にして一白の石修・雪’コ陪
凪げる　乳がん　診に一コ、した　診旦当　が され

ていること
ウ　乳がん　診の結　　「　ロ’ とされた　について、

　検診管理旨一協議会乳がん部会に報土される1制にあ

』エ　その他精度管理に　する事工が痛切に｛施できるこ一
4　大臼がん 診

（1）大日がん　診の一度笛理
大日がん　珍の’一度は　莉 去

・半1｛方法 に る　因と一一’・　査巫診添

の　笛　漁｛
　　　　　慮

検査の精度 診システムに　する　因の両方にヨ丹さ
れる　したがって　市町村及び受託 幾　は 診
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　　に当たっては　　　の取扱いに，に　意　るととも
　に　　“宙　　となった　の巴　と　の追跡量1査　行』
　こと一なお　辱一度　理の旨票としては　　一志　査瓢

　（1血　 日生猟）「一席　思診瓢大日がん
　巡　　　がん　　隙　が”げられるが　さらに、感度

　寺度　 出し柵畑査ムむ全診システムの言臨1
　面　行うとともに、その糸特、向上に努めること
（2）　検診の西施本制

　　大腸がん検診に必　な　施　　！1は　次のとおりであ

しア　　論　　　町ヰ・の巨土　る　『首・県に成人病　診笛
　　理ヒ　　量会大日がん音会が必　されていること
　イ　　人病　診瞥理ヒー　蕗会大腸がん音会が　　町村
一
　　の作　した　論計画について　田惣　査の円滑な　怜

　　の点からハ訴敵でる1にること
　ウ　　診　施　町寸が次のエ　について成人病　診酋理
　　指導協議会大腸がん部会に、な　、報土できるf制に
　　あること

　ア　　診メ臨　　一　昌託　　　　　測｛キット名
　　1日ハのみの　　提　　坐
　イ　思診　　　（再診瓢）　　「一辣　査　　　　一一麻

　　査瓢）　卿’・　査無論来　（田虫　査再診器）

　（ウ）　がん発見数（がん発見率）、早期がん発見数（早
　　　がん　　瓢）

エ　一定の研修・講習　受げる等大腸がん検診に習熟し
一
　た臨床検査支師が確　されていること
オ　その也精度管理に関する事項が適切に実施できるこ

一
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（参考：改正後全文）

別　添

　　　　　がん予防重点健康教育及びがん検診実施のための指針

第1　目的
　　がんは、わが国における総死亡の約3割を占めており、全がん死亡率は現在も増加

　傾向にある。一方、予防に関する知識の普及や早期発見を通じて、がん予防が期待さ

　れるものも少なくないことから、がん予防重点健康教育及びがん検診を実施し、がん

　死亡を減少させることを目標とする。

第2　がん予防重点健康教育

1　重点課題
　　がん予防重点健康教育の課題は、次のとおりとする。

（！）

（2）

（3）

（4）

子宮がん（子宮頚部がん及び子宮体部がんをいう。以下同じ。）予防健康教育

肺がん予防健康教育

乳がん予防健康教育

大腸がん予防健康教育

2　教育内容
　　がん予防重点健康教育は、概ね次に掲げる事項に関して行うものとする。

　（1）　子宮がんに関する正しい知識及び活発な性活動と子宮頚部がんの関係の理解等

　　について
　（2）　肺がんに関する正しい知識及び喫煙と肺がんとの関係の理解等について

　（3）　乳がんに関する正しい知識及び乳がんの自己触診の方法等について

　（4）　大腸がんに関する正しい知識及び食生活等と大腸がん・との関係の理解等につい

　　て

3　その他の事項については、「保健事業実施要領の全部改正について」（平成12年3

　月31日老健第334号厚生省老人保健福祉局長通知）の別添「保健事業実施要領」の第

　3健康教育等に準ずるものとする。

4　その他の留意事項
　（1）　子宮がん予防健康教育を行う場合にあっては、子宮頚部がんの多くに性感染症

　　の病原体の一つであるヒトパピローマウイルスが関与していることを踏まえ、必

　　要に応じ、教育関係者や母子保健担当者とも連携を図る等、その効率的・効果的

　　な実施に配慮すること。

　　　なお、エストロゲン単独投与を受けたことがある者等、子宮体がんのハイリス

　　ク者と考えられる者に対しては、子宮体がんに罹患する可能性が高いことを説明

　　した上で、今後不正性器出血等の臨床症状を認めた場合には速やかに専門医療機

　　関を受診するよう指導すること。



（2〉　肺がん予防健康教育を行う場合にあっては、肺がん検診の実施会場において同

　時に実施する等、他の事業との連携や対象者の利便に配慮すること。

（3）　乳がん予防健康教育を行う場合にあっては、わが国での40歳代の女性に罹患率

　が高い状況を踏まえ、働く女性に対する健康教育を実施する産業保健とも緊密な

　連携を有した実施体制をとる等、その効率的・効果的な実施に配慮すること。ま

　た、30歳代の女性については乳がん検診の対象とはなっていないが、乳がん罹患

　率が上昇傾向にあることを踏まえ、自己触診の重要性や異常がある場合の専門医

　療機関への早期受診等の指導を行うこと。

（4）　大腸がん予防健康教育を行う場合にあっては、大腸がん予防の上で食生活改善

　等の一次予防と二次予防（検診）とが共に重要な役割を担う点を踏まえ、大腸が

　ん検診と緊密な連携を有した実施体制をとる等、その効率的・効果的な実施に配

　慮すること。

第3
1

　（1）

　　がん検診

　総論

　　がん検診の種類

　　がん検診の種類は、次の診査及び当該診査に基づく指導とする。

　ア　胃がん検診

　イ　子宮がん検診

　ウ　肺がん検診

　工　乳がん検診

　オ　大腸がん検診

　力　総合がん検診

（2〉　検診の実施体制

　　がん検診に必要な実施体制は、次のとおりである。

　ア　がん検診に習熟した検診担当医、検診担当臨床検査技師が確保されていること。

　イ　2から7までに示す、検査項目、結果の通知、記録の整備が実施されているこ

　　と。

　ウ　検診実施市町村の所在する都道府県に、生活習慣病検診等管理指導協議会が設

　　置されており、さらに各がん検診ごとの部会（胃がん部会、子宮がん部会、肺が

　　ん部会、乳がん部会及び大腸がん部会）が設置されていること。

　工　各部会において本指針及び「健康診査管理指導等事業実施のための指針」に基

　　づくがん検診の評価、指導等が実施されていること。

　オ　その他精度管理に関する事項が適切に実施されていること。

（3）対象者

　ア　胃がん検診、肺がん検診及び大腸がん検診については、当該市町村の区域内に

　　居住地を有する40歳以上の者を対象とする。

　イ　乳がん検診については、当該市町村の区域内に居住地を有する40歳以上の女性

　　を対象とする。

　ウ　子宮がん検診については、当該市町村の区域内に居住地を有する20歳以上の女
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　性を対象とする。

工　総合がん検診については、当該市町村の区域内に居住地を有する40歳及び50歳

　の者を対象とする。

（4）　実施回数

　　がん検診は、原則として同一人について年1回行うものとする。ただし、乳が

　ん検診及び子宮がん検診については、原則として同一人について2年に1回行う

　ものとし、前年度受診しなかった者に対しては、積極的に受診勧奨を行うものと

　する。したがって、受診機会は必ず毎年度設けることとし、受診率については以

　下の算定式により算定するものとする。

受診率＝（前年度の受診者数）＋（当該年度の受診者数）

　　　　及び当該年度における2年連続受診者数）
　　　　　／（当該年度の対象者数＊）X100

（前年度

＊対象者数は年1回行うがん検診の場合と同様の考え方で算定する。

　　　また、総合がん検診を行った者については、胃がん検診、子宮がん検診、肺が

　　ん検診、乳がん検診及び大腸がん検診は行うことを要しないものとする。

（5）　受診指導

ア　目的

　　がん検診の結果「要精検」と判定された者に対し、医療機関への受診を指導

することにより、的確な受診が確保されることを目的とする。

イ　対象者

　　がん検診の結果「要精検」と判定された者

ウ　受診指導の実施
　rマ、　　　手ヒコ上昔（r｛r庸
　しノノ　　ゴヨサリノピコな

　　　がん検診の結果「要精検ゴと判定された者に対し、医療機関への受診を指導

　　する。

　（イ）　結果等の把握

　　　医療機関との連携の下に、受診結果等について把握する。

工　記録の整備

　　受診指導及びその後の受診状況の記録は、診査の記録に合わせて記録し、継続

　的な指導に役立てるものとする。

オ　生活習慣病検診等管理指導協議会

　　　生活習慣病検診等管理指導協議会の各がん部会は、市町村における受診指導の

　　実施状況について把握し、広域的な見地から精検受診率を向上させるための具体

　　的な改善策を検討する。

2　胃がん検診
（1）　目的

　　　胃がんは我が国のがんの中でも最も多くみられ、これを早期に発見し治療に結



　び付けることは、がん予防対策上重要な課題であり、このため胃がん検診を実施

　し早期に発見することによって、がんの予防を図ることを目的とする。

（2）　検診の実施

　　検診項目は、問診及び胃部エックス線検査とする。

　ア　問診

　　　問診に当たっては、現在の病状、既往歴、家族歴、過去の検診の受診状況等を

　　聴取する。

　イ　胃部エックス線検査

　　（ア）　胃部エックス線検査においては、胃がんの疑いのある者を効率的にスクリ

　　　ーニングする点を考慮し、原則として間接撮影とするが、地域の実情に応じ、

　　　直接撮影を用いて差し支えない。間接撮影は7×7cm以上のフィルムを用い、

　　　撮影装置は被曝線量の低減を図るため、イメージ・インテンシファイア方式

　　　が望ましい。

　　（イ〉撮影枚数は最低7枚とする。

　　（ウ）　撮影の体位及び方法は日本消化器集団検診学会の方式によるものとする。

　　（エ）　造影剤の使用に当たっては、その濃度を適切に保つとともに、副作用等の

　　　事故に注意する。

（3）　胃部エックス線写真読影

　　胃部エックス線写真の読影は、原則として十分な経験を有する2名以上の医師

　によって行うものとする。

（4）　結果の通知

　　検診の結果については、精密検査の必要性の有無を附し、受診者に速やかに通

　知する。

（5）　記録の整備

　　検診の記録は、氏名、年齢、住所、過去の検診受診状況、胃部エックス線写真

　の読影の結果、精密検査の必要性の有無等を記録するヰ）のとする。

　　また、受診指導の記録を併せて整理するほか、必要に応じて個人票を作成し、

　治療の状況等を記録するものとする。

（6）　検診実施機関

　ア　検診実施機関は、常に日本消化器集団検診学会の定めたところにより精度管理

　　を行わなければならない。

　イ　胃部エックス線写真は、少なくとも3年間保存しなければならない。

3　子宮がん検診
（1）　目的

　　子宮がんは早期治療を行えばほとんど治ゆすることから、早期発見は重要であ

　　る。子宮がん検診は、子宮頚部及び体部に発生するがんを早期に発見するために

　行う。

（2）　検診の実施

　　検診項目は問診、視診、子宮頚部の細胞診及び内診とし、必要に応じてコルポ
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　スコープ検査を行う。

　　問診の結果、最近6月以内に

　　（ア）不正性器出血（一過性の少量の出血、閉経後出血等）

　　（イ）月経異常（過多月経、不規則月経等）

　　（ウ）褐色帯下

　のいずれかの症状を有していたことが判明した者に対しては、子宮体部がんの有

　症状者である疑いがあるので、第一選択として、十分な安全管理のもとで多様な

　検査を実施することができる医療機関の受診を勧奨する。ただし、引き続き子宮

　体部の細胞診（子宮内膜細胞診）を実施することについて本人が同意する場合に

　は、子宮頚部がん検診に併せて引き続き子宮体部の細胞診を行う。

ア　問診

　　問診に当たっては、妊娠及び分娩歴、月経の状況、不正性器出血等の症状の有

　無、過去の検診受診状況等を聴取する。

イ　視診

　　膣鏡を挿入し、子宮頚部の状況を観察する。

　ウ　細胞採取の方法

　　子宮頚部の細胞診については、子宮頚管及び膣部表面の全面擦過法、子宮体部

　　の細胞診については吸引法

　　又は擦過法によって検体を採取し、迅速に固定した後、パパニコロウ染色を行

　　い顕微鏡下で観察する。

　工　内診

　　　双合診を実施する。

（3）　子宮頚部及び子宮体部の細胞診の実施

　ア　検体の顕微鏡検査は、十分な経験を有する医師及び臨床検査技師を有する専門

　　的検査機関において行う。この場合において、医師及び臨床検査技師は日本臨床

　　細胞学会認定の細胞診専門医及び細胞検査士であることが望ましい。

　イ　子宮頚部の細胞診の結果は、細胞診クラス分類（1、n、皿a、畢b、IV、V）

　　によって分類し、精密検査の必要性の有無を決定し、速やかに検査を依頼した者

　　に対し通知する。

　ウ　子宮体部の細胞診の結果は、「陰性」、「疑陽性」及び「陽性」に区分し、速や

　　かに検査を依頼した者に対し通知する。

（4）　結果の通知

　　子宮頚部の検診の結果については、精密検査の必要性の有無を附し、子宮体部

　の細胞診の結果については、子宮体部の細胞診の結果及びその他臨床症状等を総

　合的に判断して、精密検査の必要性の有無を決定し、受診者に速やかに通知する。

（5）　記録の整備

　　検診の記録は、氏名、年齢、住所、過去の検診受診状況、子宮頚部及び子宮体

　部の細胞診の結果、子宮頚部及び子宮体部のそれぞれの精密検査の必要性の有無

　等を記録するものとする。

　　また、受診指導の記録に合わせて整理するほか、必要に応じて個人票を作成し、



　治療の状況等を記録するものとする。

（6）　検診の事業評価

　　子宮がん検診の実施に当たっては、適切な方法及び精度管理の下に実施するこ

　とが不可欠であることから、市町村は、別紙1－1に示した「子宮がん検診のための

　点検表（市町村用）」を用い、当該点検表に記載された事項が確実に実施されてい

　るか確認を行い、検診の実施状況を把握した上で、保健所、地域医師会、検診実施

　機関等関係者と十分協議を行い、地域における実施体制の整備に努めるものとす

　る。

　　また、生活習慣病検診等管理指導協議会子宮がん部会における検討結果を踏ま

　え、その指導又は助言に基づき、検診実施機関の選定や実施方法等の改善を行う

　こととする。

　　なお、子宮がん検診における事業評価の基本的な考え方は、「老人保健事業に基

　づく乳がん検診及び子宮がん検診における事業評価の手法について（がん検診に関

　する検討会中間報告（平成17年2月））」を参照すること。

（7）　検診実施機関

　ア　検診実施機関は、適切な方法及び精度管理の下で子宮がん検診が円滑に実施さ

　　れるよう、別紙1－2に示した「子宮がん検診のための点検表（検診実施機関用）」

　　を用い、当該点検表に記載された事項が確実に実施されているか確認を行い、細

　　胞診等の精度管理に努めることとする。

　イ　検診実施機関は、子宮がんに関する正確な知識及び技能を有するものでなけれ

　　ばならない。

　ウ　検診実施機関は、精密検査実施施設と連絡をとり、精密検査結果の把握に努め

　　なけれ，ばならない。

　工　検診実施機関は、検体及び検診結果を少なくとも3年間保存しなければならな

　　い。
　オー検診実施機関は生活習慣病検診等管理指導協議会子宮がん部会における検討結

　　果を踏まえ、その指導又は助言に従い、実施方法等の改善に努めることとする。

4　肺がん検診
（1）　目的

　　肺がんは、わが国のがんによる死亡の1位を占め、今後も増加傾向にあるもの

　　と予測されている。したが？て、肺がんの予防はがん予防対策上重要な課題であ

　　り、その二次予防として、肺がんを早期に発見するために、肺がん検診を実施す

　　る。

（2）　検診の実施

　　　検診項目は、問診、胸部エックス線検査及び喀痰細胞診とする。喀痰細胞診は、

　　問診の結果、医師が必要と認める者に対して行う。

　ア　問診
　　　問診に当たっては、喫煙歴及び血痰の有無は必ず聴取し、かつ、過去の検診受

　　診状況等を聴取する。



イ　胸部エックス線検査

　　65歳未満を対象とする胸部エックス線検査は、肺がん検診に適格な胸部エック

　　ス線写真を撮影し、読影する。

　　65歳以上を対象とする胸部エックス線検査は、結核予防法（昭和26年法律第96

　号）第4条第3項に規定する定期の健康診断等において撮影された肺がん検診に

　適格な胸部エックス線写真を用いた読影とする。

　ウ　喀痰採取の方法

　　　問診の結果、喀痰細胞診の対象とされた者に喀痰採取容器を配布し、喀痰を採

　　取する。喀痰は、起床時の早朝疾を原則とし、最低3日の蓄疾又は3日の連続採

　　疾とする。

　　　また、採取した喀痰〔細胞）は、固定した後、パパニコロウ染色を行い顕微鏡

　　下で観察する。

（3）　胸部エックス線写真の読影方法

　　胸部エックス線写真は、2名以上の医師（うち2名は、十分な経験を有するこ

　と）によって読影することとし、その結果に応じて過去に撮影した胸部エックス線

　写真と比較読影する。

（4）　喀痰細胞診の実施

　ア　検体の顕微鏡検査は、十分な経験を有する医師及び臨床検査技師を有する専門

　　的検査機関において行う。この場合において、医師及び臨床検査技師は、日本臨

　　床細胞学会認定の細胞診専門医及び細胞検査士であることが望ましい。

　　　また、同一検体から作成された2枚以上のスライドは、2名以上の技師により

　　スクリーニングする。

　イ　専門的検査機関は、細胞診の結果について、速やかに検査を依頼した者に対し

　　通知する。

（5）　結果の通知

　　検診の結果については、問診、胸部エックス線写真の読影の結果及び喀痰細胞

　診の結果を総合的に判断して、精密検査の必要性の有無を決定し、受診者に速や

　かに通知する。

（6）　記録の整備

　　検診の記録は、氏名、年齢、住所、過去の検診受診状況、胸部エックス線読影

　及び喀痰細胞診の結果、精密検査の必要性の有無等を記録するものとする。

　　また、受診指導の記録を併せて整理するほか、必要に応じて個人票を作成し、

　医療機関における確定診断の結果、治療の状況等を記録するものとし、さらに、

　精密検査の結果がんと診断された者については、必ず個人票を作成し、組織型、

　臨床病期、治療の状況〔切除の有無を含む。〉等について記録するものとする。

（7）　検診実施機関

　ア　検診実施機関は、細胞診を他の細胞診検査センター等に依頼する場合、細胞診

　　検査機関の細胞診専門医や細胞検査士等の人員や設備等を十分に把握し、適切な

　　機関を選ばなければならない。

　イ　胸部エックス線写真や喀痰細胞診に係る検体及び検診結果は、少なくとも3年



　　間保存しなければならない。

　　　ただし、65歳以上の対象者の胸部エックス線写真については結核健診の実施者

　　において保存するものとする。

（8）肺がんの予防についての指導

　　喫煙の肺がん発生に対する寄与率は高く、一次予防としての喫煙等の指導及び

　肺がんに関する正しい知識等の啓発普及は極めて重要である。したがって、検診

　や肺がん予防健康教育等の場を利用するとともに、必要な者に対しては喫煙者個

　別健康教育を実施し、禁煙についての教育・指導を推進する。一方、若年層に対

　しても、積極的に禁煙及び防煙に関する指導並びに肺がんに関する正しい知識等

　の啓発普及を図るよう努めるなど、防煙・禁煙・分煙にわたる、総合的なたばこ

　対策の推進を図るよう努める。

5　乳がん検診
（1）　目的

　　乳がんの罹患率及び死亡率は、年々増加している。乳がんは、早期に発見し、

　治療を行えば、予後は良好であり、乳房の温存による生活の質の維持・向上が期

　待される。乳がん検診は、乳房に発生するがんを早期に発見するために実施する。

（2）　検診の実施

　　検診項目は、問診、乳房エックス線検査（マンモグラフィ）並びに視診及び触

　　診（以下r視触診」という。）とする。乳房エックス線写真の読影と視触診は、

　　両者を同時に実施することを原則とする。ただし、乳房エックス線撮影装置を搭

　載した検診車による検診の場合や乳房エックス線写真の二重読影については、こ

　　の限りではない。

　ア　問診

　　　問診に当たっては、乳がんの家族歴、既往歴、月経及び妊娠等に関する事項、

　　乳房の状態、過去の検診受診状況等を聴取する。

　イ　視診

　　　乳房、乳房皮膚、乳頭及び腋窩の状況を観察する。

　ウ　触診

　　　乳房、乳頭及びリンパ節の触診を行う。

　工　乳房エックス線検査

　　（ア）　別紙に規定する基準に適合した実施機関において、両側乳房について、内外

　　　斜位方向撮影を行う。

　　（イ）40歳以上50歳未満の対象者については、（ア）における内外斜位方向撮影とと

　　　もに、頭尾方向撮影も併せて行う。

　　（ウ）　乳房エックス線写真の読影は、適切な読影環境の下において、二重読影（う

　　　　ち1名は十分な経験を有する医師であること）により行う。

（3）　結果の通知

　　　検診の結果については、問診、乳房エックス線検査及び視触診の結果を総合的

　　に判断して、精密検査の必要性の有無を決定し、受診者に速やかに通知する。



（4）　記録の整備

　　検診の記録は、氏名、年齢、住所、過去の検診受診状況、乳房エックス線検査

　及び視触診の結果、精密検査の必要性の有無等を記録するものとする．

　　また、受診指導の記録を合わせて整理するほか、必要に応じて個人票を作成し、

　医療機関における確定診断の結果、治療の状況等を記録するものとする。

（5）　検診の事業評価

　　乳がん検診の実施に当たっては、特に、乳房エックス線検査については、適切

　な方法及び精度管理の下に実施することが不可欠であることから、市町村は、別

　添2－1に示したr乳がん検診のための点検表（市町村用方を用い、当該点検表に記

　載された事項が確実に実施されているか確認を行い、検診の実施状況を把握した

　上で、保健所、地域医師会、検診実施機関等関係者と十分協議を行い、地域における

　実施体制の整備に努めるものとする。

　　また、生活習慣病検診等管理指導協議会乳がん部会における検討結果を踏まえ、

　その指導又は助言に基づき、検診実施機関の選定や実施方法等の改善を行うこと

　とする。

　　なお、乳がん検診における事業評価の基本的な考え方は、「老人保健事業に基

　づく乳がん検診及び子宮がん検診における事業評価の手法について（がん検診に

　関する検討会中間報告（平成17年2月））」を参照すること。

（6）　検診実施機関

　ア　乳がん検診のうち、特に乳房エックス線検査を行う検診実施機関は、適切な方

　　法及び精度管理の下で乳がん検診が円滑に実施されるよう、別紙2－2に示した「乳

　　がん検診のための点検表（検診実施機関用）」を用い、当該点検表に記載された事

　　項が確実に実施されているか確認を行い、乳房エックス線写真の撮影及び読影等

　　の精度管理に努めることとする。

　イ　検診実施機関は、乳がんに関する正確な知識及び技能を有するものでなければ

　　ならない。

　ウ　検診実施機関は、精密検査実施施設と連絡をとり、精密検査結果の把握に努め

　　なければならなレ・。

　工　検診実施機関は、乳房エックス線写真及び検診結果を少なくとも3年間保存し

　　なければならない。

　オ　検診実施機関は生活習慣病検診等管理指導協議会乳がん部会における検討結果

　　を踏まえ、その指導又は助言に従い、実施方法等の改善に努めることとする。

（7）　乳がんの予防についての指導

　　　乳がんは日常の健康管理の一環としての自己触診によって、しこり（腫瘤）が

　　触れるなどの自覚症状を認めることにより発見される場合がある。したがって、

　　検診の場で受診者に対し、定期的な乳房エックス線検査による乳がん検診を受診

　　することの重要性だけでなく、乳がんの自己触診の方法、しこりを触れた場合の

　　速やかな医療機関の受診、またその際の乳房疾患を専門とする医療機関の選択等

　　について啓発普及を図るよう努める。



6　大腸がん検診
（1）　目的

　　近年増加しつつある大腸がんは、将来がん患者数の1位を占めるものと推計さ

　れている。しかし、大腸がんは早期に発見すれば治癒し、死亡率を減少させるこ

　　とが可能である。このため、大腸がん検診を実施するものである。

（2）　検診計画の策定等

　　大腸がん検診の実施に当たっては、精密検査の実施体制が整っていることが不

　　可欠である。このため、市町村は、保健所、地域医師会、検診実施機関等関係者

　　と十分協議の上、地域医療機関の大腸精密検査対応能力を勘案し、検診計画を策

　　定する。

　　　また、生活習慣病検診等管理指導協議会大腸がん部会は、市町村が策定した検

　診計画について、検診が円滑に実施されるよう広域的な見地から医師会、検診実

　　施機関、精密検査機関等関係者と調整を行う。

（3）　検診の実施

　　検診項目は、問診及び便潜血検査とする。

　ア　問診
　　　問診に当たっては、現在の症状、既往歴、家族歴、過去の受診状況等を聴取す

　　る。

　イ　便潜血検査

　　　免疫便潜血検査2日法で行う。

　　（ア）　測定用キット

　　　　　それぞれの測定用キットの特性並びに市町村における検体処理数及び採便

　　　　から測定までの時間等を勘案して、最適のものを採用する。

　　（イ）　採便方法

　　　　　採便用具（ろ紙、スティック等）を配布し、自己採便とする。

　　　　　なお、採便用具の使用方法、採便量、初回採便から2回目までの日数、初

　　　　回採便後の検体の保管方法等は検診精度に大きな影響を与えるので、採便用

　　　　具の配布に際してはその旨を受診者に十分説明する。

　　　　　また、採便用具の配布は、検体の回収日時を考慮して適切な時期に行う。

　　（ウ）　検体の回収

　　　　　初回の検体は、受診者の自宅において冷蔵保存（冷蔵庫での保存が望まし

　　　　い。）し、2回目の検体を採取した後即日回収することを原則とする。やむ

　　　　を得ず即日回収できない場合も、回収までの時間を極力短縮し、検体の回収、

　　　　保管、輸送の各過程で温度管理に厳重な注意を払うこととする。

　　　　　なお、検診受診者から検診実施機関への検体郵送は、温度管理が困難であ

　　　　り、検査の精度が下がるの

　　　　で原則として行わないものとする。

　　（エ）　検体の測定

　　　　　検体回収後速やかに行う。速やかな測定が困難な場合は、冷蔵保存するこ

　　　　ととする。
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（4）　検診結果の区分

　　大腸がん検診の結果は、問診結果を参考に、免疫便潜血検査結果により判断しザ

　　「便潜血陰性」及び「要精検」に区分する。

（5）　結果の通知

　　検診の結果については、精密検査の必要性の有無を附し・受診者に速やかに通

　知する。

〔6）　記録の整備

　　検診の記録は、氏名、性別、年齢、住所、過去の検診受診状況、受診指導の記

　録、検診結果、精密検査の必要性の有無、精密検査受診の有無・精密検査の確定

　診断の結果等を記録するものとする。また、必要に応じ個人票を作成し・これら

　の情報について整理するほか、治療の状況や予後その他必要な事項について一も記

　録するものとする。

（7）　検診の事業評価

　　大腸がん検診の実施に当たっては、適切な方法及び精度管理の下に実施するこ

　とが不可欠であることから、市町村は、別紙3－1に示した「大腸がん検診のための

　点検表（市町村用）」を用い、一当該点検表に記載された事項が確実に実施されてい

　るか確認を行い、検診の実施状況を把握した上で、保健所、地域医師会、検診実施

　機関等関係者と十分協議を行い、地域における実施体制の整備に努めるものとす

　る。
　　また、生活習慣病検診等管理指導協議会大腸がん部会における検討結果を踏ま

　　え、その指導又は助言に基づき、検診実施機関の選定や実施方法等の改善を行う

　　こととする．

　　　なお、大腸がん検診における事業評価の基本的な考え方は・r老人保健事業に

　　基づく大腸がん検診の見直しについて〔がん検診に関する検討会中間報告（平成

　　18年2月））」を参照すること。

（8）　検診実施機関

　ア　検診実施機関は、適切な方法及び精度管理の下で大腸がん検診が円滑に実施さ

　　れるよう、別紙3－2に示した「大腸がん検診のための点検表（検診実施機関用）」

　　を用い、当該点検表に記載された事項が確実に実施されているか確認を行い、便

　　潜血検査等の精度管理に努めることとする。

　イ　検診実施機関は、大腸がんに関する正確な知識及び技能を有するものでなけれ

　　ばならない。
　ウ　検診実施機関は、検体の測定を適正な方法で原則として自ら行わなければなら

　　ない。
　工　検診実施機関は、精密検査実施施設と連絡をとり、精密検査結果の把握に努め

　　なければならない。
　オ　検診実施機関は、検診結果を少なくとも3年間保存しなければならない。

　キ　検診実施機関は生活習慣病検診等管理指導協議会大腸がん部会における検討結

　　果を踏まえ、その指導又は助言に従い、実施方法等を改善に努めることとする。

　（9）　精密検査等
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ア　大腸がん検診においてr要精検」とされた者については、必ず精密検査を受診

　するよう、全ての検診受診者に周知することとする。なお、その際には、精密検

　査を受診しないことにより、大腸がんによる死亡の危険性が高まるなどの科学的

　知見に基づき、十分な説明を行うものとする。

イ　わが国の大腸がんの死亡率、罹患率は、40歳代後半から増加を示し、特に50歳

　以降の増加が著しいことから、50歳以上の者については、積極的に受診指導する

　等の重点的な対応を行うこととする。

ウ　大腸がん検診の実施に当たっては、精密検査の実施体制が整っていることが不

　可欠であり、精密検査の第一選択は全大腸内視鏡検査とする。

工　精密検査を全大腸内視鏡検査で行うことが困難な場合においては、S状結腸内

　視鏡検査と注腸エックス線検査（二重造影法）の併用による精密検査を実施する。

　　ただし、その実施に当たっては、十分な精度管理の下で、注腸エックス線検査

　の専門家により実施することとする。

オ　便潜血検査のみによる精密検査は、がんの見落としの増加につながることから

　行わないこととする。

7　総合がん検診
（1）　目的

　　総合がん検診は、地域住民の多様なニーズに対応する観点から、節目検診とし

　　て総合的ながん検診を行うことを目的とする。

（2）　実施方法

　　総合がん検診は、がん検診のすべてを同時に実施するものであり、原則として

　　同時実施が可能な医療機関において実施するものとする。

（3）　検診の実施

　　　総合がん検診は、2から6までに規定する検査の項目及び次に掲げる検査の項

　目（医師が必要と認める者について行う場合に限る。）について、2から6までに

　規定する実施の方法により実施する。ただし、肺がん検診における胸部エックス線

　検査については、検診実施医療機関で直接撮影により撮影された胸部エックス線写

　真を用いるものとする。

（4）　その他

　　　r結果の通知」、r記録の整備」、r検診実施機関」等については、2から6まで

　　に定めるところに準じて実施するものとする。

8　その他の事項については、「保健事業実施要領の全部改正について」の別添「保

健事業実施要領」の第5健康診査等に準ずるものとする。

9　健康手帳にがん検診の記録に係るページを設ける場合にあっては、別添様式を標

　準的な様式例とする。

10　その他の留意事項
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別紙のとおりとする。

（10　別添様式は省略）

別紙

がん検診実施上の留意事項

1　子宮体部の細胞診
（1）　子宮体部の細胞診の実施

　ア　対象者
　　　子宮頚部がんの問診の結果により、最近6月以内に

　　（ア）不正性器出血（一過性の少量の出血、閉経後出血等）

　　（イ）月経異常（過多月経、不規則月経等）

　　（ウ）褐色帯下

　　のいずれかの症状を有していたことが判明した者に対しては・第一選択として・

　　十分な安全管理のもとで多様な検査を実施することができる医療機関の受診を勧

　　奨することとなるが、子宮頚部がん検診に併せて子宮体部の細胞診（子宮内膜細

　　胞診）を実施することについて本人が同意する場合には・子宮頚部の細胞診に引

　　き続き子宮体部の細胞診を実施する・

　イ　問診の留意点
　　　問診時に聴取する不正性器出血は、いわゆる不正出血、閉経後出血、不規則月

　　経、下着に付着した染み程度の赤色斑点〔スポッティング）、一次的な少量の出．

　　血、褐色帯下等出血に起因するすべての状態を含む。

　　　したがって、問診の際にはこのような状態を正しく把握するよう留意する。

　ウ　細胞採取の留意点
　　　子宮体部の細胞診においては、吸引法又は擦過法によって子宮内膜細胞を採取

　　するが、対象者は主として更年期又は更年期以後の婦人であることから、子宮頚

　　管が狭くなっていること等を考慮し、吸引法及び擦過法の両器具を準備しておく

　　　ことが望ましい。
　　　検診車や保健所等で検診を実施する場合であって、吸引法又は擦過法のいずれ

　　　かの方法を用いても器具の挿入ができないときには、速やかに医療機関を受診す

　　　るよう受診者に指導するとともに、医療機関における細胞診の結果等の把握に努

　　　める。

　（2）指導区分等
　　　原則として、子宮体部の細胞診の判定結果が「疑陽性」及び「陽性」の者は「要

　　精検」とし、「陰性」の者は、その他の臨床症状を勘案し精密検査受診の要否を決

　　定するが、精密検査受診の必要がない場合は「精検不要」とし、それぞれ次の内容

　　の指導を行う。

　　ア　　「要精検」と区分された者

　　　　医療機関において精密検査を受診するよう指導する。
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イ　　「精検不要」と区分された者

　　日常生活において不正性器出血等に注意するよう指導する。

2　肺がん検診

（1）　喀痰細胞診の実施

　ア　対象者

　　　喀痰細胞診の対象者は、問診の結果、原則として

　　（ア）　50歳以上で喫煙指数（1日本数×年数）600以上の者（過去における喫煙者

　　　を含む。）

　　（イ）　6月以内に血痰のあった者のいずれかに該当することが判明した者とする。

　イ　喀痰採取の方法

　　　喀痰細胞診の対象者に有効疾の採取方法を説明し、保存液の入った喀痰採取容

　　器を配布し、喀痰を採取する。喀痰は、起床時の早朝疾を原則とし、最低3日の

　　蓄疾、又は3日の連続採疾とする。

　　　採取した喀痰（細胞）の処理方法は、以下のとおりである。

　　（ア）　ホモジナイズ法又は蓄疲直接塗抹法により、2枚以上のスライドグラスに

　　　擦り合わせ式で塗抹する。塗抹面積はスライドグラス面の3分の2程度とす

　　　る。

　　（イ）　蓄疾直接塗抹法では粘血部、灰白色部等数箇所からピックアップし、擦り

　　　合わせ式で塗抹する。

　　（ウ）　パパニコロウ染色を行い顕微鏡下で観察する。

　ウ　判定

　　　喀痰細胞診の結果の判定は、「肺癌集団検診の手びき」（日本肺癌学会集団検

　　診委員会編）の「集団検診における喀痰細胞診の判定基準と指導区分」によって

　　行う。

酬　晦郭工、・ノウス綿袷杏IT田1一、ス猫撫か旦直￥一，　　　”・」一1］　　　ノ　　一　　r　・レ」、1ノ、」準、』一’I」　▼　　甲控1］　　ロ・　一　！、

　　胸部エックス線検査に用いる肺がん検診に適格な胸部エックス線写真とは、肺

　　尖、肺野外側縁、横隔膜、月力骨横隔膜などを十分に含むようなエックス線写真で

　　あって、適度な濃度とコントラスト及び良好な魚羊鋭度をもち、縦隔陰影に重なつ

　　た気管、主気管支の透亮像並びに心陰影及び横隔膜に重なった肺血管が観察でき

　　るものであり、かつ、次により撮影されたものとする。

　ア　間接撮影であって、100配mミラーカメラを用い、定格出力150kv以上の撮影装置

　　を用いた、120kv以上の管電圧による撮影

　イ　間接撮影であって、定格出力125kvの撮影装置を用い、110kv以上の管電圧によ

　　り、縦隔部の感度を肺野部に対して高めるため希土類〔グラデーション型）蛍光

　　板を用いた撮影

　ウ　直接撮影であって、被験者一管球間の距離をL5m以上とし、定格出力i50kv以

　　上の撮影装置を用い、原則として120kv（やむを得ない場合は100～120kvでも可）

　　の管電圧及び希土類システム（希土類増感紙及びオルソタイプフィルム）を用い

　　た撮影
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（3）胸部土ックス線写真の読影
　　胸部エックス線写真は、2名以上の医師によって読影し、それぞれの読影結果

　に基づき比較読影する。その方法は、次のとおりとする。

　ア　二重読影
　　　2名以上の医師が同時に又はそれぞれ独立して読影するものとするが、このう

　　ち1名は十分な経験を有すること。読影結果の判定は、r肺癌集団検診の手びき」

　　（日本肺癌学会集団検診委員会編）のr肺癌検診における胸部X線写真の判定基

　　準と指導区分」によって行う。

　イ　比較読影
　　　二重読影の結果、r肺癌集団検診の手びき」（日本肺癌学会集団検診委員会編）

　　の「肺癌検診における胸部X線写真の判定基準と指導区分」の「d」及び「e」

　　に該当するものについては比較読影を行う。比較読影は、過去に撮影した胸部エ

　　ックス線写真と比較しながら読影するもので、地域の実情に応じて次のいずれか

　　の方法で行う。

　　（ア）　読影委員会等を設置して比較読影を行う方法

　　（イ）　二重読影を行った医師がそれぞれ比較読影を行う方法

　　（ウ）　二重読影を行った医師のうち、指導的立場の医師が比較読影を行う方法

　　　読影結果の判定は、r肺癌集団検診の手びき」（日本肺癌学会集団検診委員会

　　　編）の「肺癌検診における胸部X線写真の判定基準と指導区分」によって行う。

（4）　指導区分等

　　指導区分は、r要精検」及びr精検不要」とし、それぞれ次の内容の指導を行

　　　う。

　ア　　「要精検」と区分された者

　　　医療機関において精密検査を受診するよう指導する。

　イ　　r精検不要」と区分された者

　　　翌年の検診受診を勧めるとともに、禁煙等日常生活上の注意を促す・

　　　なお、指導区分の決定及び精度管理等については、r肺癌集団検診の手びき」

　　　　（日本肺癌学会集団検診委員会編）等を参考にする。

　　　また、胸部エックス線写真の読影の結果、結核等肺がん以外の疾患が考えられ

　　る者については、受診者に適切な指導を行うとともに、結核予防法第4条第3項

　　に規定する定期の健康診断等の実施者又は医療機関に連絡する等の体制を整備す

　　る。

（5）　記録の整備

　　　精密検査の結果がんと診断された者については必ず個人票を作成し、組織型、

　　臨床病期、治療の状況（切除の有無を含む。）等について記録する。

　　　また、がんが香定された者についてもその後の経過を把握し、追跡することの

　　できる体制を整備することが望ましい。

（6）　肺がん検診に用いる胸部エックス線写真

　　　65歳以上の対象者の検診においては以下の点に留意すること。

　ア　胸部エックス線写真は、結核予防法第10条に規定する健康診断に関する記録に



　準じ、結核健診の実施者において保存するものとし、肺がん検診の実施者から一

　時的利用の依頼があった場合には、迅速かつ円滑に応じられるようその管理体制

　を整備すること。

イ　結核健診の実施者が結核健診を他の機関に委託して行う場合にあっては、委託

　契約締結に際して、胸部エックス線写真の保存及び肺がん検診の実施者からの一

　時的利用の依頼に対する便宜の供与等に支障の生じないよう所要の配慮をするこ

　と。

ウ　肺がん検診の実施者は、結核健診において撮影された胸部エックス線写真を用

　いて肺がん検診を行うことを肺がん検診の受診者に周知せしめるとともに、利用

　する胸部エックス線写真を損傷しないよう十分な注意をもって取り扱うものと

　し、利用後は速やかに返却すること。なお、胸部エックス線写真の利用に伴う胸

　部エックス線写真及び関連する記録の検索並びに運搬に係る費用については、肺

　がん検診の実施者において負担すること。

3　乳がん検診
（1）　検診の実施

　ア　検診の実施方式

　　　乳房エックス線検査の実施に当たっては、原則として、乳房エックス線写真の

　　読影を行いながら視触診を実施するものとする（両者を同時に行うのは、本項の

　　エの（ウ）にいう2名の読影者のうちの1名で差し支えない。）。

　　　なお、実施方法を定めるに当たっては、受診者の利便に配慮するとともに、検

　　査結果を速やかに受診者に通知する等、検診の円滑かっ適切な実施に支障をきた

　　すことのないように努める。

　イ　視診の留意点
　　　視診に当たっては、乳房の対象性（大きさ及び形）、乳房皮膚の陥凹、膨隆、

　　浮腫及び発赤、乳頭陥凹並びに乳頭びらんの有無について観察する。

　ウ　触診の留意点

　　　触診は、指腹法、指先交互法等により、両手で乳房の内側から外側（又は外側

　　から内側）に、かつ、頭側から尾側に向かって、乳房を軽く胸壁に向かって圧迫

　　するように行う。

　　（ア）　乳房の触診

　　　　腫瘤、結節及び硬結の有無、性状等を診察する。

　　（イ）　リンパ節の触診

　　　　腋窩リンパ節及び鎖骨上窩リンパ節の腫脹の有無、性状等を診察する。

　　（ウ）　乳頭の触診

　　　　乳頭からの異常な分泌物の有無、性状等を診察する。

　工　乳房エックス線検査の留意点

　　（ア）　実施機関の基準

　　　　乳房エックス線撮影の実施機関は、当該検査を実施するに適格な撮影装置（原

　　　則として日本医学放射線学会の定める仕様基準を満しているものとし、少なく
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　　とも適切な線量及び画質基準を満たすことが必要である。）を備えるものとす

　　る。
　　　なお、マンモグラフィ検診精度管理中央委員会（日本乳癌検診学会・日本乳

　　癌学会、日本医学放射線学会、日本産科婦人科学会、日本放射線技術学会及び

　　日本医学物理学会により構成される委員会をいう。以下同じ。）が開催する乳

　　房エックス線検査に関する講習会又はこれに準ずる講習会を修了した診療放射

　　線技師が乳房撮影を行うことが望ましい。

　（イ）乳房エックス線写真の撮影について

　　　前項に規定する撮影装置を用いて、両側乳房について、内外斜位方向撮影を

　　行う。内外斜位方向撮影を補完する方法として、50歳以上の対象者にも頭尾方

　　向撮影を追加することは差し支えない。

　（ウ）乳房エックス線写真の読影について

　　　読影室の照度やシャウカステンの輝度に十分配慮する等読影環境を整えた上

　　で、視触診と同時併用で読影を行い、更に十分な経験を有する医師（マンモグ

　　ラフィ検診精度管理中央委員会が開催する読影講習会又はこれに準ずる講習会

　　を修了していることが望ましい。以下同じ。）による読影を行うことを原則と

　　する。視触診と同時併用で読影を行うことができない場合においても・2名以

　　上の医師〔うち1名は、十分な経験を有すること）が同時に又はそれぞれ独立

　　して読影するものとする。

　　　読影結果の判定は、乳房の左右の別ごとに行う。

　（エ）　機器等の品質管理について

　　　実施機関は、撮影装置、現像機、シャウカステンその他の当該検査に係る機

　　器等について、日常的かつ定期的な品質管理を行わなければならない。

　（オ）　その他

　　　上記（ア）から（エ）の詳細については、rマンモグラフィによる乳がん検

　　診の精度管理マニュアル」（厚生省老人保健推進費等補助金・マンモグラフィ

　　　による乳がん検診の推進と精度向上に関する研究班・平成12年1月）等を参

　　　考とする。

（2）　指導区分等

　　指導区分はr要精検」及びr精検不要」とし、それぞれ次の内容の指導を行う。

　ア　　「要精検」と区分された者

　　　医療機関において精密検査を受診するよう指導する。

　イ　　「精検不要」と区分された者

　　　次回の検診受診を勧めるとともに、日常の健康管理の一環としての乳房の自己

　　触診に関する指導をする。

（3）　記録の整備

　　精密検査の結果、がんと診断された者については、必要に応じて個人票を作成

　し、医療機関における確定診断の結果、治療の状況等について記録する。

　　また、がんが否定された者についてもその後の経過を把握し、追跡することの

　できる体制を整備することが望ましい。
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日 年　　月　　日 年　　月　　日 年　　月　　日 年　　月　　日
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要
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精　　検　　不　　要

v　　　精　　　検

精　検　不　要
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精　検　不　要
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一
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診
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受

一

受　　診　　年　　月　　日 年　　月　　日 年　　月　　日 年　　月　　日 年　　月　　日 年　　月　　日

判　　　　　　　　　　　　　　定
精　検　不　要

v　　精　　検

精　検　不　要

v　　　精　　　検

精　検　不　要

v　　　精　　　検

精　検　不　要

v　　精　　検

精　検　不　要

v　　　精　　　検

子　　宮　　体　　が　　ん　　検　　診 実施・未実施 実施・未実施 実施・未実施 実施・未実施 実施・未実施

実　　　施　　　機　　　関　　　名

受　　診　　年　　月　　日 年　　月　　日 年　　月　　日 年　　月　　日 年　　月　　日 年　　月　　目精
密
検
査 受　　診　　機　　関　　名

〔
子
宮
が
ん
検
診
）



受　診　年　月　　日 年　　月　　目 年　月　　日 年　　月　　日 年　月　　日 年　　月　　日

判　　　　　　　　　　　　　定
精　検　不　要

v　　　精　　　検

精　検　不　要

v　　　精　　　検

精　検　不　要

v　　・精　　　検

精　検　不　要

v　　　精　　　検

精　検　不　要

v　　　精　　　検

11客　　　　　ツ爽　　　　　糸Iu　　　　　∫1包　　　　　言合 実施・未実施 実施・未実施 実施・未実施 実施・未実施 実施・未実施

実　　一施　　　機　　　関　　　名

受　　診　　年　　月　　日 年　　月　　目 年　　月　　日 年　　月　　日 年　　月　　日 年　　月　　日精
密
検
査 受　　診　　機　　関　　名

（
肺
が
ん
検
診
）

受　　診　　年　　月　　日 年　　月　　日 年　　月　　日 年　　月　　日 年　　月　　日　． 年　　月　　日

判　　　　　　　　　　　　　定
精　検　不　要

v　　精　　検

精　検　不　要

v　　　精　　　検

精　検　不　要

v　　精　　検

精　検　不　要

v　　　精　　　検

精　検　不　要

v　　　精　　　検

実　　　施　　　機　　　関　　　名

受　　診　　年　　月　　目 年　月　　日 年　　月　　目 年　月　　日 年　　月　　日 年　　月　　目精
密
検
査 受　　診　　機　　関　　名

（
乳
が
ん
検
診
）



（
大

は
別
魔

月
　
よ
刀

ノv

逮
ツ

受　　診　　年　　月 日 年　　月　　日 年　　月　　rヨ 年　　月　　日 年　　月　　1三1 年　　月　　日

判
r一D 便潜血陰性v　　　精　　　検
i　　　　　　）

便潜血陰性
v　　：1宥　　検
i　　　　　　）

便潜血　陰性
v　　　精　　　検
i　　　　　　）

便潜血陰性
v　　精　　検
i　　　　　　）

便　潜　血．陰性
v　　精　　検
i　　　　　　）

実 施　　　機 関 名

精 受　　診　　年 月 日 年　　月　　日 年　　月　　目 年　　月　　rヨ 年　　月　　日 年　　月　　閏

三
密
検
査
受　　診　　機 関 名

（備考） 　大腸がん検診の判定欄の（　）内には、
記入する。

r総合がん検診」を実施した場合に、直腸検査に関する検査結果を



（男畦糸氏1　－1）

子宮がん検診のための点検表（市町村用）

はい　いいえ

1　受診者の情報管理

（1〉受診者数を年齢階級別に集計しているか

（2）受診者別の受診（記録）台帳又はデータベースを作成しているか

　（2－a）受診者に占める前回未受診者の割合を集計しているか

　（2－b）受診者を検診実施機関別に集計しているか

　（2－c）過去3年間の受診歴を記録しているか

口
口
□
□
□

口
口
口
口
□

2　要精検率の把握

（1）要精検率を把握しているか

（2）要精検率を年齢階級別に集計しているか

（3）要精検率を検診実施機関別に集計しているか

（4）がん発見率を受診歴別注）に集計しているか

ロ
口
口
ロ

口
口
口
口

3　精検受診率の把握

（1）精検受診率を把握しているか

（2）精検受診率を年齢階級別に集計しているか

〔3）精検受診率を検診実施機関別に集計しているか

口
口
口
］

口
口
□

4　精密検査結果の把握

（r）精密検査結果の報告を精密検査実施機関から受けているか □　　□

（2）がん発見率を把握しているか

　（2－a）がん発見率を年齢階級別に集計しているか

　（2－b）がん発見率を検診実施機関別に集計しているか

　（2－G〉がん発見率を受診歴別注）に集計しているか

口
口
口
口

口
口
□
口

口
□
□
口

口
□
口
口



はい　いいえ

（3）上皮内がん割合（発見がん数に対する上皮内がん数〉を把握しているか

　（3－a）上皮内がん割合を年齢階級別に集計しているか

　（3－b）上皮内がん割合を検診実施機関別に集計しているか

　（3－c）上皮内がん割合を受診歴別注）に集計しているか

（4）陽性反応適中度を把握しているか

　（4－a）陽性反応適中度を年齢階級別に集計しているか

　（4－b）陽性反応適中度を検診実施機関別に集計しているか

　〔4－G）陽性反応適中度を受診歴別注）に検討しているか

5　細胞診の精度管理

口
口
口
口

口
口
口
口

口
口
口
口

口
口
口
口

基準を満たしている機関数／検診実施機関

（1）頚管腺細胞又は移行帯細胞が検体に含まれ、十分な数の扁平上皮系細胞が

　　採取されているなど、十分で適切な検体が採取され、検体が不十分であっ

　　た場合には再検査を行っているか

（2）検体の顕微鏡検査は二重チェック（複数の者による検査）が行われているか

（3）十分な経験を有する医師及び臨床検査技師が検査を行っているか

（4）がん発見例について過去の細胞所見の見直しを行っているか

口／□

ロ
ロ
ロ

ろ
　

ろ
　

ろ

ロ
ロ
ロ

注）初回受診者（初回の定義は過去3年間に受診歴がない者）及び逐年検診

　　受診者等の受診歴別



（男11糸氏1－2）

子宮がん検診のための点検表（検診実施機関用）

はい　いいえ

1　細胞診の精度管理

（1）頚管腺細胞又は移行帯細胞が検体に含まれ、十分な数の扁平上皮系細胞が採取

　　されているなど、十分で適切な検体が採取され・検体が不十分であった場合に

　　は再検査を行っているか

（2）検体の顕微鏡検査は二重チェック（複数の者による検査）が行われているか

（3）十分な経験を有する医師及び臨床検査技師が検査を行っているか

（4）がん発見例について過去の細胞所見の見直しを行っているか

□　　口

口　　　口

口　　　口

口　　　ロ



〔男lj糸氏2－1）

乳がん検診のための点検表（市町村用）

1　受診者の情報管理 はい　いいえ

（r）受診者数を年齢階級別に集計しているか

（2）受診者別の受診（記録）台帳又はデータベースを作成しているか

　（2－a）受診者に占める前回未受診者の割合を集計しているか

　（2－b〉受診者を検診実施機関別に集計しているか

　（2－G）過去3年間の受診歴を記録しているか。

□
口
口
□
口

口
目
口
口
口

2　要精検率の把握

（1〉要精検率を把握しているか

（2）要精検率を年齢階級別に集計しているか

（3）要精検率を検診実施機関別に集計しているか

口
口
□

□
口
口

3　精検受診率の把握

（1）精検受診率を把握しているか

（2）精検受診率を年齢階級別に集計しているか

〔3）精検受診率を検診実施機関別に集計しているか

目
口
口

口
口
口

4　精密検査結果の把握

（1）精密検査結果の報告を精密検査実施機関から受けているか

（2）がん発見率を把握しているか

　（2－a）がん発見率を年齢階級別に集計しているか

　（匹b）がん発見率を検診実施機関別に集計しているか

　（2－c）がん発見率を受診歴別注1）に集計しているか

　（2－d）がん発見率を検診方法別（マンモグラフィ・視触診）に集計しているか

（3）早期がん割合濫｝を把握しているか

　（3－a）早期がん割合を年齢階級別に集計しているか

　〔3－b）早期がん割合を検診実施機関別に集計しているか

　（3－G〉早期がん割合を受診歴別注1｝に集計しているか

　　（3－d）早期がん割合を検診方法別〔マンモグラフィ・視触診〉に集計している

　　　　か

口
口
口
口
□
口
口
□
口
□
口

口
目
口
□
ロ
口
口
ロ
口
口
ロ



はい　いいえ

（4）陽性反応適中度を把握しているか

　　〔4－a）陽性反応適中度を年齢階級別に集計しているか

　　（4－b）陽性反応適中度を検診実施機関別に集計しているか

　　（4－c）陽性反応適中度を受診歴別注1）に集計しているか

　　（傘d）陽性反応適中度を検診方法別（マンモグラフィ・視触診）

　　　　　に集計しているか

口
口
□
口
口

口
口
口
口
ロ

基準を満たしている機関数／検診実施機関数

5　撮影の精度管理

〔1）乳房エックス線撮影装置が日本医学放射線学会の定める仕様基準注3㌧

　　　を満たしているか

（2）乳房エックス線撮影における線量及び写真の画質について、第三者に

　　　よる外部評価を受けているか

（3）撮影技師はマンモグラフィの撮影に関する適切な研修を修了しているか

口／口

口／口

口／口

6　読影の精度管理

（1）読影に従事する医師はマンモグラフィの読影に関する適切な研修を修了

　　しているか・

（2）読影は二重読影であるか（うち1人は十分な経験を有すること）

口／口

口／口

注1）初回受診者（初回の定義は過去3年間に受診歴がない者〉及び逐年検診

　　　受診者等の受診歴別

注2）臨床病期1期までのがんの割合

注3）乳がん検診に用いるエックス線装置の仕様基準

　　1．インバータ式エックス線高電圧装置を備えること。

　　2．自動露出制御（AEC）を備えること。

　　3．移動グリッドを備えること。

　　4．管電圧の精度・再現性

　　　　（a）表示精度：±5％以内（24～32kV）

　　　　（b）再現性：変動係数0．02以下

　　5．光照射野とエックス線照射野のずれ。

　　　　左右・前後のずれ：Smの2％

　　6．焦点サイズ

　　　　公称O．3mmのとき、O，45mmx　O．65mm以内



7，圧迫版透過後の線質（半価層、HVL）

　　モリブデン（Mo）ターゲット／モリブデン〔Mo〉フィルタのとき

　　（測定管電圧／100）＋0．03≦HVL（mmAI）＜（測定管電圧／100）＋0、12

8．乳房圧迫の表示

　　（a）厚さの表示精度1±5mm以内

　　（b）圧迫圧の表示精度：±20N以内　　　、

9．AECの精度
　　（a）基準濃度：1．5　　管理幅：±0，15以内

　　　　（ファントム厚20、40、60mm及びこれらの厚さに対して100mAs以下のエック

　　　ス線照射が行える管電圧の選択範囲とする）

　　（b）再現性1変動係数O．05以下



（男i」糸氏2－2）

乳がん検診のための点検表（検診実施機関用）

1　撮影の精度管理

（1）乳房エックス線撮影装置が日本医学放射線学会の定める仕様基準注〕を満

　　たしているか
（2）乳房エックス線撮影における線量及び写真の画質について、第三者による外

　　部評価を受けているか

（3）撮影技師はマンモグラフィの撮影に関する適切な研修を修了しているか

はい　いいえ

□　　口

口　　口

口　　□

2　読影の精度管理

（1）読影に従事する医師は、マンモグラフィの読影に関する適切な研修を修了し

　　ているか
（2〉読影は二重読影であるか（うち1人は十分な経験を有すること）

□　　□

□　　□

注）乳がん検診に用いるエックス線装置の仕様基準

　　r．インバータ式エックス線高電圧装置を備えること。

　　2．自動露出制御（AEC）を備えること。

　　3．移動グリッドを備えること。

　　4．電圧の精度・再現性

　　　　（ア）表示精度二士5％以内〔24～32kV）

　　　　（イ）再現性：変動係数O．02以下

　　5．光照射野とエックス線照射野のずれ。

　　　　左右・前後のずれ二SIDの2％

　　6，焦点、サイズ

　　　　公称0．3㎜のとき、0．45mm×O．65mm以内

　　7．圧迫版透過後の線質（半価層、HVL）

　　　　モリブデン（Mo）ターゲット／モリブデン〔Mo）フィルタのとき

　　　　　（測定管電圧／100）＋0．03≦HVL（阻mAI）〈（測定管電圧／100）＋o・12

　　8．乳房圧迫の表示

　　　　（ア）厚さの表示精度：±5mm以内

　　　　（イ）圧迫圧の表示精度1±20N以内

　　　9，AECの精度

　　　　（a）基準濃度11．5　　管理幅！±0、15以内

　　　　　　（ファントム厚20、40、60mm及びこれらの厚さに対して100mAs以下のエック

　　　　　　　ス線照射が行える管電圧の選択範囲とする）

　　　　（b）再現性：変動係数0．05以下



（男［1糸瓜3－1）

大腸がん検診のための点検表（市町村用）

はい　いいえ

1．検診対象者

（1）対象者の網羅的な名簿を住民台帳などに基づいて作成しているか

（2）対象者に均等に受診勧奨を行っているか

□
□
口
口

2．検診方法

・検診実施機関における便潜血検査キット名を把握しているか 口 口

3．受診者の情報管理注D

（1）受診者数を年齢階級別に集計しているか

（2）受診者別の受診（記録）台帳又はデータベースを作成しているか

　（2－a）受診者に占める前回未受診者の割合を集計しているか

　（2－b）受診者を検診実施機関別に集計しているか

　（2－c）過去3年間の受診歴を記録しているか

口
口
□
口
口

□
口
口
口
口

4．要精検率の把握注1）

（D要精検率を把握しているか

（2）要精検率を年齢階級別に集計しているか

（3）要精検率を検診実施機関別に集計しているか

□
□
口

口
□
□

5．精検受診の有無の把握と受診勧奨注1〕

（1）精検受診率を把握しているか

　（1－a）精検受診率を年齢階級別に集計しているか

　（1－b）精検受診率を検診実施機関別に集計しているか

（2〉精検未受診者を把握しているか

（3）精検未受診者に精検の受診勧奨を行っているか

口
口
口
口
口

口
口
口
口
口



6．精密検査結果の把握注1〕 はい一いいえ

（1）精密検査結果の報告を精密検査実施機関から受けているか

（2）過去3年間の精密検査結果を記録しているか

（3）精密検査の検査方法を把握しているか

（4）がん発見率を把握しているか

　（4－a）がん発見率を年齢階級別に集計しているか

　（牛b）がん発見率を検診実施機関別に集計しているか

　（4－c）がん発見率を受診歴別注2）に集計しているか

（5）早期がんの割合（発見がん数に対する早期がん数）を把握しているか

　（5－a〉粘膜内がんを区別しているか

　（5－b）早期がん割合を年齢階級別に集計しているか

　（5－c）早期がん割合を検診実施機関別に集計しているか

　〔5－d）早期がん割合を受診歴別…主2）に集計しているか

（6）陽性反応適中度を把握しているか

　（6－a）陽性反応適中度を年齢階級別に集計しているか

　（6－b）陽性反応適中度を検診実施機関別に集計しているか

　（6－c）陽性反応適中度を受診歴別注2）に検討しているか

口
口
口
口
口
口
ロ
ロ
口
口
口
口
口
口
口
口

口
口
口
口
目
口
□
口
口
口
口
口
口
口
口
ロ

注1）各項目を検診実施機関に委託して行っている場合を含む

注2）初回受診者（初回の定義は過去3年間に受診歴がない者）及び逐年検診

　　　受診者等の受診歴別



（別紙3－2）

事業評価のための点検表（検診実施機関用）

はい　いいえ

1．便潜血検査の技術管理

（1）臨床検査技師のために技術講習会や研修会などを定期的に開催している　□

か

（2）便潜血検査キットが定量法の場合ぱカットオフ値を把握しているか　　　　□

（3）大腸がん検診マニュアル（1992〉に記載された方法に準拠しているか　　　□

口

口
□

2．受診者への説明

（1）採便方法をチラシやリーフレットによって説明しているか　　　　　　　□

（2）便潜血検査陽性で要精密検査となった場合には、必ず内視鏡検査等で精検　□

を受ける必要があることを事前に明確に知らせているか

（3）精密検査の方法（大腸内視鏡検査または注腸エックス線検査）の方法や内　□

容について説明しているか

（4）精密検査の結果の市町村への報告等の個人情報の取扱いについて、受診者　□

に対し、十分な説明を行っているか注〕

口
口

口

口

3．検体の取扱い

（1）採便後は検体を冷蔵庫あるいは冷所に保存するように受診者に指導して

いるか

（2）採便の翌日までに、受診者から検体を回収することを原則としているか

（3）受診者から検体を回収してから自施設で検査を行うまでの間あるいは検査

施設へ引き渡すまでの間、冷蔵保存しているか

（4）検体回収後、即日、検査施設へ引き渡しているか

（5）検査施設では検体を受領後冷蔵保存しているか

（6）検査施設では検体を受領後24時間以内に測定しているか

（7）市町村への結果報告は、検体回収後1週間以内になされているか

□

口
口

口
口
ロ
口

口

□
口

口
口
口
ロ

注）市町村が実施するがん検診については、精密検査実施機関等が、精密検査の結果

を市町村に情報提供する際に、必ずしも本人の同意を得る必要はないとされている。



老老発第0331004号

平成18年3月31日

各都道府県老入保健主管部（局）長　殿

　　　　　　　　　　　　　緯野，1；il☆

厚生労働省老健局老人保健課戴叢1津

r健康診査管理指導等事業実施のための指針」の一部改正について

　健康診査管理指導等については、　r健康診査管理指導等事業実施のための指針の策定に

ついて」一（平成10年3月31日老健第65号厚生省老人保健福祉局老人保健課長通知）

において、　r健康診査管理指導等事業実施のための指針」　（以下r健康診査管理指導等指

針」という。）をお示ししているところであるが、今般、健康診査管理指導等指針の一部

を別添新旧対照表のとおり改正し、平成18年4月i日から施行することとしたので、本

事業の実施に際し、参考とされたく特段の御配意をお願いする。



別　添 健康診査管理指導等事業実施のための指針新旧対照表

改　　正　後

健康診査管理指導等事業実施のための指針

改　正　前

第し薫繁盛・蕪モ、器，牲灘1，

　査については、精度管理の面から要精検率や疾病発見率等
　の把握が重要であるほか、健康診査に従事する者の資質の

　向上、細胞検査士の養成が必要である。
　　また、地域保健サービスとしての保健事業の効率的な実
　施のための職域保健サービスとの連携の必要性や、在宅認
　知症高齢者の処遇等に関して、壁皿による相談、指導等
　に対する亘聾及びその家族の需要が高まってきている・

　　このため、がん、脳卒中等の一
　笠の動向をヰ醒し、また・市町村等で実施される健康i参査
　の実施状況や検診実施機関の精度管理の状況を把握・評価
　して専門的な見地から適切な指導を行うとともに、これら
　健康診査に従事している者の資質の向上や細胞検査士の
　養成を行うほか、在宅認知症高齢者の支援、寝たきり予防
　等に関する相談、指導に当たる市町村保健亟等の研修を行
　い、また、職域保健サービス提供主体との協議の場を設け
　て相互の連携の強化を図り、もって保健事業等がより効果

　的、効率的に実施されることを目的とする。

第2　事業の実施主体
　　都道府県とする。

健康診査管理指導等事業実施のための指針

第1　事業の目的
　　心臓病、脳卒中等の一として保健事業等が
　広く実施されているが、このうち健康診査については、精
　度管理の面から要精検率や疾病発見率等の把握が重要であ
　るほか、健康診査に従事する者の資質の向上、細胞検査士

　の養成が必要である。
　　また、地域保健サービスとしての保健事業の効率的な実
　施のための職域保健サービスとの連携の必要性や、在宅亙
　呆性老人の処遇等に関して、保健婦（士）による相談、指

　蒸する払及びその家族の需要が高まってきてい
　る。
　　このため、がん、脳卒中等の錘の動向を把握し、ま
　た、市町村等で実施される健康診査の実施状況や検診実施
　機関の精度管理の状況を把握・評価して専門的な見地から

　適切な指導を行うとともに、これら健康診査に従事してい
　る者の資質の向上や細胞検査士の養成を行うほか、塑

難燃灘灘難誉
　り、もって保健事業等がより効果的、効率的に実施される

　ことを目的とする。

1

第2　事業の実施主体
　　都道府県とする。



第3生活習1舗検診等管理指導協三親会の設置及び運営

1　趣旨
都道府県ぱ、がん、心臓病等の蝉及び介…状

鷲灘騰薪礫竃態欝
な見地から適切な指導を行うために・協議会を設置運営

するものである。

2　組織
協議会1よ、循環器疾患等部会・胃がん部会・子宮が

会、肺がん部会、乳がん部会、大腸がん音陰及び生躍遺
戯・評価等部会の7部会で構成するものとする・

3　循環器疾患等部会
（1）部会の構成
　　　部会は、保健所、医師会、循環器疾患等の予防に知
　　識と経験を有する者等基本健康診査にかかわる専門家

　　によって構成するものとする。

（2）部会の運営
　　　循環器疾患等部会は、次の事項について審議し、そ
　　の結果を都道府県知事に報告するものとする。
　　ア　市町村において実施した基本健康診査の受診率、

　　　及び選択実施項目別の実施率、異常率等を検討する
　　　とともに、その効果や効率を評価し、今後における
　　　基本健康診査の実施方法等について検討する。
　　イ　特に、r要医療」と区分された症例についでは、

　　　検討会を設ける等の方法により検査結果、治療の状
　　　況等を検討し、基本健康診査の効果や効率を評価す

　　　る。
　　ウ　検診実施機関における検診機器の保守点検、心電
　　　図及び眼底写真の撮影技術及び判定結果並びに血液

　　　検査の標準化等を評価し、今後における精度管理の

　　　在り方について検討する。
　　　　また、これらの業務を適切に行うため、必要に応

第3　成人病検診管理指導協議会の設置及び運営

1　趣旨
　都道府県は、がん、心鵬病等の麺の動向を把握し、
また、市町村及び検診実施機関に対し・検診の実施方法や
精度管理の在り方等について専門的な見地から適切な指導
を行うため1こ、協議会を設置・運営するものである。

2　組織
　協議会は、循環器疾患等部会、胃がん部会、子宮がん部

会、肺がん部会、乳がん部会、大腸がん部会及び哩
鑑・評価等部会の7部会で構成するものとする。

3　循環器疾患等部会
（1）部会の構成
　　　部会は、保健所、医師会、循環器疾患等の予防に知
　　識と経験を有する者等基本健康診査にかかわる専門家

　　によって構成するものとする。
（2）・部会の運営
　　　循環器疾患等部会は、次の事項について審議し、そ
　　の結果を都道府県知事に報告するものとする。
　　ア　市町村において実施した基本健康診査の受診率、
　　　及び選択実施項目別の実施率、異常率等を検討する
　　　とともに、その効果や効率を評価し、今後における
　　　基本健康診査の実施方法等について検討する。
　　イ　特に、「要医療jと区分された症例については、
　　　検討会を設ける等の方法により検査結果，治療の抹
　　　況等を検討し、基本健康診査の効果や効率を評価す

　　　る。
　　ウ　検診実施機関における検診機器の保守点検、心電
　　　図及び眼底写真の撮影技術及び判定結果並びに血液
　　　検査の標準化等を評価し、今後における精度管理の

　　　在り方について検討する。
　　　　また、これらの業務を適切に行うため、必要に応
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　じて検診実施機関の実地調査を行っ。
エその他基本健康診査の精度の維持・向上のために

　必要な事項を検討する。

4　胃がん部会
（1）部会の構成
　　　音陰は、保健所、医師会、日本消化器集団検診学会
　　等1こ所属する学識経験者、診療放射糸泉技師等胃がん検

　　診1こかかわる専門家によって構成するものとする・

（2）部会の運営
　　　胃がん部会【ま、次の事項について審言議し・その結果

　　を都道府県知事に報告するものとする。
　　ア市町村において実施した胃がん検診の受辞・要
　　　精検率、精検受診率、胃がん発見率等を検討すると
　　　ともに、その効果や効率を評価し、今後における検

　　　診の実施方法等について検討する。
　　イ特に、精密検査の結果胃がんと診断された症イ列1こ
　　　ついては、検討会を設ける等の方法により』その塗
　　　診受診歴、病期、治療の状況等を検討し、検診の効

立雛響無難灘
　　　し　思診・向上させるための具的な姜
　　　討　る
工　検診実施機関における精度管理の状況を把握する
一ため、エックス線写真の良否、判定結果、読影の体
　制、読影医師及び診療放射線技師の人員、撮影装置
　の耐用年数等について評価し、今後における精度管
理の在り方について検言寸し・検診実施機関に対す冥

…幾繰篇と詩に’篁灘お嚢誓
　らない診中施．については診　託ること
　が適切でない旨の生　提共　　町村1三聾』
　　また、これらの業務を適切に行うため・必要に応

　じて検診実施機関の実地調査を行う。

　じて検診実施機関の実地調査を行う。
エ　その他基本健康診査の精度の維持・向上のために

　必要な事項を検討する。

4　胃がん部会
（1）部会の構成
　　　部会ぱ、保健所、医師会、日本消化器集団横言磐会
　　等に所属する学識経験者、診獅文射線技師等胃がん検
　　診にかかわる専門家によって構成するものとする。

（2）部会の運営
　　　胃がん部会は、次の事項rこついて審議いその結果

　　を都道府県知事に報告するものとする。
　　ア　市町村において実施した胃がん検診の受診率、要
　　　精検率、精検受診率、胃がん発見率等を検討すると
　　　ともに、その効果や効率を評価し、今後における検

　　　診の実施方法等について検討する。
　　イ　特に、精密検査の結果胃がんと診断された症例に
　　　ついては、検討会を設ける等の方法によりその病
　　　期、治療の状況等を検討し、検診の効果や効率を評

　　　価する。

ウ　検診実施機関における精度管理の状況を把握する
一ため、エックス線写真の良否、判定結果、読影の体
　制、読影医師及び診療放射線技師の人員、撮影装置
　の耐用年数等について評価し、今後における精度管

　理の在り方について検討並」
　　また、’これらの業務を適切に行うため、必要に応

　じて検診実施機関の実地調査を行う。

・3



オ　その他胃がん検診の精度の維持・向上のために必

　要な事項を検討する。
カ　アからオまでの　討結，については　　町村

一診出講　に対して柳会や個別一
　て。知図り　れれの　聾求める
　　また　主民が自ら呂けるがん　診の　　半1　でき

　る蔀　討，1士　ホームページに一

エ　その他胃がん検診の精度の維持　向上のために必

　要な事項を検討する。

法により公 る

5　子宮がん検診
（1）部会の構成
　　　部会は、保健所、医師会雌聾、日本
　　臨床細胞学会等に所属する学識経験者等子宮がん検診
　　にかかわる専門家によって構成するものとする。

（2）部会の運営
　　　子宮がん部会は、次の事項について審議し、その結

　　果を都道府県に報告するものとする。
　　ア　市町村において実施した子宮塾がん及び子宮体が
　　　ん検診のそれぞれについてのがん検診受診率、要精
　　　検率　精検受診率、陽性反応適中度及びがん発見率
　　　　　　　　　　　　　　　　　行うことにより、広の指票　把握し、以下の検証
・的　地から子白がん

、自会　 診｛　丘　田一
L　　l　　　ひ

壁面
行い 地域

藍血　査 ’　、

にメ・

5　子宮がん検診
（1）部会の構成

　　　部会は、保健所、医師会一、日
　　本臨床細胞学会等に所属する学識経験者等子宮がん検
　　診にかかわる専門家によって構成するものとする。

（2）部会の運営
　　　子宮がん部会は、次の事項について審議し、その結
　　果を都道府県に報告する一ものとする。
　　ア　市町村において実施した子宮頸がん及び子宮体が

　　　ん検診のそれぞれについての一
　　　　受診率、がん発見率　　検言・するとともに・その

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　施方法　や効瓢　評価し

について　討　る

る旨猫又は助言　行嶋
旨票について全玉・商との比交　行う　の方法

により 道・県全　としての子白がん診の

．識市町村ごとの検討行い各市町
村間　都道府県及び全国における数値との比較に

おいて大きなぱらつきがないかキ塾』
旨票について　診由h 閉で大きなばらつき

イ井織果力｛んと診断された症例にっ

　いては、検討会を設ける等の方法により』その餓
　塵L一子宮頸がん又は子宮体がんの病期、治療の

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・4

イ　特に、精密検査の結果がんと診断された症例につ
　いては、検討会を設ける等の方法により子宮頸がん
　又は子宮体がんの病期、治療の状況等を検討し、検



ウ
一

状況等を検言寸し、検診の効果や効率を評価する・

　各指票について、市町村や検診由施機関の間で
大きなばらつきがる目合憶に1ま男1」紙1に示し

たrがん
て　　　　参

診の　　…一1面における主　 旨票につい

にして　　診南施鵬、のロー度笛理上

エー

オ
一

るものかなど罰題の所土日らかにるよに

狙　市町村における精密検査の未受診者に対する受診指導について、その実施手法　実施間隔等を巴握
し、緒検受診率　向上させるための具体的な　韮策

左　討　る
検診実施機関（細胞診検査センターを含む。）に
おける細胞診検査の精度の向上を図るため・検f本の
抜取り調査等により判定結果を評価し、並びに細胞
検査士、細胞診盟医等の人員及び検体の処理数、
保存状況等について評価し・食後における精度管王署
の在り方について検討し、検診｛施機関に対する書目

められるにもかかわらず、改藍のための措置をとら
導又は助百　行うとともに、精度管理上の問題が認

ない検診　施機、

　また、これらの業務を適切に行うため、亜』虹杢L＿

　　　施幾．　と連一し、「がん予　重点健

及びがん　診由施のための旨金
た「子白がん．診のための点、　（寅診由施‘

適切でない旨の虫

については検診を委託することが
　提共　　町ヰ寸［こ奏し行、

力
一

キ
一

に応じて検診実施機関の実地調査を行う。
　その他子宮がん検診の精度の維持・向上のために

必要な事項を検討する。
　アからカまでの　討結　について1ま　　町村

用）　　　用いて事業評価を｛施すると＿盛一必要

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　じて診宝施土．

。知　図り れ。れの

逸る誉主壽，器讐楚ジ，欝欝勇

一5椚

診の効果や効率を評価する。

ウ　検診実施機関（細胞診検査センターを含む。）に
一おける細胞診検査の精度の向上を図るため、検体の
　抜取り調査等により判定結果を評価し、並びに細胞
　検査士、細胞診造」翌医専の人員及び検体の処理数、
　保存状況等について評価し、今後における精度管理
　の在り方について検討する。
　　また、これらの業務を適切に行うため、必要に応
　じて検診実施機関の実地調査を行う。

エ　その他子宮がん検診の精度の維持・向上のために

　必要な事項を検討する。



　法により公表する。
皇アから妹での検討及び調査の際｛こは「老人保健
　　　に基づく乳がん　診及び子白がん　診におけ

　る　謳面の手法について（がん診rこ　る討
　会田止（平一172月））1こ記一された基白勺
な　え方及び　討　工　参照　る

6　肺がん部会一
（1）部会の構成
　　部会は、保健所、医師会、日本肺癌学会、日本臨床
　細胞学会等に所属する学識経験者等肺がん検診にかか
　わる専門家及び診療放射編支師等結核予ロ方法（昭和26
　年法律第96号）に規定する定期の健康診断等に係わる

　専門家によって構成するものとする。

（2）部会の運営
　　肺がん部会は、次の事項について審議し、その結果

　を都道府県知事に報告するものとする。
　　ア　市町村において実施した肺がん検診の受診率、要
　　　精検率、精検受診率、エックス線検査受診者中の高
　　　危険群所属率、原発性肺がん患者発見率等を検討す
　　　るとともに、その効果や効率を評価し、今後におけ

　　　る検診の実施方法等について検討する。
　　イ　特に、精密検査の結果肺がんと診断された症例に
　　　ついては、検討会を設ける等の方法により』その1医
　　　診凪診歴　病期、治療の状況等を検討し、検診の効

　　　果や効率を評価する。
　　ウ　市町村における精密検査の未受診者に対する受
　　一診指導について　その実施手法、実施閉隔r　把握
し、精検受診率　向上させるための具1的な　姜策

　を検討する。
王　検診実施機関における精度管理の状況を把握す
　るため、エックス線写真の良否、判定の結果、読影
　の体制等について評価し、今後における精度管理の
　在り方について検討し　　診　施』　にメ・　る旨三

又は助量　行』とともに　田鹿笛理上の罰是が認め

6　肺がん部会
（1）部会の構成
　　部会は、保健所、医師会、日本肺癌学会、日本臨床
　細胞学会等に所属する学識経験者等肺がん検診にかか
　わる専門家及び診療放射線技師等結核予防法（昭和26
　年法律第96号）に規定する定期の健康診断等に係わる
　専門家によって構成するものとする。

（2）部会の運営
　　肺がん部会は、次の事項について審議し、その結果
　を都道府県知事に報告するものとする。
　　ア　市町村において実施した肺がん検診の受診率、要
　　　精検率、精検受診率、エックス線検査受診者中の高
　　　危険群所属率、原発性肺がん患者発見率等を検討す

　　　るとともに、その効果や効率を評価し、今後におけ

　　　る検診の実施方法等について検討する。
　　イ　特に、精密検査の結果肺がんと診断された症例に
　　　ついては、検討会を設ける等の方法によりその病
　　　期、治療の状況等を検討し、検診の効果や効率を

　　　　評価する。

ウ　検診実施機関における精度管理の状況を把握す
　るため、エックス線写真の良否、判定の結果、読影
　の体制等について評価し、今後におげる精度管理の

　在り方について検討する。
　　また、これらの業務を適切に行うため、名簿等の

6



にもかか　’　“　　姜のための丘 、だ

い　診由 については　診　天雷 ことが摘

七でだい巳の構　目丘 ・に・蛎L』
　　また、これらの業務を適切に行うため、名簿等の
　作成により読影医師の把握に努めるとともに・必要
　に応じて検診実施機関の実地調査を行う。
オ　検診実施機関（細胞診検査センターを含む。）に
　おける細胞診検査の精度の向上を図るため、検体の
　抜取り調査等により判定結果を評価し、並びに細胞
　検査士、細胞診豆』旦医等の人員及び検体の処理数、

　保存状況等について評価し、今後における精度管理

　の在り方について検討する。
　　また、これらの業務を適切に行うため、必要に応
　じて検診実施機関の実地調査を行う。
カ　その他、肺がん検診の精度の維持・向上のために
　必要な事項を検討する。

キアか’カまでの1・小については　 ・

　診由　　　　に・して…一日ムや　 1巳 @　　涌じて
。知　交し 弗　の

た

差　・」亟』』

が　’鳳け　がん　診の
喝一

P　で

よ』 言、結　　小一ムページに薯 の

公りよに法

7　乳がん部会
　（1）部会の構成
　　　部会は、保健所、医師会、日本乳癌検診学会等に所
　　属する学識経験者等乳がん検診にかかわる専門家によ

　　って構成するものとする。
　（2）部会の運営
　　　乳がん部会は、次の事項について審議し、その結果
　　を都道府県知事に報告するものとする〔1
　　ア　市町村において実施した乳がん検診のがん　診鳳
　　　診瓢　　一　瓢　軸　凪珍瓢　再　　応適　　　び

がん 指の率 巴　し　箆・の、証　行騒こと

作成により読影医師の把握に努めるとともに、必要
に応じて検診実施機関の実地調査を行う。

工　検診実施機関（細胞診検査センターを含む。）に
　おける細胞診検査の精度の向上を図るため、検体の
　抜取り調査等により判定結果を評価し、並びに細胞
　検査士、細胞診盤医等の人員及び検体の処理数、
　保存状況等について評価し、今後における精度管理
　の在り方について検討する。
　　また、これらの業務を適切に行うため、必要に応
　じて検診実施機関の実地調査を行う。
オ　その他、肺がん検診の精度の維持・向上のために
　必要な事項を検討する。

7　乳がん部会
　（1）部会の構成
　　　部会は、保健所、医師会、日本乳塑検診学会等
　　に所属する学識経験者等乳がん検診にかかわる専門
　　家によって構成するものとする。
　（2）部会の運営
　　　乳がん部会は、次の事項について審議し、その結果
　　を都道府県知事に報告するものとする。

　　ア　市町村において実施した乳がん検診の聾
　　　　　瓢　一一　悪診瓢　乳がん　　瓢　　　言・　ると

と　に の六　や六瓢　…「一　し　今後における検

一7・



イ

ウ
一

工一

オ
一

によし　　ム・　・　土か’乳がん　　診の　　　郵　　　行
し、　　　士　　・　　　自　△　　　　　診硫「　　　　　　　　　一　’マ

、、　に・　　　ヒ　又は　　言　　ノー『

E　　ヒ面について全玉　　直との比六’トノー』　の　宰

により　　5道府．、全　　としての乳がん　診の

　評価　行噛

E　指票について市町村ごとの　言・　行い　　　市町

村田　　　道府．、及び全玉における　　直との比六に

おいて大きなばらつきがないか　言匹」
旨票について　診亡施　　　間で大　なぱらっ

　きがないか　　証　　る

@特に、精密検査の結果乳がんと診断された症例に
ﾂいては、検討会を設ける等の方法により』その塗
f受診歴　　病期、治療の状況等を検討し、検診の効
ﾊや効率を評価する。
@　指票について　市町村や　診由施　　　の閉で大
一　かば’つ　　が　　　日△　　には　　1，、可に示した「が

ん　　珍の　　　郵　　に　’1　　主　　ヒ票について

参　　にして　　　診由　　　　の一　　空理上の・頴か

がん　　診の・　　寸の．　の　　　に　　　　のかかど

。　頁の一　土　日　’かに　　　　、に又め

・に　’1　　1」・　　の　　巫珍　　に・　　愚論

指　　について　　　の　　施　　法　由施間冒　　　巴握し
「’

@受翰猟　向上させるための旦　的な　差
並　検診実施機関における精度管理の状況を把握する

ｽめ、乳房エックス線写真の良否、判定結果、読影
ﾌ体制、読影医師及び診療放射線技師の人員、撮影
葡uの耐用年数等について評価し、今後における精
x管理の在り方について検討戯曲施　　　に対
@る指　　又は助曇　　行嶋とともに　　一［　管理上の。

が認められるにもかか　　’ず　　　・のための無

とらかい　診由施　　　については　珍　天託　る
ことが適七でかいビの工　　日共　　　　寸に対し行

、L

・8一

診の実施方法等について検討する。

イ　特に、精密検査の結果乳がんと診断された症例に
　ついては、検討会を設ける等の方法によりその病
　期、治療の状況等を検討し、検診の効果や効率を評
　価する。

ウ　検診実施機関における精度管理の状況を把握する
　ため、乳房エックス線写真の良否、判定結果、読影
　の体制、読影医師及び診療放射線技師の人員、撮影
　装置の耐用年数等について評価し、今後における精
　度管理の在り方について検討する。

　　また、これらの業務を適切に行うため、麹
　　成により　診日当医自　巴屋　るとともに　必要
に応じて検診実施機関の実地調査を行う。



また、これらの業務を適切に行うため・亘堕：L
検診実施機関等と連携いrがん予腫点健・摯育
及びがん辮のための旨盆の別紙2〒2で示し
たr乳がん診のための点　（言鐸　　用）
用いて．．言随一施するとともに必要に応じ
　て検診実施機関の実地調査を行う。
力　その他乳がん検診の精度の維持・向上のために必

王難纂騨撫難毒、1毒董
　じて周知　図り、それぞれの事業　芸を求める。

　　また　生民が自ら思けるがん、診の
　るよロ　　言・結、　ホームページに

の 判断でき

主 る　の方

エ　その他乳がん検診の精度の維持・向上のために必

　要な事項を検討する。

　法により公　　る
ク　アから力までの　討及び訴査の＿には「老人　建
一　　 に基づく乳がん　診及び子古が一
轟響記号岩）讐、，’諜た嫌
な考え方及び検討事項を参照する

8　大腸がん部会
（1）部会の構成
　　　部会は、保健所、医師会、日本消化器集団検診学会
　　等に所属する学識経験者、臨床検査技師等大腸がん検
　　診にかかわる専門家によって構成するものとする。

　（2）部会の運営
　　　大腸がん部会は、次の事項について審議し、その
　　結果を都道府県知事に報告するものとする。
　　ア　市町村が策定した検診計画について検診が璽
　　方法及び精度管理の下で円滑に実施されるよう、広
　　域的見地から医師会、検診実施機関、精密検査機関

　　　等と調整を行う。
　　イ　市町村において実施した大腸がん検診の雌
　　　再診漏　　　．　瓢　一　再診瓢　陽生　応適　度及

　　　びがん・　京の旨票　巴屋し　以下の、証　行うこ

8　大腸がん部会
　（1）部会の構成
　　　部会は、保健所、医師会、日本消化器集団検診学会
　　等に所属する学識経験者、臨床検査技師等大腸がん検
　　診にかかわる専門家によって構成するものとする。

　（2）部会の運営
　　　大腸がん部会1ま、次の事項について審議し、その結

　　果を都道府県知事に報告するものとする。
ア　市町村が策定した検診計画について検診が円滑に
　実施されるよう、広域的見地から医師会、検診実施

　機関、精密検査機関等と調整を行う。

イ 市町村において実施した大腸がん検診の魅＿

るとともに

、悪診；’覧　大日がん　 瓢・ @射す
の効　や交　　麺面し　今後におけ

9



とにより　広域的　地から大腸がん検診の　業評価

を行い、地域、師会　検診
　　　　に対　る旨描又は助言

施幾関、精密検査機
　　ノ　　　 ほ

　　T2』＿
旨票について全玉・直との比1六　行、　の方法

により 道府県全　としての大日がん　診の当
二
，一

丁

’
イ
を面イ平一

＝
昌

旨票について　町村ごとの　討　行い 町

おいて大きなばらつきがないか検並」
村田 道府県及び全玉にお1ナる銅壷との比1六に

ウ

エ
ー

．各指票について検診実施機関間で大きなぱらつき

　がないか検証する
特に、精密検査の結果、大腸がんと診断された症
例については、一検討会を設ける等の方法により』そ

の灘一病期、治療の状況等を検討し、検診
の効果や効率を評価する。

　　旨票について　　町村や　診由於一
きなばらつきが　る目合　には　1」紙1に示した

「がん検診の事業評価における主要キー
等
か

参考にして、検診実施機関の精度管理上の階日
がん検診の対象集団の特性の差異によるものか

など、問題の所在を明らかにするように努める
オ
一 町村における一席　査の未風諭　にメ・する再診

旨臨七について　　の「bb手法　出　日隔 巴　し

亟診導 向上させるための旦　的な　韮

山力　検診実施機関における精度管理の状況を把握する　ため、判定結果、検体の処理数・処理方法等につい
　て評価し、今後における精度管理の在り方について
　検討し、検診実施機関に対する指導又1ま助昔を行う

　とともに 精度管理上の瑚題が認められるにもかか

については診
　b 塾のための並 とらない診　轍．

託　ることが適切でない一の生

辮窃【こそ了うため、皿
．診実施　　辛と連 し 「がん予　 一点健　　云及

01

る検診の実施方法等について検討する。

ウ　特に、精密検査の結果、大腸がんと診断された症
　例については、検討会を設ける等の方法によりその
　病期、治療の状況等を検討し、検診の効果や効率を

　評価する。

工　検診実施機関一における精度管理の状況を把握する
一　ため、判定結果、検体の処理数・処理方法等につい
　て評価し、今後における精度管理の在り方について

　検討する。
　　また、これらの業務を適切に行うため、必要に応
　じ検診実施機関の実地調査を行う。



検診実施機関の実地調査を行う。
キその他大腸がん検診の精度の維持・向上のために

　必要な事項を検討する。

皇．鐙競1・町楚
　て周知を図り　それぞれの事業　盛典』
　　また、住民が自ら受けるがん検診薦を半噺でき
　るよっ横言寸，1吉をホームページに掲一する等の方

ケ職封購査　には別紙21こ
計た「欝ん．曇1欝，藷、．課獣た

か1認　る
　　認の。、にはr老人健豊茎蜂一
認異皐読輩弄，1が告蕪罪麓鶏鐸壁

方及び検討事項を参照する。

9　鍾置．置」旦病登録・評価等部会

　（1）部会の構成

　　雌鶏姦黠事案醤鷺轟鶴謙
　　って構成するものとする。
　（2）部会の運営
　　　聾病登鍬評価等部会は・次（D事項について
　　審議し、その結果を都道府県知事に報告するものとす

　　る。
　　ア生聾病予防対策を効果的・効率的「こ推進する
　　　ため、がん等の輝」重病患者の登録を実施し、り
　　　患率、受療状況、生存率等の集計、解析等婁遺
　　　病の動向について検討する。
　　イ土曜遺病登録によって得られた†青報・死亡統計

オ　その他大腸がん検診の精度の維持・向上のために

　必要な事項を検討する。

9　成人病登録・評価等部会

　　（1 P，難1轟翻重睾臨灘
　　門家によって構成するものとする。

　（2）部会の運営
　　　成人病登録・評価等部会は、次の事項について審議
　　し丁マの結果を都道府県知事に報告するものとする。

ア　動病予防対策を効果的、効率的に推進する往
　め、がん等の四Σ病患者の登録を実施し、罹患準、
　受療状況、生存率等の集計、解析等座病の動向に

　ついて検討する。
イ　心病登録によって得られた情報、死亡統計から

1
1



　からの情報、市町村において実施される健康診査に
関する情報等を総合的に判断し・市町村で実施さ祠

る健康診査等聾病予防対策についてイ輿6部
　会との連携を保ちその協力を得て、評価を行っ。

ウその他聾病の登録事業及び聾病予防
　対策の評価に必要な事項を検討する。

10　実施上の留意事項
（1）都道府県は、事業の実施に当たっては市町村と漸各
　　　調整を行うとともに、関係団体及び関係機関に対
　　し、事業の趣旨を周知徹底して積極的な協力を求め、

　　事業の円滑な遂行を図るものとする。一　　　　　．
　（2）協議会の業務は、市町村で実施される健康塗査の評
　　価に限らず、職域等で実施されている集団検診等も可
　　能な限り対象として、その精度管理の実態について把
　　握し、事業の総合的な推進を図るよう努めるものとす

　　　る。
　〔3）上記3から8の事業の実施に当たっては、幽
　　　を参考にするものとする。
　　　ア　がん検診の精度評価に関する手引き（成人病検診
　　　管理指導協議会のあり方に関する調査研究班（平成

イ器「こ基づく乳がん診及び子一がん

一　診における　　罰面の手法について　がん　診に

る　討会　田　土　平成17　2月））
皇　老人　イ　　、に基づく大腸がん　診の　直しにつ
　いて（がん検診に関する検討会中間報告（平成18年

2月））

第4　聾病検診笠従事者講習会

1　趣旨
　基本健康診査、一胃がん検診、子宮がん検診、肺がん検
診、乳がん検診及び大腸がん検診に従事する者の資質の向

　の情報、市町村において実施される健康診査に関す
　る情報等を総合的に判断し、市町村で実施される健
　康診査等割Σ病予防対策について他の6部会との連
　携を保ちその協力を得て、評価を行う。
ウ　その’他四Σ病の登録事業及び座病予防対策の評

　価に必要な事項を検討する。

10　実施上の留意事項
　（1）都道府県は、事業の実施に当たっては市町村と連絡
　　　調整を行うとともに、関係団体及び関係機関に対
　　し、事業の趣旨を周知徹底して積極的な協力を求め、

　　事業の円滑な遂行を図るものとする。
　（2）協議会め業務は、市町村で実施される健康診査の評
　　価に限らず、職域等で実施されている集団検診等も可
　　能な限り対象として、その精度管理の実態について把
　　握し、事業の総合的な推進を図るよう努めるものとす

　　るロ
　（3）上記3から8の事業の実施に当たっては・＿上血塗
　　診の精度評価に関する手引き　（成人病検診管理指導
　　協議会のあり方に関する調査研巾班（平成10年3月））

　　　を参考にするものとする。

第4　成人病検診従事者講習会

1　趣旨
　基本健康診査、胃一がん検診、子宮がん検診、肺がん検

診、乳がん検診及び大腸がん検診に従事する者の資質の向
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上を図ることを目的として、協議会の指導の下「こ講習会を

開催するものである。

2　講習会の種類及び内容
言緒会の種類及び内容は、概ね次の鱒りとす露

（1雌蝟ｳ難・講
　　の実際及び検査結果の解釈等
（2〉胃がん検診読影従事者言紹・…一総論・胃がんの臨
　　床、早期胃がんの診断、エックス線写真の読影方法・

　　ダブルチェックの実習等
〔3）胃がん検診エックス線撮影1尊者講琶……総論・
　　良いエックス線写真の撮り方、現像手支術・放射線被

　　曝、エックス線撮影装置の維持管理、実技誉導等
（4）子宮がん検診細胞診従事者講習・・一…総論・検体の
　　処王里、染色技術、細胞診の実際精度管理の剣祭・標

　　本の整理等
…’讐．ヰ葛言禁隻の目無濫読雛蔽薪

　　実習等
〔6）肺がん検診細胞診従事者講習一・一総論・検体の処
　　理、染色技術、細胞診の実際、精度管理の実際、標本

　　の整理等
（7）乳がん検診従事者講習…一…総論・乳がん検言多の方
　　法（視触診、乳房エックス線検査等）、乳がん自己検

　　診の指導方法等
　（8）大腸がん検診従事者講習………総論、検体の処理、

　　精度管理の実際等

3　参加資格
　保健所、医療機関、検診実施機関等で現に生直遺病検
診釜に従事している者であって・次1こ掲げる皿又ぱその

他部道府県が必’ vと認めるものとする。
（1）基本健康診査に従事している医師及び臨床検査技師

上を図ることを目的として、協議会のキ旨導の下に講習会を

開催するものである。

2　講習会の種類及び内容
講習会の種類及び内容は、概ね次一のとおりとする・
（1）基本健康診査従事者講習一一…総論・心電図のとり
　　方及び読み方、眼底検査の意義及び実際、眼底写真の
　　撮り方、臨床検査の実際及び検査結果の解釈等

（2）胃がん検診読影従事都紹…一・・総論・胃内｛んの臨

　床、早期胃がんの診断、エックス線写真の読影方法、

　ダブルチェックの実習等
（3）胃がん検診エックス線撮影従事者講習………総論、
　良いエックス線写真の撮り方、現像技術、放射線被
　曝、エックス線撮影装置め維持管理、実技指導等
（4）子宮がん検診細胞診従事者講習………総論、検体の
　処理、染色技術、細胞診の実際、精度管理の実際、標

　　本の整理等
（5）肺がん検診読影従事者講習・・…・…総論、肺がんの臨

　　床、早期肺がんの診断、エックス線写真の読影方法、

　　二重読影・比較読影の実習等
（6）肺がん検診細胞診従事者講習・一……総論、検体の処
　　理、染色技術、細胞診の実際、精度管理の実際、標本

　　の整理等
（7）乳がん検診従事者講習…一一総論、乳がん検診の方
　　法（視触診、乳房エックス線検査等）、乳がん自己検

　　診の指導方法等
〔8）大腸がん検診従事者講習………総論、検体の処理、

　　精度管理の実際等

3　参加資格一
　保健所、医療機関』検診実施機関等で現に産痛検診に
従事している者であって、次に掲げる童又はその他璽都道

府県が必要と認める亘血豆ものとする。
11）基本健康診査に従事している医師及び臨床検査技師
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　　等
（2）細胞検査士等
〔3）胃がん検診又は肺がん検言艦影に従事している医師

（4）胃がん検診に従事している診療放射線技師

（5）乳がん検診に従事している医師
（6）乳がん　診に従…了している診療放寸，鋤
（7）大腸がん検診に従事している臨床検査技師等

一4　受講人員
　各講習会の種類ごとに10名程度とする。

5　期間及び開催回’数
　1日とし、年12回程度開催するものとする。

6　開催場所
　都道府県が指定する場所とする。

第5　聾病登録・評価等事業

1　趣旨
聾病予防対策及び錘予防対策を効果的「こ推進
するため、生造遡病登録・評価等部会の指導の下に・生
直遡病登録・評価事業（がん等の鰹」重病患者を登、
録し、罹患率、受療状況、生存率等の集計及び解析を行っ
ことをいう。以下同じ。）を行うものである。

2　聾病登録・評価事業
（1）登録の方法
　　がん等の登録の方法については、地域の実情を考慮し
　つつ、関係諸機関の協力を得て決定するものとする。
　　なお、登録を実施するに当たっては、①「地域がん登
　録の手引改訂第2版」（厚生省がん研究助成金・地域が
　ん登録の体系化と登録資料の利用に関する研究班、昭和
　52年12月）②「地域がん登録標準方式」（同、昭和52年

　等
（2）細胞検査士等
（3）胃がん検診又は肺がん検診読影に従事している医師

（4）胃がん検診に従事している診療放射線技師

（5）乳がん検診に従事している医師

（6〉大腸がん検診に従事している臨床検査技師等

一4　受講人員
　各講習会の種類ごとに10名程度とする。

5　期間及び開催回数
　1日とし、年12回程度開催するものとする。

6　開催場所
　都道府県が指定する場所とする。

第5　成人病登録・評価等事業

1　趣旨
　座病予防対策及び塞型予防対策を効果的に推進す
るため、魅病登録・評価等部会の指導の下に、』払病登
録・評価事業（がん等の盛ム病患者を登録し、罹患率、受
療状況、生存率等の集計及び解析を行うことをいう。以下

同じ。）を行うものである。

2　成人病登録・評価事業
　　　（1）登録の方法
　がん等の登録の方法については、地域の実情を考慮し
　つつ、関係諸機関の協力を得て決定するものとする。

　なお、登録を実施するに当たっては、①r地域がん登
　録の手引改訂第2版」（厚生省がん研究助成金・地域が

　ん登録の体系化と登録資料の利用に関する研究班、昭和
　5巨年12月）②「地域がん登録標準方式」（同、昭和52年
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U月）を参考にするものとする。
（2）患者登録票の整備とその保管
　収集し耐青報は個人ごとに整王里するとともに患者登録
票を作成し、その保管に当たって［焔々の患者爾必密が

、劉犠，輸難こ課嵩繕書
　　ア収集、整理した登録情報に基づき・聾病の
　　罹患率、受療状況、生存率等を集計及び解析するも

　　　のとする。
　　　なお、この際、患者登録票と市町村において実施
　　　される健康診査を受診した者の全員又はその一章ゆ
　　　者の受診結果とを照合すること旺って・健康総
　　　の死亡率の減少に対する寄与度等色解析し・輝
　　　飾予防対策の推進1こ資す勢処する・
　イ解析した結果について1ま年一とにまとめ・関係機

　　　関に報告するものとする。
14）登録の精度の管理とその向上
　　登録に当たっては、その精度を常に管理し、その向上
に努めるものとする．そのたぬ医療機関等に対し届出
　体制の整備を依頼するとともに、必要に応じて医療機関

　等に出張し、情報を採録するものとする。

（5）その他の留意事項
　　この事業を推進するに当たっては、医師会、医療機
　関、大学、保健所、市町村等関係機関の協力を求め、こ

れ集轡。欝讐瞥革製もす亀鋤
　の策西について　（平成18年3月31日老老発0331006号厚
　生労働省老健局老人保健課　通知）における脳卒中情報

　シズテム璽に掲げる脳卒中委員会と連携し・坦
　憶病登録・評価事業の充実を図るものとする・

第6聾病検診笠従事者研修会の開催

1　趣旨
51

“月）を参考にするものとする。
（2）患者登録票の整備とその保管
　収集した情報は個人ごとに整理するとともに患者登録
票を作成し、その保管に当たっては個々の患者の弄必密が

保持されるよう厳重に注意するものとする。
（3）登録情報の集計、解析及びその結果報告
　ア　収集、整理した登録情報に基づき、阯病の罹患
　　率、受療状況、生存率等を集計及び解析するものと

　　する。
　　　なお、この際、患者登録票と市町村において実施
　　　される健康診査を受診した者の全員又はその一部の
　　　者の受診結果とを照合することによって、健康診査
　　　の死亡率の減少に対する寄与度等を解析し、塵病

　　　予防対策の推進に資するものとする。
　イ　解析した結果について1よ年ごとにまとめ、関係機

　　　関に報告するものとする。
（4．）登録の精度の管理とその向上
　登録に当たっては、その精度を常に管理し、その向上
　に努めるものとする。そのため、医療機関等に対し届出
　体制の整備を依頼するとともに・必要に応じて医療機関

　等に出張し、情報を採録するものとする。

（5）その他の留意事項
　　この事業を推進するに当たっては・医師会・医療機
　関、大学、保健所、市町村等関係機関の協力を求め、こ
　れら機関と密接な連携を保つものとする。
　　また、寝たきり老人ゼロ作一’㌧総合進、肥1紳
における脳卒中情報システム…墜に掲げる脳卒中委員会
と連携し、座病登録・評価事業の充実を図るものとす

る。

第6　阯病検診従事者研修会の開催

r　趣旨



細胞診は、今後子宮がん検診及び肺がん検…参の受診率の
向上に伴い検体が増加することカく予想されるため臨床検査

技師等を対象とした研修を行し・・細胞診従事者の確保を図

るものである。

2　研修の内容
　研修の内容を定めるに当たっては、日本臨床細胞学会の
協力を得て行うものとし・概ね次のとおりとする・
（1）細胞診繍…一・『細胞診技師としての心構え・細塵
　　の見方、細胞診及び組織診、細胞診手技、細胞の構煙

　　及び機能
（2）女性性器細胞診・・一…正常細胞・非腫瘍性細胞及び

　　腫瘍性細胞の細胞診
（3）喀痰細胞診・一一正常細胞、非腫瘍性細胞及び腫瘍

　　性細胞の細胞診
（41細胞診の実技の修得
（5）その他必要な事項

3　対象者
　臨床検査技師等であって、これから細胞診検査に従事し

ようとするものとする。

4　期間及び開催回数
　3週間を1コースとし、年2回程度実施するものとす

る。

5　受講人員
　1回のコースにづき、20名程度とする。

6　開催場所
　都道府県が指定する場所とする。

7　関係団体との連携
　研修会の開催に当たっては、日本臨床細胞学会等関連す
る団体と十分な連携をとり、事業の円滑な実施を図るもの

　細胞診は、今後子宮がん検診及び肺がん検診の受診率の
向上に伴い検体が増加することが予想されるため臨床検査
技師等を対象とした研修を行い、細胞診従事者の確保を図

るものである。

2　研修の内容
　研修の内容を定めるに当たっては・日本臨床細胞学会の
協力を得て行うものとし、概ね撫のとおりとする。
（1）細胞診総論………細胞診技師としての心構え、細胞
　　の見方、細胞診及び組織診、細胞診手技、細胞の構造

　　及び機能
（2）女性性器細胞診…」・・…正常細胞、非腫瘍性細胞及び

　　腫瘍性細胞の細胞診
（3一）喀痰細胞診…・」．・…正常細胞、非腫瘍性細胞及び腫瘍

　　性細胞の細胞診
（4）細胞診の実技の修得

（5）その他必要な事項

3　対象者
　臨床検査技師等であって、これから細胞診検査に従事し

ようとするものとする。

4　期間及び開催回数
　3週間を満コースとし、年2回程度実施するものとす

る。

5　受講人員
　1回のコースにつき、20名程度とする。

6　開催場所
　都道府県が指定する場所とする。

7　関係団体との連携
　研修会の開催に当たっては、日本臨床細胞学会等関連す
る団体と十分な連携をとり、事業の円滑な実施を図るもの
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とする。

とする。

第7市町村保健亜等研修会の開催

　コ　　　

び簾鋤イ登饗濃灘蔓誕総
村保健鯵に対する研修を実施するものである・

　2　研修の内容
　　研修の内容は、・以下のうちから適宜選択して行うものと

　するロ
　　（1）鐘の腿等に関する相談’欝1こ必要な
　　　矢口言哉及びキ支御〒

　　（2）錘予防のための亟方法・福祉ヰ絡の手11用方法・
　　　住宅改造等に関する相談・指導1こ必要な知識及び

　　　技術
　　（3）機能言川練の実施に必要な知雲級び技術

　　（4）個別健康教育の実施に必要な知識層技術，
　　（5）健康度評価事業の実施に必要な知識蓼・び技術．
　　〔6）失禁に関する相談・指導［こ必・要な知識及び技術

　　（7）生活習慣改善指導のために必要な知識及び！支術
　　（8）保健雁擬福祉の連携のために必要な知識及び技

　　　　　　（9）保健事業の効果的な実施にf紬企画立案のために必

　　　　要な矢口言哉及びキ支仲〒

　　（川その他保健事業の実施に関連して必要な知識及び技

　　　　術

3　対象者
市町村に在職して保健事業口定事する保健凱看言廼等

とする。

4　受講人員

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一17・

第7　市町村保健蝿等研修会の開催

　1　趣旨　　市町村における保健事業を適切Eこ実施するための知識及
び技術の修得を目的として、1呆健事業の実施に当たる市町

村保健野1罰する研修を実施1’るものである・

　2　研修の内容
　　研修の内容は、以下のうちから適宜選択して行うものと

　するロ
　　（1）継幽の処遇等に関する相談ーキ旨導に必要な知

　　　識及び技術
　　（2）寝たきり予防のための介護か去・福祉機器の手帰方
　　　法、住宅改造等1こ関する相談・指導1こ必要な知識及び

　　　技術
　　（3）機能訓練の実施に必要な知識及び技術
　　（4）個別健康教育の実施に必要な知識及び技術
　　（5）健康度評価事業の実施に必要な知識及び技術
　　（6）失禁に関する相言炎・指導に必要な知識及び灘！
　　〔7）生活習慣改善指導のために必要な知識及び繕術
　　（8）保健・医療雁祉の連携のために必要な知識及び技

　　　術
　　（9）保健事業の効果的な実施に係る企画立案のために必

　　　要な知識及び技術
　　（10）その他保健事業の実施に関連して必要な知識及び技

　　　　術　・

　　3　対象者
　　　市町村に在職して保健事業に従事する保健墨、看護量等

　　とする。

　　ヰ　受講人員



1回のコースにつき、30名程度とする。

5　開催場所
　都道府県が指定する場所とする。

第8　地域・職域保健連絡協議会の設置及び運営

1　趣旨
市町村が行う保健事業を効果的・効率的に実施するた
ダ）、職域保健サービス提供主体との連携強化を図る必要が

あり、このため者随府県は漣絡協議会を言笠置運営する

ものである。

2　組織
連絡協議会は、保健所、市町村諸随府県医師会・学識
経験者、商工会議所、都道府県健康保険組合連合会渚5道
府県国民健康保険団体連合会、環境衛生同業組合等によっ

て構成するものとする。

3　運営
連絡協議会は、次のことについて協議し・その結果を都

道府県知事に報告するものとする。
（4）市町村の枠を超えた広域的な職域保健サービスに関

　　する情報の収集、情報交換
（2）市町村における健康診査等の実施日、実施場所等の
　　周知徹底を職域保健の対象者を通じて、その家族等に

　　対して行う方策
（3）保健事業と職域保健サービスの実施状況及び分析評

　　価に関する情報交換等
（4）保健事業と職域保健サービスの共通化の方策

〔5）その他保健事業の推進に必要な事項

4　設置上の留意事項
（1）都道府県は、連絡協議会の設置に当たっては関係部

1回のコースにつき、30名程度とする。

5　開催場所
　都道府県が指定する場所とする。

第8　地域・職域保健連絡協議会の設置及び運営

1　趣旨
　市町村が行う保健事業を効果的・効率的に実施するた
め、職域保健サービス提供主体との連携強化を図る必要が
あり、このため都道府県は、連絡協議会を設置・運営す、る

ものである。

2　組織
　連絡協議会1ま、保健所、市町村、都道府県医師会、学識
経験者、商工会議所、都道府県健康保険組合連合会・都道

府県国民健康保険団体連合会、環境衛生同業組合等に串っ

て構成するものとする。

3　運営
　連絡協議会は、次のことについて協議し、その結果を都

道府県知事に報告するものとする。
（1）市町村の枠を超えた広域的な職域保健サービスに関

　　する情報の収集、情報交換
（2）市町村における健康診査等の実施日、実施場所等の
　　周知徹底を職域保健の対象者を通じて、その家族等に

　　対して行う方策
〔3）保健事業と職域保健サービスの実施状況及び分析評

　　価に関する情報交換等
（4）保健事業と職域保健サービスの共通化の方策

（5）その他保健事業の推進に必要な事項

4　設置上の留意事項
〔1）都道府県は、連絡協議会の設置に当たっては関係部
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　局と十分協議するものとする。
（2）r21世紀における国民健康づく哩動〔健康日本
　21）」における都道府県の推進基盤組織としての役
　割を担う場合があることに＋分画己慮するものとする・

第9　その他
　別紙に留意の上、事業を実施することとすう。

　局と十分協議するものとする。
（2）r2世紀における国民健康づくり運動（健康膝
　21）」における都道府県の推進基盤組織としての役
　割を担う場合があることに十分配慮するものとする。

第9　その他
　別紙に留意の上、事業を実施することとする。
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別　紙

健康診査管理指導等事業の実施に係る留意事項

1　健康診査の効果及び効率の評価について
〔1）循環器疾患等部会における基本健康診査の効果及ダ
　　効率の評価は、性別・年齢階級別の受診者数及び受診
　　率、指導区分別人数及びその率、各検査項目別異常所
　　見数及びその率等について一覧表を作成する等の方法

　　により行うこと。
（2）がんに関する各部会における各がん検診の効果及び
　　効率の評価は、性別・年齢階級別の受診者数及び受診
　　率、要精検者数及び要精検率、精検受診者数及び精検
　　受診率、がんの発見数及びがん発見率、がん以外の疾
　　患の発見数及びその発見率等について・一覧表を作成す

　　る等の方法により行うこと。

2　症例の検討について
〔1）循環器疾患等
　　r要医療」と区分された症例の検討ぱ、年齢、性別、
　過去の検診受診状況、医療機関受診の結果、治療の状況

　等の項目について行うこと。
　　また、生」盤病登録・評価事業等において登録が行
　われている場合には、上記項目についてr要医療」と区
　分されたものに係る症例とそれ以外の脳卒中等の症例と

　比較検討を行うこと．
（2）がん
　　精密検査の結果、がんと診断された症例の検討は、年
　齢、性別、過去の検診受診状況、組織型、臨床病期、治

　療の状況、生存の状況等の項目について行うこと。
　　また、空聾病登録・評価事業等においてがん登録
　が行われている場合には、上記項目について精密検査の
　結果、がんと診断された症例とそれ以外で発見された症

　例とで比較検討を行うこと。

別　紙

健康診査管理指導等事業の実施に係る留意事項

1　健康診査の効果及び効率の評価について
（r）循環器疾患等部会における基本健康診査の効果及び
　　効率の評価は、性別・年齢階級別の受診者数及び受診
　　率、指導区分別人数及びその率、各検査項目別異常所
　　見数及びその率等について一覧表を作成する等の方法

　　により行うこと。
（2）がんに関する各都会におげる各がん検診の効果及び
　　効率の評価は、性別・年齢階級別の受診者数及び受診
　　率、要精検者数及び要精検率・精検受診者数及び精検
　　受診率、がんの発見数及びがん発見率・がん以外の疾
　　患の発見数及びその発見率等について一覧表を作成す

　　る等の方法により行うこと。

2　症例の検討について
（1）循環器疾患等
　　「要医療」と区分された症例の検討は、年齢、性別、

　過去の検診受診状況、医療機関受診の結果、治療の状況

　等の項目について行うこと。
　　また、成人病登録・評価事業等において登録が行われ
　ている場合には、上記項目について「要医療」と区分さ
　れたものに係る症例とそれ以外の脳卒中等の症例と比較

　検討を行うこと。

〔2）がん
　　精密検査の結果、がんと診断された症例の検討は・年
　齢、性別、過去の検診受診状況、組織型、臨床病期、治
　療の状況、生存の状況等の項目について行うこと。
　　また、成人病登録・評価事業等においてがん登録が行
　われている場合には、上記項目について精密検査の結
　果、がんと診断された症例とそれ以外で発見された症例

　とで比較検討を行う　こと。
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3　報告の依頼について
　　上記扱び2の事業を行うために必要な報告は憩域

儲轟轟晶び蕪鵯重鰍Σ喜ン
報告は、地域

o由して若し
≠ﾟること。

3　報告の依頼について
@　上記1及び2の事業を行うために必要な報告は、地域
@の実情に応じて、市町村から又は市町村を経由して若し
ｭは面妾に検診実施機関、医劇幾関等から求めること・
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（参考1改正後全文）

別　添

　　　　　　健康診査管理指導等事業実施のための指針

第1　事業の目的
　心臓病、脳卒中等の生活習慣病予防及び介護予防対策として保健事業等
が広く実施されているが、このうち健康診査については、精度管理の面か
ら要精検率や疾病発見率等の把握が重要であるほか、健康診査に従事する

者の資質の向上、細胞検査士の養成が必要である。
　また、地域保健サービスとしての保健事業の効率的な実施のための職域
保健畦一ビスとの連携の必要性や、在宅認知症高齢者の処遇等に関して、

保健師による相談、指導等に対する高齢者及びその家族の需要が高まって一

きている。

　このため、がん、脳卒中等の生活習慣病及び要介護状態等の動向を把握
し、また．、市町村等で実施される健康診査の実施状況や検診実施機関の精

度管理の状況を把握・評価して専門的な見地から適切な指導を行うととも
に、これら健康診査に従事している者の資質の向上や細胞検査士の養成を
行うほか、在宅認知症高齢者の支援、寝たきり予防等に関する相談、指導
に当たる市町村保健師等の研修を行い、また、職域保健サービス提供主体

との協議の場を設けて相互の連携の強化を図り、もって保健事業等がより

効果的、効率的に実施されることを目的とする。

第2　事業の実施主体
　都道府県とする。

第3　生活習慣病検診等管理指導協議会の設置及び運営

1　趣旨
　都道府県は、がん、心臓病等の生活習慣病及び要介護状態等の動向を
把握し、また、市町村及び検診実施機関に対し、検診の実施方法や精度
管理の在り方等について専門的な見地から適切な指導を行乾ために、協

議会を設置・運営するものである。



含　組織
　協議会は、循環器疾患等部会、胃がん部会、子宮がん部会、肺がん部
　会、乳がん部会、大腸がん部会及び生活習慣病登録・評価等部会の7部
　会で構成するものとする。

3　循環器疾患等部会
　（1）部会の構成

　　部会は、保健所、医師会、循環器疾患等の予防に知識と経験を有す
　る者等基本健康診査にかかわる専門家によって構成するものとする。

　（2）部会の運営

　　循環器疾患等部会は、次の事項について審議し、その結果を都道府
　県知事に報告するものとする。

　ア　市町村において実施した基本健康診査の受診率、及び選択実施
　　　項目別の実施率、異常率等を検討するとともに、その効果や効率
　　　を評価し、今後における基本健康診査の実施方法等について検討
　　　する。

　イ　特に、r要医療」と区分された症例については、検討会を設ける
　　　等の方法により検査結果、治療の状況等を検討し、基本健康診査
　　　の効果や効率を評価する。

　　ウ　検診実施機関における検診機器の保守点検、心電図及び眼底写
　　　真の撮影技術及び判定結果並びに血液検査の標準化等を評価し、
　　　今後における精度管理の在り方について検討する。

　　　　また、これらの業務を適切に行うため、必要に応じて検診実施
　　　機関の実地調査を行う。

　エ　その他基本健康診査の精度の維持・向上のために必要な事項を
　　　検討する。

4　胃がん部会
　（1）部会の構成

　　部会は、保健所、医師会、日本消化器集団検診学会等に所属する学
　識経験者、診療放射線技師等胃がん検診にかかわる専門家によって構
　成するものとする。

　（2）部会の運営

　　胃がん部会は、次の事項について審議し、その結果を都道府県知事
　に報告するものとする。

　　ア　市町村において実施した胃がん検診の受診率、要精検率、精検
　　　受診率、胃がん発見率等を検討するとともに、その効果や効率を
　　　評価し、今後における検診の実施方法等について検討する。

　　イ　特に、精密検査の結果胃がんと診断された症例については、検
　　　討会を設ける等の方法により、その検診受診歴、病期、治療の状



　況等を検討し、検診の効果や効率を評価する。
ウ　市町村における精密検査の未受診者に対する受診指導について、

　その実施手法、実施間隔等を把握し、精検受診率を向上させるた
　めの具体的な改善策を検討する。

工　検診実施機関における精度管理の状況を把握するため、エック
　ス線写真の良否、判定結果、読影の体制、読影医師及び診療放射
　線技師の人員、撮影装置の耐用年数等について評価し、今後にお
　ける精度管理の在り方について検討し、検診実施機関に対する指
　導又は助言を行うとともに、精度管理上の問題が認められるにも

　かかわらず、改善のための措置をとらない検診実施機関について
　は検診を委託することが適切でない旨の情報提供を市町村に対し
　行う。

　　また、これらの業務を適切に行うため、必要に応じて検診実施

　機関の実地調査を行う。
オ　その他胃がん検診の精度の維持・向上のために必要な事項を検
　討する。

カ　アからオまでの検討結果については、市町村、検診実施機関等
　に対して説明会や個別指導等を通じて周知を図り、それぞれの事
　業改善を求める。

　　また、住民が自ら受けるがん検診の質を判断できるよう、検討
　結果をホ’一ムページに掲載する等の方法により公表する。

5　子宮がん検診
　（1）部会の構成

　　部会は、保健所、医師会、日本産婦人科医会、日本臨床細胞学会等
　に所属する学識経験者等子宮がん検診にかかわる専門家によって構成
　するものとする。

　（2）部会の運営

　　子宮がん部会は、次の事項について審議し、その結果を都道府県に
　報告するものとする。

　ア　市町村において実施した子宮頚がん及び子宮体がん検診のそれ
　　　ぞれについてのがん検診受診率、要精検率、精検受診率、陽性反
　　　応適中度及びがん発見率の指標を把握し、以下の検証を行うこと
　　　により、広域的見地から子宮がん検診の事業評価を行い、地域医
　　　師会、検診実施機関、精密検査機関等関係者に対する指導又は助
　　　言を行う。

　　　　・各指標について全国数値との比較を行う等の方法により、都
　　　　道府県全体としての子宮がん検診の事業評価を行う。
　　　　・各指標について市町村ごとの検討を行い、各市町村問、都道

　　　　府県及び全国における数値との比較において大きなばらつき



　　　がないか検証する。

　　・各指標について検診実施機関間で大きなばらつきがないか検
　　　証する。

イ　特に、精密検査の結果がんと診断された症例については、検討
　会を設ける等の方法により、その検診受診歴、子宮頚がん又は子
　宮体がんの病期、治療の状況等を検討し、検診の効果や効率を評
　価する。

ウ　各指標について、市町村や検診実施機関の間で大きなばらつき
　がある場合等には、別紙1に示した「がん検診の事業評価におけ
　る主要指標について」等を参考にして、検診実施機関の精度管理
　上の問題か、がん検診の対象集団の特性の差異によるものかなど、
　問題の所在を明らかにするように努める。
工　市町村における精密検査の未受診者に対する受診指導について、

　その実施手法、実施間隔等を把握し、精検受診率を向上させるた
　めの具体的な改善策を検討する。

オ　検診実施機関（細胞診検査センターを含む。）における細胞診検

　査の精度の向上を図るため、検体の抜取り調査等により判定結果
　を評価し、並びに細胞検査士、細胞診専門医等の人員及び検体の
　処理数、保存状況等について評価し、今後における精度管理の在
　り方について検討し、検診実施機関に対する指導又は助言を行う
　とともに、精度管理上の問題が認められるにもかかわらず、改善
　のための措置をとらない検診実施機関については検診を委託する
　ことが適切でない旨の情報提供を市町村に対し行う。

　　また、これらの業務を適切に行うため、市町村、検診実施機関
　等と連携し、rがん予防重点健康教育及びがん検診実施のための
　指針」の別紙1－2で示した「子宮がん検診のための点検表（検診
　実施機関用）」を用いて事業評価を実施するとともに、必要に応
　じて検診実施機関の実地調査を行う。

カ　その他子宮がん検診の精度の維持・向上のために必要な事項を
　検討する。

キ　アからカまでの検討結果については、市町村、検診実施機関等
　に対して説明会や個別指導等を通じて周知を図り、それぞれの事
　業改善を求める。

　　また、住民が自ら受けるがん検診の質を判断できるよう、検討一
　結果をホームページに掲載する等の方法により公表する。

ク　アからカまでの検討及び調査の際にはr老人保健事業に基づく
　乳がん検診及び子宮がん検診における事業評価の手法について（が

　ん検診に関する検討会中間報告〔平成17年2月）〉」に記載された
　基本的な考え方及び検討事項を参照する。



6　肺がん部会
　（1）部会の構成
　　部会は、保健所、医師会、日本肺癌学会、日本臨床細胞学会等に所
　属する学識経験者等肺がん検診にかかわる専門家及び診療放射線技師
　等結核予防法（昭和26年法律第96号）に規定する定期の健康診断等に

　係わる専門家によって構成するものとする。

　（2）部会の運営
　　肺がん部会は、次の事項について審議し、その結果を都道府県知事

　に報告するものとする。
　　ア　市町村において実施した肺がん検診の受診率、要精検率・精検
　　　受診率、エックス線検査受診者中の高危険群所属率、原発性肺が
　　　ん患者発見率等を検討するとともに、その効果や効率を評価し・

　　　今後における検診の実施方法等について検討する。
　　イ　特に、精密検査の結果肺がんと診断された症例については・検
　　　討会を設ける等の方法により、その検診受診歴・病期・治療の状
　　　況等を検討し、検診の効果や効率を評価する。
　　ウ　市町村における精密検査の未受診者に対する受診指導について、

　　　その実施手法、実施間隔等を把握し、精検受診率を向上させるた

　　　めの具体的な改善策を検討する。
　　工　検診実施機関における精度管理の状況を把握するため、エック
　　　ス線写真の良否、判定の結果、読影の体制等について評価し、今
　　　後における精度管理の在り方について検討し、検診実施機関に対
　　　する指導又は助言を行うとともに、精度管理上の問題が認められ
　　　るにもかかわらず、改善のための措置をとらない検診実施機関に
　　　ついては検診を委託することが適切でない旨の情報提供を市町村

　　　に対し行う。
　　　　また、これらの業務を適切に行うため、名簿等の作成により読
　　　影医師の把握に努めるとともに、必要に応じて検診実施機関の実

　　　地調査を行う。
　　オ　検診実施機関（細胞診検査センターを含む。）における細胞診検
　　　査の精度の向上を図るため、検体の抜取り調査等により判定結果
　　　を評価し、並びに細胞検査士、細胞診専門医等の人員及び検体の
　　　処理数、保存状況等について評価し、今後における精度管理の在

　　　り方について検討する。
　　　　また、こ．れらの業務を適切に行うため、必要に応じて検診実施

　　　機関の実地調査を行う。
　　カ　その他、肺がん検診の精度の維持・向上のために必要な事項を

　　　検討する。
　　キ　アからカまでの検討結果については、市町村、検診実施機関等
　　　に対して説明会や個別指導等を通じて周知を図り、それぞれの事



業改善を求める。

　また、住民が自ら受けるがん検診の質を判断できるよう、検討
結果をホームページに掲載する等の方法により公表する。

7　乳がん部会
　（1）部会の構成

　　部会は、保健所、医師会、日本乳癌検診学会等に所属する学識経験
　者等乳がん検診にかかわる専門家によって構成するものとする。

　（2）部会の運営

　　乳がん部会は、次の事項について審議し、その結果を都道府県知事
　に報告するものとする。

　ア　市町村において実施した乳がん検診のがん検診受診率、要精検
　　　率、精検受診率、陽性反応適中度及びがん発見率の一指標を把握し、

　　　以下の検証を行うことにより、広域的見地から乳がん検診の事業
　　　評価を行い、地域医師会、検診実施機関、精密検査機関等関係者
　　　に対する指導又は助言を行う。

　　　　・各指標について全国数値との比較を行う等の方法により、都
　　　　道府県全体としての乳がん検診の事業評価を行う。
　　　　・各指標について市町村ごとの検討を行い、各市町村間、都道
　　　　府県及び全国における数値との比較において大きなばらつき
　　　　がないか検証する。
　　　　・各指標について検診実施機関問で大きなばらつきがないか検
　　　　証する。
　イ　特に、精密検査の結果乳がんと診断された症例については、検
　　　討会を設ける等の方法により、その検診受診歴、病期、治療の状
　　　況等を検討し、検診の効果や効率を評価する。

　　ウ　各指標について、市町村や検診実施機関の間で大きなばらつき
　　　がある場合等には、別紙1に示した「がん検診の事業評価におけ
　　　る主要指標について」等を参考にして、検診実施機関の精度管理
　　　上の問題か、がん検診の対象集団の特性の差異によるものかなど、
　　　問題の所在を明らかにするように努める。
　　工　市町村における精密検査の未受診者に対する受診指導について、

　　　その実施手法、実施間隔等を把握し、精検受診率を向上させるた
　　　めの具体的な改善策を検討する。

　　オ　検診実施機関における精度管理の状況を把握するため、乳房エ
　　　ックス線写真の良否、判定結果、読影の体制、読影医師及び診療
　　　放射線技師の人員、撮影装置の耐用年数等について評価し、今後
　　　における精度管理の在り方について検討し、検診実施機関に対す
　　　る指導又は助言を行うとともに、精度管理上の問題が認められる
　　　にもかかわらず、改善のための措置をとらない検診実施機関にっ



　いては検診を委託することが適切でない旨の情報提供を市町村に

　対し行う。

　　また、これらの業務を適切に行うため、市町村、検診実施機関
　等と連携し、rがん予防重点健康教育及びがん検診実施のための
　指針」の別紙2－2で示したr乳がん検診のための点検表（検診実
　施機関用）」を用いて事業評価を実施するとともに、必要に応じ
　て検診実施機関の実地調査を行う。
カ　その他乳がん検診の精度の維持・向上のために必要な事項を検

　討する。

キ　アからカまでの検討結果については、市町村、検診実施機関等
　に対して説明会や個別指導等を通じて周知を図り、それぞれの事

　業改善を求める。
　　また、住民が自ら受けるがん検診の質を判断できるよう、検討
　結果をホームページに掲載する等の方法により公表する。
ク　アからカまでの検討及び調査の際にはr老人保健事業に基づく
　乳がん検診及び子宮がん検診における事業評価の手法について〔が
　ん検診に関する検討会中間報告（平成17年2月））ゴに記載された

　基本的な考え方及び検討事項を参照する。

8　大腸がん部会
（1）部会の構成
　部会は、保健所、医師会、日本消化器集団検診学会等に所属する学
識経験者、臨床検査技師等大腸がん検診にかかわる専門家によって構
成するものとする。

（2）部会の運営
　大腸がん部会は、次の事項について審議し、その結果を都道府県知
事に報告するものとする。

　ア市町村が策定した検診計画について検診が適切な方法及び精度管
　　理の下で円滑に実施されるよう、広域的見地から医師会、検診実
　　施機関、精密検査機関等と調整を行う。

　イ　市町村において実施した大腸がん検診のがん検診受診率、要精
　　検率、精検受診率、陽性反応適中度及びがん発見率の指標を把握
　　し、以下の検証を行うことにより、広域的見地から大腸がん検診
　　の事業評価を行い、地域医師会、検診実施機関、精密検査機関等
　　関係者に対する指導又は助言を行う。
　　　・各指標について全国数値との比較を行う等の方法により、都
　　　　道府県全体としての大腸がん検診の事業評価を行う。

　　　・各指標について市町村ごとの検討を行い、各市町村間、都道
　　　　府県及び全国における数値との比較において大きなばらつき

　　　　がないか検証する。



　　・各指標について検診実施機関間で大きなばらつきがないか検
　　　証する。

ウ　特に、精密検査の結果、大腸がんと診断された症例については、

　検討会を設ける等の方法により、その検診受診歴、病期、治療の
　状況等を検討し、検診の効果や効率を評価する。

工　各指標について、市町村や検診実施機関の間で大きなばらつき
　がある場合等には、別紙1に示したrがん検診の事業評価におけ
　る主要指標について」等を参考にして、検診実施機関の精度管理
　上の問題か、がん検診の対象集団の特性の差異によるものかなど、
　問題の所在を明らかにするように努める。
オ　市町村における精密検査の未受診者に対する受診指導について、

　その実施手法、実施間隔等を把握し、精検受診率を向上させるた
　めの具体的な改善策を検討する。

力　検診実施機関における精度管理の状況を把握するため、判定結
　果、検体の処理数・処理方法等について評価し、今後における精
　度管理の在り方について検討し、検診実施機関に対する指導又は
　助言を行うとともに、精度管理上の問題が認められるにもかかわ
　らず、改善のための措置をとらない検診実施機関については検診
　を委託することが適切でない旨の情報提供を市町村に対し行う。
　　また、これらの業務を適切に行うため、市町村、検診実施機関
　等と連携し、「がん予防重点健康教育及びがん検診実施のための
　指針」の別紙3－2で示した「大腸がん検診のための点検表（検診
　実施機関用）」を用いて事業評価を実施するとともに、必要に応
　じ検診実施機関の実地調査を行う。

キ　その他大腸がん検診の精度の維持・向上のために必要な事項を
　検討する。

ク　アからキまでの検討結果については、市町村、検診実施機関等

　に対して説明会や個別指導等を通じて周知を図り、それぞれの事
　業改善を求める。

　　また、住民が自ら受けるがん検診の質を判断できるよう、検討
　結果をホームページに掲載する等の方法により公表する。

ケ　アからキまでの検討及び調査の際には、別紙2に示した「大腸が
　ん検診のための点検表（都道府県用）」を用い、事業評価が系統的
　に適切になされたか確認する。

　　確認の際には「老人保健事業に基づく大腸がん検診の見直しに
　ついて（がん検診に関する検討会中間報告（平成18年2月））」に
　記載された基本的な考え方及び検討事項を参照する。

9　生活習慣病登録・評価等部会
　（1）部会の構成



　部会は、保健所、医師会、学識経験者、登録担当者など、生活習慣
病登録評価事業にかかわる専門家によって構成するものとする。

（2）部会の運営
　生活習慣病登録・評価等部会は、次の事項について審議し、その結

果を都道府県知事に報告するものとする。
　ア　生活習慣病予防対策を効果的、効率的に推進するため、がん等
　　の生活習慣病患者の登録を実施し、罹患率、受療状況、生存率等
　　の集計、解析等生活習慣病の動向について検討する。

　イ　生活習慣病登録によって得られた情報、死亡統計からの情報、

　　市町村において実施される健康診査に関する情報等を総合的に判
　　断し、市町村で実施される健康診査等生活習慣病予防対策につい
　　て他の6部会との連携を保ちその協力を得て、評価を行う。
　ウ　その他生活習慣病の登録事業及び生活習慣病予防対策の評価に
　　必要な事項を検討する。

！0　実施上の留意事項
　（1）都道府県は、事業の実施に当たっては市町村と連絡・調整を行う
　　とともに、関係団体及び関係機関に対し、事業の趣旨を周知徹底し
　　て積極的な協力を求め、事業の円滑な遂行を図るものとする。
　（2）協議会の業務は、『市町村で実施される健康診査の評価に限らず、

　　職域等で実施されている集団検診等も可能な限り対象として、その
　　精度管理の実態について把握し、事業の総合的な推進を図るよう努
　　めるものとする。
　（3）上記3から8の事業の実施に当たっては、次の資料を参考にするも

　　のとする。
　　ア　がん検診の精度評価に関する手引き（成人病検診管理指導協議
　　　会のあり方に関する調査研究班（平成10年3月））
　　イ　老人保健事業に基づく乳がん検診及び子宮がん検診における事業

　　　評価の手法について〔がん検診に関する検討会中間報告（平成17
　　　年2月））

　　ウ老人保健事業に基づく大腸がん検診の見直しについて（がん検診
　　　に関する検討会中間報告（平成18年2月））

第4　生活習慣病検診等従事者講習会

1　趣旨
　基本健康診査、胃がん検診、子宮がん検診、肺がん検診、乳がん検診
及び大腸がん検診に従事する者の資質の向上を図ることを目的として、

協議会の指導の下に講習会を開催するものである。



2　講習会の種類及び内容
講習会の種類及び内容は、概ね次のとおりとする。

（1）基本健康診査従事者講習………総論、生活機能評価の手法及び活
　　用方法、心電図のとり方及び読み方、眼底検査の意義及び実際、
　　眼底写真の撮り方、臨床検査の実際及び検査結果の解釈等
（2）胃がん検診読影従事者講習………総論、胃がんの臨床、早期胃が

　　んの診断、エックス線写真の読影方法、ダブルチェックの実習等
（3）胃がん検診エックス線撮影従事者講習………総論、良いエックス

　　線写真の撮り方、現像技術、放射線被曝、エックス線撮影装置の
　　維持管理、実技指導等
（4）子宮がん検診細胞診従事者講習………総論、検体の処理、染色技
　　術、細胞診の実際、精度管理の実際、標本の整理等
（5）肺がん検診読影論、肺がんの臨床、早期肺がんの診断、エックス
　　線写真の読影方法、重読影・比較読影の実習等
（6）肺がん検診細胞診従事者講習………総論、検体の処理、染色技術、

　　細胞診の実際、精度管理の実際、標本の整理等
（7）乳がん検診従事者講習………総論、乳がん検診の方法（視触診、
　　乳房エックス線検査等）、乳がん自己検診の指導方法等
（8）大腸がん検診従事者講習………総論、検体の処理、精度管理の実

　　際等

3　参加資格
　保健所、医療機関、検診実施機関等で現に生活習慣病検診等に従事し
ている者であって、次に掲げるもの又はその他都道府県が必要と認める
ものとする。

（1）基本健康診査に従事している医師及び臨床検査技師等
（2）細胞検査上等

（3）胃がん検診又は肺がん検診読影に従事している医師
（4）胃がん検診に従事している診療放射線技師
（5）乳がん検診に従事している医師

（6）乳がん検診に従事している診療放射線技師
（7）大腸がん検診に従事している臨床検査技師等

4　受講人員
　各講習会の種類ごとに10名程度とする。

5　期間及び開催回数
　1日とし、年12回程度開催するものとする。
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6　開催場所
　都道府県が指定する場所とする。

第5　生活習慣病登録・評価等事業

1　趣旨
　生活習慣病予防対策及び介護予防対策を効果的に推進するため、生活

習慣病登録・評価等部会の指導の下に、生活習慣病登録・評価事業（が
ん等の生活習慣病患者を登録し、罹患率、受療状況、生存率等の集計及
び解析を行うことをいう。以下同じ。）を行うものである。

2　生活習慣病登録・評価事業
（1）登録の方法
　　がん等の登録の方法については、地域の実情を考慮しつつ、関係諸

機関の協力を得て決定するものとする。
　　なお、登録を実施するに当たっては、①r地域がん登録の手引改訂
第2版」（厚生省がん研究助成金・地域がん登録の体系化と登録資料の
利用に関する研究班、昭和52年12月）②r地域がん登録標準方式」（同、

一昭和52年11月）を参考にするものとする。

（2）患者登録票の整備とその保管
　　収集した情報は個人ごとに整理するとともに患者登録票を作成し、
その保管に当たっては個々の患者の秘密が保持されるよう厳重に注意
するものとする。

（3）登録情報の集計、解析及びその結果報告
　ア　収集、整理した登録情報に基づき、生活習慣病の罹患率、受療
　　状況、生存率等を集計及び解析するものとする。
　　　なお、この際、患者登録票と市町村において実施される健康診
　　査を受診した者の全員又はその一部の者の受診結果とを照合する
　　　ことによって、健康診査の死亡率の減少に対する寄与度等を解析
　　　し、生活習慣病予防対策の推進に資するものとする。

　イ　解析した結果については年ごとにまとめ、関係機関に報告する
　　　ものとする。

（4）登録の精度の管理とその向上
　　登録に当たっては、その精度を常に管理し、その向上に努めるもの

とする。そのため、医療機関等に対し届出体制の整備を依頼するとと
もに、必要に応じて医療機関等に出張し、情報を採録するものとする。

（5）その他の留意事項
　　この事業を推進するに当たっては、医師会、医療機関、大学、保健

所、市町村等関係機関の協力を求め、これら機関と密接な連挽を保つ

－
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ものとする。

　また、rr地域リハビリテーション推進のための指針」の策定につい
て」（平成18年3月31日老老発0331006号厚生労働省老健局老人保健課
長通知）における脳卒中情報システムの整備に掲げる脳卒中委員会と
連携し、生活習慣病登録・評価事業の充実を図るものとする。

第6　生活習慣病検診等従事者研修会の開催

1　趣旨
　細胞診は、今後子宮がん検診及び肺がん検診の受診率の向上に伴い検
体が増加することが予想されるため臨床検査技師等を対象とした研修を
行い、細胞診従事者の確保を図るものである。

2　研修の内容
　研修の内容を定めるに当たっては、日本臨床細胞学会の協力を得て行
うものとし、概ね次のとおりとする一、

（1）細胞診総論…一・・細胞診技師としての心構え、細胞の見方、細胞

　　診及び組織診、細胞診手技、細胞の構造及び機能
（2）女性性器細胞診・・一…正常細胞、非腫瘍性細胞及び腫瘍性細胞の

　　細胞診
（3〉喀痰細胞診………正常細胞、非腫瘍性細胞及び腫瘍性細胞の細胞

　　診
（4）細胞診の実技の修得

（5〉その他必要な事項

3　対象者
　臨床検査技師等であって、これから細胞診検査に従事しようとするも
のとする。

4　期間及び開催回数
　3週間を1コースとし、年2回程度実施するものとする。

5　受講人員
　1回のコースにつき、20名程度とする。

6　開催場所
都道府県が指定する場所とする。

7　関係団体との連携

り
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研修会の開催に当たっては、日本臨床細胞学会等関連する団体と十分

な連携をとり、事業の円滑な実施を図るものとする。

第7　市町村保健師等研修会の開催

1　趣旨
　市町村における保健事業を適切に実施するための知識及び技術の修得
を目的として、保健事業の実施に当たる市町村保健師等に対する研修を

実施するものである。

2　研修の内容
研修の内容は1以下のうちから適宜選択して行うものとする。
（1）認知症高齢者の処遇等に関する相談・指導に必要な知識及び技術

（2）介護予防のための支援方法、福祉機器の利用方法、住宅改造等に

　　関する相談・指導に必要な知識及び技術
（3）機能訓練の実施に必要な知識及び技術
（4）個別健康教育の実施に必要な知識及び技術
（5）健康度評価事案の実施に必要な知識及び技術
（6）失禁に関する相談・指導に必要な知識及び技術
（7）生活習慣改善指導のために必要な知識及び技術
（毬）保健・医療・福祉の連携のために必要な知識及び技術

（9）保健事業の効果的な実施に係る企画立案のために必要な知識及び

　　技術
（10）その他保健事業の実施に関連して必要な知識及び技術

3　対象者
　市町村に在職して保健事業に従事する保健師、看護師等とする。

4受言葺ノk員、

　1回のコースにつき、30名程度とする。

5　開催場所
　都道府県が指定する場所とする。

第8　地域・職域保健連絡協議会の設置及び運営

1　趣旨
　市町村が行う保健事業を効果的、一効率的に実施するため、職域保健サ

り
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一ビス提供主体との連携強化を図る必要があり、

連絡協議会を設置・運営するものである。

このため都道府県は、

2　組織
　連絡協議会は、保健所、市町村、都道府県医師会、学識経験者、商工
会議所、都道府県健康保険組合連合会、都道府県国民健康保険団体連合
会、環境衛生同業組合等によって構成するものとする。

3　運営
　連絡協議会は、次のことについて協議し、その結果を都道府県知事に
報告するものとする。

（1）市町村の枠を超えた広域的な職域保健サービスに関する情報の収

　　集、情報交換
（2）市町村における健康診査等の実施日、実施場所等の周知徹底を職
　　域保健の対象者を通じて、その家族等に対して行う方策
（3）保健事業と職域保健サービスの実施状況及び分析評価に関する情

　　報交換等
（4）保健事業と職域保健サービスの共通化の方策
〔5）その他保健事業の推進に必要な事項

4　設置上の留意事項
（1〉都道府県は、連絡協議会の設置に当たっては関係部局と’分協議
　　するものとする。
（2）r21世紀における国民健康づくり運動（健康日本21）」における
　　都道府県の推進基盤組織としての役割を担う場合があることに十
　　分配慮するものとする。

第9　その他
　別紙に留意の上、事業を実施することとする。
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別　紙

健康診査管理指導等事業の実施に係る留意事項

1　健康診査の効果及び効率の評価について
（1）循環器疾患等部会における基本健康診査の効果及び効率の評価は、

　　性別・年齢階級別の受診者数及び受診率、指導区分別人数及びそ
　　の率、各検査項目別異常所見数及びその率等について一覧表を作

　　成する等の方法により行うこと。
（2）がんに関する各部会における各がん検診の効果及び効率の評価は・

　　性別・年齢階級別の受診者数及び受診率、要精検者数及び要精検
　　率、精検受診者数及び精検受診率、がんの発見数及びがん発見率、

　　がん以外の疾患の発見数及びその発見率等について一覧表を作成
　　する等の方法により行うこと。

2　症例の検討について
（1）循環器疾患等
　　r要医療」と区分された症例の検討は、年齢、性別、過去の検診受
診状況、医療機関受診の結果、治療の状況等の項目について行うこと。

　また、生活習慣病登録・評価事業等において登録が行われている場
合には、上記項目についてr要医療」と区分されたものに係る症例と
それ以外の脳卒中等の症例と比較検討を行うこと。

（2）がん
　精密検査の結果、がんと診断された症例の検討は、年齢、性別・過
去の検診受診状況、組織型、臨床病期、治療の状況、生存の状況等の
項目について行うこと。

　また、生活習慣病登録・評価事業等においてがん登録が行われてい
る場合には、上記項目について精密検査の結果、がんと診断された症一

例とそれ以外で発見された症例とで比較検討を行うこと。

3　報告の依頼について
　上記1及び2の事業を行うために必要な報告は、地域の実情に応じ
て、市町村から又は市町村を経由して若しくは直接に検診実施機関、

医療機関等から求めること，



（別紙1）

がん検診の事業評緬における主要指標について

［がん検診受診率］

　　がん検診の対象者のうち、一実際の受診者の割合。受診率は高いことが

　望ましい、

（受診率が低い場合）

○　年齢階級別、性別、地域別等の受診率を比較することによって、受診

　　率の低い集団を明らかにし、対策を検討する。

0　具体的には、休日・夜間等における検診の実施等による受診者の利便

　性の向上、訪問指導等による受診勧奨、パンフレット、広報紙、ボラ

　　ンティア等を活用した啓発活動等を実施する。

○　国においては、検診受診者、検診実施機関、市町村及び都道府県それ

　ぞれが、がん検診の受診率向上のためのインセンティブが働くような

　仕組みについて検討を行うべきである。

【要精検率】

　　がん検診受診者のうち、精密検査が必要とされた者の割合。要精検率

　が高い場合には、精密検査が必要でない者が「要精検」と判定されてい

　る可能性があり、逆に要精検率が低い場合にはがんを早期かつ適切に発

　見できていない可能性がある。なお、一般的には要精検率はがんの有病

　率の高い集団では高く、有病率の低い集団では低くなる。

（要精検率が高い場合）

0　がんの有病率の高い集団が受診している可能性について以下の各事項

　　の検討を行う。なお、有病率が高い集団が受診している可能性が認め

　　られないにもかかわらず要精検率が高い場合には、精密検査が必要で

　　ない者が「要精検」と判定されている可能性がある．

　　・受診者の性・年齢構成

　　　受診者の性・年齢階級別の構成について確認し、有病率の高い集団

　　　が多数受診している可議1注について検討する。



・受診看の受診歴

　受診者の受診歴（初回受診者の割合等）を検討する。初回受診者が

　多い集団の有病率は高くなり、要精検率も高くなる。

・がん発見率

　がん発見率について検討する。がん発見率が高い場合は、有病率の

　高い集団が受診している可能性があり、要精検率も高くなる。

○　がんの発見精度について検診実施機関ごとに以下の各事項の検討を行

　　う。

　・　rがん予防重点健康教育及びがん検診実施のための指針」のうち、「子

　　宮がん検診のための点検表」、r乳がん検診のための点検表」、r大腸が

　　ん検診のための点検表」において提示した、細胞診の精度管理に関す

　　る項目（子宮がん検診）、撮影の精度管理及び読影の精度着理に関す

　　る項目（乳がん検診）、便潜血検査の精度管理に関する項目（大腸が

　　ん検診）が実施されているか、検診実施機関に確認を行う。

　・陽性反応適中度（後述）に？いて検討する。陽性反応適中度が低い場

　　合、精密検査が必要でない者がr要精検」と判定されている可能性が

　　ある。

　・各検診実施機関のr要精検」の判定基準について確認する。

（要精検率が低い場合）

○　がんの有病率の低い集団が受診している可能性について以下の各事項

　　の検討を行う。なお、有病率が低い集団が受診している可能性が認め

　　られないにもかかわらず要精検率が低い場合には・がんを早期かつ適

　　切に発見できていない可能性がある。

　　・受診者の性・年齢構成

　　　受診者の性・年齢階級別の構成について確認し、有病率の低い集団

　　　が多数受診している可能性について検討する。

　　・受診者の受診歴

　　　受診者の受診歴（初回受診者の割合等）を検討する。初回受診者が少

　　　ない集団の有病率は低くなり、要精検率も低くなる。

　　・がん発見率

　　　がん発見率について検討する。がん発見率が低い場合は、有病率の

　　　低い集団が受診している可能性があり、要精検率も低くなる。



0　がんの発見精度について検診実施機関ごとに以下の各事項の検討を行

　　う。

　　・　rがん予防重点健康教育及びがん検診実施のための指針」のうち、r子

　　　宮がん検診のための点検表」、r乳がん検診のための点検表」、r大腸が

　　　ん検診のための点検表」において提示した、細胞診の精度管理に関す

　　　る項目（子宮がん検診）、撮影の精度管理及び読影の精度管理に関す

　　　る項目（乳がん検診）、便潜血検査の精度管理に関する項目（大腸が

　　　ん検診）が実施されているか、検診実施機関に確認を行う。

　　・検診で発見されたがんに占める早期がんの割合を検討する。要精検率

　　　が低く、早期がんの割合が低い場合には、がんを早期かつ適切に発見

　　　できていない可能性がある。

　　・各検診実施機関の「要精検」の判定基準について確認する、

【精検受診率〕

　　要精検者のうち、精密検査を受けた者の割合。精検受診率は高いこと

　が望ましい。

（縞検受診率が低い場合）

○　精検受診率について以下の各事項の検討を行う。

　　・把握の方法

　　　精密検査結果の把握方法について検討する。

　　　（例1パガキ等による情報収集のみでは把握率は低い。）

　　・検診実施機関、精密検査実施機関等との連携体制

　　　検診実施機関、精密検査実施機関等からの情報提供体制について検

　　　討する。個人情報の取扱いについては「医療・介護関係事業者にお

　　　ける個人情報の適切な取扱いのためのガイドライン（平成16年1

　　　2月24日厚生労働省医政局長・医薬食品局長・老健局長通知）」を

　　　参考とする。

○　精検受診の勧奨方法について以下の各事項の検討を行う。

　・　†生　・年酋令β皆級

　　　性・年齢階級別等の精検受診率について検討し、精検受診率の低い

　　　集団の特性を明らかにする。

　・受診しない理由の調査

　　　精検未受診者に対しては受診しない導出を調蓋し、受診に係る闘琶



点を明らかにする。

［陽性反応適中度】一

　　検診結果がr要精検」の者のうち、がんが発見された者の割合。基本

　的には高い値が望ましい。

（陽性反応適中度が高い場合）

○　有病率の高い集団が受診している可能性について以下の各事項の検討

　　を行う．有病率が高い集団が受診している場合には陽性反応適中度も

　　高くなる傾向がある。

　　・受診者の性・年齢構成

　　　受診者の性・年齢階級別の構成について確認し、有病率の高い集団

　　　が多数受診している可能性について検討する。

　　・受診者の受診歴
　　　受診者の受診歴（初回受診者の割合等）を検討する。初回受診者が

　　　多い集団ではがんが発見される可能性が高く、陽性反応適中度毛高

　　　くなる。

　　・がん発見率

　　　がん発見率について検討する。がん発見率が高い場合は、有病率の

　　　高い集団が受診している可能性があり・陽性反応適中度も高くなる。

○　がんの発見精度について検診実施機関ごとに以下の各事項の検’討を行

　　う。

　・検診で発見されたがんに占める早期がんの割合を検討する。この割合

　　が低い場合は陽性反応適中度が高くても、がんを早期かつ適切に発見

　　できていない可能性がある。この場合には、「事業評価のための点検

　　表」（別添2）において提示した、撮影の精度管理及び読影の精度管

　　理に関する項目（乳がん検診）、細胞診の精度管理に関する項目（子

　　宮がん検診）が実施されているか、検診実施機関に確認を行う。

　・各検診実施機関の「要精検」の判定基準について確認する。

（陽性反応適中度が低い場合）

0　有病率の低い集団が受診している可能性について以下の各事項の検討

　　を行う。なお、有病率が低い集団が受診している場合には陽性反応適

　　中度も低くなる傾向がある。



・受診者の性・年齢構成

　受診者の性・年齢階級別の構成について確認し、有病率の低い集団

　が多数受診している可能性について検討する。

・受診者の受診歴

　受診者の受診歴（初回受診者の割合等）を検討する。初回受診者が

　少ない集団の有病率は低くなり、陽性反応適中度も低くなる。

・がん発見率
　　　　　　ゼ　がん発見率について検討する。がん発見率が低い場合は、有病率の

　低い集団が受診している可能性があり、陽性反応適中度も低くなる。

○　精検受診率について検討する。精検受診率が低い場合、陽性反応適中

　度も低くなる。

○　がんの発見精度について検診実施機関・精密検査実施機関ごとに以下

　の各事項の検討を行う。

　・　rがん予防重点健康教育及びがん検診実施のための指針」のうち、

　　　r子宮がん検診のための点検表」、「乳がん検診のための点検表」、r大

　　腸がん検診のための点検表」において提示した、細胞診の精度管理

　　に関する項目一（子宮がん検診）、撮影の精度管理及び読影の精度管理

　　に関する項目（乳がん検診）、便潜血検査の精度管理に関する項目〔大

　　腸がん検診）が実施されているか、検診実施機関に確認を行う。

　・各検診実施機関のr要精検」の判定基準について確認する。

　・精密検査において、がんを早期かつ適切に発見できていないことに

　　　より、陽性反応適中度が低くなる可能性もあることから、精密検査

　　実施機関が精度の維持向上に関して行っている取組（研修会、症例

　　検討会の実施状況等）についても把握する。

〔がん発見率】

　　がん検診受診者のうち、がんが発見された者の割合。がん発見率は高一

　いことが望ましい。ただし、がん発見率は、がん検診の対象者の有病率

　によって異なることから、対象集団が異なる場合にぱ単純に比較できな

　いことに留意する必要がある。

　　また、検診で発見されたがんに占める早期がんの割合を検討する。こ

　の割合が低い場合は、検診実施機関、精密検査実施機関において、がん

　を阜薪かつ適切に発見できていない可詩性がある．



〔表〕がん検診の事業評価における主要指標の検討内容

高い場合 低い場合

・年齢階級別、性別、地域別

等により受診率の低い集
がん検診受診 団を明らかにし、対策を検
‡

一午 討

・有病率の高い集団が受診 ・有病率の低い集団が受診

している可能性について している可能性について

検討 検討
要精検事

・がんの発見精度について ・がんの発見精度について

検診実施機関ごとに検討 検診実施機関ごとに検討

・精検受診に関する把握率

について検討

・陪ソふ風貌・玄禰十果又。多午 ・精検受診の勧奨方法につ

一
いて検討

・有病率の高い集団が受診 ・精検受診率について検討

している可能性について ・有病率の低い集団が受診

検討 している可能性について

陽性反応適中 ・がんの発見精度について 検討

度 検診実施機関ごとに榛討 ・がんの発見精度について

検診実施機関・精密検査実

施機関ごとに検討

・有病率、早期がん割合等も ・有病率、早期がん割合等も

がん発見率 踏まえて評価 踏まえて評価



（男弓宗氏2）

大腸がん検診のための点検表（都道府県用）

はい　いいえ

1．生活習慣病検診等管理指導協議会の組織・運営

（1）大腸がん部会は、保健所、医師会、日本消化器集団検診学会に所属する学　□　　□

識経験者、臨床検査技師等大腸がん検診に係わる専門家によって構成されて

　いるか

（2）大腸がん部会は、市町村が策定した検診結果について検診が円滑に実施さ　□　　□

れるよう、広域的見地から医師会、検診実施機関、精密検査機関等と調整を

行っているか

（3）年に1回以上、定期的に大腸がん部会を開催しているか　　　　　　　　口　　口

〔4）年に1回以上、定期的に生活習慣病検診等従事者講習会を開催している一か　□　　□

2．受診者の把握

（1）受診者数（率）を年齢階級別に集計しているか

（2）受診者数（率）を市町村別に集計しているか

（3）受診者数を検診実施機関別に集計しているか

〔4）受診者数に占める前回未受診者の割合を集計しているか

口
口
口
口

□
口
口
□

3．要精検車の把握

q）要精検率を把握しているか

（2）要精検率を年齢階級別に集計しているか

（3）要精検率を市町村別に集計しているか

（4）要精検率を検診実施機関別に集計しているか

□
□
口
口

□
□
□
□

4．精検受診率の把握

（1）精検受診率を把握しているか

（2）精検受診率を年齢階級別に集計しているか

（3）精検受診率を市町村別に集計しているか

（4）精検受診率を検診実施機関別に集計しているか

口
口
ロ
ロ

口
口
ロ
ロ



は1い　いいえ

5．精密検査結果の把握

（1）がん発見率を把握しているか

（1－a）がん発見率を年齢階級別に集計しているか

（1－b）がん発見率を市町村別に集計しているか

σ一。）がん発見率を検診実施機関別に集計しているか

（1－d）がん発見率を受診歴別注）に集計しているか

（2）早期がん割合（発見がん数に対する早期がん数）を把握しているか

（野a）粘膜内がんを区別しているか

（2－b）早期がん割合を年齢階級別に集計しているか

（2－o）早期がん割合を検診実施機関別に集計しているか

（2－d）早期がん割合を検診実施機関別に集計しているか

（2－e）早期がん割合を受診歴別注）に集計しているか

（3）陽性反応適中度を把握しているか

（3－a）陽性反応適中度を年齢階級別に集計しているか

（3－b）陽性反応適中度を市町村別に集計しているか

（3－c）陽性反応適中度を検診実施機関別に集計しているか

（3－d）陽性反応適中度を受診歴別注）に検討しているか

（4）発見大腸がんについて追跡調査を実施しているか。

（4－a）発見大腸がんの追跡所見・病理所見について把握しているか

（4－b）発見大腸がんの予後調査（術後生存率・死亡率の分析など）を実施して

　いるか

口
口
口
口
口
口
ロ
ロ
ロ
口
口
ロ
ロ
ロ
ロ
ロ
ロ
口
口

口
口
□
口
口
□
□
口
口
口
口
ロ
目
口
口
口
ロ
ロ
目

6．偽陰性例（がん）の把握

（1）受診者の追跡調査や地域がん登録等により、検診受診後の大腸がんを把握　□

　しているか

〔2）検診受診後1年未満に発見された大腸がん（偽陰性例）を把握しているか　ロ

〔3）検診受診後1年以上経過してから発見．された大腸がんを把握しているか　　□

口

口
□



はい　いいえ

7．がん登録への参加（実施地域のみ）

（1）地域がん登録を実施しているか

（2）地域がん登録に対して、症例を提供しているか

（3）偽陰性例の把握のために、地域がん登録のデータを活用しているか

（4）予後の追跡のために、地域がん登録のデータを活用しているか

口
口
□
口

口
口
口
□

8．一 s利益の調査

（1）検診受診後6ヶ月（1年）以内の死亡者を把握しているか　　　　　　　　□　　□

（2）精密検査による偶発症を把握しているか　　　　　　　　　　　　　　　ロ　　ロ

（2－a）腸管穿孔例を把握しているか　　　　　　　　　　　　　　　　　　□　　□

（2－b）その他の重要な偶発症（輸血や手術を要する腸管出血等）を把握してい　□　　□

　るか

9．事業評価に関する検討

（1）点検表に基づく検言寸を実施しているか

（1－a）個々の市町村の点検表について把握・検討しているか

（1－b）個々の検診実施機関の点検表について把握・検討しているか

（2）要精検率等のアウトカム指標に基づく検討を実施しているか

〔2－a）アウトカム指標について、全国数値との比較や、各市町村間・検診実施

機関間でのばらつきの確認等の検証を実施しているか

〔餅b）アウトカム指標において問題が認められた市町村から、聞き取り調査等

　を実施しているか

（2－G）アウトカム指標において問題が認められた検診実施機関から、聞き取り

調査等を実施しているか

（3）点検表やアウトカム指標等において問題が認められた検診実施機関に対

　して、実地による調査・指導等を実施しているか

（4）実地調査等により不適正な検診実施機関が認められた場合に・市町村に対

　して委託先の変更を助言するなど、適切に対応しているか

□
□
口
口
口

口
口
口
□
□

□　　E］

口　　口

口　　口

口　　ロ



栂．事業評価の結果に基づく指導・助言

（1）事業評価の結果に基づき、指導・助言等を実施しているか

（1－a）事業評価の結果を報告書に取りまとめ・市町村や検診実施機関に配布し

　ているか

〔1－b）事業評価の結果について、市町村や検診実施機関に対する説明会を開催

　しているか

（1－c）事業評価の結果に基づき、市町村や検診実施機関に対して個別の指導・

　助言を実施しているか一

（2）事業評価の結果を、個別の市町村や検診実施機関の状況も含めて、ホーム

　ページ等で公表しているか

ヤ

齢
口
口
口
口
□

し、いえ

口

口

ロ

口

口

注）初回受診者（初回の定義は過去3年間に受診歴がない者）及び逐年検診

　受診者等の受診歴別
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老人保健主管部（局）長　殿

厚生労働省老健局老人保健課長

「老人保健事業に基づく大腸がん検診の見直しについて」

（がん検診に関する検討会中間報告）の送付について

　rがん検診に関する検討会」　（座長1垣添忠生国立がんセンター総長）においては、

大腸がん検診における検診方法や事業評価等について検討するため、平成17年3月から

平成18年2月までの3回にわたり検討を行った結果、別添のとおり中間報告を取りまと

めたので送付する。貴職におかれては、こあ中間報告に基づき生活習慣病検診等管理指導

協議会の活動の充実・強化を図るとともに、管内市区町村及び関係団体等に対する周知徹

底及び適切な支援を行うなど、精度の高い大腸がん検診の実施に努められたい。



　　　老人保健事業に基づく

大腸がん検診の見直しについて

　がん検診に関する検討会中間報告

　　平成18年2月

がん検診に関する検討会
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1　はじめに

○　わが国において、悪性新生物（がん）は昭和56年以来死亡原因の第1位と

　なっており、疾病対策上の最重要課題の一つとして対策が進められてきた。

0　がん研究については、昭和58年に厚生省（当時〉により「対がん10カ年

　総合戦略（昭和59～平成5年度）」が策定され、その後、「がん克服新10か年

　戦略（平成6～15年度）」、「第3次対がん10か年戦略（平成16年度～）」に

　引き継がれ、がんの本態解明を目指した基礎研究や、その臨床応用を目指し

　た研究が進められてきた。

○　がん検診は、わが国では昭和30年代から一部の先駆的な地域における保健

　活動として開始され、その後、全国的な取組として普及し、がん予防対策の

　中心的役割を担うことになった。なかでも昭和57年度から実施された老人保

　健法に基づく医療等以外の保健事業（以下「老人保健事業」という。）によっ

　て全国的に体制の整備がなされ、住民に身近な「市町村で実施されるがん検

　診」として定着してきた。

0　老人保健法に基づくがん検診は、昭和57年度から胃がん検診及び子宮頚部

　がん検診が実施され、昭和62年度からは肺がん検診、乳がん検診及び子宮体

　部がん検診が、平成4年度からは大腸がん検診が、それぞれ追加・実施され

　てきた。

○　老人保健法が制定された昭和57年度以降、がん検診は、国、都道府県、市

　町村が3分の1ずつ費用を負担し、市町村の義務的な事業として実施されて

　きたが、平成10年度からは、市町村が独自の財源の中で、自ら企画・立案し、

　実施する事業として位置づけられるようになった。厚生労働省においては、

　地域においてがん検診が適切に実施されるよう、「がん予防重点健康教育及び

　がん検診実施のための指針」（平成10年3月31日老健第64号、以下rがん

　検診指針」という。）を定め、その後も必要な改正（平成12年3月31日老健

　第65号、平成16年4月27日老老発第0427001号、平成17年4月1日老老

　発第0401001号）を行うとともに、マニュアルを作成するなど技術的な支援

　を行ってきた。



○　しかし、一般的にこれらのがん検診については、

　　①実施方法や対象年齢について、死亡率減少効果の観点からの有効性評価

　　　が十分に実施されていないこと

　　②精度管理が十分になされていないこと

　　③検診の受診率が低いこと

　等の問題点が指摘されている。

○　平成巧年に策定された「第3次対がん伯か年総合戦略」は、がんの罹患

　率と死亡率の激減を目指して、がん研究の推進や、質の高いがん医療の均て

　ん化を図ることなどを目的としている。同戦略の中では「がん予防の推進」

　が柱の一つとなっており、今後、同戦略に基づき、がんの有効な予防法の確

　立、国民に対するがん予防に関する知識の普及、最新の研究成果に基づくが

　ん検診の効果の向上等を推進していくことが求められている。

0　このような中、平成15年12月に老健局内に設置された本検討会において

　は、これまでr乳がん検診及び子宮がん検診の見直しについて（平成16年3

　月）」、「乳がん検診及び子宮がん検診における事業評価の手法について（平成

　17年2月）（以下「事業評価報告書」という。）」を取りまとめてきた。

○　平成17年3月からは、わが国での増加が著しい大腸がんの検診について検

　討を開始し、平成18年2月までの3回にわたる検討を経て、今般、中間報告

　を取りまとめた。



皿　検討の視点

0　本検討会においては、わが国の大腸がん検診事業のあり方を検討するに当

　たり、以下の事項を特に重視して検証を行うこととした。

1　検診による死亡率減少効果と不利益

○　有効性の検討に際しては、「乳がん検診及び子宮がん検診の見直しについ

　て」の取りまとめに当たっての検討と同様に、「新たながん検診手法の有効性

　評価（平成13年3月、がん検診の適正化に関する調査研究班、主任研究者：

　久道茂）」にならって、死亡率減少効果を第一の指標とし、さらに検診による

　不利益についても考慮に入れることとレた。

○　この検討の基礎資料として、国内外における大腸がん検診の有効性評価及

　びその実施状況等も考慮された、「有効性評価に基づく大腸がん検診ガイドラ

　イン（平成17年3月、がん検診の適切な方法とその評価法の確立に関する研

　究班、主任研究者：祖父江友孝）」を活用した。

2　検診受診率及び精検受診率

○　いかに有効性の高い手法を用いたとしても、高い受診率や精検受診率（要

　精密検査と判定された者のうち、精密検査を受けた者の割合〉を維持できな

　ければ、わが国における大腸がん死亡率の大幅な減少を実現することはでき

　ない。

○　本検討会では、わが国における大腸がんの死亡率を減少させることを目的

　とする健康対策の一環として、大腸がん検診の実効性を確保する観点から、

　受診率や精検受診率の向上についても考慮した。

3　事業評価

○　がん検診の事業評価に関しては、すでに本検討会において乳がん検診及び

　子宮がん検診について検討を行い、事業評価の基本的な考え方や、rプロセス

　評価」、「アウトカム評価」などの手法、さらに、国、都道府県、市町村の役

　割を含め、事業評価報告書の中で整理している。

0　がん検診により死亡率減少を実現するためには、有効性の確立した検診に

　ついて、これを適切に、すなわち事業の質を確保して行うことが必須となる。

　事業の質が確保されていないがん検診では、理想的な条件下でがん検診を実



施した場合に期待される死亡率の減少効果がもたらされないなど、がん検診

の効果が低下・消失することが懸念される。

○　本検討会では、事業評価報告書における提言を参考として、大腸がん検診

　の客観的な事業評価の方法について検討を行った。



皿　現状と課題

1．大腸がんに関する現状

（1）大腸がんの性質

○　大腸がんの原因としては、食事やライフスタイル等の環境要因の関わりが

　大きいと考えられており、具体的には運動不足、肥満、加工肉の摂取等が指摘

　されている。

（2）大腸がん罹患及び死亡の状況

0　わが国において、大腸がんの罹患率、死亡率は昭和40年代にはともに他の

　がんと比較して低い水準にあったが、その後増加の一途をたどり、現在、欧米

　の水準に達している（資料1，2）。

○　罹患率については、平成11年の年齢調整罹患率（人口10万人当たり、昭

　和60年モデル人ロによる）において、直腸がんで男25．7、女12．0、結腸がん

　で男43．8、女25，9である。また平成32年（2020年）の罹患数は、男性では

　肺がんに次いで第2位、女性では乳がんに次いで第2位になると推計されてい

　る（資料3）。

○　死亡率については、平成巧年の年齢調整死亡率（人口伯万人当たり、昭

　和60年モデル人ロによる）において、直腸がんで男9．1、女4．1、結腸がんで

　男13，8、女9、5であり、いずれも昭和50年に比べて約1．5～2倍と著明に増

　加しており、死亡率に関しても諸外国と比較して上位の水準に達している（資

　料4，5〉。

○　年齢別にみると、罹患率・死亡率とも、おおむね40歳代後半から年齢と共に

　増加を示し、特に50歳以上で高い。これは男女ともほぼ共通である（資料6、7）。

（3）大腸がんの治療法

○　早期がんのうちがんが粘膜内や粘膜下層（sm）の比較的浅い浸潤にとどま

　るがんは内視鏡的治療が適用となり、sm浸潤の程度が深いがん及び進行がん

　については外科療法が適用となる。進行がんについては、術後に放射線治療

　や化学療法が併用されることがある（資料8，参考文献8，9）。

（4）大腸がんの予後

○　大腸がんは早期に発見すれば予後の良いがんで、早期がんはほぼ治癒が可



能である。また、進行がんであっても壁内に限局したDukes　A（がんが大腸壁

内にとどまるもの）では5年生存率が85～90％、Dukes　B（がんが大腸壁を貫

〈がリンパ節転移のないもの）でも70～80％、Dukes　C（リンパ節転移のある

もの〉でも50～70％と他のがんに比べ高い（資料8，参考文献8－10）。

2，老人保健事業に基づく大腸がん検診の現状

（1）大腸がん検診の実施方法

○　大腸がんは早期に発見し、治療することにより予後の改善が期待できるこ

　とから、大腸がん検診は大腸がん対策の重要な取組の一つとして、平成4年度

　より老人保健法に基づき市町村の義務的な事業として実施され、平成10年度

　に一般財源化された以降も、ほぼ全ての市町村で実施されている。

○　大腸がん検診は広く一般を対象とするスクリーニング検査と、スクリ一二

　ング検査により要精密検査と判定された者を対象に実施する精密検査により

　構成される。

○　現在のがん検診指針によると、スクリーニング検査は40歳以上の者を対象

　に、免疫法便潜血検査2日法により実施することとされており、また精密検査

　は、①全大腸内視鏡検査、②S状結腸内視鏡検査と注腸エックス線検査の併用

　の2通りの方法が推奨されている（資料9）。

○　検診の対象者は、がん検診指針においては40歳以上を対象に実施すること

　とされているが、諸外国においては50歳以上とされている場合が多く、実施

　年齢について検証が必要である。

（2）大腸がん検診の実績

○　老人保健事業に基づく大腸がん検診（スクリーニング検査）の受診者数は・

　平成4年度の約254万人から連続的に増加し、平成15年度には約640万人に

　達しているが、受診率は約18％（平成15年度）にとどまっており、他のがん
　　　　　　　　　　　　ユ
　検診同様に低い状況にある（資料10，参考文献11）。

○　要精検率（がん検診受診者のうち、要精密検査と判定された者の割合）は、

　最近5年間は約7％で推移しているが、しかし、わが国における免疫法に関す

　る症例対照研究の要精検率は2～3％であり、また2日法の精度を検討した報

　告においても3～5％にとどまっている。必要以上に要精検率が高いことは、

　精密検査の実施件数の増加により、偶発症の件数の増加を招くことになり、ま



た精検受診率の低下にも関連するという指摘もあることから（参考文献12）、

適正な要精検率についての検証を行う必要がある。

○　精検受診率は約58％であり、他のがん検診より10～20％以上低い。過去に

　大腸がん検診において要精密検査と判定されたことのある大腸がん患者にっ

　いて、精密検査を受けなかった群と受けた群とに分けて予後を比較すると、

　精密検査を受けなかった群は受けた群に比べ、大腸がんにより死亡する危険

　性が4～5倍高いことが示唆されており、精検受診率について、早急な改善が

　必要である（資料13，参考文献10）。

○　精密検査の検査方法としては、検診が導入された当初はS状結腸内視鏡検

　査と注腸エックス線検査の併用が広く用いられていたが（参考文献13，14）、現

　在は全大腸内視鏡検査が精密検査全体のうちの約63％に用いられていると推

　定される（資料館）。

O　S状結腸内視鏡検査と注腸エックス線検査を併用した検査については、特

　に深部結腸がんに対して感度（陽性のものを正しく陽性と判定する確率）が

　低いことが示されていることから、精密検査としての妥当性について再度、

　検証する必要がある。

○　要精検率、がん発見率、精検受診率等の事業評価の指標については、地域

　格差が大きく改善が必要である（資料15～19）。さらに精検未把握率（要精密

　検査と判定された者のうち、精密検査の結果が未把握あるいは未受診である

　者の割合）が40％前後と非常に高く、しかも徐々に増加する傾向にある。



IV検討及びその結果に基づく提言

1．大腸がん検診の実施方法

（1）スクリーニング検査の方法

ア　検査手法

（ア）便潜血検査

○　便潜血検査には化学法と免疫法の2種類あり、このうち感度が比較的低い

　とされている化学法については、3つの無作為化比較対照試験が実施されてい

　る。これらは一致して検診群が非検診群に比べ死亡率が減少することを示し

　ており、非検診群と検診群の死亡率の差は13～33％であった（資料11）（ガイ

　ドラインp，13）。

○　わが国で行われている免疫法については、化学法より感度が高いことが知

　られており、症例対照研究により、受診者では非受診者と比較して46～83％

　の死亡率減少効果が得られることが報告されている（資料20）（ガイドライン

　P、15）。

○　また、便潜血検査の採便の方法として、採便する日数により1日法から3

　日法までの手法があり、主に1日法について死亡率減少効果が得られることが

　報告されているが、2日法が最も感度と特異度の均衡がとれた方法と考えられ

　る（資料12）。

○　さらに、便潜血検査は、偶発症の危険性がないことも、スクリーニング検

　査として実施する上での大きなメリットである（資料2可）。

○　以上のように、便潜血検査については、スクリーニング検査の手法として

　死亡率減少効果を示す十分な証拠があり、実施に伴う不利益もないことから、

　便潜血検査による大腸がん検診の実施を強く勧める・また・化学法よりも感

　度が高いと考えられる免疫法を引き続き用いることが望ましい（ガイドライ

　ンp．14－16）。

（イ）その他の検査

○　スクリ一一ニング検査において全大腸内視鏡検査やS状結腸内視鏡検査を用

　いることについては、死亡率減少効果を示す相応な証拠があるが（ガイドラ

　インp．16－22）、まれではあるものの腸管穿孔等の革篤な偶発症を伴うことか

　ら、スクリーニング検査として実施することば勧められない（資料21）。



0　注腸エックス線検査については、死亡率減少効果を判断する相応の証拠が

　あるが（ガイドラインp．22－24）、検査に伴う偶発症については、まれではあ

　るが、前処置による穿孔や腸閉塞等が指摘されており（資料21）、スクリ一二

　ング検査として実施することは勧められない。

イ　対象者

○　現行の大腸がん検診は40歳以上の者を対象として実施されており、その有

　効性については、わが国の免疫法便潜血検査による大腸がん検診について実施

　された症例対照研究により確認されている（資料20（ガイドラインp．15）。

0　一方、欧米においては、無作為化比較対照試験の結果、45歳以上あるいは

　50歳以上を対象として実施した場合の有効性が示されており、検診の対象年

　齢についても50歳以上と設定したり、また、年齢の上限を設けている国も多

　い。（資料22）。

○　また、わが国の大腸がんの死亡率、罹患率は、40歳代後半から増加を示し、

　特に50歳以降の増加が著しい（資料6，7）。

0　このため、50歳以上の者については、積極的に受診勧奨する等の重点的な

対応が求められる。しかしながら、大腸がん検診の対象年齢を欧米にならって

　50歳以上に引き上げることについては、40歳代を大腸がん検診の対象から外

　す明確な判断基準や根拠があるともいえないことから、当面、わが国の症例対

　照研究の結果に基づき、現行どおり40歳以上とすることが適当と考えられる。

0　なお、年齢階級別の有効性等を指標とした研究を実施するなど、適切な対

象年齢に関する検討を継続することが重要である。

ウ　検診の受診間隔

○　検診の受診間隔については、便潜血検査を毎年受診する手法と、2年に1回

　受診する手法のいずれについても有効性を示す研究報告がなされており、米国

　ミネソタ研究では、毎年受診する手法では33％、2年に1回受診する手法では

　21％の死亡率減少効果が得られている（資料11）（ガイドラインp，13－16）。

○　毎年受診する手法の方がより大きな効果が期待できることから、検診の受

　診間隔については、現行どおり年に1回とすることが望ましい。



スクリーニング検査に関する提言　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1
　・検査手法は・免疫法便潜血検査2日法とする・　　　　　　　　　　　　　…

　・対象者は、40歳以上の者とする・　　　　　　　　　　　　　　　　　　i

　・検診の受診間隔は、年に1回とする。　　　　　　　　　　　　　　　　　i
　・スクリーニング検査の対象年齢及び受診間隔については、科学的知見の収i

　　集に努めるべきである。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　i

（2）精密検査の方法

ア　全大腸内視鏡検査
○　精密検査の検査手法として、全大腸内視鏡検査は最も感度が高い方法であ

　り（参考文献15）、便潜血検査陽性で要精密検査となった受診者は、全大腸内

　視鏡検査による精密検査の実施を第一選択とすべきである。

○　全大腸内視鏡検査の処理能については、年々向上してきており、平成11年

　に行われた推計によると、受診率約23％までは精密検査を牟大腸内視鏡検査

　により実施できるとされている（要精検率を現状と同じ7％として推計）（参

　考文献16，17）。

0　都道府県ごとに全大腸内視鏡検査の処理能について格差があることを考慮

　すると、十分、全国的に体制が整った状況にあるとは言いがたく、全大腸内視

　鏡検査の処理能の向上策について検討が必要である。

イ　S状結腸内視鏡検査と注腸エックス線検査の併用

O　S状結腸内視鏡検査と注腸エックス線検査の併用による精密検査は、感度

　が全大腸内視鏡検査に次いで高い。

○　前述のとおり、有効性の観点から、精密検査の検査手法としては、全大腸

　内視鏡検査を第一選択とすべきであるが、地域により処理可能な検査数が大き

　く異なるため、地域によっては、全ての精密検査を全大腸内視鏡検査で行うこ

　とができない場合もある。また、受診者によっては、挿入が困難であり、全大

　腸内視鏡検査が実施できない場合もある。このような場合には、S状結腸内視

　鏡検査と注腸エックス線検査の併用による精密検査を、全大腸内視鏡検査に代

　わる、次善の手法として位置づけることができる。

○　しかしながら、その実施に当たっては、十分な精度管理の下で、注腸エッ



クス線検査の専門家により実施することが必要であり、それが可能な施設に限

定して、また、特に深部結腸のがんに対して感度が低いことを十分考慮した上

で実施すべきである。

○　なお、注腸エックス線検査単独による精密検査は、頻度の高い直腸がんや

　S状結腸がんの見逃しが増えるおそれがあることから勧められない。

ウ　便潜血検査の再検査

○　便潜血検査で要精密検査と判定された受診者に、再度、便潜血検査を実施

　し、その結果のみで大腸がんの有無を判定することは、がんの見落としの増加

　につながることから注）勧められない。

注〕感度がねO％でない限り、繰り返し同一の検査を実施することは、検診全体としての感度の

　低下につながる。

i精密検査に関する提言　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一　　　　　　1
ド

i　・全大腸内視鏡検査を第一選択とする。　　　　　　　　　　　　　　　　i
1　・S状結腸内視鏡検査と注腸エックス線検査の併用による検査は・全大腸内i
i　　視鏡検査の実施が困難な場合に限り、次善の手法として実施することが適i

i　　当である。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　i
i　・注腸エックス線検査単独による精密検査は勧められない。　　　　　　　i

i　・精密検査として、再度、便潜血検査を実施し、その結果のみで大腸がんのi

i　　有無を判定することは勧められない。　　　　　　　　　　　　　　　　i

2．検診受診率、精検受診率等の向上策

（1）検診受診率

0　現状では、検診従事者や検診の専門家においても、大腸がん検診の有効性

　に関する理解が十分とは言えない状況にある。

○　大腸がん検診の受診率向上が、大腸がんの死亡率減少を実現する上で最も

　重要な課題であることを検診従事者が十分に認識するとともに、住民の教育・

　啓発を通じて受診率向上に努めることが重要である。

（2）精検受診率

○　要精密検査と判定された者が精密検査を受けない要因の一つとしては、大

　腸がん検診に対する理解の不足が考えられる。



○　過去に要精密検査と判定されたことのある大腸がん患者のうち、精密検査

　を受けなかった群は受けた群に比べ、大腸がんにより死亡する危険性が4～5

　倍高いことが示唆されているが（資料13）、こういつた科学的知見については、

　十分に受診者に理解されているとは言えない。

○　精密検査の受診率を向上させるためには、検診申し込み時などに、精密検

　査を受けないことにより治療の開始が遅れ、大腸がん死亡の危険性が上がると

　いうデータを示し、便潜血検査により要精密検査と判定された場合には、症状

　が全くなぐても、必ず精密検査を受けるべきであること等を、受診者全員に十

　分に説明する必要がある。

○　さらに、市町村は、精密検査の未受診者の把握に努め、精密検査を受診し

　ていない者については、個別に連絡し、受診勧奨を行う必要がある。

（3）全大腸内視鏡検査の処理能

○　全大腸内視鏡検査の処理能を向上させるためには、関連学会等の教育プロ

　グラムの開発・充実を含め、内視鏡検査に従事する医師等の育成システムを構

　築することが望ましい。このような取組は、精密検査の信頼性を高めることに

　つながり、結果として受診率や精検受診率の向上にも寄与することが期待され

　る。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ラi検診受診率・精検受診率に関する提言　　　　　　　　　　　　　　　　　l
i　・大腸がん検診の受診率向上のため、検診従事者や住民の理解を深める必要i

i　がある．　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　i
i　・要精密検査と判定された者は、必ず精密検査を受診する必要があることを、i

i　　全ての受診者に周知する必要がある。　　　　　　　　　　　　　　　　l
i　・受診者への説明の際には、例えば、精密検査を受けなかった群は受けた群l

i　　に比べ、大腸がんにより死亡する危険性が4～5倍高いことが示唆されていi

i　　るなどの科学的知見を活用すべきである。　　　　　　　　　　　　　　i
i　・市町村は、精密検査の未受診者の把握に努め、受診勧奨を適切に行う必要i

1　　がある。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　i
i　・全大腸内視鏡検査に従事する医師等の育成システムの構築は、受診率や精i

i　　検受診率の向上にも寄与することが期待される・　　　　　　　　　　　i



3．事業評価

（1）基本的な考え方

○　大腸がん検診の有効性には十分な根拠があるが、事業評価によって事業の

　質を確保しなければ、研究により示された有効性を事業として再現することが

　できず、死亡率減少という目的も達成されないおそれがある。

○　がん検診の事業評価を実施する際の視点としては、本検討会が平成17年2

　月に取りまとめた事業評価報告書で整理したとおりであり、そのポイントは以

　下のとおりである。

i’

幕ﾆ評価報告のポイント　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　i

i　I　事業評価の重要性　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1
i　O　検査結果に関する信頼性を維持・向上させるため、がん検診事業の質を確保することは極i

i　めて重要。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　i

i　O　事業の質が確保されていないがん検診においては、以下のような問題が生じる。　　　　i

i・　がんを早期かつ適切に発見できず、早期治療の機会が失われる。　　　　　　　　　　　i
i・　不必要な精密検査による精神的負担、身体的負担及び経済的負担等を強いられる。　　　　i

i・　がん検診の効果・効率等が低下する。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　i

i且　事業評価の視点　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　i

10　rプロセス評価」と「アウトカム評価」の2つの視点からの評価が必要。　　　　　　i

i　O　プロセス評価については、がん検診指針に基づき適切な対応がとられているか否かを確認i

i　する。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　：

i　O　アウトカム評価については、がん検診受診率、要精検率、がん発見率等の指標について、i

i　達成すべき目標値との比較や、経年的な変化、他の地域との比較等により評価する。　　　i

ヨ

10　検診受診者の不利益についても配慮する。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　i

i　O　がん検診の評価という観点からも地域がん登録や院内がん登録の推進が求められる。　　i

i皿　事業評価の手法　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　：

：1　国の役割　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　i
i　O　都道府県の情報提供等に基づき、国全体及び都道府県別のがん検診の事業実施状況についi

：　ての分析及び評価を行う。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　i
一

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　I

i　O　国立がんセンター等の協力の下、がん検診の有効性や事業評価に係る科学的知見の収集をl

i　行い、具体的な実施方法も含めたマニュアル等を策定する。　　　　　　　　　　　　　　…
一

I

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　I
i　O　アウトカム評価については、各指標の達成すべき目標値を速やかに設定する。　　　　　：

：『T■一一一．一一『一一一一．一一一一一一一．．一．．一一丁■一＿一．一．＿．．＿一一一一・一一一一一一一■■■T一『一一一一・一一一一一一・・一一…　一一・一・一一一■・・一一・一



12　都道府県の役割　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　i
i　O　専門家で構成される成人病検診管理指導協議会を設置し・市町村に対する技術的支援や検i

1　診実施機関に対する指導を行う。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　i

i　O　都道府県内の各市町村及び各検診実施機関の事業評価を行う。　　　　　　　　　　　　i

i　O　各指標について、以下の検証を行う。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　i
i・　全国数値との比較等により、都道府県全体としてのがん検診の事業評価を行う。　　　　i

l・　市町村ごとの指標について、各市町村間、都道府県及び全国における数値との比較においi

i　て大きな乖離がないか検証する。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　i
i・　各指標について検診実施機関間で大きなばらつきがないか検証する。　　　　　　　　i

i　O　各指標について、市町村や検診実施機関の間で大きなばらつきが生じている場合等には、i

i　問題の所在を明らかにするよう努める。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　i

i　O　精度管理上の問題が認められ、改善が見込まれない検診実施機関に対しては、検診実施機i

i　関とは認めない措置を講じる。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　i

iO説明会や個別指導等極じて成人病検診管理指導協議会での検討糸吉果を関係者に周知し・i

i　改善を求める。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　i

i　O　成人病検診管理指導協議会での検討結果を、ホームページに掲載する等の方法により積極l

i　的に住民に公表する。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　i

i3　市町村の役割　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一　　　　　　　　　i
　O　がん検診事業の実績を正確に把握し・都道府県に報告する・　　　　　　　．　　　　i

i　O　委託先の検診実施機関に、実施体制や各種指標の報告を求め、検診実施機関ごとに整理しi

i　た上で、都道府県に報告する。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　l

i　O　がん検診受診率や精検受診率の向上を図るため、対象者に対してがん検診の事業評価の結i

i　果を十分に説明し、がん検診の信頼性を高めるよう努める。　　　　　　　　　　　　　i

i　O　成人病検診管理指導協議会における事業評価の結果等を踏まえ、事業の実施体制等を改善i

1する・　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　i
10がん検診指針に準拠したがん検診が実施されるよう適切な検診実方缶機関に委託する。　i

14　検診実施機関等の役割　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　i

i（1）検診実施機関　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　i
10　がん検診指針に沿ってがん検診を適切に実施するよう努める。　　　　　　　　　　　i
I　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　－

i　O　当該機関の検査機器や実施担当者等について・市町村に正確な報告を行う。　　　　　　i

i（2）精密検査実施機関・治療実施機関　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　i

1○　市町村及び検診実施機関の求めに応じて、精密検査の結果等の情報提供を行う。　　　　i

i　O　なお、地方公共団体等への精密検査の結果の情報提供は、「個人情報の保護に関する法律i

i　（平成15年法律第57号）」において、必ずしも本人の同意を得る必要はないとされていi

　l一「一一う『巳一．．．一一＿．一■■■＿、『■＿．一『■■■■■＿．一．『■一■＿、一丁■■＿＿＿■一＿＿．．．．＿■………・・一■■一一一……」
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i5　r事業評価のための点検表」の活用方法　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　i
i　O　確実かつ円滑に事業評価像びその結果に基づく改善を行うためには、必要な事項を漏れなi

i　〈系統的に検討することが重要であり、「事業評価のための点検表」に基づき、事業評価を　i

i　行うべきである。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　i

○　乳がん検診、子宮がん検診と同様に、大腸がん検診についても検診実施機

　関の体制の確保や実施手順の確立などに関係する「プロセス評価」と、がん発

　見率等、検診の実施結果に基づく「アウトカム評価」に分けて事業評価を実施

　する必要がある。

○　本検討会では、大腸がん検診の事業評価の際に、特に配慮が必要な事項に

　ついて、rプロセス評価」と「アウトカム評価」に分けて検討を行った。

（2）プロセス評価

○　プロセス評価を確実かつ円滑に実施するためには、必要な事項を漏れなく

　系統的に検討することが重要であり、そのためには、本検言寸会が検診実施機関

　用、市町村用、都道府県用それぞれについて作成した、大腸がん検診用の「事

　業評価のための点検表（別添1～3）」を活用することが望ましい。

○　検診実施機関における点検方法は以下のとおりである。

・r事業評価のための点検表（検診実施機関用）（別添1）」では、臨床検査技師

　の研修、検体採取や保存、検査方法などの便潜血検査の精度に関する項目の

　他、精検受診率を向上させるための受診者への説明に関する項目等を挙げて

　いる。

・各検診実施機関においては、これらの検診実施機関が遵守すべき項目が確実

　に実施できているかどうかを確認し、自己点検を行う。

・各項目の結果については、市町村等の求めに応じて報告する。

0　市町村における点検方法は以下のとおりである。

・r事業評価のための点検表（市町村用）（別添2）」では、要精検率や精検受診

　率等の各指標の把握に関する項目に加えて、受診者の情報管理や精検未受診

　者に対する受診勧奨に関する項目等を挙げている。

・これらは、市町村が必ず実施すべき事項であり、確実に実施されているかど

　うか記入し、自己点検を行う。

・各項目の結果について都道府県に報告する。



○　都道府県では、各市町村から報告された事業の実施結果等を踏まえて評

　価・分析を行うが、その際に実施すべき事項を「事業評価のための点検表（都

　道府県用〉（別添3）」において整理した。都道府県では、この点検表を用いて、

　包括的に事業評価を実施するとともにしその結果に基づき、市町村や検診実

　施機関に対する指導・助言を行う。

（3）アウトカム評価

○　アウトカム評価の指標としては、受診率、要精検率、がん発見率といった、

　検診の各段階での結果に関する指標が考えられる。

注）受診襲プ。セス評価に含める考え方もあるが、本報鵠こおいては、数値指標1こより評価

　するものをアウトカム評価と整理することとした。

○　特に、大腸がん検診の精検受診率は・他の検診よりも低い状況にあること

　から、重点的に評価・検証し、改善に向けて取り組むことが求められる。また、

　大腸がん検診については、内視鏡検査による腸管穿孔等の不利益が問題となる

　ことから、検診に伴う不利益に関する指標についても・評価対象に含めるべき

　である。

0　アウトカム評価を行うには、それぞれの指標について達成すべき目標値あ

　るいは最低限満たすべき基準値が設定されていることが望ましい。

○　がん発見率、偽陰性率等については、無作為化比較対照試験のデータを用

　いて、各国の罹患状況等に合わせた基準値の設定が可能である。

○　欧州においては、ヨーロッパ共同体（EC）が・乳がん検診について・が

　ん発見率、偽陰性率等の基準値の設定に関するガイドラインを取りまとめてい

　る（資料23）。

O　わが国においても、国の役割として、欧州諸国の取組を参考に、各指標の

　基準値を設定することが求められる。

○　都道府県における事業評価では、各指標について地域間の比較検証を実施

　することになるが、その際には、各地域の人口の性・年齢構成の違い等による

　影響を十分に考慮する必要がある。



○　例えば、世代別に事業評価を行うなどの方法により、年齢の影響を制御す

　ることが考えられるが、現状では、十分に方法論が確立しているとは言えず、

　国立がんセンター等の技術的な支援の下で、一部の地域において試行的に実施

　するなど、国において、具体的な制御方法等について研究を進めるべきである。

○　また、アウトカム評価で用いる指標の多くは、老人保健事業報告のデータ

　を用いて算出されているが、老人保健事業報告では、報告期限の関係で、精密

　検査の結果が把握できていないr未把握」や、診断が確定していないrがんの

　疑い」の割合が多くなっており、的確な事業評価が困難な状況にある。

○　都道府県において、事業評価を実施するに当たっては、老人保健事業報告

　のデータをそのまま用いるのではなく、報告期限後に判明したデータも反映さ

　せた上で、可能な限り、正確な情報に基づき実施することが望ましい。

0　以上のように、がん検診の事業評価については、基準値の設定等を含め、

　その手法が十分に確立しているとは言えないことから、国においては、国立が

　んセンター等の国内外専門機関の協力の下、がん検診の事業評価に係る科学的

　知見の収集を行うことが望ましい。

i事業評価に関する提言　　、　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　i
i・　プロセス評価については、別添1～3に示した「事業評価のための点検表」i

i　を活用し、検診実施機関、市町村、都道府県のそれぞれの立場で、事業評価i

i　を行うことが望ましい。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　i

i・　アウトカム評価の際には、老人保健事業報告のデータをそのまま用いるのi

iではなく蒲密検査の結果の把握に努め・より正確なデータに基づき実施すi

：　ることが望ましい。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　i
i・　アウトカム評価の指標については、国において、欧州の取組を参考に基準i

i　値を設定すべきである。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　i

i・　国においては、国立がんセンター等の国内外専門機関の協力の下、がん検i

i　診の事業評価に係る科学的知見の収集を行うことが望ましい。　　　　　　　i
I



V　おわりに

○　大腸がんは死亡率・罹患率が増加を続けており、将来的に、男女とも罹患

　率において上位のがんになることが予想されていることから、特に、対策の強

　化が求められるがんである。

0　本報告書は、増加を続ける大腸がんの死亡率の減少を目指して、最新の知

　見に基づき、効果的な大腸がん検診体制を確立することを目的として取りまと一

　められた。

○　国や都道府県、市町村においては、本報告書を踏まえ、大腸がん検診の実

　施体制等の整備を行うとともに、医療関係者及び国民への普及啓発など具体的

　な方策を検討・実施することを期待する。

○　また、検診実施機関を含む大腸がん検診に従事する関係者は、あらゆる機

　会を通じて、大腸がん検診の重要性に関する普及啓発に努めるとともに、国民

　が希望するr効果のあるがん検診」の実施に向げて積極的に取り組むことを期

　待する。

0　さらに、本報告書を契機として、国民一人ひとりが、がんの予防についての

　知識を高め、自らがんの発生を予防する活動を実践することを願うものである。
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別添1

事業評価のための点検表（検診実施機関用）

はい　いいえ

1．便潜血検査の技術管理

（1）臨床検査技師のために技術講習会や研修会などを定期的に開催している　ロ　　ロ

か

（2）便潜血検査キットが定量法の場合はカットオフ値を把握しているか　　　　ロ　　ロ

（3）大腸がん検診マニュアル（1992）に記載された方法に準拠しているか　　　ロー　□

2、受診者への説明

（1）採便方法をチラシやリーフレットによって説明しているか　　　　　　　□　　□

（2）便潜血検査陽性で要精密検査となった場合には、必ず内視鏡検査等で精検　□　　□

を受ける必要があることを事前に明確に知らせているか

（3）精密検査の方法（大腸内視鏡検査または注腸エックス線検査）の方法や内　□　　□

容について説明しているか

（4／精密検査の結果の市町村への報告等の個人情報の取扱いについて、受診者　□　　□

に対し、十分な説明を行っているか注｝

3、検体の取扱い

（1）採便後は検体を冷蔵庫あるいは冷所に保存するように受診者に指導して　口　　□

いるか

（2）採便の翌日までに、受診者から検体を回収することを原則としているか　　□　　□

〔3）受診者から検体を回収してから自施設で検査を行うまでの間あるいは検査　□　　□

施設へ引き渡すまでの間、冷蔵保存しているか

（4）検体回収後、即日、検査施設へ引き渡しているか　　　　　　　　　　　□　　□

（5）検査施設では検体を受領後冷蔵保存しているか　　　　　　　　　　　　□　　□

（6）検査施設では検体を受領後24時間以内に測定しているか　　　　　　　　□　　□

（7）市町村への結果報告は、検体回収後1週間以内になされているか　　　　　□　　□

注）市町村が実施するがん検診については、精密検査実施機関等が、精密検査

の結果を市町村に情報提供する際に、必ずしも本人の同意を得る必要はない

　とされている。



別添2

事業評価のための点検表（市町村用）

はい　いいえ

1．検診対象者

（1）対象者の網羅的な名簿を住民台帳などに基づいて作成しているか

〔2〉対象者に均等に受診勧奨を行っているか
口
口

口
口

2．検診方法

・検診実施機関における便潜血検査キット名を把握しているか □　　口

3，受診者の情報管理注り

（D受診者数を年齢階級別に集計しているか

（2）受診者別の受診（記録）台帳又はデータベースを作成しているか

　（2－a）受診者に占める前回未受診者の割合を集計しているか

　（2－b）受診者を検診実施機関別に集計しているか

　（2－c）過去3年間の受診歴を記録しているか。

□
口
口
□
□

口
口
□
口
口

4，要精検率の把握注1）

（1）要精検率を把握しているか

（2）要精検率を年齢階級別に集計しているか

（3）要精検率を検診実施機関別に集計しているか

口
口
□

口
口
□

5、精検受診の有無の把握と受診勧奨注り

（1）精検受診率を把握しているか

　（1－a）精検受診率を年齢階級別に集計しているか

　（1－b）精検受診率を検診実施機関別に集計しているか

（2）精検未受診者を把握しているか

（3）精検未受診者に精検の受診勧奨を行っているか

□
□
□
口
口

口
口
口
口
□



はい　いいえ

6．精密検査結果の把握注1〉

（1）精密検査結果の報告を精密検査実施機関から受けているか

（2）精密検査の検査方法を把握しているか

（3）がん発見率を把握しているか

　（3－a）がん発見率を年齢階級別に集計しているか

　（3－b）がん発見率を検診実施機関別に集計しているか

　（3－c）がん発見率を受診歴別注2）に集計しているか

（4）早期がんの割合（発見がん数に対する早期がん数〉を把握しているか

　（4－a）粘膜内がんを区別しているか

　（4－b）早期がん割合を年齢階級別に集計しているか

　（4－G）早期がん割合を検診実施機関別に集計しているか

　（4－d）早期がん割合を受診歴別注2）に集計しているか

（5〉陽性反応適中度を把握しているか

　（5－a）陽性反応適中度を年齢階級別に集計しているか

　（5－b）陽性反応適中度を検診実施機関別に集計しているか

　（5－c）陽性反応適中度を受診歴別注2）に検討しているか

目
口
口
口
□
口
口
口
口
口
口
口
口
口
口

口
口
口
口
口
口
口
口
口
口
口
口
口
口
ロ

注D各項目を検診実施機関に委託して行っている場合を含む

注2）初回受診者（初回の定義は過去3年に受診歴がない者）及び逐年検診

　　　受診者等の受診歴別



別添3

事業評価のための点検表（都道府県用）

はい　いいえ

1．成人病検診管理指導協議会の組織・運営

（1）大腸がん部会は、保健所、医師会、日本消化器集団検診学会に所属する学　□　　□

識経験者、臨床検査技師等大腸がん検診に係わる専門家によって構成されて

　いるか

（2）大腸がん部会は、市町村が策定した検診結果について検診が円滑に実施さ　□　　□

れるよう、広域的見地から医師会、検診実施機関、精密検査機関等と調整を

　行っているか

（3）年に1回以上、定期的に大腸がん部会を開催しているか　　　　　　　　　□　　□

（4）年に1回以上、定期的に成人病検診従事者講習会を開催しているか　　　　□　　□

2．受診者の把握

（1）受診者数（率）を年齢階級別に集計しているか

（2）受診者数（率）を市町村別に集計しているか

（3）受診者数を検診実施機関別に集計しているか

（4）受診者数に占める前回未受診者の割合を集計しているか

口
口
□
□

口
口
口
口

3、要精検率の把握

（1）要精検率を把握しているか

（1－a）要精検率を年齢階級別に集計しているか

（1－b〉要精検率を市町村別に集計しているか

（1－c）要精検率を検診実施機関別に集計しているか

口
口
目
口

口
口
口
口

4，精検受診率の把握

（1）精検受診率を把握しているか

（1－a）精検受診率を年齢階級別に集計しているか

（1－b）精検受診率を市町村別に集計しているか

（1－G）精検受診率を検診実施機関別に集計しているか

□
口
口
□

□
□
日
日
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5．精密検査結果の把握

（1）がん発見率を把握しているか

（1－a）がん発見率を年齢階級別に集計しているか

（1－b）がん発見率を市町村別に集計しているか

（1－c）がん発見率を検診実施機関別に集計しているか

（1－d）がん発見率を受診歴別注〕に集計しているか

（2）早期がん割合（発見がん数に対する早期がん数）を把握しているか

（2－a）粘膜内がんを区別しているか

（2－b）早期がん割合を年齢階級別に集計しているか

（2－c）早期がん割合を検診実施機関別に集計しているか

（2－d〉早期がん割合を検診実施機関別に集計しているか

（2－e）早期がん割合を受診歴別注）に集計しているか

（3）陽性反応適中度を把握しているか

（3－a〉陽性反応適中度を年齢階級別に集計しているか

（3－b）陽性反応適中度を市町村別に集計しているか

（3－c）陽性反応適中度を検診実施機関別に集計しているか

（3－d）陽性反応適中度を受診歴別注）に検討しているか

（4）発見大腸がんについて追跡調査を実施しているか。

（4－a）発見大腸がんの追跡所見・病理所見について把握しているか

（4－b）発見大腸がんの予後調査（術後生存率・死亡率の分析など）を実施して

　いるか

□
□
口
口
□
口
□
目
口
口
口
□
□
口
口
口
口
□
口

口
口
口
口
口
ロ
口
口
口
口
口
口
口
口
口
口
ロ
口
口

6．偽陰性例（がん）の把握

（D受診者の追跡調査や地域がん登録等により、検診受診後の大腸がんを把握　□

　しているか

（2）検診受診後1年未満に発見された大腸がん（偽陰性例）を把握しているか　口

（3）検診受診後1年以上経過してから発見された大腸がんを把握しているか　　口

口

□
□
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7．がん登録への参加（実施地域のみ）

（1）地域がん登録を実施しているか

（1－a）地域がん登録に対して、症例を提供しているか

（1－b）偽陰性例の把握のために、地域がん登録のデータを活用しているか

（1－c〉予後の追跡のために、地域がん登録のデータを活用しているか

□
□
口
口

口
口
口
口

8．不利益の調査

（1）検診受診後6ヶ月（1年）以内の死亡者を把握しているか

（2）精密検査による偶発症を把握しているか

（2－a）腸管穿孔例を把握しているか

（2－b）その他の重要な偶発症（輸血や手術を要する腸管出血等）を把握してい

　るか

口
口
口
口

口
口
口
口

9、事業評価に関する検討

（1）点検表に基づく検討を実施しているか

（1－a）個々の市町村の点検表について把握・検討しているか

（1－b）個々の検診実施機関の点検表について把握・検討しているか

（2）要精検率等のアウトカム指標に基づく検討を実施しているか

（2－a）アウトカム指標について、全国数値との比較や、各市町村間、検診実施

機関間でのばらつきの確認等の検証を実施しているか

（2－b〉アウトカム指標において問題が認められた市町村から、聞き取り調査等

　を実施しているか

（2－c）アウトカム指標において問題が認められた検診実施機関から、聞き取り

　調査等を実施しているか

（3）点検表やアウトカム指標等において問題が認められた検診実施機関に対

　して、実地による調査・指導等を実施しているか

（4）実地調査等により不適正な検診実施機関が認められた場合に、市町村に対

　して委託先の変更を助言するなど、適切に対応しているか

口
口
口
口
口

口
口
口
口
口

□　　口

口　　口

口　　口

口　　□
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伯、事業評価の結果に基づく指導・助言

（1）事業評価の結果に基づき、指導・助言等を実施しているか

（1－a）事業評価の結果を報告書に取りまとめ、市町村や検診実施機関に配布し

　ているか

（1－b）事業評価の結果について、市町村や検診実施機関に対する説明会を開催　□　　□

　しているか

（1－o）事梁評価の結果に基づき、市町村や検診実施機関に対して個別の指導・　□　　□

助言を実施しているか

（2）事業評価の結果を、個別の市町村や検診実施機関の状況も含めて、ホーム　ロ　　ロ

　ページ等で公表しているか

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　□

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　□

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　□

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　□

注）初回受診者（初回の定義は過去3年に受診歴がない者）及び逐年検診

　受診者等の受診歴別



資料1－1大腸がん罹患率の推移（男性）
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資料1－2大腸がん罹患率の推移（女性）
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資料2－1大腸がん死亡率の推移（男性）
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資料3－1 大腸がん罹患率の予測（男性）
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50

0
　
　
　
　
　
　
　
　
　
0
　
　
　
　
　
　
　
　
　
0

4
　
　
　
　
　
　
　
　
3
　
　
　
　
　
　
　
　
2

（
殺
R
。
置
K
）
碍
一
眠
酬
驪
竜
廿

一　　

◇、

@■、一
@　　　　一．．一一一・一・くと　　　一◇・一一■一

　　　　＿＿一一1㌃㎝一一皿一「1
@　，／π一一
@．！－一
@・一m’w一一

、■＼ 〆／　　　　　　一「
、

一一’■

1

・・一梭鼈ﾝ 、◇．一
一’『

I　『

一・一蜥ｰ
@　！一

fτi〆

＼／一

一袖肺 一　　　　　日■　　　　　　　一

@　　　　　「@　　　　〆一
1

…驚子宮
！『

I’！

w〆

◇ …

．ノ’丁

一味一菇[
㌦　一

梭黶A

一一∫『1 一、　　　　　　　　　　　　　　　．一ゴ＝』1
栫D．

r二i一一．　　　　　■「
@一　『　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　■一

@　　　ノ〆@　　：＝イ

『、 栫Q．　　／鮮　　　こ一一＝・一マく　　／　　　一『cド『一一

@．．．冨　　　　　一一一一◇ り
1
1

　　一ノi一：1玉、ロ　　一一一〆　　　　　、．　ボ　　　一一、“／　　　　　　　　　、“一

堰wT
一「『1．一一

　　　一r　一　一一
@　一一　　一　『

@ヂ『　一 l
l＼rl＿一『．．　　　『、 r一づ斗一～’一』一’卜～一
：
：

一　一■一一　戸

　，〆一…一『
鼈鼡戟h
黶@一

F

　　　　一　ず　■　一一E…一〕…㎜’一一『 ｱバ」
1

　　　　　■　一一一　一■

@　　　　一@　　　’■@　　　－@　　一一　■■　一　『　’
1

i
！
1l
l

孚盟

響野

毛融ん

騰

謄

　　　0　　　　　ブ　フら　　　　　　ま　　ロ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ま　　　　　　　　　えロロロ　　　　　　え　ロさ　　　　　　え　　ロ　　　　　　セ　フら　　　　　　　　と　

Age－Period－Coho貢Modelによる1995～2020年のがん罹患率予測（がん・統計白

書：罹患／死亡／予後2004、篠原出版、2004）



資料4－1大腸がん死亡率の予測（男性）
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資料4－2大腸がん死亡率の予測（女性）
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資料5大腸がん死亡の国際比較
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資料6－1大腸がんの年齢階級別罹患率（男性）
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資料6－2大腸がんの年齢階級別罹患率（女性）
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資料7－1大腸がん年齢階級別死亡率（男性）
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資料7－2大腸がん年齢階級別死亡率（女性）
　　　　　　　　　　　　　．．　一　・一■”……　一一一一一　　　　　　　　　　　　　　一’…一”一”！250

200

　鞍R
o噛50
ワ
置

く

ロ
綴・100
綱
瞬

50

一一一u二＝「
　璽975
－1980

　1985
　1990
一一
G一P…1995

一←2000

i
I
註
1
1
－
i
．
；
！
－
！
「

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
一

　　

@
臥
■
　
［

　　　一一，　　ノララ　　　ヒ
　　ブラ　　　し　　∠「r　I
　　’　　　　　　　　l

　　　　I　　　　I
　　　　i一一一

秩轤撃

／
　ラロラコ

1∠
　　　，ノー

「一．^“’

　
　
　
　

　
　
　
年

　
　
　
o
o

　
　
　
乏

　
　
　
7
5

　
夕
　
9

　
命
　
q

詫
繍

懸
嚥
誘
運
人

識
♂

　
滲
亭

　
ゆ
魑
亭
脱
塵

　
牽
誕

・
　
鰹
F
浄
餅

・
　
寧

↑
魑
畜

↑
娩
ざ

」
肇
ぢ

。
が

　
　
も



資料8－1
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資料8－2

Dukes

　A

B

C

D
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●

大腸がんの病期（D6kes分類）と予後
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資料9大腸内視鏡検査
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資料10－1大腸がん検診の実績（平成15年度）

総姿 40，、～49、、 50，、～59，、 60，、～69，、　70、、以上

授診　数 6，403，659 692，448 1，357，773 2，285，670 2，067，768

1要精密検査者 466，172 36，603 78，199 162，136 189，234

i異常認めず 101，707 9，813 18，843 35，328 37，723

iがんであった者 10，598
280 1，292 3，912 5，114

…がんの疑いがある 2，416
90 305 940 1，081

／がん以外の疾患 144，572 7，765 21，812 54，071 60，924

一未把握 87，555 7，010 14，726 28，701 37，118

ノ妥…珍 113871 11221 20349 37535 44766

．要精更準 7．28％ 5．29％ 5．76％ 7．09％ 9．15％

精検受診率 55．62％ 49．03％ 54．03％ 58．13％ 55．40％

陽性的中率 2．27％ 0．76％ 1．65％ 2．41％ 2．70％

がん発見率 0．17％ 0．04％ 0．10％ 0．17％ 0．25％

資料1地域保健・老人保健事業報告



資料10－2大腸がん検診の実施状況の推移

平成9年度　平成10年度 平成11年度　平成12年度　平成13年度　平成14年度　平成15年度

対象者数　　　　33，438，128 34，114，819 34，460，303 34，629，947　　　34，983，972　　　35，306，201　　　35，475，105

受診者数 4，872，954 5，062，822 5，271，196 5，480，593 5，755，703 6，052，437 6，403，659

要精密検査者 354，215 356，013 372，176 394，225 411，856 432，191 466，172

がんであった者 7，199 7，447 7，999 8，395 9，0斗6 9，721 10，598

受診率 14．57％ 14．84％ 15．30％ 15．83％ 16．45％ 17．14％ 18．05％

要精検率 7．27％ 7．03％ 7．06％ 7．19％ 7．16％ 7．14％ 7．28％

一がん発見率 0．15％ 0．15％ 0．15％ 0．15％ 0．16％ 0．16％ 0．17％

資料：地域保健・老人保健事業報告



資料11便潜血検査化学法による無作為化比較対照試験

実施地域
　　　　ガイドライン
報告年
　　　　　文献NO

　参加人数
症例数　対照数

対象年齢検診間隔
加水の
有無

要精検率
大腸がん死
亡の減少度

US
Minnesota

1999 17 15，570　　　　　　　　　逐年
　　　　15，394　50－80歳
15，587　　　　　　　　　隔年

あり 9．896 33％

なし 2．4％ 21％

United　Kingdom　　2002

　No廿ingham

　　　　　　　　2002

18
76，244　76，079　45－74歳　隔年 なし　　累積要精検率：2．6％ 13％

Denmark

Funen

19
30，967　3α966　45－75歳　隔年

　　　各回の要精検車：α8－3．8％
なし　　　　　　　　　　　　　　　　18％
　　　7回の累積要精検率＝5．1％

資料：有効性評価に基づく大腸がん検診ガイドライン



資料12便潜血検査の感度・特異度（化学法と免疫法の比較）

報告書 報告年ガイドライン　真陽性の対象

　　　　文献NO

偽陰性の把握法　　追跡期間 化学法 免疫法

方法 大腸癌数　　感度　　特異度　要精検串 方法 大腸癌数　　感度　　特異度　要精検車
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村
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1998

31

32

33

1
4
5
3
52

53

54

がん 追跡法（がん登録）　1年間

　　　　　　　　　2年間

進行がん　　同時法（化学法・免疫法〕

早期がん（sm）同時淑化学法免疫淘

　　がん　　　同時法（S状結腸鏡）

がん

がん

がん

がん

がん

追跡法（がん登録）　　1年間

追跡法（がん登録）　　2年間

同時法（全天腸内視餓〕

追跡法（がん登録）　　1年間

Gu乱iac（シオノギ日）

Gu且lao（シオノギB）

1日法

2日法

1日法

2日法

Hommoculヒ∬1日法

Hommocu【tK2日法

HommocukE3日法

13

15

8
8
8

1
　
1
　1

Guaiac（シオノギA）　　10

Guai日。（シオノギB）　　7

76．99も　　　79．99も　　　20．29も

80．096　　　了9．996　　　20．29も

70．29も　　　62．596

81．196　　　54．89｛，

46．8％　　62．5％

57．99も　　　54．8％

11．49も

38．9％

44．496　　　　　　　　　　了．296

62．5％　　　86．39も　　　13．896

43．89も　　　94．1％　　　 5．99も

1日法

2日法

1日法

2日法

RPHA1日法

RPHA2日法
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RPHA（多種）

2日法
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Monohaem2日法

Monohaom　3日法

1日法
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8
（
U
4

1
　
1
　
1
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24

25

18

18

18

209

73．39も　　　97．696

85．69も　　　96．6％

41．49も　　　97，69も

61．3りも　　　96．69も

61．15も　　　　　　　　　　3．096

77．89も　　　　　　　　　　　5．096

88．996　　　　　　　　　　　6．89｛コ

92．99も　　　95．896　　　B．796

86．29も　　　97．19も　　　3．29も

75．096　　　97．696　　　2．69も

55．696　　　97．1ワも　　　2．99も

a3．396　　　96．09も　　　4．09も

B8．996　　　93．99も　　　6．196

63．6％　　　　一　　　　　一

Bang
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ThDmas
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Tazi

Zappa

1980
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1997
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2001

5
6
3
3
田
3
8
3
9
4
0
41

ワ
t
3

4
4

　　がん　　　同時法（S状結腸鏡）

　がん・腺腫　　同時法（化学法・免疫法）

　　　　　　　追跡法

がん・腺腫（10m〈）同時法（全大腸内視鏡）

　　がん　　　同時法（全人腸内視蜘

　　がん　　　追跡法

がん

がん

がん

追跡法

追跡法

追跡法

2年間

間
間
間
間
間
間

年
年
年
年
年
年

2
2
2
3
2
　
2

Hcmmocu比

Hemmocu比（加水）

H｝mmoou比（加水なし）

Hemoccult

Hemm㏄ukπSeng●

Hem「noouh：

HemmQC戚HSo“sa

HommDcu忙H

Hommocult3日法

Hommocu比皿

HemmoculヒH

皿
1
9
1
9
1
1
2
5
3
3
4
3
5

　345

　93．2

（推計）＊

25．0％

78．9％

57．9％

67．6％

35．09も

33．3％

79．496

37．1％

64．0％

58．0％

48．7％

50．096

97．69も

93．8％

96．6％

84％

98．0％

86．7％

9了．796

2．59も

11．7％

6．4％

1。了％

12．196

3．8％

12．6％

2．5％

2．8％

2．89も

RID

B酔一TGstcdon剤bumin

Hemselect

Hcmsdect

Hemsdect

19

F
D
O
2

2
1
3

87．09も　　　95．B9も　　　12．096

30．0％　　　 90．0％　　　　 6．6％

了0．096　　　88．09も　　　20．39も

68．89も　　　94．49も　　　5．9序も

　51．2
　　　　　82．09も（推計）半

卓pmp繭onal　incMonco　mo廿10dによる推計価［

資料＝有効性評価に基づく大腸がん検診ガイドライン



資料13精検未受診者の大腸がん死亡のリスク比

精検受診
／精検未受診

リスク比
　95％
信頼区間

全がん

（nニ830）

精検受診者

精検未受診者

唱．00

4．80 2．71－8．49

浸潤がん

（nニ300）

精検受診者

精検未受診者

1．00

4．07 1．56－10．58

松田一夫、他：精検の精度管理、精検未受診群の癌：厚生省がん研究助成金「大腸が

ん検診の合理的な検診方法に関する臨床疫学的研究」班（主任研究者斉藤博）平成
13年度研究報告書、30－33、2001



資料14大腸がん検診の精密検査方法の推移
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一

一

2002

（175施設）

2003
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ロその他・無回答

■全大腸内視鏡＋注腸

□S状結腸鏡＋注腸

日全大腸内視鏡

【ヨ注腸

2001

（181施設）

（平成13～15年日本消化器集団検診学会全国集計）



資料15大腸がん検診の要精検率の年次推移
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大腸がん検診の要精検率は7％前後であるが、平成7年以降減少傾向にある。この間、

47都道府県のばらつきは減少しているが、なお要精検率が9％以上の県も存在する。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（地域保健・老人保健事業報告）
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資料16大腸がん検診のがん発見率の年次推移
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大腸がん検診の発見率は0．15％前後であり、平成4～7年はばらつきがあるが、以

降はがん発見率のばらつきはやや減少傾向を示している。

（地域保健・老人保健事業報告）



資料17大腸がん検診の精検未把握率の年次推移
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大腸がん検診の精検未把握率は30～40％であり、平成10～15年にも多少の増減
はあるが、ばらつきは改善していない。

（地域保健・老人保健事業報告）



資料18 大腸がん検診におけるがん発見率と要精検率

の都道府県分布
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大腸がん検診のがん発見率と要精検率には都道府県格差がみられる。要精検率は6～896に集中して

いるが、同範囲内に限定しても、発見率は0．1～0．3％とばらっきがある。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（平成13～15年度地域保健・老人保健事業報告）



資料19 大腸がん検診におけるがん発見率と精検受診率

の都道府県分布
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大腸がん検診のがん発見率と精強受診率には都道府県格差がみられる。精検受診率は50～
70％に集中しているが、同範囲内に限定しても、発見率は0．1～0．396とばらつきがある。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（平成13～15年度地域保健・老人保健事業報告）
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（参考）都道府県番号表

番号 都道府県 番号 都道府県 番号 都道府県

1 北海道
17 石川県

33 岡山県

2 青森県
18 福井県

34 広島県

3 岩手県
19 山梨県

35 山ロ県

4 宮城県
20 長野県

36 徳島県

5 秋田県
21 岐阜県

37 香川県

6 山形県
22 静岡県 38 愛媛県

7 福島県
23 愛知県

39 高知県

8 茨城県
24 三重県

40 福岡県

9 栃木県
25 滋賀県

41 佐賀県

10 群馬県
26 京都府 42 長崎県

11 埼玉県
27 大阪府 43 熊本県

12 千葉県 28 兵庫県 44 大分県

13 東京都 29 奈良県 45 宮崎県

14 神奈川県 30 和歌山県 46 鹿児島県

15 新潟県
31 鳥取県 47 沖縄県



資料20便潜血検査免疫法の症例対照研究

　　　　　　　　　ガイドライン
報告者　　報告年
　　　　　　　　　　文献NO

方法
検討症例数

症例 対照

対象年齢検診，畿詮死享灘鴇。1）

Hiwatashi

Saito

Zappa

Saito

1993

1995

1997

2000

7
8
4
4
5
9

ワ
』
4

化学法＋免疫法

　　免疫法

　　免疫法

化学法＋免疫法

化学法＋免疫法

一化学法＋免疫法

　　免疫法

28

193

164

206

51

42

28

84

577

467

1030

152

86

83

45－69歳

40－79歳

40－79歳

41－75歳

40歳以上

40歳以上

40歳以上

36ケ月以内

12ケ月以内

24ケ月以内

36ヶ月以内

12ケ月以内

24ヶ月以内

12ヶ月以内

0．24（0．08－0．76）

0．40（0．17－0．92）

0．39（0．12－1．33）

0．54（0、3－0．9）

O．20（0．08－0．49）

0．17（0．04－0．75〉

0．19（0．05－0．70）

資料：有効性評価に基づく大腸がん検診ガイドライン



資料21大腸がん検診における受診者の負担と不利益

偶発症・受診者の負担 直腸指診 便潜血検査化学法 便潜血検査免疫法 S状結腸鏡検査 全大腸内視鏡検査 注腸X練検査

偽陰性率 報告なし 20、0～75．096 7．1～70．096 3．5～4．296（観察範囲内） 2．5～5．0％ 0～20．096

偽陽性率 報告なし 2、0～20．1％ 2．4～30．0％ 報告なし 報告なし 報告なし

事前の食事制限 なし あり（肉類など） なし なし～あり あり（海草・繊維の多い野菜など） 検査食

毒前の薬剤制限 なし あり（ビタミンCなど） なし 抗凝固剤 抗凝固剤 なし

薬剤制限による偶発症 一
なし 一

稀だが、出血・血栓症など 稀だが、出血・血栓症など なし

前処置 なし なし なし 浣腸や刺激性下剤 下剤（PEGなど） 塩類下剤（マダコロールなど）

前処置による偶発症 一 一 一
腹痛・吐き気など

腹痛・吐き気など。稀だが、穿孔

竰ｰ閉塞。

腹痛・吐き気など。稀だが、穿

Eや腸閉塞。

前処置による偶発症（死亡） 一 一 一 報告なし あり（4例／約1，772万例） あり（1例／約5，362万例）

前投薬 なし なし なし なし～あり（鎮痙剤・鎮静剤など）
鎮静剤は6696の施設で使用。鎮
z剤も使用される。

高頻度に使用（鎮痙剤）

前投薬による偶発症 一 一 一
ショック・血圧低下・呼吸抑制など ショック・血圧低下・呼吸抑制など ショック・血圧低下・呼吸抑制など

前投薬による偶発症（死亡） 一 一 一
可能性あり（前投薬使用の場合） あり 可能性あり〔前投薬使用の場合）

スクリーニング検査偶発症頻 なし なし なし 〇一〇．00159も（1／65，480） 0．06996（2，038／2，945，518） 0．00519も（4／78，745）

スクリーニング検査偶発症 一 一 一 出血・穿孔など 出血・穿孔など 便秘・穿孔など

スクリーニング検査偶発症（死亡） なし なし なし なし 0．00088％（26／2，945，518） 報告なし

精密検査の偶発症 あり あり あり あり あり あり

感染対策（消奪） 一 一 一 報告はないが、消毒は必要 報告はないが、消毒は必要 一

放射線被曝 一 一 一 一 甲
あり（3．5～4．7mSV）

注1）偽陰性率・偽陽性率の算出方法は、同時法・追跡法などがあるが、その算出条件は研究間で異なる。このため、単純な比較は困難であるが、勢考値として、上記表に示している。

注2）偶発症の頻度はわが国にお1ナる報告に基づく
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　資料：有効性評価に基づく大腸がん検診ガイドライン



資料22各国の大腸がん検診の対象年齢・検診法

国名 スクリーニング　年齢

実施レベル

スクリーニング法

　　（間隔年）

米国

ドイツ

英国

オーストラリア

フランス

イタリア

国

〃

国（パイロット）＊

　　　〃

　　　〃

　　地方

50酎

45’》

50～70

55～75

50～74

50’》70

FOBT，CS，FS，BE
　（1）　　（10）　（5）

FOBT＊＊（1》＋CS（10》

化学法FOBT（21

免疫法FOBT（2）

化学法FOBT（21

免疫法FOBT旧法《2》

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　FOBT　：便潜血検査　　　CS：大腸内視鏡検査
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　FS　　：S状結腸内視鏡

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＊：政策による導入を前提とした
hternational　Colorectal　Cancer　ScreellingNetwork（2004）から　　　　　　　　大規模パイロット研究

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＊＊：種類不明



資料23ECのマンモグラフィに関する精度管理ガイドライン

精度管理指標 許容レベルー推奨レベル

対象者中の受診率

要精検率

乳がん発見率

一進行がん割合

（stage”以上）

検診外発見例の割合

　　　　　70％以上

初回　　　7％以下

経年　　　5％以下

初回　　罹患率の3倍

経年　　罹患率の1．5倍

初回　　　　25％

経年　　　　20％

1年以内罹患率の30％
1－2年　　罹患率の50％

75％以上

5％以下

3％以下

それ以上

それ以上

それ以下

それ以下

それ以下

それ以下

罹患率：検診が実施されない場合の期待罹患率



老発第0331029号

平成18年3月31日

艦籍三／・

　　　　　　　　　　　　　　　　ラモ
厚生労働省老健局長ll導藁鮒li鎚i謝i
　　　　　　　　ゴ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　圭

　　　　　　　　■i、i鳥見ぼ一」醤」

地域リハビリテーション推進事業等の廃止について

　今般、下記に掲げる事業について、都道府県等が行う事業としておおむね同化・定着し

てきたこと等を踏まえ、自治体の自主性・裁量性が更に発揮できるよう、平成18年3月

31日限り廃止することとしたので通知する。

記

1　地域リハビリテーション推進事業の実施について（平成12年3月28日老発第28

　6号厚生省老人保健福祉局長通知）

2　老人日常生活用具給付等事業の実施について一（平成12年9月27日老発第656号

　厚生省老人保健福祉局長通知）
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各都道府県　老人保健主管部（局）長　殿

　　　　　　　　　　　　　鍵醐虐

厚生労働省老健局老人保健課　’随固晋祀

　　　　　　　　　　　　　欄課髭腿

r地域リハビリテーション推進のための指針」の策定について

　地域リハビリテーションについては、「地域リハビリテーション推進事業実施要綱」（平

成12年3月28目老発第286号厚生省老人保健福祉局長通知）に基づく国が行う補助

事業として実施してきたところであり、地域においては、脳卒中等の疾患によりリハビリ

テーションが必要となった者に対して、状態に応じた適切なサービスを提供することによ

り、寝たきりや要介護状態等となるこどの予防に一定の役割を果たしてきたところである。

この間、260か所以上の地域リハビリテーション広域支援センターが指定されるなど、

都道府県が行う事業としておおむね同化・定着したものと評価されている。

　こうした中、地方六団体からの強い要望があったことも踏まえ、自治体の自主性・裁量

性が更に発揮できるよう、政府の方針として補助事業を廃止することとなったところであ

る。しかしながら、地域リハビリテーションは、活力ある超高齢社会の実現や寝たきり予

防対策にとって重要であり、国として引き続きこれらの重要性や適切な実施方法について

の情報提供などを行っていくことが必要であることから、今般、平成18年度以降におけ

るこれらの実施に当たっての参考に供するため、別添のとおり「地域リハビリテーション

推進のための指針」を策定し、平成18年4月！日から施行することとしたので、貴管内

市町村及び関係団体に対して周知方お願いする。

1



別添

「地域リハビリテーション推進のための指針」

第1　事業の目的

　　　　地域リハビリテーションは、活力ある超高齢社会の実現や寝たきり予防対策にと

　　　って重要であることから、都道府県が行う地域リハビリテーション推進のための事

　　　業及び脳卒中情報システムの整備・活用により、地域における保健事業の効果的、

　　　効率的な実施に資することを目的とする。

第2　事業の実施主体

　　　　都道府県とする。

第3　地域リハビリテーション支援体制の整備

　1　趣旨
　　　　高齢者が寝たきり状態になることを予防するためには、脳卒中や骨折等による障

　　　害発生時においては、急性期リハビリテーション及びその後の回復期リハビリテー

　　　ション、また、病状安定期にある場合や廃用症候群に対しては、維持期リハビリテ

　　　ーションというように、高齢者それぞれの状態に応じた適切なハビリテーションが

　　　提供されることが必要である。

　　　　さらに、障害を持つ者や高齢者が、閉じこもり状態となり、老化に伴う心身機能

　　　の低下とあわせて寝たきり状態となることを予防し、住み慣れた地域において、生

　　　涯にわたって生き生きとした生活を送ることができるよう、保健・医療・福祉の関

　　　係者のみならず、ボランティア等の地域における住民が参画して行う、いわゆる地

　　　域リハビリテーションが適切に行われることも重要である。

　　　　　地域リハビリテーションは、上記のように、高齢者の様々な状況に応じたりハ

　　　　ビリテーションが、適切かつ円滑に提供される体制の整備を図るものである。

　2　事業内容
　　（1）都道府県リハビリテーション協議会

　　　　　都道府県は、保健・医療・福祉の関係者で構成される「都道府県リハビリテー

　　　　ション協議会」（以下「協議会」という。）を設置するものとする。

　　　ア　協議会の構成

　　　　　　協議会は、都道府県医師会、都道府県病院協会、都道府県老人保健施設協会、

　　　　　都道府県看護協会、都道府県理学療法士会、都道府県作業療法士会、等の関係

　　　　　団体、保健所、市町村、患者の会、家族の会の代表者及びその他事業の推進に

　　　　　必要と認められる者を構成員とする。

　　　イ　協議会の役割

　　　　　（ア）都道府県及び地域におけるリハビリテーション連携指針の作成

　　　　　　　　脳卒中等の疾患について、急性期から回復期、維持期へと必要なリハビ



　　　　　　リテーションの内容が移行していく過程、さらに障害を持つ者等の閉じこ

　　　　　　もりや寝たきり状態の予防対策等についての十分な理解を踏まえ、医療機

　　　　　　関と保健、福祉の担当機関との円滑な連携確保のための指針を作成する。

　　　　（イ）都道府県リハビリテーション支援センター・地域リハビリテーション広域

　　　　　　支援センターの指定に係る調整・協議

　　　　　　　協議会は、（2）及び（3）に掲げる都道府県リハビリテーション支援セ

　　　　　　ンター及び地域リハビリテーション広域支援センターの指定のために必要

　　　　　　な調整及び協議を行う。

　（2）都道府県リハビリテーション支援センター

　　　　都道府県は、協議会の意見を聴いて、地域リハビリテーションを推進するため

　　　の中核として、以下に掲げる事業を実施する都道府県リハビリテーション支援セ

　　　ンターを！箇所指定するものとする。

　　ア　地域リハビリテーション広域支援センターヘの支援

　　　　　都道府県リハビリテーション支援センターは、地域リハビリテーション広域

　　　　支援センターに対して、人的支援、新たなリハビリテーション技術の研修等を

　　　　行う。

　　イ　リハビリテーション資源の調査・研究

　　　　　リハビリテーションの実施及び関係機関との連携に資するため、地域におけ

　　　　るリハビリテーションの実施体制等に関する調査を実施する。

　　ウ　関係団体、医療機関との連絡・調整

　　　　　関係団体、医療機関（救急医療実施医療機関を含む。）との連携を密に行い、

　　　　必要な連絡調整を実施する。

（3）地域リハビリテーション広域支援センター

　　　都道府県は、協議会の意見を聴いて、以下に掲げる事業を実施する地域リハビリ

　　テーション広域支援センターをおおむね老人保健福祉圏ごとに1箇所指定するもの

　　とする。

　　ア　地域におけるリハビリテーション実施機関の支援

　　　　（ア）地域住民の相談への対応に係る支援

　　　　（イ）福祉用具、住宅改修等の相談への対応に係る支援

　　イ　リハビリテーション施設の共同利用

　　ウ　地域におけるリハビリテーション実施機関等の従事者に対する援助・研修

　　　　（ア）地域におけるリハビリテーション実施機関の従事者に対する実地の技術援

　　　　　　助

　　　　（イ）リハビリテーション従事者に対する研修

　　工　地域における関係団体、患者の会、家族の会等からなる連絡協議会の設置・運

　　　　営

（4）地域リハビリ調整者養成研修

　　　　在宅の寝たきり老人等に対して、地域における社会資源を活用しっっ、一人一



　人の需要及び心身の状況等に応じて最も適していると認められるリハビリテーシ

　ョンサービスを提供するため、地域におけるリハビリテーションに関する調整相

　談及び指導等（以下「地域リハビリ・コーディネーション」という。）を行う者（以

　下「地域リハビリ調整者」という。）を養成するための研修を実施するものとす

　る。

ア　研修の内容

　　研修内容は、おおむね次に掲げる事項とするが、地域の実情に応じた実務的な

　研修を実施すること。

　〔ア）地域リハビリ・コーディネーションに関する基礎的知識の習得

　（イ）地域リハビリ調整者の役割

　　　　　地域リハビリ調整者の役割としては、概ね次のとおりで南る。

　　　a　在宅の寝たきり老人等の心身の状況及びリハビリテーションに関する需

　　　　要の把握、並びに地域における保健・医療・福祉のサービスとの連絡・調

　　　　整

　　　b　在宅の寝たきり老人等に対する地域住民の理解を深めるため、家族会及

　　　　びボランティア等の地域組織の育成・支援

　　　c　地域リハビリ・コーディネーションの観点からみた地域における保健・

　　　　医療・福祉サービスの実態把握及びその問題点の改善に係る企画・調整

　（ウ）地域リハビリ・コーディネーションの具体的な援助活動の進め方

　　　　　地域での活動事例等の研究を通した地域リハビリ・コーディネーション

　　　　の果たす役割及び援助活動方法の習得に関すること。

　　（エ）その他地域リハビリ調整者に必要な知識及び技術

　　　　　なお、講師については、地域リハビリ・コーディネーションに関する専

　　　　門的な知識又は技術を有する者を選定すること。

イ　受講対象者

　　　受講対象者は、原則として市町村の職員であって、在宅の寝たきり老人等に

　　対する保健又は福祉に関する業務に従事する保健師、看護師、理学療法士、作

　　業療法士、社会福祉士、介護福祉士及び言語聴覚士等とする。

ウ　受講人員

　　　受講人員は、原則として毎年各市町村1名以上が受講できる適切な規模を設

　　定するものとする。

　　　なお、1回当たりの受講定員の設定に当たっては、交通の利便等を考慮しつ

　　つ、研修の実効を上げられるよう配慮すること。

工　研修期間

　　　1回の研修期間は、3日間程度とする。

オ　開催場所

　　　都道府県が指定する場所とする。

カ　その他留意事項



　開催時期の選定に当たっては、受講対象者が参加しやすい時期を考慮して決

定すること。

第4　脳卒中情報システムの整備

　1　趣旨
　　　　寝たきり予防対策を効果的に推進するため、医療機関から保健所等に提供される

　　　脳卒中患者の診療情報等をもとに、市町村がこれら在宅脳卒中患者に対する適切な

　　　保健福祉サービスの実施を図るための脳卒中情報システムの整備を行うものである。

2　脳卒中委員会の設置

　　　都道府県は、保健・一医療・福祉の関係者から構成する「脳卒中委員会」（以下「委

　　員会」という。）を設置するものとする。

（1）委員会の構成

　　　　委員会は、保健所、医師会、学識経験者及び脳卒中情報システムの整備に係わ

　　　る専門家等によって構成するものとする。

（2）委員会の運営

　　　　委員会は、次の事項について審議し、その結果を都道府県知事に報告するもの

　　　とする。

　　ア　寝たきり予防対策を効果的、効率的に推進するため、脳卒中患者の登録を実

　　　施するとともに、医療機関からの保健所等に提供される脳卒中患者の診療情報等

　　　をもとに、市町村がこれら在宅脳卒中患者に対する適切な保健福祉サービスの実

　　　施を図ることを目的とした脳卒中情報システムの整備の実施について、情報提供

　　　件数、早期訪問の実施状況、適切な保健福祉サービスの選定・提供等の観点から

　　　評価を行う。

　　イ　その他脳卒中情報システムの評価に必要な事項を検討する。

3　事業の実施方法

（1）脳卒中の登録の方法については、地域の実情を考慮しつつ、関係諸機関の協力を

　　得て決定するものとする。

　　　なお、登録を実施するに当たっては、「脳卒中登録管理ガイドライン」　（厚生省

　　循環器病研究委託費による地域における脳卒中の登録と管理に関する研究班、昭和

　　57年3月）を参考にするものとする。

（2）収集した情報は個人ごとに整理するとともに患者登録票を作成し、その保管に当

　　たっては個々の患者の秘密が保持されるよう厳重に注意するものとする。

（3）収集、整理した登録情報に基づき、脳卒中患者のり患率、受療状況、生存率等を

　　集計及び解析するものとする。

　　　なお、解析した結果については年毎にまとめ、関係機関に報告するものとする。

（4）登録に当たっては、その精度を常に管理し、その向上に努めるものとする。その

　　ため、医療機関等に対し届出体制の整備を依頼するとともに、必要に応じて医療機



　　関等に出張し、情報を採録するものとする。

（5）保健所は、医療機関から提供された脳卒中患者（以下「対象者」という。〉の診療

　情報等を整理するとともに、対象者の住居地の市町村が同じ情報を受けているか確

　認し、受けていない場合は、整理した情報を当該市町村に対し、速やかに連絡する

　　ものとする。

（6）市町村は、医療機関もしくは保健所からの対象者の情報をもとに、保健・医療・

　福祉の各担当部門が連携を密にして、対象者に必要な保健福祉サービスを選定し、

　　対象者及びその家族の意向を踏まえたうえで、適切なサービスを提供するものとす

　　る。

　　　また、保健所が同じ情報を受けているか確認し、受けていない場合は、その情報

　　を速やかに連絡するものとする。

（7）保健所は、管内市町村における脳卒中情報システムの実施状況をとりまとめ脳卒

　　中委員会に報告するものとする。

4　実施上の留意事項

（1）都道府県は、医療機関、市町村等関係機関と密接な連携を保ちっっ、本システム

　　を実施するものとする。

　　　特に、本システムが効果的に行われるよう市町村に対し適切な指導を行うととも

　　に、医療機関等に対し本システムの趣旨を周知徹底し、積極的な協力が得られるよ

　　う努めるものとする。

（2）本システムの関係者は、対象者のプライバシーの保護に十分留意し、個人情報が

　　部外者に漏洩することがないよう、秘密厳守に徹するものとする。

（3）対象者の登録に当たっては、医療機関等において本システムの趣旨等を十分に説

　　明し、対象者の同意を得ることを原則とする。
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介護予防市町村支援事業の実施について

　平成18年4月より、介護保険制度に、介護予防事業及び新予防給付が創設されること

に伴い、．今般、これら事業の効果的かつ効率的な実施を確保することを目的として都道府

県により広域的な観点から市区町村に対し必要な支援を実施するため、別紙のとおり　r介

護予防市町村支援事業実施要綱」を定め、平成18年4月1日から施行することとしたの

で通知する。



介護予防市町村支援事業実施要綱

第1　事業の目的

　　市町村（特別区を含む。以下同じ。）においては、高齢者が要支援・要介

　護状態となることの予防又はその悪化の防止（以下「介護予防」という。）

　を目的として、平成18年度より介護保険法に基づく予防給付、地域支援事業

　における介護予防事業及び老人保健事業の基本健診において実施する介護予

　防のための生活機能評価（以下「介護予防関連事業」という。）が新たに実

　施される。

　　介護予防関連事業は、超高齢社会を迎え．るに当たって、活力ある社会を構

　築していく上で重要な意義を有する毛のである。その効果的な実施に当たっ

　ては、住民や事業に従事する関係者等が介護予防の重要性や事業の趣旨等に

　ついて十分に理解し、高齢者自らが積極的に事業に参加するとともに、市町

　村によって適切に事業・サービスが提供されることが求められる。

　　このため、都道府県が、介護予防に関する普及啓発、市区町村の担当者等

　の資質の向上、介護予防関連事業の事業評価等を行うことにより、市町村に

　おける効果的な介護予防関連事業の実施を支援することを目的として、介護

　予防市町村支援事業（以下「本事業」という。）を実施する。

第2　実施主体

　　本事業の実施主体は、都道府県とする。

第3　事業内容

　　事業内容は、次に掲げる事項とする。

1　介護予防市町村支援委員会の設置及び運営

2　介護予防に関する普及啓発

3　介護予防関連事業に従事する者に対する研修

4　介護予防関連事業の事業評価

5　その他必要と認められる事項

第4　介護予防市町村支援委員会の設置及び運営

1　趣旨

　　都道府県は、本事業の目的を達成するため、介護予防市町村支援委員会（以

　下「支援委員会」という。）を設置する。
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2　組織

（1）支援委員会の構成

　　支援委員会は、医療関係団体、市町村、介護保険事業者、住民、保健所

　長、学識経験者等により構成する。

（2）専門部会の設置

　　専門的見地から調査・検討を行うため、支援委員会に、　「運動器の機能

　　向上部会」、r口腔機能の向上部会」、r栄養改善部会」、r閉じこもり・

　認知症・うつ部会」の4部会を設置するものとする。なお、支援委員会及

　び部会の構成員との重複や合同で開催することを妨げない。

3　運営

　　支援委員会は、次の事項について調査・検討し、その結果を都道府県に報

告するものとする。

（1）介護予防の普及啓発に関すること

（2）介護予防関連事業に従事する人材の確保及び資質向上に関すること

（3）介護予防関連事業の事業評価に関すること

（4）その他介護予防関連事業の適切な実施に必要な事項に関すること

4　実施上の留意事項

　　都道府県は、支援委員会における調査・検討の結果を踏まえ、必要な措置

　を講ずるものとする。

第5　介護予防に関する普及啓発

1　趣旨

　　都道府県は、市町村との連携を図りつつ、住民等に対して、介護予防につ

　いての十分な理解を促進し、介護予防関連事業の効果的かつ適切な推進を目

　的とし、広域的な普及啓発を行う。

2　普及啓発の内容

　都道府県は、年度ごとに普及啓発計画を策定し、次に掲げる事項について

適宜実施する。　　　　　　　　　　　　　　　　．、

（r）イベント、講演会、街頭キャンペーン等の開催

（2）ポスター、リーフレット、ビデオ等の普及啓発資料の作成・配布

（3）広報、インターネット等を活用した情報提供

（4）その他介護予防に関する普及啓発に関する事項



3　実施上の留意事項

　都道府県は、市町村が行う普及啓発事業との連携を図り、その実施を支援

するとともに、住民に対するアンケートの実施等により、より効果的な普及

　啓発の実施に努めるものとする。また、普及啓発計画は、支援委員会におけ

　る検討を踏まえ策定するものとする。

第6　介護予防従事者研修会の開催

1　趣旨

　　都道府県は、介護予防関連事業に従事する者の資質の向上を図ることを目

　的に、介護予防従事者研修会（以下r研修会」という。）を開催する。

2　研修会の区分

　研修会の区分は、次のとおりとする。

（1）市町村職員等の行政担当者に対する研修

（2）介護予防関連事業の実施担当者に対する研修

3　研修会の内容

　　都道府県は、年度ごとに研修会の実施計画を策定し、研修会の区分ごとに、

　次に掲げる内容の研修会を開催する。

（1）市町村職員等の行政担当者に対する研修

ア
イ
ウ
エ
オ
カ

制度の概要

事業実施計画の策定方法

事業展開の方法

事業評価の方法

安全管理の方法

その他介護予防関連事業の運営・管理に資する内容

（2）介護予防関連事業の実施担当者に対する研修

　ア　制度の概要

　イ　次に掲げる介護予防プログラムの実施方法〔実習を含む。）

　　（ア）運動器の機能向上

　　（イ）栄養改善

　　（ウ）口腔機能の向上

　　（エ）閉じこもり予防・支援

　　くオ〉認知症予防・支援

　　（カ）うつ予防・支援

　ウ　安全管理の方法



　　工　介護予防に関す’る効果の評価方法

　　オ　その他介護予防関連事業の効果的・効率的実施に資する内容

4　研修期間及び受講人員

　　研修期間及び受講人員は、研修内容を踏まえ、適切に設定する’こと。

5　開催回数

　　開催回数は、研修会への参加状況等を踏まえ、適切に設定すること。

6　開催場所

　　研修内容等を踏まえ、適切な実施が可能な場所とすること。

7　実施上あ留意事項

　　研修会の実施計画は、支援委員会における検討を踏まえ策定するものとす

　る。

第7　介護予防関連事業の事業評価

1　趣旨

　都道府県は、市町村が実施する介護予防関連事業について、その実施状況友

　びその事業による介護予防の効果等に関する情報の収集・分析並びに市町村に

対する助言を行う。

2　事業評価の内容

　　支援委員会は、次に掲げる事項について評価を実施し、都道府県に報告す

　る。

（1）実施内容・方法

〔2）実施体制

（3）介護予防の効果

（4）その他介護予防関事業の効果的実施に資する事項

3　事業評価結果の公表等

　　都道府県は、市町村の行う介護予防関連事業の評価結果について、市町村

　に還元するとともに、公表する。

4　国の取組への協力

　　国においては、別に定める「継続的評価分析支援事業実施要綱」において
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介護予防関連事業の効果の評価を行うこととしており、都道府県は、国の求

めに応じて本事業の検討結果の提供等、必要な協力を行うものとする。

5　実施上の留意事項

（1）都道府県は、事業評価の実施に当たっては市町村や事業者と十分に連絡・

　調整を行うとともに、関係団体及び関係機関に対し、事業評価の趣旨を周知

　徹底して積極的な協力を求めるものとする。

（2）介護予防関連事業の事業評価に関する国や他の都道府県の取組との連携

　を十分に図るよう努めるものとする。

（3）事業評価結果の公表に当たっては、介護予防関連事業の利用者の個人情

　報の保護に十分に配慮するものとする。

第8　報告
　　都道府県は、別に定めるところにより、本事業の実施状況等を厚生労働大

　臣に報告するものとする。

第9　経費の負担

　　都道府県がこの実施要綱に基づき実施する事業に要する費用については・

　厚生労働省が別に定める「介護保険事業費補助金交付要綱」に基づき、実施

　計画を勘案の上、予算の範囲内で国庫補助を行うものとする。

第10　施行期日
　この要綱は、平成18年4月1日から施行する。
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